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判 決 

主 文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

事 実 及 び 理 由 5 

第１ 請求 

 被告は、愛媛県西宇和郡Ｋ町Ｌ番地Ｍにおいて、伊方発電所３号機の原子炉

を運転してはならない。 

第２ 事案の概要 

本件は、原告らが、被告の設置・運用する発電用（軽水型）原子炉施設（以10 

下、発電用（軽水型）原子炉施設を単に「原子炉施設」といい、発電用（軽水

型）原子炉を単に「原子炉」という。）である伊方発電所（以下「本件発電所」 

という。）３号機の原子炉（以下「本件原子炉」という。）及びその附属施設（以

下、本件原子炉と併せて「本件原子炉施設」という。）は、地震及び火山の噴火

に対する安全性を欠いており、その運転により重大な事故が発生し、これによ15 

り大量の放射性物質が放出されて、原告らの生命、身体、生活の平穏等（以下、

これらを併せて「原告らの生命等」という。）の重大な法益に対する侵害が生ず

る具体的危険があるとして、人格権に基づく妨害予防請求として、本件原子炉

の運転の差止めを求める事案である。 

第３ 前提事実（当事者間に争いのない事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨により20 

容易に認められる事実） 

１ 当事者 

⑴ 原告らは、別紙１当事者目録記載の大分県内の各住所地に居住する者であ

り、いずれも本件発電所から概ね半径１４０ｋｍ圏内に居住している。（弁論

の全趣旨） 25 

⑵ 被告は、四国４県において、小売電気事業（電気事業法２条１項２号）、一



2 

 

般送配電事業（同項８号）及び発電事業（同項１４号）を行う電気事業者（同

項１７号）であり、本件原子炉施設を含む発電設備を所有している。（弁論の

全趣旨） 

２ 本件発電所の概要等 

⑴ 本件発電所 5 

本件発電所は、四国の北西端に細長く突出した佐田岬半島の付け根に位置

し、瀬戸内海の伊予灘に面している。本件発電所に設置されている３機の原

子炉（１号機ないし３号機）の一つ（３号機）が本件原子炉（定格電気出力

８９万ｋＷ）である。 

本件原子炉は、昭和６１年５月２６日に原子炉設置変更（増設）許可を受10 

けた後、同年１１月１日建設工事が開始され、平成６年１２月１５日から営

業運転が開始された。その後、平成２３年３月１１日、東北地方太平洋沖地

震が発生し、福島第一原子力発電所（以下「福島第一原発」という。）で事故

が発生したことを受け、被告は、平成２５年７月８日、原子力規制委員会（以

下「規制委員会」という。）に対し、本件原子炉施設につき、原子炉設置変更15 

許可申請（以下、その後の補正も併せて「本件申請」という。）をし、規制委

員会は、平成２７年７月１５日、原子炉設置変更許可処分（以下「本件許可」

という。）をした。 

なお、１号機は平成２８年５月１０日に、２号機は平成３０年５月２３日

にそれぞれ電気事業法上の発電事業の用に供する発電用の電気工作物として20 

廃止された。 

（乙３、ヨ１、ヨ１１［６－３－７頁］、ヨ１３、弁論の全趣旨） 

⑵ 本件発電所の敷地周辺の中央構造線 

本件発電所敷地周辺地域は、中央構造線（以下「地質境界としての中央構

造線」という。）によって、北側の領家帯・白亜紀和泉層群（内帯）と南側25 

の三波川帯（外帯）に区分されている。また、本件発電所が面している伊予
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灘には、近畿地方の金剛山地の東縁から、和泉山脈の南縁、淡路島南部の海

域を経て、四国北部を東西に横断し、伊予灘、別府湾を経て由布院に達する

長大な断層帯である中央構造線断層帯がある。 

地質境界としての中央構造線が活断層であるかについては、当事者間に争

いがある。 5 

（甲８３、乙２０、ヨ１１［６－３－１９～６－３－２１頁］） 

３ 原子力発電の仕組み等 

⑴ 核分裂の仕組み 

全ての物質は元素（原子）から成っており、原子の中心には原子核（陽子

と中性子の集合体）がある。ウラン２３５の原子核が中性子を吸収すると、10 

原子核が分裂（核分裂）し、その際、膨大な熱エネルギーとともに放射性物

質であるヨウ素１３１、キセノン１３３等の核分裂生成物及び２個又は３個

の高速中性子（速度の速い中性子）が発生する。発生した中性子は、別のウ

ラン２３５の原子核に吸収されて次の核分裂を生じさせ、その後も次々と核

分裂が繰り返される（核分裂連鎖反応）。（乙ヨ２、弁論の全趣旨） 15 

⑵ 原子力発電の仕組み 

原子力発電は、前記⑴のようなウラン２３５の核分裂連鎖反応によって持

続的に生じる熱エネルギーを利用するものであり、原子炉において取り出し

た熱エネルギーによって蒸気を発生させ、この蒸気でタービンを回転させて

発電を行う発電方法である。 20 

ウラン２３５の原子核が核分裂する確率は、熱中性子（速度の遅い中性子）

の場合に大きくなるため、核分裂連鎖反応を行わせるためには、高速中性子

の速度を熱中性子の速度まで減速させる必要があり、このために減速材が用

いられる。また、核分裂を安定的に持続させるためには、核分裂を起こす中

性子の数を調整することが必要であり、このために中性子を吸収しやすい性25 

質を持つ制御材が用いられる。（乙ヨ２、弁論の全趣旨） 
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⑶ 原子炉の種類 

原子炉のうち、減速材及び冷却材（炉心を冷却するとともに、原子炉で発

生したエネルギーを取り出すための媒介となるもの）の両者の役割を果たす

ものとして軽水（普通の水）を用いるものを軽水炉という。軽水炉のうち、

一次冷却系と二次冷却系を有し、原子炉で発生させた高温高圧の一次冷却材5 

の持つエネルギーを、蒸気発生器を介して二次冷却系に伝達し、二次冷却系

で発生した蒸気をタービンに送って発電するものを加圧水型原子炉（ＰＷＲ）

というが、本件原子炉は、この加圧水型原子炉である。（乙ヨ２、弁論の全趣

旨） 

４ 本件原子炉施設の設備  10 

⑴ 原子炉 

原子炉は、核分裂連鎖反応により発生する熱エネルギーを安全かつ有効に

取り出すための設備である。原子炉内は、一次冷却材である軽水で満たされ

ており、これを減速材として中性子を減速させることで燃料であるウラン２

３５を核分裂させるとともに、制御材を用いて核分裂連鎖反応を制御してい15 

る。原子炉を構成するものは、次のアないしウ等である。 

ア 原子炉容器 

原子炉容器は、低合金鋼及び低合金鍛鋼を材料とする容器であり、燃料

集合体等を収納している。（乙ヨ１１［８－３－９７、８－５－４～８－５

－６、８－５－１８３、８－５－２６１頁］） 20 

イ 燃料集合体 

燃料集合体は、ペレットを燃料被覆管の中に詰めた燃料棒を束ねたもの

である。ペレットは、原子力発電の燃料となるウランと酸素との化合物で

ある二酸化ウランの粉末をプレス装置で成型し焼き固めたものが主に用

いられており、二酸化ウランと二酸化プルトニウムの混合物質であるウラ25 

ン・プルトニウム混合酸化物（Ｍｉｘｅｄ Ｏｘｉｄｅ）を用いた燃料も
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使用されている。（乙ヨ１１［８－３－７、８－３－８、８－３－７４～８

－３－８０頁］、弁論の全趣旨） 

ウ 制御材 

本件原子炉では、制御材として、ホウ素、制御棒等が用いられている。 

 ホウ素は、中性子を吸収しやすい性質があるため、一次冷却材に添加5 

し、一次冷却材のホウ素濃度を調整することによって、原子炉内の中性

子の数を調整し、核分裂連鎖反応を安定した状態に制御する。一次冷却

材のホウ素濃度の調整は、平常運転時においては、体積制御タンク、充

てんポンプ、ホウ酸タンク、ホウ酸ポンプ等の設備から構成される化学

体積制御設備で、濃度を調整したホウ酸水を一次冷却設備に注入するな10 

どして行われる。（乙ヨ１１［８－３－４４、８－３－４５、８－５－１

３１～８－５－１４１、８－５－２３０～８－５－２３７頁］、弁論の全

趣旨） 

 制御棒は、中性子を吸収しやすい性質を持つ銀・インジウム・カドミ

ウム合金を用いたものであり、本件原子炉では、燃料集合体の上部から15 

挿入できるよう組み込まれており、制御棒の先端は、常に燃料集合体の

中に入った状態となっている。一つの燃料集合体に挿入される制御棒の

全ては上部で束ねられており（制御棒クラスタ）、これを制御棒クラスタ

駆動装置で保持するとともに、原子炉内で上下に駆動させることで、原

子炉内の中性子の数を調整し、核分裂連鎖反応を制御する。通常運転時20 

には、ほぼ全ての制御棒が引き抜かれた状態で原子炉内の核分裂連鎖反

応は安定しているが、タービン出力が変化するなど急な原子炉出力調整

の必要が生じた際には自動で上下駆動し原子炉出力を安定的に制御する

ことが予定されている。また、緊急時には、制御棒クラスタが自動的に

原子炉内に挿入され、原子炉を停止させる仕組みになっている。（乙ヨ１25 

１［８－３－２７～８－３－３３、８－３－８１頁］、弁論の全趣旨） 
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⑵ 原子炉の冷却設備 

ア 一次冷却設備 

一次冷却設備（加圧器、蒸気発生器、一次冷却材ポンプ等）は、原子炉

内において、核分裂により生じた熱エネルギーによって高温となった一次

冷却材を蒸気発生器に送り、蒸気発生器内において一次冷却材の熱エネル5 

ギーを二次冷却材に伝え、二次冷却材に熱エネルギーを伝えて低温になっ

た一次冷却材を再び原子炉に戻し循環させる機能を持つ。なお、一次冷却

設備による循環回路は、放射性物質を閉じ込めるために全体として一つの

障壁を形成しており、原子炉冷却材圧力バウンダリと呼ばれる。（乙ヨ１１

［８－５－１～８－５－４、８－５－２５９、８－５－２６０、８－５－10 

２６６、８－５－２６７頁］、弁論の全趣旨） 

イ 二次冷却設備 

二次冷却設備（主蒸気逃し弁、タービン、復水器、主給水ポンプ、補助

給水設備等）は、蒸気発生器内で熱交換を行って一次冷却材を除熱すると

ともに、蒸気となった二次冷却材をタービンに送り、発電した後の蒸気を15 

水に変えた後で、再び蒸気発生器に戻す機能を持つ。 

原子炉内の残留熱は、通常は、主給水ポンプを用いた二次冷却材の循環

により、蒸気発生器への二次冷却材の給水を継続して、原子炉の残留熱を

一次冷却材から蒸気発生器を通じて二次冷却材へ伝えることなどで除去

されるが、主給水ポンプが使えない場合などに備えて、蒸気発生器に給水20 

して、原子炉の冷却を可能とする設備として補助給水設備が存在する。そ

して、補助給水設備には、外部電源が失われた場合でも、非常用ディーゼ

ル発電機により稼働させることができる電動補助給水ポンプと、外部電源

及び非常用ディーゼル発電機からの電力供給が失われた場合に、蒸気発生

器で発生する蒸気で稼働させることを予定しているタービン動補助給水25 

ポンプとがある。 
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（乙ヨ１１［８－５－１６１～８－５－１６７、８－５－１７１～８－５

－１７６、８－５－２４１、８－５－２４２、８－５－２４８～８－５

－２５１、８－５－２５４、８－５－２５５頁］、弁論の全趣旨） 

⑶ 電気設備 

ア 発電機 5 

発電機は、二次冷却設備のタービンに同軸で直結され、タービンが回転

するエネルギーを基に電気を発生させる設備であり、需要家への供給に加

えて、本件原子炉施設内の機器に供給される。（乙ヨ１１［８－１０－３８、

８－１０－３９頁］、弁論の全趣旨） 

イ 外部電源 10 

外部電源は、本件発電所の外部で発電した電気を本件原子炉施設に供給

するための設備であり、発電機の停止中に本件原子炉施設内の機器を運転

するのに必要な電気の供給源である。（乙ヨ１１［８－１０－３３～８－１

０－３８頁］） 

ウ 非常用ディーゼル発電機 15 

非常用ディーゼル発電機は、発電機が停止し、かつ、外部電源が喪失し

た場合に、発電所の安全を確保するために必要な設備を起動するための設

備である。（乙ヨ１１［８－１０－１、８－１０－５～８－１０－９、８－

１０－１３５、８－１０－１３６頁］） 

エ 直流電源設備 20 

直流電源設備は、２組のそれぞれ独立した蓄電池、充電器、直流コント

ロールセンタ等で構成され、発電機が停止し、かつ、外部電源及び非常用

ディーゼル発電機からの電気の供給が喪失した場合に、原子炉の温度、圧

力等を監視・制御するために必要な機器に電気を供給することを目的とす

るものである。（乙ヨ１１［８－１０－９、８－１０－１０、８－１０－１25 

３７、８－１０－１３８頁］） 
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⑷ 工学的安全施設 

ア 原子炉格納施設 

本件原子炉には、放射性物質を閉じ込める施設として、原子炉格納容器

及びコンクリート遮へい壁が設けられている。 

原子炉格納容器は、原子炉、一次冷却設備等を囲っている気密性の極め5 

て高い密封容器で、炭素鋼を材料としており、胴部の厚さは約４．５ｃｍ

である。原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の破損により一次冷

却材喪失事故（ＬＯＣＡ）等が発生した場合に圧力障壁となり、放射性物

質の放出に対する障壁となる。 

コンクリート遮へい壁は、原子炉格納容器の更に外側をコンクリートで10 

囲んでおり、胴部の厚さ（最大）は約１４０ｃｍである。原子炉格納容器

とコンクリート遮へい壁の間には、密閉された円環状空間であるアニュラ

ス部を設け、二重格納の機能を持たせている。 

（乙ヨ１１［８－９－１～８－９－８、８－９－１４２、８－９－１９１

頁］） 15 

イ 非常用炉心冷却設備 

非常用炉心冷却設備は、仮にＬＯＣＡ等が発生して一次冷却材が減少し、

原子炉を冷却する機能が低下した場合であっても、原子炉にホウ酸水を注

入することで、燃料の重大な損傷を防止するための設備である。（乙ヨ１１

［８－５－２８～８－５－３５、８－５－１９５、８－５－１９６頁］） 20 

ウ 原子炉格納容器スプレイ設備 

原子炉格納容器スプレイ設備は、ＬＯＣＡ等が発生した場合に、核分裂

により生成された放射性ヨウ素を吸収しやすくなる薬剤を添加しながら

原子炉格納容器内にホウ酸水を噴霧することで、原子炉格納容器内の水蒸

気を凝固させて圧力上昇を抑えるとともに、原子炉格納容器内に浮遊する25 

放射性ヨウ素等を除去する機能を持つ。（乙ヨ１１［８－９－１１～８－９
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－１６、８－９－１５９、８－９－１６０頁］） 

エ アニュラス空気再循環設備 

アニュラス空気再循環設備は、ＬＯＣＡ等が発生した場合に、アニュラ

ス部を負圧（容器内の内部の圧力が外部（大気圧）よりも低い状態）に保

ちながら、原子炉格納容器からアニュラス部に漏えいした空気を浄化しな5 

がら再循環し、この空気に含まれる放射性物質の外部への放出を抑制する。

（乙ヨ１１［８－９－１７～８－９－２０、８－９－１７６、８－９－１

７７頁］） 

５ 地震に関する基本的な知見 

⑴ 地震の仕組み等 10 

ア 地震の発生機序 

地震とは、大地に揺れをもたらす源（地下の岩盤破壊）をいい、地震動

とは、地震によってもたらされる大地の揺れをいう。地球の全表面は、十

数枚のプレート（巨大な板状の岩盤）で覆われているところ、これらの移

動（プレート運動）によって地下の岩盤に歪みが蓄積され、その歪みに岩15 

盤が耐え切れなくなると、ある面（断層面）を境にして岩盤が破壊されて

（ずれて）地震が発生する。（乙ヨ１６、弁論の全趣旨） 

イ 地震の規模及び地震動の指標 

 マグニチュード 

地震の規模は、本来、地震動のほか、断層運動による岩石の破壊や摩20 

擦、地殻変動などに費やされたエネルギーの総量によるのが合理的であ

るが、技術的に困難であることから、地震の規模を表す指標として、以

下のものが用いられている。 

ａ （気象庁）マグニチュード（Ｍ） 

任意の距離にある任意の地震計で観測された地震波の最大振幅や周25 

期から簡便に推定するものを「マグニチュード（Ｍ）」（うち、気象庁
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によるものを「気象庁マグニチュード」という。）という。 

ｂ モーメントマグニチュード（Ｍｗ） 

高性能な地震計による長周期の地震波形記録を用いた複雑な計算を

して、断層運動の規模（震源断層の面積×ずれた量×岩石の硬さ）で

ある地震モーメントを基に算出するものを「モーメントマグニチュー5 

ド（Ｍｗ）」という。 

（乙ヨ１５、ヨ１６、弁論の全趣旨） 

 ガル 

地震動を表す指標としては、震度又は加速度が用いられるが、加速度

とは、地震によって地盤が振動する速度の単位時間当たりの変化の割合10 

をいい、その単位はガルである。（弁論の全趣旨） 

⑵ 地震の発生様式  

 地震は、①陸のプレートの上部地殻地震発生層に生じる「内陸地殻内地震」、

②相接する２つのプレートの境界面で発生する「プレート間地震」及び③沈

み込む（沈み込んだ）海洋プレート内部で発生する「海洋プレート内地震」15 

（「スラブ内地震」ともいう。）の３つの発生様式に分類される。（乙ヨ１５、

ヨ１６） 

⑶ 地震動に影響を与える地域特性 

特定の地点における地震動に影響を与える地域特性には、①震源から放出

される地震波の性質は断層の大きさ、断層面の破壊の仕方等によって決まる20 

という地震の「震源特性」、②震源から放出された地震波が、震源からの距離

とともにその振幅を減じながら地下の岩盤中を伝播していく際の伝播の仕方

等を指す地震波の「伝播特性」及び③地震波が、硬い地盤から軟らかい地盤

に伝わる際に振幅が大きくなる性質を持っているため、軟らかい地盤上の地

点では、岩盤上の地点に比べて大きな揺れ（地震動）をもたらす性質を指す25 

地盤の「増幅特性」がある。（乙ヨ１６、弁論の全趣旨） 
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６ 従前の原子炉施設に対する規制等 

⑴ 原子炉立地審査指針（以下「立地審査指針」という。）の策定 

原子力委員会（原子力の研究、開発及び利用（以下「原子力利用」という。）

に関する行政の民主的な運営を図るため、内閣府に置かれた委員会（原子力

委員会設置法１条））は、昭和３９年５月２７日、陸上に定置する原子炉の設5 

置に先立って行う安全審査の際、万一の事故に関連して、その立地条件の適

否を判断するためのものとして、立地審査指針を策定した。 

立地審査指針においては、原則的立地条件として、①「大きな事故の誘因

となるような事象が過去においてなかったことはもちろんであるが、将来に

おいてもあるとは考えられないこと。また、災害を拡大するような事象も少10 

ないこと。」、②「原子炉は、その安全防護施設との関連において十分に公衆

から離れていること。」、③「原子炉の敷地は、その周辺も含め、必要に応じ

公衆に対して適切な措置を講じうる環境にあること。」の３点（以下、①ない

し③を「原則的立地条件①」ないし「原則的立地条件③」という。）が定めら

れた。 15 

また、立地審査指針においては、立地条件の適否を判断する際に、少なく

とも、原子炉からある距離の範囲（重大事故の場合、もし、その距離だけ離

れた地点に人がいつづけるならば、その人に放射線障害を与えるかもしれな

いと判断される距離までの範囲）内は非居住区域であること、原子炉からあ

る距離の範囲（仮想事故の場合、何らの措置を講じなければ、範囲内にいる20 

公衆に著しい放射線災害を与えるかもしれないと判断される範囲）内であっ

て、非居住区域の外側の地帯は低人口地帯であること、さらに、原子炉敷地

は、人口密集地帯からある距離（仮想事故の場合、全身線量の積算値が集団

線量の見地から十分受け入れられる程度に小さい値になるような距離）だけ

離れていることが満たされる必要があると定められた。                          25 

（乙１８） 
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⑵ 原子炉施設に関する耐震設計審査指針の作成等 

ア 原子力委員会は、昭和５３年９月、安全審査の客観化を図るため、それ

までの安全審査の経験を踏まえ、地震学、地質学等の知見を工学的に判断

して「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」を定めた（その後、

一部改訂が行われたものも含めて「旧耐震指針」という。）。 5 

 旧耐震指針では、原子炉施設敷地の解放基盤表面（基盤面上の表層や構

造物がないものと仮定した上で、基盤面に著しい高低差がなく、ほぼ水平

であって相当な広がりのある基盤の表面）において考慮する基準地震動と

して、原則として応答スペクトルに基づく地震動評価手法を用いて、①「設

計用最強地震」（過去に原子炉施設の敷地又はその近傍に影響を与えたと10 

考えられる地震が再び起こり、敷地及びその周辺に同様の影響を与えるお

それのある地震と近い将来敷地に影響を与えるおそれのある活動度の高

い活断層による地震のうちから最も影響の大きいもの）によりもたらされ

る基準地震動Ｓ１、②「設計用限界地震」（地震学的見地に立脚し設計用最

強地震を上回る地震について、過去の地震の発生状況、敷地周辺の活断層15 

の性質及び地震地体構造に基づき工学的見地からの検討を加え、最も影響

の大きいもの）によりもたらされる基準地震動Ｓ２を選定するものとして

いた。（甲６８、乙ヨ１９、弁論の全趣旨） 

ここで、応答スペクトルに基づく地震動評価は、距離減衰式に代表され

る地震のマグニチュードと震源又は震源断層からの距離の関係で地震動20 

特性を評価する手法であり、敷地に大きな影響を与えると予想される地震

（以下「検討用地震」という。）の震源が活動したと仮定した場合に、評価

地点において想定される地震動を経験的に算出するものである。そして、

距離減衰とは、地震が発生した場所（震源）から遠くなればなるほど、地

震の揺れ（震度の大きさ）が弱くなることをいい、距離減衰式とは、地震25 

の揺れの強さと震源からの距離との関係を式に表したもので、過去の多く
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の地震データの統計的処理によって得られるものであり、地震のマグニチ

ュードや震源からの距離などを距離減衰式に入力すると、震源からの距離

に応じて、地震の揺れや震度を計算することができる。通常、距離減衰式

は、震源特性や伝播特性の異なる多くの地震により、サイト特性の異なる

多くの観測点で得られた記録を統計処理している。（乙９８［２５１、２５5 

２頁］） 

イ 被告は、本件原子炉施設につき、原子炉設置変更（増設）許可を申請す

るに当たって、旧耐震指針を踏まえて地震動評価を行い、基準地震動Ｓ１

（最大加速度２２１ガル）及び基準地震動Ｓ２（最大加速度４７３ガル）

を策定した。（乙ヨ２０［６－５－３０、６－５－３１、６－５－１０６～10 

６－５－１１０頁］、弁論の全趣旨） 

⑶ 旧耐震指針の改訂及び基準地震動の変更等 

ア １９９５年兵庫県南部地震では、日本で初めて震源近傍で強震動が観測

され、震源特性、伝播特性及び増幅特性が強震動やそれによる被害に大き

く影響していることが明らかになり、これにより、地震学及び地震工学に15 

関する新たな知見が蓄積された。また、地震動評価手法に関する研究も進

展し、構造物の耐震性を精緻に把握するには、応答スペクトルに基づく地

震動評価だけでなく、時々刻々と変化する揺れを表現できる時刻歴波形に

よる評価が極めて重要であり、震源特性、伝播特性及び増幅特性を反映し

た時刻歴波形を直接作成する断層モデルを用いた評価手法が重要なもので20 

あると位置付けられるようになった。この断層モデルを用いた手法による

地震動評価とは、震源断層面を設定し、その震源断層面にアスペリティ（断

層面上で通常は強く固着していて、ある時に急激にずれて（すべって）地

震波を出す領域のうち、周囲に比べて特にすべり量が大きく強い地震波を

出す領域）を配置し、ある一点の破壊開始点から、これが次第に破壊し、25 

揺れが伝わっていく様子を解析することにより地震動を計算する評価手法
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である。具体的には、①震源断層面を設定（アスペリティの配置を含む。）

して細かい小断層（要素面）に分割し、②ある特定の要素面から破壊が始

まるものとして破壊開始点を設定し、③破壊開始点から破壊が各要素面に

伝播し、分割された各要素面からの地震波が次々に評価地点に伝わること

により評価地点に生じる地震動を足し合わせ（この時アスペリティからの5 

地震波は周囲よりも強いものとなる。）、④その結果、評価地点での地震動

が求められるものである。 

原子力安全委員会（原子力利用に関する事項のうち、安全の確保に関す

る事項について企画、審議及び決定することを任務として、内閣府に設置

された組織（平成２４年６月２７日法律第４７号による改正前の原子力基10 

本法４、５条）。規制委員会の設置に伴い廃止された。）は、平成１８年９

月１９日、それまでにおける地震学及び地震工学に関する新たな知見の蓄

積並びに原子炉施設の耐震設計技術の著しい改良及び進歩を反映し、旧耐

震指針を全面的に見直したものとして「発電用原子炉施設に関する耐震設

計審査指針」（以下「改訂耐震指針」という。）を定めた。 15 

 改訂耐震指針では、基準地震動を「基準地震動Ｓｓ」に一本化し、基準

地震動Ｓｓの策定に当たっては、「敷地ごとに震源を特定して策定する地

震動」と「震源を特定せず策定する地震動」に分けて策定することとし、

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」については、応答スペクト

ルに基づく地震動評価のみならず、断層モデルを用いた手法による地震動20 

評価を行うことが要求されるようになった。 

（甲６９、乙９８［２５４、２５５頁］）、ヨ２１、弁論の全趣旨） 

イ 原子力安全・保安院（経済産業省資源エネルギー庁に設置された特別の

機関（平成２４年６月２７日法律第４７号による改正前の経済産業省設置

法２０条）。規制委員会の設置に伴い廃止された。）は、平成１８年９月２25 

０日、各電力会社等に対し、稼働中及び建設中の原子炉施設等に対する改
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訂耐震指針に照らした耐震安全評価（以下「耐震バックチェック」という。）

の実施を指示した。 

被告は、本件原子炉施設につき、改訂耐震指針を踏まえて地震動評価を

行い、基準地震動Ｓｓ－１（最大加速度５７０ガル）及び基準地震動Ｓｓ

－２（最大加速度４１３ガル）を策定し、これらは、原子力安全・保安院5 

により実施された耐震バックチェックに係る審議において、改訂耐震指針

等に照らして妥当なものと判断された。 

           （乙ヨ１４［２０頁］） 

⑷ 震源断層を特定した地震の強震動予測手法（レシピ）の作成 

また、１９９５年兵庫県南部地震による被害経験を活かすため、地震防災10 

対策特別措置法７条（平成７年７月１８日施行）により、当時の総理府（現・

文部科学省）に地震調査研究推進本部（以下「地震本部」という。）が設置さ

れた。地震本部地震調査委員会（以下「地震調査委員会」という。）は、強震

動評価に関する検討結果から、強震動予測手法の構成要素となる震源特性、

地下構造モデル、強震動計算、予測結果の検証の現状における手法や震源特15 

性パラメータの設定に当たっての考え方について、震源断層を特定した地震

を想定した場合の強震動を高精度に予測するための「誰がやっても同じ答え

が得られる標準的な方法論」を確立することを目指して取りまとめた「震源

断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）」（以下「レシピ」という。）

を作成した。また、地震調査委員会は、レシピの策定に当たり実際に発生し20 

た２０００年鳥取県西部地震及び２００５年福岡県西方沖地震等の観測波形

とこれらの地震の震源像を基にレシピを用いて行ったシミュレーション解析

により得られる理論波形を比較検討した結果、整合的であることを確認した。 

レシピは、その後、複数回、改訂等がされており、平成２８年６月にも改

訂、同年１２月に修正され、平成２９年４月にも改訂されている（以下、平25 

成２８年６月改訂のレシピを「平成２８年改訂レシピ」、同年１２月修正のレ
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シピを「平成２８年１２月修正レシピ」、平成２９年４月改訂のレシピを「平

成２９年改訂レシピ」とそれぞれいう。）。 

（甲４５、乙２４、ヨ３８、弁論の全趣旨） 

７ 東北地方太平洋沖地震及び福島第一原発における事故の概要等 

⑴ 平成２３年３月１１日、東北地方太平洋沖地震が発生した。当時、福島第5 

一原発の各原子炉のうち１号機ないし３号機は運転中、４号機ないし６号機

は停止中であったところ、東北地方太平洋沖地震による地震動を検知して上

記１号機ないし３号機は直ちに停止した。その際、地震による送電鉄塔の倒

壊などにより外部電源喪失状態となったものの、非常用ディーゼル発電機が

起動して交流動力電源を供給し、原子炉の冷却がされていた。しかしながら、10 

その後、非常用ディーゼル発電機等の電気設備の多くが機能を喪失し、交流

電源を駆動電源として作動するポンプ等の注水・冷却設備が使用できない状

態となるなどした結果、１号機ないし３号機においては、冷却機能を失った

原子炉の水位が低下し、炉心の露出から炉心溶解に至り、その過程で、大量

に発生した水素が格納容器を経て原子炉建屋に漏えいし、１・３号機の原子15 

炉建屋で水素爆発が発生するなどし、放射性物質が外部に放出された（以下、

これら一連の事象を併せて「福島第一原発事故」という。）。 

  福島第一原発事故の原因につき、東京電力福島原子力発電所事故調査委員

会（東京電力福島原子力発電所事故調査委員会法により国会に設けられた調

査委員会。以下「国会事故調」という。）が公表した国会事故調報告書では、20 

地震動による安全上重要な設備の損傷の可能性が指摘されるとともに、国会

による継続監視が必要な事項として、現行の関係法令との関連性も含め、指

針類の体系、決定手続、その後の運用を適正化するために、これらを直ちに

抜本的に見直す必要があるなどとされた。その後、規制委員会は、上記指摘

を踏まえて検討した上で、平成２６年１０月、「東京電力福島第一原子力発電25 

所 事故の分析 中間報告書」を取りまとめ、上記可能性を否定し、津波に



17 

 

よる浸水により受電遮断器が開放して、非常用交流電源系統が機能喪失した

旨評価し、また、国際原子力機関（以下「ＩＡＥＡ」という。）が平成２７年

８月に取りまとめた「福島第一原子力発電所事故 事務局長報告書」におい

ても、日本における原子力発電所の耐震設計と建設に対する保守的なアプロ

ーチにより、発電所が十分な安全裕度を備えていたため、発電所の主要な安5 

全施設が地震によって引き起こされた地盤振動の影響を受けたことを示す兆

候はないが、津波のような極端な外部洪水事象に対しては十分な安全裕度を

設けていなかった旨の評価がされている。 

（甲３３、乙９８［４２～４４頁］、ヨ７３、ヨ８６、ヨ２３２、弁論の全趣

旨） 10 

⑵ 福島第一原発事故により、大気へ放射性物質が放出されたところ、平成２

３年３月末までのヨウ素１３１とセシウム１３７の放出量は最大約９０京ベ

クレルと推定され、同月１６日までのキセノン１３３の放出量は、チェルノ

ブイリ原発事故時の約１．７倍である１１００京ベクレルと試算され、平成

２５年９月時点におけるセシウムの放出量は、毎時１０００万ベクレルと評15 

価された。また、平成２３年４月１日から同月６日までの間、福島第一原発

２号機から、合計４７００兆ベクレルの放射性物質を含む汚染水５２０㎥が

海洋に流出し、同年５月１０日から同月１１日までの間、福島第一原発３号

機から、合計２０兆ベクレルの放射性物質を含む汚染水２５０㎥が海洋に流

出し、その後も、汚染水の海洋への流出は続き、平成２８年３月２３日にも、20 

１リットル当たりセシウム３８万３０００ベクレル、ベータ線物質４８万ベ

クレルを含む汚染水５．３トンが海洋に流出した。 

平成２３年４月、原子力災害対策本部により、「警戒区域」、「計画的避難区

域」及び「緊急時避難準備区域」が設定され、同年９月、「緊急時避難準備区

域」の解除が行われ、同年１２月には、「警戒区域」及び「計画的避難区域」25 

の見直しのほか、「避難指示解除準備区域」、「居住制限区域」（年間積載線量
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が２０ｍＳｖを超えるおそれがあり、住民の被ばく線量を低減する観点から

引き続き避難の継続を求める地域）及び「帰還困難区域」（５年間を経過して

もなお、年間積算線量が２０ｍＳｖを下回らないおそれのある、当該時点で

年間積算線量５０ｍＳｖ超の地域）が設定された。東北地方太平洋沖地震の

避難者は、平成２５年４月現在、約３０万９０００人、上記各区域からの避5 

難者は、同年２月２０日時点で、福島県内に限っても約１０万７０００人に

上った。 

（甲１００～１０３、１０６、１０９～１１９、１７１） 

８ 福島第一原発事故を踏まえた検討 

⑴ 原子力安全委員会における検討 10 

原子力安全委員会においては、「原子力安全基準・指針専門部会」の下に設

置された「安全設計審査指針等検討小委員会」において、平成２３年７月１

５日から平成２４年３月１５日まで計１３回にわたり、安全規制に関する検

討が行われた。同小委員会では、安全設計審査指針及び関連指針類に反映さ

せるべき事項として、全交流動力電源喪失対策及び最終的な熱の逃がし場で15 

ある最終ヒートシンク喪失対策を中心に検討が行われ、検討に際しては、深

層防護（一般に、安全に対する脅威から人を守ることを目的として、ある目

標を持った幾つかの障壁（防護レベル）を用意して、各々の障壁が独立して 

有効に機能することを求めるもの）の考え方を安全確保の基本と位置付け、

アメリカの規制動向や諸外国における事例が参照された。 20 

また、重大事故等対策についても検討が行われ、平成４年５月に決定した

「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント対策としてのアクシ

デントマネージメントについて」において、原子炉設置者が効果的なアクシ

デントマネージメントの自主的整備と万が一の場合にこれを的確に実施でき

るようにすることが強く奨励されていたにもかかわらず、福島第一原発事故25 

が発生したことなどを踏まえ、平成２３年１０月に「発電用軽水型原子炉施
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設におけるシビアアクシデント対策について」を決定し、平成４年５月の上

記決定を廃止するとともに、シビアアクシデントの発生防止、影響緩和に対

して、規制上の要求や確認対象の範囲を拡大することを含めて安全確保策を

強化すべきとして、具体的な方策及び施策については、原子力安全・保安院

における検討を求めた。 5 

さらに、改訂耐震指針は、当時の地質学、地形学、地震学、地盤工学、建

築工学、機械工学等の専門家らにより検討されたものであったが、地震とそ

の後の津波により福島第一原発事故が発生したことを受けて、原子力安全委

員会は、上記改訂後に蓄積された知見、平成２３年３月１１日以降に発生し

た地震及び津波に係る知見並びに福島第一原発事故の教訓を踏まえ、地震及10 

び津波に対する安全確保策について検討することとし、専門的な審議を行う

ため、原子力安全基準・指針専門部会に地震・津波関連指針等検討小委員会

（以下「地震等検討小委員会」という。）を設置した。同小委員会は、同年７

月１２日から平成２４年２月２９日にかけて計１４回の会合を開催し、東北

地方太平洋沖地震及びこれに伴う津波に係る知見並びに福島第一原発事故の15 

教訓を整理したほか、耐震バックチェックによって得られた経験及び知見を

整理した。また、地震本部、中央防災会議（内閣府）等における東北地方太

平洋沖地震及びこれに伴う津波についての検討結果に加えて、土木学会にお

ける検討状況、世界の津波の事例及びＩＡＥＡや米国原子力規制委員会（Ｎ

ＲＣ）等の規制状況、福島第一原発事故に関連した調査報告書も踏まえて検20 

討を行った。 

以上の検討を踏まえ、地震等検討小委員会は、同年３月１４日付けで、津

波防護設計の基本的な考え方や津波対策を検討する基礎となる基準津波の策

定を義務付けるべき旨を盛り込んだ「発電用原子炉施設に関する耐震設計審

査指針及び関連の指針類に反映させるべき事項について（とりまとめ）」を取25 

りまとめた。          
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（乙９８［４５～４７、４９、５０頁］） 

⑵ 原子力安全・保安院における検討 

原子力安全・保安院は、福島第一原発事故の発生及び進展について、当時

までに判明している事実関係を基に、工学的な観点から、できる限り深く整

理・分析することにより、技術的知見を体系的に抽出し、主に設備・手順に5 

係る必要な対策の方向性について検討することとし、「東京電力株式会社福

島第一原子力発電所事故の技術的知見に関する意見聴取会」を設置して、平

成２３年１０月２４日から平成２４年２月８日まで計８回にわたり、原子力

安全・保安院の分析や考え方に対する専門家の意見を聴きながら、検討を進

めた。そして、「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の技術的知見に10 

ついて（平成２４年３月原子力安全・保安院）」において、今後の規制に反映

すべきと考えられる事項として、３０項目を取りまとめた。 

また、原子力安全・保安院は、重大事故等対策に関しては、同年２月から

同年８月にかけて、「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント

対策規制の基本的考え方に係る意見聴取会」を７回開催し、専門家や原子炉15 

設置者からの意見を聴取するとともに、原子力安全・保安院及び関係機関が

これまでに検討していたシビアアクシデントに関する知見、海外の規制情報、

福島第一原発事故の技術的知見などを踏まえて、技術面でのシビアアクシデ

ント対策の基本的考え方を検討・整理し、「発電用軽水型原子炉施設における

シビアアクシデント対策規制の基本的考え方について（現時点での検討状況）」20 

を報告書として取りまとめた。もっとも、同報告書は検討過程としての側面

を有しており、用語や概念の厳密な整理にはまだ完全ではない点が残ってい

たため、シビアアクシデント対策規制については、今後、新たに設置される

規制委員会において検討が進められることとなった。 

さらに、原子力安全・保安院は、平成２３年４月、原子力安全委員会から25 

東北地方太平洋沖地震等の知見を反映して耐震安全性に影響を与える地震に
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関して評価を行うよう求められたことを受け、同年９月、事業者から報告さ

れた東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う津波による原子力発電所への影響

などの評価結果について、学識経験者の意見を踏まえた検討を行うことなど

により、地震・津波による原子力発電所への影響に関して的確な評価を行う

ため、「地震・津波の解析結果の評価に関する意見聴取会」（第２回から「地5 

震・津波に関する意見聴取会」と改称）及び「建築物・構造に関する意見聴

取会」を設置し、審議を行った。 

そして、これらの意見聴取会において、それぞれ報告書が取りまとめられ、

平成２４年２月、原子力安全委員会に報告された。 

（乙９８［４６～４８、５０、５１頁］） 10 

９ 規制委員会の設置等 

⑴ 規制委員会の設置 

福島第一原発事故を契機に明らかとなった原子力利用に関する政策に係る

縦割り行政の弊害を除去し、並びに一の行政組織が原子力利用の推進及び規

制の両方の機能を担うことにより生ずる問題を解消するため、原子力利用に15 

おける事故の発生を常に想定し、その防止に最善かつ最大の努力をしなけれ

ばならないという認識に立って、確立された国際的な基準を踏まえて原子力

利用における安全の確保を図るため必要な施策を策定し、又は実施する事務

を一元的につかさどるとともに、その委員長及び委員が専門的知見に基づき

中立公正な立場で独立して職権を行使する規制委員会を設置し、もって国民20 

の生命、健康及び財産の保護、環境の保全並びに我が国の安全保障に資する

ことを目的として、平成２４年６月２７日、原子力規制委員会設置法（以下

「設置法」という。）が制定され（同法１条）、同年９月１９日、施行された。 

同法２条により、国家行政組織法３条２項に基づく、いわゆる３条委員会

として、規制委員会が設置され、規制委員会は、原子炉に関する規制をはじ25 

め原子力利用における安全の確保を図るために必要な施策の策定・実施を一



22 

 

元的につかさどり（設置法１条及び４条）、その所掌事務について、原子力規

制委員会規則を制定することができ（同法２６条）、その運営に当たっては、

情報の公開を徹底する（同法２５条）こととされた。また、規制委員会の事

務を処理させるため、規制委員会の事務局として原子力規制庁（以下「規制

庁」という。）が設置された（同法２７条）。 5 

規制委員会は、平成２５年１月９日、「原子力規制委員会の組織理念」を作

成し、「原子力規制委員会は、（中略）（福島第一原発事故）の教訓に学び、二

度とこのような事故を起こさないために、（中略）国民の安全を最優先に、原

子力の安全管理を立て直し、真の安全文化を確立すべく、設置された。原子

力にかかわる者はすべからく高い倫理観を持ち、常に世界最高水準の安全を10 

目指さなければならない。我々は、これを自覚し、たゆまず努力することを

誓う。」旨宣言した。       

             （乙ヨ７４） 

⑵ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の改正 

ア 平成２４年６月２７日、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関15 

する法律が改正され（以下「本件改正」といい、本件改正前のものを「改

正前原子炉等規制法」と、本件改正後、平成２９年４月１４日法律第１５

号による改正前のものを「原子炉等規制法」という。）、同法１条に「原子

力施設において重大な事故が生じた場合に放射性物質が異常な水準で当該

原子力施設を設置する工場又は事業所の外へ放出されることその他の核原20 

料物質、核燃料物質及び原子炉による災害を防止し」（同部分につき平成２

５年７月８日施行）、「原子炉の設置及び運転等に関し、大規模な自然災害

及びテロリズムその他の犯罪行為の発生も想定した必要な規制を行う」（同

部分につき平成２４年９月１９日施行）等の文言が明記された。また、本

件改正により、原子炉の設置の許可申請があった場合、規制委員会は、規25 

制委員会規則で定める基準に適合するか等を審査すること（以下「適合性
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審査」という。同法４３条の３の６第１項４号）、規制委員会は、上記基準

に適合していない場合には、原子炉の設置者に対して、使用停止等を命ず

ることができること（同法４３条の３の２３第１項。いわゆるバックフィ

ット制度）、原子炉の運転期間は原則として４０年とすること（同法４３条

の３の３１（ただし、平成２５年１２月１８日以降、同法４３条の３の３5 

２））などの改正が行われた（いずれも平成２５年７月８日施行）。         

イ このほか、本件改正により、原子炉に係る規制枠組みが、概要、以下の

とおり定められた。 

 原子炉を設置しようとする者は、規制委員会の原子炉設置許可を受け

ることを要する（同法４３条の３の５、４３条の３の６）。 10 

 の許可を受けた原子炉設置者は、工事に着手する前に、その工事の

計画について規制委員会の認可を受けなければならない（同法４３条の

３の９）。 

 原子炉設置者は、原子炉の運転開始前に、規制委員会の使用前検査を

受け、これに合格する（同法４３条の３の１１）とともに、保安規定を15 

定め、規制委員会の認可を受けなければならない（同法４３条の３の２

４）。 

 原子炉設置許可を受けた者が、同法４３条の３の５第２項２号から５

号まで又は８号から１０号までに掲げる事項（原子炉及びその附属施設

の位置、構造及び設備等）を変更しようとするときは、規制委員会の設20 

置変更許可（同法４３条の３の８）を受けた上、必要により、工事計画

（変更）認可、使用前検査及び保安規定（変更）認可を受けなければな

らない（同法４３条の３の９、４３条の３の１１、４３条の３の２４）。 

10 新規制基準の策定等 

⑴ 規制委員会による検討 25 

ア 規制委員会は、重大事故等対策、地震及び津波以外の自然現象への対策
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に関する設計基準に加え、これまで原子炉設置許可の基準として用いられ

てきた原子力安全委員会が策定した安全設計審査指針等の内容を見直した

上で、規制委員会が定めるべき基準を検討するため、戊１委員（当時。以

下「戊１委員」という。）を中心とする発電用軽水型原子炉の新安全基準に

関する検討チーム（第２１回より、発電用軽水型原子炉の新規制基準に関5 

する検討チームと改称。以下「原子炉施設等基準検討チーム」という。）を

設けた。また、自然現象に対する設計基準のうち、地震及び津波対策につ

いては、規制委員会の前身である原子力安全委員会に設置された地震等検

討小委員会の検討も踏まえた上で、規制委員会が定めるべき基準を検討す

るため、戊２委員長代理（当時。以下「戊２委員長代理」という。）を中心10 

とする発電用軽水型原子炉施設の地震・津波に関わる規制基準に関する検

討チーム（以下「地震等基準検討チーム」という。）を設けた。 

各検討チームにおいては、従来から原子力規制行政に携わり原子力規制

に対して造詣が深い規制庁の職員が参加したほか、以下のとおり、関係分

野の学識経験者についても中立性を確保しつつ有識者として同席を求め、15 

専門技術的知見に基づく意見等を集約する形で規制基準の見直しが行わ

れた。                   

（乙９８［５１、５２頁］） 

イ 原子炉施設等基準検討チームにおける検討 

原子炉施設等基準検討チームにおける検討は、原子力安全委員会の安全20 

設計指針等検討小委員会の構成員でもあった戊１委員を中心として行わ

れ、中立的な立場から複数の外部専門家を関与させるため、シビアアクシ

デント解析等、関係分野の専門技術的知見を有する学識経験者４名が同チ

ームに参加した。また、日本原子力研究開発機構安全研究センターにおい

て研究主席の地位にある者（これらの者は、安全設計指針等検討小委員会25 

の構成委員でもあった。）についても、電気事業者等との関係での中立性の
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確認が行われた上で、同チームに参加した。 

原子炉施設等基準検討チームにおいては、平成２４年１０月２５日から

平成２５年６月３日にかけて、原子炉施設の新規制基準（地震及び津波対

策を除く。）策定のため、学識経験者らの参加の下、計２３回の会合が開催

され、福島第一原発事故から得られた教訓（共通要因による複数の安全機5 

能の同時喪失等）を踏まえ、設計基準事象に対応するための対策の強化を

図る観点から、安全設計審査指針等の内容を見直した上で規則化等を検討

することとされ、その際には、ＩＡＥＡ安全基準や欧米の規制状況等の海

外の知見も勘案された。 

また、原子炉等規制法が、重大事故等対策を新たに規制対象としたこと10 

を踏まえ、原子炉施設等基準検討チームにおいては、重大事故等対策につ

いて重点的な検討を行うこととし、福島第一原発事故の教訓及び海外にお

ける規制等を勘案し、仮に、事故防止に係る安全確保対策を講じたにもか

かわらず複数の安全機能の喪失などの事象が万が一発生したとしても、炉

心損傷に至らせないための対策として、重大事故の発生防止対策、さらに15 

重大事故が発生した場合の拡大防止対策など、重大事故等対策に関する設

備に係る要求事項及び重大事故等対策の有効性評価の考え方等について

検討された。 

そして、原子炉施設等基準検討チームは、検討結果を踏まえ、新規制基

準の骨子案を作成し、これらについて、規制委員会が平成２５年２月に行20 

政手続法に基づくものではない任意の意見公募手続を行った結果も踏ま

え、基準案を取りまとめた。      

   （乙９８［５２～５４頁］） 

ウ 地震等基準検討チームにおける検討 

地震等基準検討チームにおける検討は、戊２委員長代理を中心として行25 

われ、原子力安全委員会における耐震指針等の報告書の検討に参画した有
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識者のほか、東北地方太平洋沖地震以降、耐震関係の様々な見直しの場に

参画し、基準の策定に貢献した有識者らの中から地震、津波及び地盤等の

各種専門分野の専門技術的知見を有する学識経験者６名が選抜され、検討

内容に応じて、地形学、地震、津波及び建築に関する学識経験者がチーム

に参加した。また、原子炉施設等基準検討チームと同様、これらの学識経5 

験者らについては、電気事業者等との関係での中立性の確認が行われた。 

地震等基準検討チームにおいては、平成２４年１１月１９日から平成２

５年６月６日までの間、原子炉施設の地震・津波に関わる新規制基準策定

のため、学識経験者らの参加の下、計１３回の会合が開催された。 

地震等基準検討チームは、原子力安全委員会の下で地震等検討小委員会10 

が取りまとめた耐震指針等の改訂案のうち、地震及び津波に関わる安全設

計方針として求められている各要件については、新たに策定する基準にお

いても重要な構成要素となるものと評価するとともに、基準の骨子案を策

定するに当たっては、上記改訂案の安全設計方針の各要件について改めて

分類・整理し、必要な見直しを行った上で基準の骨子案の構成要素とする15 

方針を示した。そして、地震等基準検討チームは、上記検討方針に基づき、

地震及び津波について、ＩＡＥＡ安全基準、アメリカ、フランス及びドイ

ツの各規制内容のほか、福島第一原発事故を踏まえた国会及び政府等の事

故調査委員会の主な指摘事項のうち耐震関係基準の内容に関するものを

整理し、これらと改訂耐震指針とを比較した上で、国や地域等の特性に配20 

慮しつつ、規制として適切な内容を検討した。 

また、地震等基準検討チームは、原子炉施設における安全対策への取組

みの実態を確認するため、電気事業者に対するヒアリングを実施するとと

もに、東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う津波を受けた東北電力株式会

社女川原子力発電所（以下「女川原発」という。）の現地調査を実施し、こ25 

れらの結果も踏まえ、安全審査の高度化を図るべき事項についての検討を
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進めた。そして、地震等基準検討チームは、検討結果を踏まえ、地震・津

波に関する新規制基準の骨子案を作成し、これについて、規制委員会が平

成２５年２月に行政手続法に基づくものではない任意の意見公募手続を

行った結果も踏まえ、基準案を取りまとめた。 

  （乙９８［５４～５６頁］） 5 

⑵ 規制委員会による新規制基準の策定 

規制委員会は、前記⑴イ、ウの基準案に対し、行政手続法に基づいて平成

２５年４月１１日から１か月間の意見公募手続を行い、寄せられた意見につ

いて議論を加えた上で、新規制基準（各種規則及び当該規則の解釈並びに各

種許可時の審査に用いる各種審査ガイドの総称であり、その一部は後記⑶の10 

とおりである。）を策定した。そして、新規制基準は、同年７月８日、施行さ

れた。（乙９８［５６頁］、ヨ１８５、ヨ１８６） 

⑶ 新規制基準の概要  

ア 原子炉設置許可（前記９⑵イ ）については、原子炉等規制法４３条の

３の６第１項各号に適合することが求められ、原子炉設置変更許可（前記15 

９⑵イ ）についても、同法４３条の３の８第２項により、同法４３条の

３の６第１項が準用されているところ、規制委員会は、同項４号（「発電用

原子炉施設の位置、構造及び設備が核燃料物質若しくは核燃料物質によっ

て汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上支障がないものとし

て原子力規制委員会規則で定める基準に適合するものであること」）所定の20 

「原子力規制委員会規則」として、実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」とい

う。）を制定し、その解釈として、「実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（以下「設置許可基準規則

解釈」という。）を定めた。（乙８０、ヨ６８） 25 

イ 工事計画の認可（前記９⑵イ ）については、原子炉等規制法４３条の
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３の９第３項各号に適合することが求められ、また、使用前検査（前記９

⑵イ ）については、同法４３条の３の１１第２項各号に適合することが

求められるところ、規制委員会は、同法４３条の３の９第３項２号（「発電

用原子炉施設が第４３条の３の１４の技術上の基準に適合するものである

こと」）及び同法４３条の３の１１第２項２号（「第４３条の３の１４の技5 

術上の基準に適合するものであること」）所定の「技術上の基準」として、

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則を制定し、そ

の解釈として、「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規

則の解釈」を定めた。（乙ヨ７６） 

ウ 地震に関する審査ガイド 10 

 規制委員会は、平成２５年６月１９日、原子炉施設の設置許可段階の

耐震設計方針に関わる審査において、審査官等が設置許可基準規則及び

設置許可基準規則解釈の趣旨を十分に踏まえ、基準地震動の妥当性を厳

格に確認するために活用することを目的として、「基準地震動及び耐震設

計方針に係る審査ガイド」（以下、令和４年６月８日改正前のものを「地15 

震ガイド」といい、上記改正後のものを「令和４年地震ガイド」という。）

を策定した。（甲７０、乙ヨ３９） 

 規制委員会は、平成２５年６月１９日、原子炉施設の設置許可段階の

審査において、審査官等が設置許可基準規則及び設置許可基準規則解釈

の趣旨を十分に踏まえ、基準地震動等の策定並びに地盤の安定性評価等20 

に必要な調査及びその評価の妥当性を厳格に確認するために活用するこ

とを目的として、「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査

ガイド」（以下、令和４年６月改正前後を併せて「地質ガイド」という。）

を策定した。（乙８１） 

エ 火山に関する審査ガイド 25 

規制委員会は、平成２５年６月１９日、新規制基準が求める火山の影響
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により原子炉施設の安全性を損なうことのない設計であることの評価方

法の一例を示すとともに、火山影響評価の妥当性を審査官が判断する際の

参考とするため、「原子力発電所の火山影響評価ガイド」（以下「旧火山ガ

イド」という。）を策定した。（甲２３２） 

11 地震に関する新規制基準の概要及び本件申請の概要 5 

⑴ 地震に関する新規制基準の概要 

ア 設置許可基準規則及び設置許可基準規則解釈別記２ 

 設置許可基準規則４条３項は、「耐震重要施設は、その供用中に当該耐

震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によっ

て作用する地震力（以下「基準地震動による地震力」という。）に対して10 

安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない」と規定し、

設置許可基準規則解釈別記２は、「基準地震動」について、「最新の科学

的・技術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質構造、地盤構

造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定することが

適切なもの」であり（同別記２第４条５項柱書）、「敷地ごとに震源を特15 

定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」につい

て、解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞ

れ策定することとしている（同項１号）。（甲６７、乙８０、ヨ６８） 

 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、内陸地殻内地震、

プレート間地震及び海洋プレート内地震について、検討用地震を複数選20 

定し、選定した検討用地震ごとに、不確かさを考慮して応答スペクトル

に基づく地震動評価及び断層モデルを用いた手法による地震動評価を行

い、この結果に基づき策定することとしている（同項２号柱書）。 

また、地震動評価に当たっては、敷地における地震観測記録を踏まえ

て、地震発生様式及び地震波の伝播経路等に応じた諸特性（その地域に25 

おける特性を含む。）を十分に考慮し、その策定過程に伴う各種の不確か
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さ（震源断層の長さ、地震発生層の上端深さ・下端深さ、断層傾斜角、

アスペリティの位置・大きさ、応力降下量、破壊開始点等の不確かさ、

並びにそれらに係る考え方及び解釈の違いによる不確かさ）については、

敷地における地震動評価に大きな影響を与えると考えられる支配的なパ

ラメータについて分析した上で、必要に応じて不確かさを組み合わせる5 

など適切な手法を用いて考慮することとしている（同項２号④、⑤）。 

  なお、内陸地殻内地震について選定した検討用地震のうち、震源が敷

地に極めて近い場合は、地表に変位を伴う断層全体を考慮した上で、震

源モデルの形状及び位置の妥当性、敷地及びそこに設置する施設との位

置関係並びに震源特性パラメータの設定の妥当性について詳細に検討す10 

るとともに、これらの検討結果を踏まえた評価手法の適用性に留意の上、

上記各種の不確かさが地震動評価に与える影響をより詳細に評価し、震

源の極近傍での地震動の特徴に係る最新の科学的・技術的知見を踏まえ

た上で、更に十分な余裕を考慮して基準地震動を策定することとしてい

る（同項２号⑥）。              15 

 （甲６７、乙８０、ヨ６８） 

 「震源を特定せず策定する地震動」は、震源と活断層を関連付けるこ

とが困難な過去の内陸地殻内地震について得られた震源近傍における観

測記録を収集し、これらを基に、各種の不確かさを考慮して敷地の地盤

物性に応じた応答スペクトルを設定して策定することとしている（同項20 

３号）。（甲６７、乙８０、ヨ６８） 

 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず

策定する地震動」の地震動評価においては、適用する評価手法に必要と

なる特性データに留意の上、地震波の伝播特性に係るものとして、①敷

地及び敷地周辺の地下構造（深部・浅部地盤構造）が地震波の伝播特性25 

に与える影響を検討するため、敷地及び敷地周辺における地層の傾斜、
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断層及び褶曲構造等の地質構造を評価するとともに、地震基盤の位置及

び形状、岩相・岩質の不均一性並びに地震波速度構造等の地下構造及び

地盤の減衰特性を評価することとし、評価の過程において、地下構造が

成層かつ均質と認められる場合を除き三次元的な地下構造により検討す

ること、②上記①の評価の実施に当たって必要な敷地及び敷地周辺の調5 

査については、地域特性及び既往文献の調査、既存データの収集・分析、

地震観測記録の分析、地質調査、ボーリング調査並びに二次元又は三次

元の物理探査等を適切な手順と組合せで実施することとしている（同項

４号）。（甲６７、乙８０、ヨ６８） 

イ 地震ガイド 10 

 地震ガイドにおける「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」に

係る定めは、概要、以下のとおりであった。（甲７０、乙ヨ３９） 

ａ 策定方針 

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の策定においては、

内陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレート内地震について、15 

検討用地震を複数選定し、選定した検討用地震ごとに不確かさを考慮

して、応答スペクトルに基づく地震動評価及び断層モデルを用いた手

法による地震動評価により、それぞれ解放基盤表面までの地震波の伝

播特性を反映して策定する必要がある。なお、地震動評価に当たって

は、敷地における地震観測記録を踏まえて、地震発生様式、地震波の20 

伝播経路等に応じた諸特性（その地域における特性を含む。）が十分に

考慮されている必要がある。（地震ガイドⅠ．２．⑵、Ⅰ．３．１⑴） 

震源が敷地に近く、その破壊過程が地震動評価に大きな影響を与え

ると考えられる地震については、断層モデルを用いた手法が重視され

ている必要がある（地震ガイドⅠ．３．１⑵）。 25 

ｂ 検討用地震の選定－震源特性パラメータの設定 
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震源特性パラメータの設定に当たっては、震源モデルの長さ又は面

積、あるいは１回の活動による変位量と地震規模を関連付ける経験式

を用いて地震規模を設定する場合には、経験式の適用範囲が十分に検

討されていることを確認する。その際、経験式は平均値としての地震

規模を与えるものであることから、経験式が有するばらつきも考慮さ5 

れている必要がある。（地震ガイドⅠ．３．２．３⑵。以下、同項全体

を「本件ばらつき条項」という。） 

ｃ 地震動評価－応答スペクトルに基づく地震動評価 

経験式（距離減衰式）の選定に当たっては、用いられている地震記

録の地震規模、震源距離等から、適用条件、適用範囲について検討し10 

た上で、経験式（距離減衰式）が適切に選定されていることを確認す

る。参照する距離減衰式に応じて適切なパラメータを設定する必要が

あり、併せて震源断層の広がりや不均質性、断層破壊の伝播や震源メ

カニズムの影響が適切に考慮されていることを確認する。（地震ガイド

Ⅰ．３．３．１⑴①１）、２）） 15 

また、地震波伝播特性（サイト特性）の評価に当たって、水平及び

鉛直地震動の応答スペクトルは、参照する距離減衰式の特徴を踏まえ、

敷地周辺の地下構造に基づく地震波の伝播特性（サイト特性）の影響

を考慮して適切に評価されていることを確認する（地震ガイドⅠ．３．

３．１⑴②１））。 20 

ｄ 地震動評価－断層モデルを用いた手法による地震動評価 

⒜ 震源モデルの設定に当たり、震源断層のパラメータは、活断層調

査結果等に基づき、レシピ等の最新の研究成果を考慮し設定されて

いることを確認する（地震ガイドⅠ．３．３．２⑷①１））。 

⒝ 震源が敷地に極めて近い場合の地震動評価においては、地表に変25 

位を伴う断層全体（地表地震断層から震源断層までの断層全体）を
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考慮した上で、震源モデルの形状及び位置の妥当性、敷地及びそこ

に設置する施設との位置関係並びに震源特性パラメータの設定の妥

当性について詳細に検討されていることを確認する（地震ガイドⅠ．

３．３．２⑷④１））。 

⒞ 地下構造モデルの設定においては、地下構造（深部・浅部地下構5 

造）が地震波の伝播特性に与える影響を検討するため、地層の傾斜、

断層、褶曲構造等の地質構造を評価するとともに、地震発生層の上

端深さ、地震基盤・解放基盤の位置や形状、地下構造の三次元不整

形性、地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性が適切に評

価されていることを確認する（地震ガイドⅠ．３．３．２⑷⑤３））。 10 

地震基盤までの三次元地下構造モデルの設定に当たっては、地震

観測記録（鉛直アレイ地震動観測や水平アレイ地震動観測記録）、微

動アレイ探査、重力探査、深層ボーリング、二次元あるいは三次元

の適切な物理探査（反射法・屈折法地震探査）等のデータに基づき、

ジョイントインバージョン解析手法など客観的・合理的な手段によ15 

ってモデルが評価されていることを確認し、地下構造の評価の過程

において、地下構造が水平成層構造と認められる場合を除き、三次

元的な地下構造により検討されていることを確認する（地震ガイド

Ⅰ．３．３．２⑷⑤４））。 

特に、敷地及び敷地近傍においては鉛直アレイ地震動観測や水平20 

アレイ地震動観測記録及び物理探査データ等を追加して三次元地下

構造モデルを詳細化するとともに、地震観測記録のシミュレーショ

ンによってモデルを修正するなど高精度化が図られていることを確

認する。この場合、適切な地震観測記録がない場合も含めて、作成

された三次元地下構造モデルの精度が地震動評価へ与える影響につ25 

いて、適切に検討されていることを確認する（信頼性の高い地震動
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評価が目的であるため、地下構造モデルの精度に囚われすぎないこ

とに留意する。）。（地震ガイドⅠ．３．３．２⑷⑤５）） 

ｅ 不確かさの考慮 

⒜ 応答スペクトルに基づく地震動の評価過程に伴う不確かさについ

て、適切な手法を用いて考慮されていることを確認する。地震動評5 

価においては、用いる距離減衰式の特徴や適用性、地盤特性が考慮

されている必要がある（地震ガイドⅠ．３．３．３⑴）。 

⒝ 断層モデルを用いた手法による地震動の評価過程に伴う不確かさ

について、適切な手法を用いて考慮されていることを確認する。併

せて、震源特性パラメータの不確かさについて、その設定の考え方10 

が明確にされていることを確認する。（地震ガイドⅠ．３．３．３⑵） 

  震源モデルの不確かさ（震源断層の長さ、地震発生層の上端深さ・

下端深さ、断層傾斜角、アスペリティの位置・大きさ、応力降下量、

破壊開始点等の不確かさ及びそれらに係る考え方、解釈の違いによ

る不確かさ）を考慮する場合には、敷地における地震動評価に大き15 

な影響を与えると考えられる支配的なパラメータについて分析し、

その結果を地震動評価に反映させることが必要である。特に、アス

ペリティの位置・応力降下量や破壊開始点の設定等が重要であり、

震源モデルの不確かさとして適切に評価されていることを確認する。

（地震ガイドⅠ．３．３．⑵①１）） 20 

地震動の評価過程に伴う不確かさについては、必要に応じて不確

かさを組み合わせるなど適切な手法を用いて考慮されていることを

確認する。地震動評価においては、震源特性（震源モデル）、伝播特

性（地殻・上部マントル構造）、サイト特性（深部・浅部地下構造）

における各種の不確かさが含まれるため、これらの不確実さ要因を25 

偶然的不確実さと認識論的不確実さに分類して、分析が適切になさ
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れていることを確認する。（地震ガイドⅠ．３．３⑵②１）、２）） 

 地震ガイドの改正 

地震ガイドは、令和４年６月８日、以下の改正がされた（令和４年地

震ガイド）。なお、令和４年地震ガイドは、これまでの規制委員会による

審査実績等を踏まえた表現の改善等を行うものであり、地震ガイドの内5 

容を変更するものではないとされている。 

令和４年地震ガイドでは、本件ばらつき条項が削除され、経験式を用

いる場合の留意事項、すなわち、経験式の適用条件、適用範囲について

留意する旨が「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の「審査の

方針」に総則的に記載された（令和４年地震ガイドⅠ．３．１．⑵）。そ10 

して、同「審査の方針」の解説部分には、①地震動評価において、経験

式として距離減衰式を参照する場合には、震源断層の広がりや不均質性、

断層破壊の伝播や震源メカニズム等の影響が考慮された上で、当該距離

減衰式に応じた適切なパラメータが設定されていることに留意する必要

があり、②複雑な自然現象の観測データにばらつきが存在するのは当然15 

であり、経験式とは、観測データに基づいて複数の物理量等の相関を式

として表現するものであるから、評価時点で適用実績が十分でなく、か

つ、広く一般に使われているものではない経験式が選定されている場合

には、その適用条件、適用範囲のほか、当該経験式の元となった観測デ

ータの特性、考え方等に留意する必要がある旨が記載された（令和４年20 

地震ガイドⅠ．３．１〔解説〕）。 

また、不確かさの考慮に関しては、「基準地震動の策定に係る審査の基

本方針」として、「基準地震動が、地震動評価に大きな影響を与えると考

えられる不確かさを考慮して適切に策定されていることを、地震学及び

地震工学的見地に基づく総合的な観点から判断する」ことが明確にされ25 

た（令和４年地震ガイドＩ．２⑵）。 
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（乙３８８、３８９、３９３、３９６） 

ウ 地質ガイド 

 地質ガイドには、地震動評価のための地下構造調査に関し、概要、以下

の定めがある。（甲２０８、乙８１、３９４） 

 地下構造（地盤構造、地盤物性）の性状は敷地ごとに異なるため、地5 

震動評価のための地下構造モデル作成に必要な地下構造調査に際しては、

それぞれの敷地における適切な調査・手法が適用されていることを確認

する。なお、ここにいう「適切な調査」とは、調査により取得された地

下構造データに基づいて作成された地下構造モデルを用いて、比較的短

周期領域における地震動を高い精度で評価可能な地下構造調査を意味す10 

る。（地質ガイドⅠ．５．１⑴、〔解説〕⑷） 

 敷地及び敷地周辺の調査については、地域特性、既往文献の調査、既

存データの収集・分析、地震観測記録の分析、地質調査、ボーリング調

査及び二次元又は三次元の物理探査等を適切な手順と組合せで実施され

ていることを確認する。（地質ガイドⅠ．５．１⑶） 15 

 地震動評価の過程において、地下構造が成層かつ均質と認められる場

合を除き、三次元的な地下構造により検討されていることを地震ガイド

により確認する。（地質ガイドⅠ．５．１⑷） 

⑵ 地震動に関する本件申請の概要 

地震動に関する本件申請の概要は以下のとおりである。  20 

ア 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

 敷地地盤の評価  

被告は、本件発電所の敷地地盤における地震観測記録や本件原子炉付

近におけるボーリング調査、深部ボーリング調査及び物理検層等の結果

から、本件発電所の敷地地盤は特異な増幅特性を示さない堅硬な岩盤が25 

十分な広がりと深さを持っていることを確認したとして、敷地標高と同
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じ標高１０ｍの位置に解放基盤表面を設定した。（乙ヨ１１［６－３－７

３～６－３－８４、６－３－２８２～６－３－３０４、６－３－３２６

～６－３－３６２、６－５－２０～６－５－２３、６－５－１４５～６

－５－１４８頁］、ヨ３５） 

 検討用地震の選定及び地震動評価 5 

被告は、本件発電所敷地周辺における過去の被害地震を調査し、その

規模、位置等に関する最新の知見を基に、同敷地における震度が震度５

弱（平成８年以前は震度Ｖ）程度以上であったと推定される地震を選定

し、これらの地震に、活断層の分布状況及び国の機関等による知見から

敷地周辺において想定される地震を加え、地震発生様式ごとに整理・分10 

類し、検討用地震の候補とする地震を以下のとおり選定した上で、応答

スペクトルに基づく地震動評価をして、それぞれ、敷地への影響が最も

大きいと考えられる地震として、検討用地震を以下のとおり選定し、各

地震動を評価した。 

ａ 内陸地殻内地震 15 

⒜ 検討用地震の選定 

ⅰ 被告は、既往文献等を踏まえ、中央構造線断層帯のセグメント

（最大規模の地震を発生させる単位にまとめた活断層の中で、分

割放出型地震としてやや規模の小さな地震を発生させる単位（乙

ヨ３８））として、川上セグメント（断層長さ約３６ｋｍ）、伊予20 

セグメント（約２３ｋｍ）、本件発電所敷地前面海域の断層群（伊

予灘セグメント。約４２ｋｍ。以下「敷地前面海域の断層群」と

いう。）及び豊予海峡セグメント（約２３ｋｍ）が存在すること、

各セグメントの間にジョグと呼ばれる断層破壊の末端（セグメン

トの境界。長さは約１２ｋｍ又は約１３ｋｍである。）を示唆する25 

地質構造が分布すると評価した。 被告は、これらも踏まえ、内陸
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地殻内地震につき、中央構造線断層帯による地震として、敷地前

面海域の断層群（断層の長さは、断層破壊の停止域とされる両端

の引張性ジョグの中間まで断層破壊が及ぶ可能性を考慮し、セグ

メントの両端をそれぞれ引張性ジョグの中間まで延伸し、約５４

ｋｍとする。）、伊予セグメント（敷地前面海域の断層群と同様の5 

考えに基づいて延伸し、約３３ｋｍとする。）、金剛山地東縁－伊

予灘区間（約３６０ｋｍ）及び石鎚山脈北縁西部－伊予灘区間（約

１３０ｋｍ）を検討用地震の候補として選定した。 

また、被告は、別府湾－日出生断層帯、宇和海のＦ－２１断層、

五反田断層、伊予灘北方の上関断層Ｆ－１５及び上関断層Ｆ－１10 

６による各地震も検討用地震の候補として選定した。 

（乙ヨ１１［６－３－４３～６－３－５９、６－３－２６１、６

－５－１６、６－５－１７、６－５－５８頁］、ヨ３１［６頁］） 

ⅱ その上で、被告は、敷地前面海域の断層群による地震を検討用

地震に選定し、さらに、敷地前面海域の断層群が中央構造線断層15 

帯の一部であり、「中央構造線断層帯（金剛山地東縁－伊予灘）の

長期評価（一部改訂）」（以下「中央構造線断層帯長期評価（一部

改訂）」という。）及び「別府－万年山断層帯の長期評価」（以下「別

府－万年山断層帯長期評価」という。）において、中央構造線断層

帯の連動や中央構造線断層帯と別府－万年山断層帯の連動の可能20 

性に言及されていることを踏まえ、これらの連動を含む区間を考

慮した断層群による地震を検討用地震として選定した。（乙ヨ１１

［６－５－２９、６－５－３０、６－５－１６３頁］、ヨ３１［１

５頁］） 

⒝ 基本震源モデルの設定 25 

被告は、中央構造線断層帯（断層長さ約３６０ｋｍ）と九州側の



39 

 

別府－万年山断層帯とが連動するケース（約４８０ｋｍ。以下「約

４８０ｋｍケース」という。）を基本としつつ、断層が部分破壊する

ケースも考慮し、川上セグメント、伊予セグメント及び敷地前面海

域の断層群が連動するケース（約１３０ｋｍであり、中央構造線断

層帯長期評価（一部改訂）における石鎚山脈北縁西部－伊予灘区間5 

に相当する。以下「約１３０ｋｍケース」という。）及び敷地前面海

域の断層群約４２ｋｍ及びその両端のジョグが半分連動するケース

（約５４ｋｍ。以下「約５４ｋｍケース」という。）についても評価

を行うこととした。 

また、基本震源モデルにおける主なパラメータとして、本件発電10 

所敷地及び敷地周辺の屈折法地震探査結果等から、断層上端深さを

２ｋｍ、断層下端深さを１５ｋｍと設定した。断層位置（敷地から

の距離）については、各種音源を用いた海上音波探査等の物理探査

の結果から約８ｋｍと想定した。断層傾斜角・すべり様式について

は、中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）及び別府－万年山断層15 

帯長期評価並びに調査結果に基づき、主たる敷地前面海域の断層群

等は鉛直（９０度）の右横ずれ断層と設定した。 

（乙ヨ１１［６－５－３１頁］、ヨ３１［２２、２９、３０頁］） 

⒞ 応答スペクトルに基づく地震動評価 

被告は、応答スペクトルに基づく地震動評価に当たっては、約４20 

８０ｋｍケース、約１３０ｋｍケース及び約５４ｋｍケースに加え、

念のため断層長さが約６９ｋｍで連動するケース（敷地前面海域の

断層群と両端のジョグ全部が連動するケース。以下「約６９ｋｍケ

ース」という。）も評価することとした。断層傾斜角については、上

記⒝のとおり、基本ケースとして鉛直モデルを想定するとともに、25 

不確かさの考慮として断層傾斜角を北傾斜（傾斜角３０度）とする



40 

 

モデル（北傾斜モデル）も想定し、これらを上記の断層の長さに関

する４ケースと組み合わせた各ケースについて応答スペクトルに基

づく地震動評価を行った。 

 被告は、地震規模について、断層長さと地震のマグニチュードと

の関係を表す経験式である松田（１９７５）の式（以下「松田式」5 

という。）を用いて算出した上で、応答スペクトルに基づく地震動評

価の際に適用する距離減衰式については、基本的にはＮｏｄａ ｅｔ 

ａｌ．（２００２）が提案する応答スペクトルを求める手法である耐

専式（耐専スペクトルともいう。乙ヨ３１）を採用し、併せて、耐

専式以外の９つの距離減衰式（以下「その他の距離減衰式」という。）10 

でも評価を行った。被告は、敷地前面海域の断層群が敷地近傍に位

置することから、検討ケースごとに距離及び地震規模の観点から、

耐専式の適用性を吟味した上で、その他の距離減衰式や断層モデル

を用いた手法による評価結果と対比して、耐専式の適用性の検証を

行ったところ、約１３０ｋｍケース、約６９ｋｍケース及び約５４15 

ｋｍケースの各鉛直モデルついては、耐専式による評価結果が過大

となったため、耐専式の適用範囲外にあると判断し、その他の距離

減衰式を用いた評価を行った。他方、上記以外のケースについては、

耐専式を適用した。 

（乙ヨ１１［６－５－３６～６－５－３９、６－５－１０２～６－20 

５－１０４、６－５－１９２～６－５－１９７頁］、ヨ３１［９５

～１４２頁］） 

⒟ 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

ⅰ 被告は、断層モデルを用いた手法による地震動評価において必

要な震源パラメータ（地震モーメント、平均応力降下量、アスペ25 

リティの応力降下量等）を設定する上で用いるスケーリング則（断
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層長さ、幅、面積、応力降下量、地震モーメント、アスペリティ

面積等の間に存在する一定の相似則又はこれを経験的に関係式で

示したもの）については、壇ほか（２０１１）を基本として採用

した。また、被告は、スケーリング則として、壇ほか（２０１１）

に加え、約４８０ｋｍケース及び約１３０ｋｍケースについては、5 

Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）を、約５

４ｋｍケースについては、入倉・三宅（２００１）の式（以下「入

倉・三宅式」という。）の地震モーメントとＦｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍ

ａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）の平均応力降下量を組み合わせて

用いる手法を併用した。（乙ヨ１１［６－５－３３頁］、ヨ３１［２10 

３、２５～２７、３７、４４頁］） 

ⅱ 被告は、断層モデルを用いた手法による地震動評価における不

確かさの考慮に当たって、地震発生時の環境に左右されて地震の

度に変化する偶然的不確かさ（破壊開始点）及び調査精度や知見

の限界を要因とする認識論的不確かさのうち平均モデルを事前に15 

特定し難いもの（アスペリティ深さ、断層長さ（連動））は、基本

震源モデルに織り込んだ。他方、調査精度や知見の限界を要因と

する認識論的不確かさのうち、事前の調査や経験式等に基づいて

平均モデルを特定できる①アスペリティの応力降下量、②北傾斜

モデル、③南傾斜モデル（傾斜角８０度）、④破壊伝播速度及び⑤20 

アスペリティの平面位置については、独立した不確かさとして、

基本震源モデルに重畳させて考慮した。 

そして、地震規模について、約４８０ｋｍケースでＭｗ７．７

～８．０、約１３０ｋｍケースでＭｗ７．４～７．８、約５４ｋ

ｍケースでＭｗ６．９～７．４と評価した。 25 

（乙ヨ１１［６－５－３１～６－５－３３、６－５－４１、６－
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５－４２、６－５－７０～６－５－９３頁］、ヨ３１［２１～２

４、３６～４４、５２～５４、６２～６６、６９～７１、７４

～７８、８１～８３、８６頁］） 

ⅲ 被告は、断層モデルを用いた手法による地震動評価を行うに当

たっては、約４８０ｋｍケースについて、統計的グリーン関数法5 

及び経験的グリーン関数法により評価し、両者を比較した上で、

原子炉施設に影響の大きい周期０．１秒付近の地震動について厳

しい結果を与えた経験的グリーン関数法を採用した。（乙ヨ１１

［６－５－４１、６－５－４２、６－５－２０１～６－５－２２

３頁］、ヨ３１［１５２～１５５頁］） 10 

ｂ プレート間地震 

⒜ 検討用地震の選定 

 被告は、プレート間地震につき、土佐その他南海・東海・西海諸

道の地震（６８４年、Ｍ８ １／４）、宝永地震（１７０７年、Ｍ８．

６）、安政南海地震（１８５４年、Ｍ８．４）、想定南海地震（南海15 

トラフ長期評価、Ｍ８．４）、想定南海地震（中央防災会議（２００

３）、Ｍｗ８．６）、南海トラフの巨大地震（内閣府検討会（２０１

２ｂ）（陸側ケース）、Ｍｗ９．０）、日向灘の地震（１４９８年、Ｍ

７ １／４）、日向灘の地震（日向灘長期評価、Ｍ７．６）を検討用

地震の候補として選定した上で、応答スペクトルに基づく地震動評20 

価をした結果、南海トラフの巨大地震（内閣府検討会（２０１２ｂ）

（陸側ケース）、Ｍｗ９．０）を検討用地震として選定した。（乙ヨ

１１［６－５－１９、６－５－２０、６－５－３０、６－５－３１、

６－５－６０、６－５－６１、６－５－２６２、６－５－２６３頁］、

ヨ３１［９、１７頁］） 25 

⒝ 基本震源モデルの設定等 
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被告は、基本震源モデルとして、内閣府検討会（２０１２ｂ）の

南海トラフの巨大地震（陸側ケース）（Ｍｗ９．０）を採用した。 

被告は、このモデルは、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの

巨大な地震として、過去最大規模の宝永地震（Ｍ８．６）や中央防

災会議（２００３）の想定南海地震モデル（Ｍｗ８．６）を上回る5 

想定で作成されたモデルであるため、十分に不確かさが考慮された

ものであると考えられるが、更に安全側の評価となるようにと、設

定された強震動生成域に加え、更に敷地直下にも強震動生成域を追

加配置する不確かさの考慮を行った。 

（乙ヨ１１［６－５－３５、６－５－１００、６－５－１０１頁］） 10 

⒞ 応答スペクトルに基づく地震動評価 

内閣府検討会（２０１２ｂ）が、南海トラフの巨大地震（Ｍｗ９．

０）の応答スペクトルに基づく地震動評価のパラメータとしてＭｗ

８．３を採用していることから、被告も、応答スペクトルに基づく

地震動評価のパラメータとしては、Ｍｗ８．３を採用し、これに耐15 

専式を適用して評価した。（乙ヨ１１［６－５－３９、６－５－２０

０頁］） 

⒟ 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

被告は、適切な要素地震が得られていないことや内閣府検討会（２

０１２ｂ）が統計的グリーン関数法を用いていることを踏まえ、統20 

計的グリーン関数法（短周期側地震動）と理論地震動（長周期側地

震動）を周期２．５秒を接続周期としてハイブリッド合成法（短周

期領域の評価に適している経験的グリーン関数法又は統計的グリー

ン関数法により計算した地震動と、長周期帯の評価に適している理

論的手法により計算した地震動を組み合わせて広い周期帯で地震動25 

を評価する手法）により評価を行った。（乙ヨ１１［６－５－４０、
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６－５－４３、６－５－２２９頁］） 

ｃ 海洋プレート内地震 

⒜ 検討用地震の選定 

被告は、海洋プレート内地震につき、本件発電所敷地に与える影

響が大きいと考えられる安芸灘～伊予灘～豊後水道で発生した１６5 

４９年安芸・伊予の地震（Ｍ６．９）、伊予西部の地震（１８５４年、

Ｍ７．０）及び豊後水道の地震（１９６８年、Ｍ６．６）に加え、

過去にフィリピン海プレートで発生したと考えられる比較的規模の

大きい地震である九州の深い地震（宮崎県西部の地震（１９０９年）

を地震本部の地域区分の観点を踏まえ、敷地に与える影響が最も大10 

きいと考えられる位置に配置したもの。Ｍ７．３）、日向灘の浅い地

震（日向・豊後の地震（１７６９年）を上記方法で配置したもの。

Ｍ７．４）及びアウターライズ地震（紀伊半島沖の地震（２００４

年）を上記方法で配置したもの。Ｍ７．４）を検討用地震の候補と

して選定した上で、応答スペクトルに基づく地震動評価をした結果、15 

１６４９年安芸・伊予の地震を検討用地震として選定した。（乙ヨ１

１［６－５－１８、６－５－１９、６－５－３０、６－５－５９、

６－５－１６４頁］、ヨ３１［７、８、１６頁］） 

⒝ 基本震源モデルの設定等 

被告は、１６４９年安芸・伊予の地震を検討用地震として選定し20 

たが、基本震源モデルの設定に当たっては、地震発生位置と地震規

模の不確かさをあらかじめ織り込むこととし、敷地下方に既往最大

規模（伊予西部の地震（１８５４年、Ｍ７．０））の地震規模を仮定

した「想定スラブ内地震」として地震動評価を行った。 

不確かさの考慮に当たっては、２００１年芸予地震（Ｍ６．７）25 

に関する知見を考慮してアスペリティ位置と断層傾斜角を設定した
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ケース、想定する地震規模をＭ７．２としたケース、アスペリティ

上端を断層上端（海洋性地殻上端）に配置したケース、敷地直下の

やや東方の領域に低角共役断層（傾斜角３０度）を想定したケース

（Ｍ７．４）を設定した。 

（乙ヨ１１［６－５－３３、６－５－３４、６－５－９４～６－５5 

－９９頁］） 

⒞ 応答スペクトルに基づく地震動評価 

被告は、応答スペクトルに基づく地震動評価では、耐専式の適用

範囲内にあることから、耐専式を適用して評価した。（乙ヨ１１[６

－５－３９、６－５－１９８、６－５－１９９頁] ） 10 

⒟ 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

被告は、敷地で得られた２００１年芸予地震の余震である安芸灘

の地震の観測記録を要素地震とした経験的グリーン関数法により評

価を行った。（乙ヨ１１［６－５－４２、６－５－４３、６－５－２

２４～６－５－２２８頁］） 15 

イ 震源を特定せず策定する地震動 

被告は、震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地震

の震源近傍の観測記録を収集するに当たり、「地表地震断層が出現しない

可能性がある地震」（地震ガイドⅠ．４．２⑵）及び「事前に活断層の存在

が指摘されていなかった地域において発生し、地表付近に一部の痕跡が確20 

認された地震」（同⑶）について検討を行った。 

被告は、「地表地震断層が出現しない可能性がある地震」については、２

００４年北海道留萌支庁南部地震の際に、Ｋ－ＮＥＴ港町観測点で観測し

た記録について、地盤調査及び基盤地震動の推定が行われており、信頼性

の高い基盤地震動が得られているとして、これに不確かさを考慮した地震25 

動を「震源を特定せず策定する地震動」として採用した。また、「事前に活
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断層の存在が指摘されていなかった地域において発生し、地表付近に一部

の痕跡が確認された地震」については、２０００年鳥取県西部地震では、

活断層の成熟度の地域差や深部地下構造にも違いが認められたものの、大

局的には本件発電所敷地と同じく西南日本の東西圧縮横ずれの応力場に

あることなどを踏まえ、原子力安全に対する信頼向上の観点等から、より5 

保守的に同地震の観測記録を選定し、震源近傍に位置する鳥取県にある賀

祥ダムの観測記録を「震源を特定せず策定する地震動」として採用した。 

（乙ヨ１１［６－５－４３～６－５－４７頁］、ヨ４０、ヨ４２） 

ウ 基準地震動Ｓｓの策定  

 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 10 

ａ 応答スペクトルに基づく基準地震動Ｓｓ 

被告は、応答スペクトルに基づく地震動評価により策定した基準地

震動Ｓｓについては、同評価によって算定された数多くの応答スペク

トルを包絡するよう設計用応答スペクトルを設定し、基準地震動Ｓｓ

－１（１波）（最大加速度６５０ガル）を策定した。（乙ヨ１１［６－15 

５－４８、６－５－１０７、６－５－２３３頁］、ヨ３１［９３～１４

２、２２１～２２８頁］） 

ｂ 断層モデルを用いた手法による基準地震動Ｓｓ 

被告は、断層モデルを用いた手法による地震動評価により策定した

基準地震動Ｓｓについては、本件原子炉施設に与える影響が大きいケ20 

ースとして、内陸地殻内地震のうち約４８０ｋｍケースにおける壇ほ

か（２０１１）及びＦｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ‘ｕｒａ（２０

００）に基づき、応力降下量の不確かさを考慮したケース並びに約５

４ｋｍケースにおける入倉・三宅式に基づき、上記不確かさを考慮し

たケースを選定し、経験的グリーン関数法と理論地震動について、周25 

期０．８秒を接続周期としてハイブリッド合成を行った結果、前記⒜
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の基準地震動Ｓｓ－１を一部の周期帯において超えた７ケースを基準

地震動Ｓｓ－２－１～Ｓｓ－２－７（最大加速度５７９ガル）として

選定した。 

また、上記評価では、東西方向の地震動の周期０．２～０．３秒の

付近で基準地震動Ｓｓ－１を超過する結果が得られたため、工学的判5 

断として、上記超過ケースのうち、超過する度合いが大きく、かつ、

約４８０ｋｍケースにおける壇ほか（２０１１）に基づき、応力降下

量の不確かさを考慮したケース（アスペリティを中央下端とする。）に

ついて、東西方向と南北方向の地震波を入れ替えたケースを基準地震

動Ｓｓ－２－８（最大加速度４７８ガル）として設定した。 10 

なお、プレート間地震及び海洋プレート内地震では、基準地震動Ｓ

ｓ－１を下回る結果となったことから、基準地震動Ｓｓ－２としては

設定しなかった。 

（乙ヨ１１［６－５－４８～６－５－５０、６－５－１１０、６－５

－２３８頁］、ヨ３１［２３０～２３９頁］） 15 

 震源を特定せずに策定する地震動 

被告は、「震源を特定せず策定する地震動」の応答スペクトルのうち、

２００４年北海道留萌支庁南部地震を考慮した地震動及び２０００年鳥

取県西部地震（賀祥ダム）の観測記録については、一部の周期帯で基準

地震動Ｓｓ－１を超えることから、基準地震動Ｓｓ－３－１（最大加速20 

度６２０ガル）及びＳｓ－３－２（最大加速度５３１ガル）として選定

した。（乙ヨ１１［６－５－５０、６－５－１１０頁］） 

 基準地震動Ｓｓの策定 

     被告は、前記 及び により、基準地震動Ｓｓ（最大加速度６５０ガ

ル）を策定した（乙ヨ１１［６－５－５０、６－５－５１、６－５－１25 

１０、６－５－２４１～６－５－２５１頁］、ヨ３１［２４１頁］）。 



48 

 

12 火山に関する基本的な知見 

⑴ 火山噴火 

火山噴火は、マグマが地表面に到達することによって生じる現象である。

（乙１３８［１１７頁］） 

⑵ マグマの性質 5 

火山噴火の源となるマグマは、地殻やマントルを構成する岩石が溶けてで

きたものであり、最も多く含まれる化学成分は、二酸化ケイ素（ＳｉＯ２。

シリカとも呼ばれる。）である。二酸化ケイ素は、マグマの種類によって含有

量が異なり、マグマの粘性（粘り気）とも深い関係があることから、マグマ

を分類するときの基本成分となる。火山噴火は、マグマ中のメルト（液相）10 

に溶け込んだ揮発性物質（水や二酸化炭素など）がマグマの上昇により減圧

発泡して、急激に体積を増やして地表に噴出することにより発生するところ、

一般に、マグマ内の二酸化ケイ素の量が多いほど粘性は高く、粘性の高いマ

グマほど揮発性成分がマグマから抜け出しにくいことから、粘性が高く揮発

性成分を多く含んだマグマほど爆発的な噴火になりやすいとされている。 15 

二酸化ケイ素の含有量によるマグマの分類は、マグマが冷え固まったとき

にできる火成岩にちなんで行われており、二酸化ケイ素の重量当たりの成分

量が概ね７０％以上を流紋岩質、６３～７０％をデイサイト質（石英安山岩）、

５２～６３％を安山岩質（５７％以下のものは玄武岩質安山岩とも呼ばれ

る。）、５２％以下を玄武岩質という。デイサイト質以上の二酸化ケイ素含有20 

量を持つマグマは、長石、石英等の珪長質鉱物の溶融物に富むため珪長質マ

グマといい、これに対し、二酸化ケイ素含有量の少ないマグマは、カンラン

石、輝石等の苦鉄質鉱物の溶融物に富むため苦鉄質マグマという。 

（乙１３８［１３、１１７、１１８、１２８、１３３頁］、１３９、１４０） 

⑶ 噴火規模 25 

 火山爆発指数（Ｖｏｌｃａｎｉｃ Ｅｘｐｌｏｓｉｖｉｔｙ Ｉｎｄｅｘ。
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以下「ＶＥＩ」という。）は、噴火によって生じた火砕物の体積から噴火規模

を段階別に分類するものであり、１回の噴出量が１０４㎥以下をＶＥＩ０、１

０１２㎥（１０００ｋ㎥）以上をＶＥＩ８として、この間を噴出量が１０倍増

えるごとに１段階上がるように７段階に分けている。（乙１３８［１１９頁］、

１５１［８、９頁］） 5 

⑷ 噴出物 

マグマが急速に発泡しながら爆発的に放出されると、多孔質の噴出物が生

じ、デイサイト～流紋岩マグマでは淡色の軽石、玄武岩～安山岩マグマでは

濃色のスコリアが生じる。（乙１４１［９６頁］） 

13 火山に関する新規制基準の概要及び本件申請の概要 10 

⑴ 火山に関する新規制基準の概要 

ア 設置許可基準規則 

設置許可基準規則６条１項は、「安全施設（兼用キャスクを除く。）は、

想定される自然現象（地震及び津波を除く。（中略））が発生した場合にお

いても安全機能を損なわないものでなければならない。」と定めていると15 

ころ、「想定される自然現象」には火山の影響も含まれる（設置許可基準規

則解釈６条２項）。 

また、設置許可基準規則６条２項は、「重要安全施設は、当該重要安全施

設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該

重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に20 

考慮したものでなければならない。」と定めているところ、「大きな影響を

及ぼすおそれがあると想定される自然現象」とは、「対象となる自然現象に

対応して、最新の科学的技術的知見を踏まえて適切に予想されるもの」を

いう（設置許可基準規則解釈６条５項）。  

             （乙８０） 25 
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イ 旧火山ガイド 

 旧火山ガイドの概要は、以下のとおりであった。（甲２３２） 

 原子力発電所に影響を及ぼす火山影響評価の流れ 

火山影響評価は、立地評価と影響評価の２段階で行う。 

立地評価では、まず原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出を行5 

い、影響を及ぼし得る火山が抽出された場合には、抽出された火山の火

山活動に関する個別評価を行う。すなわち、設計対応不可能な火山事象

が原子力発電所の運用期間（原子力発電所に核燃料物質が存在する期間）

中に影響を及ぼす可能性の評価を行う。 

影響を及ぼす可能性が十分小さいと評価された場合は、火山活動のモ10 

ニタリングと火山活動の兆候把握時の対応を適切に行うことを条件とし

て、個々の火山事象に対する影響評価を行う。一方、設計対応不可能な

火山事象が原子力発電所運用期間中に影響を及ぼす可能性が十分小さい

と評価されない場合は、原子力発電所の立地は不適と考えられる。 

 影響評価では、個々の火山事象への設計対応及び運転対応の妥当性に15 

ついて評価を行う。 

（旧火山ガイド２．） 

 原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出 

原子力発電所の地理的領域（原子力発電所から半径１６０ｋｍの範囲

の領域）に対して、文献調査等で第四紀（２５８万年前から現在までの20 

期間）に活動した火山を抽出する。 

第四紀に活動した火山について、①文献調査、②地形・地質調査及び

火山学的調査（詳細は後記ａ～ｃ等）を行い、火山の活動履歴、噴火規

模及びその影響範囲等を把握し、将来の火山活動可能性の評価を行う。

この際、地域特性、マグマの性質等により火山活動の特性や規模が異な25 

ることから、個々の火山噴出物の種類、分布、地形、規模、噴火タイプ、
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噴火パターン、活動間隔等を総合的に検討する必要があり、類似火山の

活動を参照することも重要である。これらを踏まえ、完新世（第四紀の

区分のうちで最も新しいものであり、１万１７００年前から現在までの

期間）に活動を行った火山は、将来活動の可能性のある火山とする。 

他方、完新世に活動を行っていない火山は、上記①及び②の調査結果5 

を基に、当該火山の第四紀の噴火時期、噴火規模、活動の休止期間を示

す階段ダイヤグラムを作成し、より古い時期の活動を評価する。この点、

ＩＡＥＡ ＳＳＧ－２１は、火山系の時間と量の関係、又は岩石学的傾

向を基に評価することが可能であるとしている。例えば、時間と量の関

係は、更新世（約２５８万年前から約１万年前までの期間）初期又はそ10 

れより古い期間における火山活動の明確な衰弱傾向や明白な休止を示す

場合があり、こうした状況では、新たな火山活動の可能性が極めて低い

ということができるとしている。その結果、火山活動が終息する傾向が

顕著であり、最後の活動終了からの期間が過去の最大休止期間より長い

等、将来の活動可能性がないと判断できる場合は、後記 の個別評価対15 

象外とし、当該火山については影響評価のみを行う。それ以外の火山は、

将来の火山活動可能性が否定できない火山として、後記 の個別評価対

象の火山とする。 

（旧火山ガイド３．） 

ａ 地形調査 20 

既存の地形図、航空写真等を用いた判読及び海底地形データ等に基

づき、火山地形の把握を行う。また、必要に応じて航空測量による最

新データの取得を行うことも有効である。 

ｂ 地質調査  

文献調査及び地形調査によって、活動位置・規模・様式や噴出時期25 

等の活動履歴の評価に十分な情報が得られなかった場合、当該調査等
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を行い、原子力発電所周辺の地理的領域の火山噴出物の噴出中心位置、

噴出物種類、活動時期、噴出物（堆積物）分布等の評価に必要な情報

を収集する。 調査においては、露頭又はボーリング若しくはピット掘

削等により火山噴出物の試料採取・分析・年代測定等を行い、詳細な

情報の収集・評価を実施する。 5 

地質調査においては、別途実施する地質調査（例えば、原子力発電

所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１－２００７）に基づき実施す

る地質調査）の結果を参照することができる。 

ｃ 火山学的調査  

地質調査において、火山灰、火砕流、溶岩流等の火山噴出物（堆積10 

物）が認められた場合、火山学的な調査を行う。  

⒜ 原子力発電所周辺で確認された火山灰については、以下の調査を

行う。  

① 堆積物の範囲、厚さ、量、粒径及び分散軸を示す等層厚線図と

等値線図  15 

② 堆積物の等価静荷重（湿潤及び乾燥） 

⒝ 原子力発電所近隣に影響を与えた可能性のある火砕流、火砕サー

ジ又は火山性ブラストによって発生する識別可能な各堆積物につい

ては、以下の調査を行う。 

① 定置物の厚さ、量、密度及び空間分布  20 

② 重力によって動くか、又は火山性ブラストによって方向付けら

れる流動の方向と運動エネルギーに影響を与えた地形的特徴に関

するデータ（こうした流動が測定可能な堆積物を残さずに通過し

た可能性のある区域も明らかにするのがよい。） 

 原子力発電所の運用期間における火山活動に関する個別評価 25 

ａ 前記 で、将来の活動可能性があると評価した火山については、原



53 

 

子力発電所の運用期間中において設計対応が不可能な火山事象を伴う

火山活動の可能性の評価を行う。ここでいう設計対応不可能な火山事

象とは、①火砕物密度流（火山噴火で生じた火山ガス、火砕物の混合

物が斜面を流れ下る現象の総称。すなわち、火砕流、サージ及びブラ

スト）、②溶岩流、③岩屑なだれ、地滑り及び斜面崩壊、④新しい火口5 

の開口並びに⑤地殻変動の５事象を指す。 

この際、検討対象火山の活動を科学的に把握する観点から、過去の

火山活動履歴とともに、必要に応じて、地球物理学的及び地球化学的

調査（詳細は後述⒜及び⒝）を行い、現在の火山の活動の状況も併せ

て評価することとする。具体的には、地球物理学的観点からは、検討10 

対象火山に関連するマグマ溜まりの規模や位置、マグマの供給系に関

連する地下構造等について、地球化学的観点からは、検討対象火山の

火山噴出物等について分析することにより、火山の活動状況を把握す

る。 

（旧火山ガイド４．） 15 

⒜ 地球物理学的調査 

地震波速度構造（地震探査の解析により求める地震波速度の空間

分布）、重力構造（重力探査（精密な重力測定）により求める密度の

空間分布）、比抵抗構造（電磁気探査により求める比抵抗の空間分布）、

地震活動（火山周辺における地震発生現象）及び地殻変動（ＧＰＳ20 

測量等により求める火山活動に伴う地殻の変形現象）に関する検討

を実施し、マグマ溜まりの規模や位置、マグマの供給系に関係する

地下構造等について調査する。  

⒝ 地球化学的調査 

火山ガス（噴気）の化学組成分析、温度などの情報から、地理的25 

領域に存在する火山の火山活動を調査する。 
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ｂ 前記 の調査結果と必要に応じて実施する上記地球物理学的及び地

球化学的調査の結果を基に、原子力発電所の運用期間中における検討

対象火山の活動可能性を総合的に評価する。評価の結果、検討対象火

山の活動可能性が十分小さい場合には、過去の最大規模の噴火により

設計対応不可能な火山事象が原子力発電所に到達したと考えられる火5 

山を抽出し、後記 の火山活動のモニタリングを実施し、運用期間中

において火山活動を継続的に評価する。（旧火山ガイド４．１⑵） 

ｃ 検討対象火山の活動可能性が十分小さいと判断できない場合は、調

査結果から噴火規模を推定し、調査結果から噴火規模を推定できない

場合は、検討対象火山の過去最大の噴火規模とする。 10 

次に、設定した噴火規模における設計対応不可能な火山事象が原子

力発電所に到達する可能性が十分小さいかどうかを評価する。評価で

は、検討対象火山の調査から噴火規模を設定した場合には、類似の火

山における設計対応不可能な火山事象の影響範囲を参考に判断する。

過去最大の噴火規模から設定した場合には、検討対象火山での設計対15 

応不可能な火山事象の痕跡等から影響範囲を判断する。いずれの方法

によっても影響範囲を判断できない場合には、設計対応不可能な火山

事象の国内既往最大到達距離を影響範囲とする。設計対応不可能な火

山事象が原子力発電所に到達する可能性が十分小さいと評価できない

場合は、原子力発電所の立地は不適と考えられる。十分小さいと評価20 

できる場合には、過去の最大規模の噴火により設計対応不可能な火山

事象が原子力発電所に到達したと考えられる火山については、モニタ

リング対象とし、後記 の火山活動のモニタリングを実施し、運用期

間中に火山活動の継続的な評価を行う。 

（旧火山ガイド４．１⑶） 25 

 火山活動のモニタリング 
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個別評価により運用期間中の火山活動の可能性が十分小さいと評価し

た火山であっても、設計対応不可能な火山事象が発電所に到達したと考

えられる火山に対しては、噴火可能性が十分小さいことを継続的に確認

することを目的として運用期間中のモニタリングを行う。噴火可能性に

つながるモニタリング結果が観測された場合には、必要な判断・対応を5 

とる必要がある。（旧火山ガイド５．） 

 原子力発電所への火山事象の影響評価 

ａ 原子力発電所の運用期間中において設計対応不可能な火山事象によ

って原子力発電所の安全性に影響を及ぼす可能性が十分小さいと評価

された火山について、それが噴火した場合、原子力発電所の安全性に10 

影響を与える可能性のある火山事象を抽出し、その影響評価を行う。 

 上記「原子力発電所の安全性に影響を与える可能性のある火山事象」

としては、降下火砕物（大きさ、形状、組成又は形成方法に関係なく、

火山から噴出されたあらゆる種類の火山砕屑物で降下する物）などが

ある。 15 

降下火砕物に関しては、火山抽出の結果にかかわらず、原子力発電

所の敷地及びその周辺調査から求められる単位面積当たりの質量と同

等の火砕物が降下するものとする。なお、敷地及び敷地周辺で確認さ

れた降下火砕物で、噴出源が同定でき、その噴出源が将来噴火する可

能性が否定できる場合は考慮対象から除外する。また、降下火砕物は20 

浸食等で厚さが低く見積もられるケースがあるので、文献等も参考に

して、第四紀火山の噴火による降下火砕物の堆積量を評価する。抽出

された火山事象に対して、前記 及び の調査結果等を踏まえて、原

子力発電所への影響評価を行うための各事象の特性と規模を設定する。 

（旧火山ガイド６．） 25 

ｂ 降下火砕物の影響評価では、降下火砕物の堆積物量、堆積速度、堆
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積期間及び火山灰等の特性などの設定並びに降雨等の同時期に想定さ

れる気象条件が火山灰等特性に及ぼす影響を考慮し、それらの原子炉

施設又はその附属設備への影響（直接的影響及び間接的影響）を評価

し、必要な場合には対策がとられ、求められている安全機能が担保さ

れることを評価する。（旧火山ガイド６．１⑵） 5 

原子力発電所内及びその周辺敷地において降下火砕物の堆積が確認

されない場合は、①類似する火山の降下火砕物堆積物の情報を基に求

める方法、②対象となる火山の噴火量、噴煙柱高、全体粒度分布及び

その領域における風速分布の変動を高度及び関連パラメータの関数と

して、原子力発電所における降下火砕物の数値シミュレーションを行10 

うことより求める方法（数値シミュレーションに際しては、過去の噴

火履歴等の関連パラメータ及び類似の火山降下火砕物堆積物等の情報

を参考とすることができる。）により堆積物量を設定する。（旧火山ガ

イド解説－１６．） 

ｃ なお、直接的影響の確認事項としては、外気取入口からの火山灰の15 

侵入により、換気空調系統のフィルタの目詰まり、非常用ディーゼル

発電機の損傷等による系統・機器の機能喪失がなく、加えて中央制御

室における居住環境を維持することなど４点が挙げられている。（旧火

山ガイド６．１⑶⒜） 

ウ 旧火山ガイドの改正 20 

規制委員会は、平成２９年１１月２９日、旧火山ガイドを改正し（以下、

上記改正後のものを「平成２９年火山ガイド」という。）、前記イ ｃの外

気取入口から侵入する火山灰の想定に当たって用いる気中降下火砕物濃

度の推定手法につき、降灰継続時間を仮定して降灰量から気中降下火砕物

濃度を推定する手法（以下「３．１の手法」という。）又は数値シミュレー25 

ションにより気中降下火砕物濃度を推定する手法（以下「３．２の手法」
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という。）により推定することとした。 

３．１の手法は、原子力発電所の敷地において運用期間中に想定される

降下火砕物がある期間（降灰継続時間。原子力発電所敷地での降灰継続時

間を合理的に説明できない場合は、２４時間とする。）に堆積したと仮定し

て、降下火砕物の粒径の割合から求まる粒径ごとの堆積速度と粒径ごとの5 

終端速度（落下する物体が摩擦抵抗などを受けて、最終的に一定の速度に

なった時の速度）から算出される粒径ごとの気中濃度の総和を、気中降下

火砕物濃度として求めるものである。他方、３．２の手法は、三次元の大

気拡散シミュレーションにより設定座標点で粒径ごとに気中濃度の時間

変化を算出し、得られた最大濃度を気中降下火砕物濃度とするものであり、10 

気象データの設定は、高層気象観測を実施している評価対象火山又は原子

力発電所敷地に近い観測地におけるデータを基に、１年で最も原子力発電

所敷地に対して影響のある月を抽出し、一定風を設定することとされてい

る。そして、平成２９年火山ガイドにおいては、３．１の手法では、降下

火砕物の粒径の大小にかかわらず同時に降灰が起こると仮定しているこ15 

と、粒子の凝集を考慮しないこと等から、３．２の手法では、原子力発電

所への影響が大きい観測値に基づく気象条件を設定していること等から、

いずれの推定値も実際の降灰現象と比較して保守的な値となっているた

め、いずれかの手法により気中降下火砕物濃度の推定することとされた。 

なお、平成２９年火山ガイドの内容は、気中降下火砕物濃度の推定手法20 

以外の点については、旧火山ガイドの内容と同様である。       

        （甲２７、乙８４、弁論の全趣旨） 

エ 規制庁による基本的な考え方の整理 

規制庁は、平成３０年３月７日付けで「原子力発電所の火山影響評価ガ

イドにおける『設計対応不可能な火山事象を伴う火山活動の評価』に関す25 

る基本的な考え方について」を策定し、従前より行ってきた平成２９年火
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山ガイドにおける「設計対応不可能な火山事象を伴う火山活動の評価」に

関する考え方を整理した。その内容は、以下のとおりである。 

 設計対応不可能な火山事象を伴う火山活動の評価について 

設計対応不可能な火山事象については、当該事象が原子力発電所の運

用期間中に影響を及ぼす可能性が十分小さいかどうかを評価する。過去5 

に巨大噴火（数十ｋ㎥程度を超えるような噴火）が発生した火山につい

ては、「巨大噴火の可能性評価」を行った上で、「巨大噴火以外の火山活

動の評価」を行う。   

 巨大噴火の可能性評価の考え方について 

 巨大噴火は、広域的な地域に重大かつ深刻な災害を引き起こすもので10 

ある一方、その発生の可能性は低頻度な事象である。現在の火山学の知

見に照らし合わせて考えた場合には、運用期間中に巨大噴火が発生する

可能性が全くないとは言い切れないものの、これを想定した法規制や防

災対策が原子力安全規制以外の分野で行われていない。したがって、巨

大噴火によるリスクは、社会通念上容認される水準であると判断できる。 15 

 したがって、上記を考慮すれば、巨大噴火の可能性の評価については、

①現在の火山学の知見に照らした火山学的調査を十分に行った上で、火

山の現在の活動状況は巨大噴火が差し迫った状態ではないことが確認で

き、かつ、②運用期間中に巨大噴火が発生するという科学的に合理性の

ある具体的な根拠があるとはいえない場合は、少なくとも運用期間中は、20 

「巨大噴火の可能性が十分に小さい」と判断できる。  

 巨大噴火以外の火山活動の評価の考え方について 

 巨大噴火以外の火山活動について、その活動の可能性が十分小さいと

判断できない場合には、火山活動の規模と設計対応不可能な火山事象の

評価を行うこととなる。噴火の規模を特定することは一般に困難である25 

ため、平成２９年火山ガイドに従い、「検討対象火山の過去最大の噴火規
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模」について火山事象の評価を行うこととなる。ここで「検討対象火山

の過去最大の噴火規模」には、当該検討対象火山の最後の巨大噴火以降

の最大規模を用いる。  

 火山活動のモニタリングについて 

火山活動のモニタリングは、「運用期間中の巨大噴火の可能性が十分小5 

さい」と評価して許可を行った場合にあっても、この評価とは別に、評

価の根拠が継続していることを確認するため、評価時からの状態の変化

を検知しようとするものである。 

（甲２１３、乙２４４） 

オ 平成２９年火山ガイドの改正 10 

規制委員会は、令和元年１２月１８日、平成２９年火山ガイドを改正し

（以下、上記改正後のものを「令和元年火山ガイド」という。）、主に、以

下の点が変更された。なお、規制庁は、上記改正の趣旨は、平成２９年火

山ガイドの各規定の趣旨及びこれに基づく審査実務の考え方を正確に、か

つ、分かりやすく表現するために行うものであり、平成２９年火山ガイド15 

の要求内容を追加し又は変更するものではないとしている。 

 原子力発電所の運用期間における火山活動に関する個別評価につい

て 

 「火山活動に関する個別評価」は、設計対応不可能な火山事象が発生

する時期及びその規模を的確に予測できることを前提とするものではな20 

く、現在の火山学の知見に照らして現在の火山の状態を評価するもので

ある旨の記載が追加された（令和元年火山ガイド解説－３．）。 

また、検討対象火山（過去に巨大噴火が発生したものに限る。）の活動

可能性の評価に当たり、巨大噴火については、噴火に至る過程が十分に

解明されておらず、また発生すれば広域的な地域に重大かつ深刻な災害25 

を引き起こす火山活動であるが、低頻度な火山事象であり有史において
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観測されたことがないこと等を踏まえて評価を行うことが適切であり、

①当該火山の現在の活動状況は巨大噴火が差し迫った状態ではないと評

価でき（以下「非切迫性の要件」という。）、②運用期間中における巨大

噴火の可能性を示す科学的に合理性のある具体的な根拠が得られていな

い場合（以下「具体的根拠欠缺の要件」という。）は、運用期間中におけ5 

る巨大噴火の可能性は十分に小さいと判断できる旨の記載が追加され、

解説部分には、上記①の評価に当たっては、現在の火山学の知見に照ら

した調査を尽くした上で、検討対象火山における巨大噴火の活動間隔、

最後の巨大噴火からの経過時間、現在のマグマ溜まりの状況、地殻変動

の観測データ等から総合的に評価を行うことが明記された（令和元年火10 

山ガイド４．１⑵、解説－１１．）。そして、過去に巨大噴火が発生した

火山（運用期間中における巨大噴火の可能性は十分に小さいと判断した

ものに限る。）については、当該火山の最後の巨大噴火以降の最大の噴火

規模における火山事象の到達可能性を評価する旨の記載が追加された

（令和元年火山ガイド４．１⑶）。 15 

さらに、原子力発電所の運用期間中における検討対象火山の活動の可

能性が十分小さいとされた場合及び設計対応不可能な火山事象が原子力

発電所に到達する可能性が十分小さいと評価できる場合の火山活動のモ

ニタリング及び火山活動の継続的な評価に関する記載が削除された。 

 火山活動のモニタリングについて 20 

 火山活動のモニタリングの目的について、「噴火可能性が十分小さいこ

とを継続的に確認すること」から「評価時から状態の変化の検知により

評価の根拠が維持されていることを確認すること」と改められ、また、

「噴火可能性につながるモニタリング結果が観測された場合には、必要

な判断・対応をとる必要がある。」という記載が「モニタリングにより観25 

測データの有意な変化を把握した場合には、状況に応じた判断・対応を
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行うこととする。」と改められた。（令和元年火山ガイド６．） 

 原子力発電所への火山事象の影響評価について 

敷地及び敷地周辺で確認された降下火砕物のうち、考慮対象から除外

される「降下火砕物で、噴出源が同定でき、その噴出源が将来噴火する

可能性が否定できる場合」という記載が「降下火砕物の噴出源である火5 

山事象が同定でき、これと同様の火山事象が原子力発電所の運用期間中

に発生する可能性が十分小さい場合」と改められた。（令和元年火山ガイ

ド５．） 

なお、旧火山ガイド解説－１６．で定められていた原子力発電所内及

びその周辺敷地において降下火砕物の堆積が確認されない場合の降灰量10 

の設定方法（前記イ ｂ）は、令和元年火山ガイドでも定められている。

（令和元年火山ガイド解説－１９．） 

（甲８４、乙１５０、２４５） 

⑵ 火山に関する本件申請の概要 

    火山に関する本件申請の概要は以下のとおりである。 15 

ア 立地評価 

 影響を及ぼし得る火山の抽出 

被告は、原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出において、本件

発電所から半径１６０ｋｍの地理的領域内にある４２の第四紀火山のう

ち、完新世に活動を行った火山として、鶴見岳（本件発電所敷地との距20 

離８５ｋｍ）、由布岳（同８９ｋｍ）、九重山（同１０８ｋｍ）、阿蘇（阿

蘇カルデラ、阿蘇山、根子岳及び先阿蘇。同１３０ｋｍ）、阿武火山群（同

１３０ｋｍ）を、完新世に活動を行っていないが、将来の火山活動可能

性が否定できない火山として、姫島（同６５ｋｍ）及び高平火山群（同

８９ｋｍ）を、それぞれ抽出した。（乙ヨ１１［６－８－３、６－８－４、25 

６－８－２０～６－８－２２頁］） 
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 火山活動に関する個別評価 

ａ 鶴見岳 

鶴見岳は、大分県の別府湾西岸に位置する標高１３７５ｍの成層火

山であり、約９万年前以前から活動を開始し、現在も噴気活動が認め

られる。南北５ｋｍにわたり連なる溶岩ドームの最南端に位置する鶴5 

見岳は厚い溶岩流の累積から成り、北端の伽藍岳には強い噴気活動が

ある。完新世以前の噴火規模についての報告はなく、完新世で最大規

模の噴火は１万０６００～７３００年前の鶴見岳山頂溶岩噴火で、噴

出量は０．１５ｋ㎥とされており、敷地に影響を及ぼす可能性のない

溶岩主体の噴火である。鶴見岳を起源とする大規模火砕流は知られて10 

おらず、本件発電所に影響を及ぼす可能性はない。（乙２３５［１７頁］、

ヨ１１［６－８－４、６－８－５頁］） 

ｂ 由布岳 

由布岳は、大分県の鶴見岳西方に位置する標高１５８３ｍの成層火

山であり、数個の溶岩ドーム及び山頂溶岩から成る。由布岳は、約９15 

万年前より古い時代から活動を開始したが、完新世以前の噴火規模に

ついての報告はなく、完新世で最大規模の噴火は約２０００年前に発

生した２ｋａ噴火（噴出量０．２０７ｋ㎥）であり、その後有史から

現在に至るまで噴火活動は起きていない。由布岳の山麓には２ｋａ噴

火に伴う火砕流堆積物が分布するが、由布岳を起源とする大規模火砕20 

流は知られておらず、本件発電所に影響を及ぼす可能性はない。（乙２

３５［１８頁］、ヨ１１［６－８－５、６－８－６頁］） 

ｃ 九重山 

九重山は、由布岳と阿蘇山の間の大分県西部に東西１５ｋｍにわた

って分布する２０以上の火山の集合であり、最高峰は中岳（標高１７25 

９１ｍ）である。約２０万年前以降に活動し、最新噴火は平成８年で
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ある。火山の多くは急峻な溶岩ドームで山体の周囲を主に火砕流から

成る緩傾斜の裾野が取り巻き、平成７年に噴火が発生した星生山には

活発な硫気孔群がある。九重山を起源とする最大規模の火砕流は、約

５万年前に噴出したとされるもので（飯田火砕流）、その堆積物は、大

分県から熊本県にかけての地域に分布し、最大層厚約２００ｍ、推定5 

分布面積約１５０ｋ㎡、推定体積は約５ｋ㎥と見積もられている。こ

れらの火砕流堆積物の分布は九州内陸部に限られ、本件発電所に影響

を及ぼす可能性はない。飯田火砕流堆積物は、広域テフラの九重第一

軽石と対応し、火山灰の分布の長軸は四国南端方向で体積は２．０３

ｋ㎥とされている。 10 

また、九重山は、完新世にも頻繁にマグマを噴出しており、マグマ

を噴出した最後の活動として約１７００年前に溶岩ドームが形成され

ているが、本件発電所敷地から遠く離れており、本件発電所に影響を

及ぼすことはない。 

（乙２３５［１９頁］、ヨ１１［６－８－６、６－８－７頁］） 15 

ｄ 阿蘇  

⒜ 阿蘇カルデラは、熊本県東部で東西約１７ｋｍ、南北約２５ｋｍ

のカルデラである。阿蘇カルデラ周辺の火山としては、カルデラの

中央部に阿蘇山が、東側に根子岳が位置し、縁辺部に先阿蘇の火山

岩類が分布する。阿蘇山は、高岳（標高１５９２ｍ）、中岳（標高１20 

５０６ｍ）等の東西方向に連なる成層火山から成る火山群であり、

根子岳（標高１４３３ｍ）は、開析の進んだ成層火山である。 

阿蘇では、約２７万～約２５万年前に阿蘇１噴火（噴出量５０ｋ

㎥、ＶＥＩ６）が、約１４万年前に阿蘇２噴火（噴出量５０ｋ㎥、

ＶＥＩ６）が、約１２万年前に阿蘇３噴火（噴出量１５０ｋ㎥以上、25 

ＶＥＩ７）が、約９万～約８．５万年前に阿蘇４噴火（噴出量６０



64 

 

０ｋ㎥以上、ＶＥＩ７）があり、いずれも巨大噴火とされている。 

（乙１４５、２３５［２１、２２頁］、ヨ１１［６－８－７、６－８

－８頁］） 

⒝ 阿蘇１噴火ないし阿蘇３噴火による火砕流堆積物の分布範囲が大

分県西部並びに熊本県北部及び中部にとどまるのに対し、阿蘇４噴5 

火による火砕流堆積物（以下「阿蘇４火砕流堆積物」といい、阿蘇

２噴火ないし阿蘇４噴火による各火砕流を「阿蘇４火砕流」などと

いう。）は、九州北部及び中部並びに山口県南部においても確認され

ており、広い範囲に分布している。 

日本第四紀学会編「日本第四紀地図」（１９８７）及び町田・新井10 

（２０１１）は、阿蘇４火砕流堆積物の到達範囲を推定・図示して

おり、佐田岬半島まで到達した可能性を示唆しているが、その分布

は方向によって偏りがあり、佐田岬半島において阿蘇４火砕流堆積

物を確認したとの報告はない。 

佐田岬半島では段丘面の発達が全般に悪いものの、狭小な海成段15 

丘が沿岸部に点在する。地表踏査結果によると、佐田岬半島に点在

するＭ面（中位段丘面。約１３万～６万年前までに海や川の作用に

よって形成された段丘面）の段丘堆積物を覆う風成層（風によって

砂等が運搬されて堆積してできた層）は、阿蘇４テフラを混在する

ものの阿蘇４火砕流堆積物は確認されず、中位段丘に阿蘇４火砕流20 

堆積物が保存されている山口県とは状況が異なる。また、佐田岬半

島の堆積環境のよい地点において、ボーリング調査を行ったが、阿

蘇４火砕流堆積物は確認されなかった。 

本件発電所敷地と阿蘇カルデラの距離は約１３０ｋｍであり、そ

の間には、佐賀関半島、佐田岬半島等の地形的障害が認められる。 25 

これらを総合的に判断し、阿蘇４火砕流は、本件発電所敷地まで
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到達していないものと評価した。 

（乙２２１、ヨ１１［６－８－７～６－８－９頁］、弁論の全趣旨） 

⒞ 巨大噴火の最短の活動間隔（阿蘇２噴火と阿蘇３噴火の間の約２

万年）は、最新の巨大噴火である阿蘇４噴火からの経過時間（約９

万～約８．５万年前）よりも短い。 5 

阿蘇４噴火以降の活動としては、約９万年前以降に阿蘇山が噴火

活動を開始し、溶岩や火砕物を噴出する小規模噴火の繰り返しによ

り形成された火山体とともに、降下軽石を主体とする噴火が複数回

認められ、Ｎａｇａｏｋａ（１９８８）を参考にすると、現在の阿

蘇山の活動は、多様な噴火様式の小規模噴火を繰り返していること10 

から、後カルデラ火山噴火ステージと判断される。 

阿蘇カルデラの地下構造については、Ｓｕｄｏ ａｎｄ Ｋｏｎ

ｇ（２００１）に示される地震波低速度領域と須藤ほか（２００６）

（乙１８７）における水準測量の結果から求められる圧力源（隆起

や沈降の変動源であり、マグマ溜まりの存在を示すとされる。）の位15 

置がほとんど一致することから、中岳火口約３～４ｋｍ西方の草千

里南部の地約下６ｋｍに小規模なマグマ溜まり（以下「地下約６ｋ

ｍのマグマ溜まり」という。）が認められるが、大規模なマグマ溜ま

りは認められない。高倉ほか（２０００）によると、阿蘇カルデラ

の地下１０ｋｍ以浅にマグマと予想される低比抵抗域が認められな20 

い。三好ほか（２００５）によると、阿蘇４噴火以降の火山岩の分

布とそれらの組成から、カルデラ中心部で玄武岩質マグマが活動し、

その周囲で珪長質マグマが活動しているという傾向があり、大規模

な流紋岩質～デイサイト質マグマ溜まりは想定されないとされてい

る。 25 

また、国土地理院による電子基準点の解析結果によると、マグマ
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溜まりの顕著な増大を示唆する基線変化は認められない。 

以上を踏まえ、現在のマグマ溜まりは、巨大噴火直前の状態では

なく、今後も、現在の噴火ステージが継続するものと判断し、運用

期間中の噴火規模については、後カルデラ火山噴火ステージである

阿蘇山での既往最大噴火である阿蘇草千里ヶ浜噴火（噴出量約２ｋ5 

㎥）を考慮することとした。そして、阿蘇山起源の火砕流堆積物の

分布は阿蘇カルデラ内に限られることから、本件発電所に影響を及

ぼす可能性はない。 

（乙１８７、２３５［２２～２６頁］、ヨ１１［６－８－９、６－８

－１０頁］） 10 

ｅ 阿武火山群 

阿武火山群は山口県の日本海側に位置する約４０の小火山体から構

成される火山群である。約８０万～約１万年前まで活動し、最新噴火

は８８００年前であり、１９０万～１５０万年前には先阿武火山活動 

があったとされる。過去の噴火規模（溶岩の体積）は０．００１～０．15 

７５ｋ㎥であるが、本件発電所敷地から遠く影響はない。阿武火山群

は小規模な溶岩噴出を主体とし、阿武火山群を起源とする大規模火砕

流や広域火山灰は知られておらず、本件発電所に影響を及ぼす可能性

はない。（乙２３５［２０頁］、ヨ１１［６－８－１０、６－８－１１

頁］） 20 

ｆ 姫島 

姫島は、大分県北東部国東半島の北方約４ｋｍ沖の周防灘に位置す

る東西約７ｋｍ、南北約３ｋｍの細長い島であり、標高２６７ｍの矢

筈岳を最高峰とする火山群である。姫島を起源とする大規模火砕流は

知られておらず、本件発電所に影響を及ぼす可能性はない。また、姫25 

島の活動時期は約３０万～１０万年前とされている。全活動期間の約
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２０万年間に７回以上の活動があり、平均活動間隔は数万年程度であ

るのに対して、最新活動から約１０万年が経過していることなどを踏

まえ、本件発電所の運用期間中に噴火することはないものと評価する。 

（乙２３５［２７、２８頁］、ヨ１１［６－８－１１、６－８－１２頁］） 

ｇ 高平火山群 5 

高平火山群は鶴見岳と同じ位置にある古い火山群であり、新しい鶴

見岳によって覆われている。少なくとも約９万年前以降は鶴見岳が活

動している。したがって、その活動は鶴見岳に包含されているものと

評価する。（乙２３５［１７頁］、ヨ１１［６－８－５頁］） 

 立地評価 10 

被告は、上記 を踏まえ、設計対応不可能な火山事象のうち、火砕物

密度流については、個々の火山における運用期間中に考慮する噴火の火

砕流堆積物の分布が九州又は山口県に限定されていることから、本件発

電所に影響を及ぼす可能性はなく、それ以外の事象については、いずれ

も問題となるものではないと評価した。（乙ヨ１１［６－８－１２頁］） 15 

イ 影響評価 

 被告は、原子力発電所に影響を与える可能性のある火山事象として、設

計対応不可能な火山事象のほか、①降下火砕物、②火山性土砂流、火山泥

流及び洪水、③火山から発生する飛来物（噴石）、④火山ガス、⑤津波及び

静振、⑥大気現象、⑦火山性地震とこれに関連する事象並びに⑧熱水系及20 

び地下水の異常について、影響の有無を確認した。そのうち、①降下火砕

物に関する被告の評価は以下のとおりである。 

 降下火砕物の最大層厚 

被告は、鶴見岳、由布岳、九重山、阿蘇及び阿武火山群の５つの火山

について運用期間中の活動可能性を考慮し、原子力発電所の安全性に影25 

響を与える可能性について検討することとしたが、その際、地理的領域
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外の火山も含めて検討することとした。 

町田・新井（２０１１）によると、降下火砕物は、偏西風の影響で東

方へ偏って分布することが多く、敷地へ到達したと考えられる主な降下

火砕物は西方の九州に分布する第四紀火山を起源とする。 

本件発電所敷地付近で厚さ５ｃｍを超える降下火山灰はいずれも九州5 

のカルデラ火山（阿蘇カルデラ、加久藤カルデラ、姶良カルデラ、阿多

カルデラ及び鬼界カルデラ）を起源とするものであるが、これらのカル

デラ火山は、いずれもマグマ溜まりの状況から巨大噴火直前の状態では

ないため、運用期間中に同規模の噴火が発生し、その降下火砕物が本件

発電所敷地に影響を及ぼす可能性は十分小さいと評価した。 10 

町田・新井（２０１１）によると、地理的領域内の火山による降下火

山灰の等層厚線図として、九重山を給源とする九重第一軽石と阿蘇山を

給源とする草千里ヶ浜軽石とが示されており、前者については、火山灰

の堆積物が四国南西端の高知県宿毛市（以下「宿毛市」という。）で確認

されているのに対し、後者については、阿蘇山を中心とする同心円状の15 

分布を示し、四国における堆積の報告は見られない。 

被告は、地質調査の結果、本件発電所の南東約１５ｋｍに位置する愛

媛県の宇和盆地（以下「宇和盆地」という。）の連続した細粒堆積物中に

九重第一軽石と対応する火山灰層は認められず、本件発電所敷地付近へ

の九重第一軽石の火山灰の降下厚さはほぼ０ｃｍであると評価した。 20 

また、被告は、須藤ほか（２００７）が、宿毛市における九重第一軽

石の報告地点の層厚を１０ｃｍとして、その噴出量を２．０３ｋ㎥と見

積もっていることから、同噴出量と同等の噴火が起こった場合、現在の

気象条件を考慮して、本件発電所敷地にどのような降灰が想定されるか

につき、数値シミュレーション（Ｔｅｐｈｒａ２）を行った。その結果、25 

被告は、ジェット気流がほぼ真西で安定する季節は本件発電所敷地にお
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ける降下厚さはほぼ０ｃｍと評価されるが、風向きによっては厚さ数ｃ

ｍの降下火山灰が想定されると評価した。 

その後、被告は、審査の過程において、規制委員会から、シミュレー

ションによる降下火砕物の厚さと既往文献による火山灰等層厚線図との

整合性を検討して評価することを求められたことから、長岡・奥野（２5 

０１４）を参照して噴出量の想定を既存の知見より大きい６．２ｋ㎥に

変更して改めてシミュレーションを行ったところ、ジェット気流がほぼ

真西で安定する季節は本件発電所敷地における降下厚さが０～数ｃｍと

評価され、風向きによっては降下厚さが最大１４ｃｍとなった。 

そこで、被告は、影響評価の前提となる降下火砕物の層厚を１５ｃｍ10 

と想定することとした。 

（甲２２４［３１～６６頁］、２３１、乙２２６、４２６、ヨ１１［６－

８－１３～６－８－１７、６－８－２４～６－８－３０頁］、ヨ１３） 

 火山事象に対する安全性の確保 

被告は、降下火砕物の特徴等を踏まえ、降下火砕物の直接的影響と間15 

接的影響を考慮し、本件原子炉施設の安全性が損なわれないよう、安全

対策として、①降下火砕物の直接的影響については、降下堆積物の荷重

により構造健全性を失わず安全機能を損なわない設計とすること、構造

物への化学的影響（腐食）、水循環系の閉塞、内部における摩耗等により

安全機能を損なわない設計とすること、外気取入口からの降下火砕物の20 

侵入による機械的影響（閉塞）を考慮して、非常用ディーゼル発電機及

び換気空調設備の外気取入口について開口部を下向きの構造にするとと

もに、フィルタを設置して降下火砕物が内部に侵入しにくい設計とする

こととし、②間接的影響については、降下火砕物が送電設備の絶縁低下

を生じさせることによる広範囲にわたる送電網の損傷に伴う外部電源喪25 

失及び発電所外での交通の途絶に伴うアクセス制限に対し、原子炉の停
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止並びに停止後の原子炉及び使用済燃料ピットの冷却に係る機能を担う

ために必要となる電源の供給が非常用ディーゼル発電機により継続でき

る設計とすることとした。（乙ヨ１１［８－１－３４４～８－１－３５８

頁］） 

14 規制委員会による審査等 5 

⑴ 規制委員会は、本件申請について、平成２７年５月２１日から同年６月１

９日までの間、規制委員会作成の本件原子炉施設の審査書案に対する科学的・

技術的意見の公募手続（パブリックコメント）を実施した。その上で、規制

委員会は、同年７月１５日、①基準地震動につき、㋐本件発電所敷地及び敷

地周辺の地下構造の評価に関して、調査の手法は、地質ガイドを踏まえてい10 

るとともに、調査結果に基づき地下構造を水平成層かつ均質と評価し、一次

元地下構造モデルを設定しており、当該地下構造モデルは地震波の伝播特性

に与える影響を評価するに当たって適切なものであること、㋑「敷地ごとに

震源を特定して策定する地震動」の評価については、複数選定した検討用地

震ごとに、不確かさを考慮して応答スペクトルに基づく地震動評価及び断層15 

モデルを用いた手法による地震動評価を適切な方法で行っていること、㋒「震

源を特定せず策定する地震動」の評価については、過去の内陸地殻内地震に

ついて得られた震源近傍における観測記録を精査し、各種の不確かさ及び敷

地の地盤物性を考慮して策定していること、㋓「敷地ごとに震源を特定して

策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」に関し、敷地の解20 

放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動として基準地震動を策定

していることから、設置許可基準規則解釈別記２の規定にそれぞれ適合して

いることを確認したとし、②火山の影響に対する設計方針につき、㋐本件発

電所に影響を及ぼし得る火山の抽出は、階段ダイヤグラムの作成等により過

去の火山活動履歴を評価して行われていることから、旧火山ガイドを踏まえ25 

ていることを確認し、㋑本件発電所の運用期間における火山活動に関する個
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別評価は、活動履歴の把握、地球物理学的手法によるマグマ溜まりの存在や

規模等に関する知見に基づいており、旧火山ガイドを踏まえていることを確

認し、本件発電所の運用期間に設計対応不可能な火山事象が本件発電所に影

響を及ぼす可能性は十分に小さいと評価していることは妥当であると判断し、

㋒設計対応不可能な火山事象以外の火山事象の影響評価については、文献調5 

査、地質調査等により、本件発電所への影響を評価するとともに、数値シミ

ュレーションによる降下火砕物の検討も行っていることから、旧火山ガイド

を踏まえていることを確認したなどとして、本件申請は、新規制基準に適合

しているものと認め（以下、本件申請に係る新規制基準への適合性審査を「本

件適合性審査」という。）、本件許可をした。（乙３７、ヨ１３、ヨ７７） 10 

また、規制委員会は、工事計画認可及び保安規定変更認可に係る各申請に

ついて、本件適合性審査と並行し、本件許可後も引き続き、審査を進め、工

事計画については平成２８年３月２３日に、保安規定の変更については同年

４月１９日に、それぞれ認可処分をした。（乙ヨ４５、ヨ７８、ヨ７９） 

⑵ その後、被告は、旧火山ガイドが平成２９年火山ガイドに改正されたこと15 

に伴い、３．１の手法を用いて気中降下火砕物濃度を３．１ｇ／㎥と算定し、

これを踏まえて、非常用ディーゼル発電機の吸気消音機に着脱可能な火山灰

フィルタを設置して、気中降下火砕物濃度３．１ｇ／㎥に対しても非常用デ

ィーゼル発電機２系統を同時に機能維持できるよう対策するなど安全確保対

策を講じ、平成３０年６月２６日、保安規定変更認可申請を行った。これに20 

対し、規制委員会は、同年１２月１７日、認可処分をした。（乙２２６、２２

７、２３０） 

第４ 争点 

１ 司法審査の在り方 

２ 新規制基準の策定過程及び内容（後記３及び５以外）の合理性の有無 25 

３ 新規制基準（基準地震動策定部分）の合理性の有無 
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４ 基準地震動に関する本件適合性審査の合理性の有無 

５ 令和元年火山ガイドの合理性の有無 

６ 火山事象に関する本件適合性審査の合理性の有無（令和元年火山ガイドへの

適合性の有無） 

第５ 争点に関する当事者の主張 5 

１ 司法審査の在り方 

（原告らの主張） 

⑴ 主張立証責任の所在 

本件は、原子炉施設の安全性という高度に科学的、専門技術的な領域に関

する訴訟であり、原子炉施設の構造上の特徴と安全性判断の前提となる想定10 

すべき自然災害の予想など極めて専門技術的判断が必要とされる上、上記安

全性の問題は、万が一、事故が発生した場合には、原告らに甚大かつ回復不

可能な被害をもたらすものであるという特異性があるところ、本件訴訟にお

ける差止要件の存在について、一般原則どおり、原告らに主張立証責任を負

わせるのは、民事訴訟においても遵守されるべき公平の原則に反するという15 

べきである。したがって、原告らは、福島第一原発事故程度の事故が発生し、

本件原子炉により、原告らの生命等が侵害される理論的・潜在的な危険性が

あることを相当の科学的根拠に基づいて明らかにすることで足り、その可能

性がないこと、具体的には、本件原子炉に係る基準地震動の設定や火山事象

の想定に瑕疵はなく、その運転期間中において、事故が発生する危険性がな20 

いことについては、被告が高度の蓋然性をもって主張、立証すべきである。 

なお、新規制基準は、後記２以降で主張するとおり、およそ科学的とはい

い難い側面を有しているから、本件原子炉施設が新規制基準に適合している

と確認されたことが、原子炉施設の安全性に関する被告の主張立証責任を軽

減するものではない。 25 

⑵ 原子炉施設に求められる安全性の程度 
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 原子炉施設の安全性が確保されないときは、過酷事故が発生し、数多くの

人の生命等に重大な被害を及ぼすなど、深刻な事態が生じることが明らかで

あるから、上記安全性が確保されていない場合、上記理論的・潜在的な危険

性があるといえる。そして、福島第一原発事故のように地域住民や地域環境

に対して甚大かつ回復不可能な被害をもたらす過酷事故が現実に発生した以5 

上、このような事故は繰り返されてはならないのであって、原子炉施設に求

められる安全性は、過酷事故を二度と起こさないという意味での限定的絶対

的安全性、具体的には、深刻な災害が万が一にも起こらない程度の安全性と

解すべきである。 

⑶ 安全性の判断に際して想定すべき自然災害の規模及び採用すべき知見 10 

そして、原子炉施設の安全性に影響を与える地震や火山といった自然災害

の発生時期及び規模につき、現在の科学的・技術的知見に基づいて正確に予

想することは困難であるところ、予想を大きく上回る地震と津波が発生した

福島第一原発事故の教訓を踏まえ、最大規模を予想することの重要性が指摘

されていることに照らすと、原子炉施設に求められる安全性の判断に当たっ15 

ては、現在において最新の科学的・技術的知見に基づいて予想される最大規

模の自然災害を想定するのが相当である。そして、上記のとおり、自然災害

の発生時期及び規模の予想には限界があり、例えば、関東大震災（東京での

大地震の発生可能性を指摘する見解が当時の日本地震学会の最高権威から批

判されていた中で発生。）や東北地方太平洋沖地震（福島県沖での津波地震の20 

発生可能性を指摘する見解とこれを否定する見解がある中で発生。）のよう

な歴史的事実が、支配的・通説的見解が必ずしも正しいとは限らないことを

示していること等に鑑みれば、最大規模の自然災害を想定するに際し、科学

的・技術的知見において見解の対立が認められる場合には、支配的・通説的

な見解に全面的に依拠すべきではなく、より保守的な見解が考慮されるべき25 

である。 
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（被告の主張） 

⑴ 主張立証責任の所在 

本件は、人格権に基づく妨害予防請求として本件原子炉の運転差止めを求

める訴訟であるところ、人格権侵害に基づく妨害予防請求は、将来発生する

か否か不確実な侵害の予測に基づいて相手方の権利行使を制約するものであ5 

るから、単に理論的ないし抽象的に危険性が存在するだけでは足りず、人格

権侵害による被害が生じる具体的危険性の存在が必要である。したがって、

原告らの人格権、すなわち、原告らの生命等が侵害される具体的危険性の存

在についての主張立証責任は、人格権に基づく差止訴訟の一般原則どおり、

原告らが負担すべきである。 10 

また、仮に、原告らの人格権侵害の具体的危険性の有無に関して被告が一

定の主張立証責任を負うとしても、本件が、原子炉設置許可処分等の当否が

問題となる行政訴訟ではなく、飽くまで人格権に基づく運転差止めの可否を

争う民事訴訟であること、規制委員会が、多方面にわたる極めて高度な最新

の科学的、専門技術的知見に基づく総合的判断として行った新規制基準への15 

適合性の判断は、客観性を有するものとして当然尊重されるべきであり、新

規制基準への適合性が確認されたことは、原子炉施設の利用が許容される水

準の安全性が確保されていることを示す極めて重要な事実というべきである

ところ、本件原子炉施設は新規制基準への適合性が確認されていること、新

規制基準の策定及び本件適合性審査を行ったのは被告ではなく規制委員会20 

（国）である上、本件適合性審査に係る資料等は公開されており、新規制基

準の合理性並びに規制委員会の審査及び判断の合理性の点に関しては、原告

らと被告との間に公平を害するほどの証拠の偏在があるとまでは認め難いこ

と等に鑑みれば、被告は、本件原子炉施設が新規制基準に適合していること

について相当の根拠、資料に基づいて主張、立証すれば足り、新規制基準が25 

不合理であることや規制委員会の審査及び判断が合理性を欠くことの主張立
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証責任は、原告らがこれを負担すべきである。 

⑵ 原子炉施設に求められる安全性の程度 

現代社会における科学技術の利用には一定の危険性が内在しており、その

危険性が顕在化しないよう、いかに適切に管理できるかが問題とされている

ところ、この理は原子力発電においても異なるところはないから、上記具体5 

的危険性の有無は、原子力発電に内在する危険性を適切に管理できるかどう

かで判断されるべきであり、原子炉施設に求められる安全性は、管理された

危険性の程度が社会通念上許容されるものであること、すなわち、相対的安

全性と解すべきである。 

⑶ 安全性の判断に際して想定すべき自然災害の規模及び採用すべき知見 10 

前記⑵のとおり、原子炉施設に求められる安全性は相対的安全性であるこ

とからすると、本件原子炉施設の安全性を確保する上で想定すべき自然災害

とは、原子炉施設の自然的立地条件に照らして科学的、専門技術的見地から

合理的に予測し得る限りにおいて、これを超える規模の自然災害が発生する

ことは、まず考えられないレベルの十分に保守的な規模のものをいうといえ15 

る。 

そして、原子力発電が高度に科学的、専門技術的なものである以上、原子

炉施設に求められる上記安全性を評価するには、原子力工学はもとより、多

方面にわたる極めて高度な最新の科学的、専門技術的知見に基づく総合的判

断が必要であるところ、原子炉等規制法が、原子炉施設の安全性に関する基20 

準の策定及び適合性審査の権限を規制委員会に与えたのは、福島第一原発事

故の教訓を踏まえるとともに、上記安全性の評価における特質を考慮し、上

記基準の策定及び適合性審査につき、原子力利用における安全の確保に関す

る各専門分野の学識経験者等を擁し、中立公正な立場で独立した機関である

規制委員会の科学的、専門技術的知見に基づく合理的判断に委ねる趣旨と解25 

される。そうすると、原子炉施設の安全性を判断するに当たって考慮すべき
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自然現象等に関する科学的知見の採否の選択も、専門技術的知見を有する規

制委員会の合理的な判断（専門技術的裁量）に委ねられているものと解され

る。具体的には、被告及び規制委員会が採用した知見に現在の通説的見解に

照らして明白な誤りがあると判明し、この知見に基づけば安全性の判断が科

学的真実に反するような場合には、基本とされるべき通説的見解からの逸脱5 

として厳しく判断されるものと考えるが、逆に、被告及び規制委員会が採用

した知見に一定の合理性が認められるにもかかわらず、この知見に対する通

説的見解ではない異論や批判が存在することをもって、採用した知見が不合

理である又は合理性に疑いが残ると判断すべきではない。原告らが主張する

ように、専門家の間で意見の相違がある場合により保守的な見解を採用する10 

ことは、専門的知識及び経験並びに識見を有する規制委員会の合理的な判断

を軽視し、ひいては、絶対的安全性を求めることにもつながるから妥当でな

い。 

そもそも、裁判所が、学説の当否のような科学的技術的問題について深く

立ち入って、いずれの見解によるのが相当であるかなどといった判断をする15 

ことは司法の審査能力を超える疑いがある上、上記のような判断は実質的に

判断代置的な司法審査となり、原子炉等規制法が規制委員会に専門技術的裁

量を認めた趣旨を没却することとなることから、相当でない。 

２ 新規制基準の策定過程及び内容（後記３及び５以外）の合理性の有無 

（原告らの主張） 20 

 新規制基準には、以下のとおり、策定過程及び内容に問題があり、不合理で

ある。 

⑴ 新規制基準の策定過程の問題点  

ア 中立公正性の欠如 

  以下のとおり、新規制基準を策定した規制委員会の委員等及び規制委員25 

会を補助する規制庁の職員につき、中立公正性が欠如していることからす
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ると、規制委員会が、安全規制に関する独立性や専門性を発揮して、国民

の生命・身体・財産・環境を守れるはずがなく、規制委員会が策定した新

規制基準には策定過程上の瑕疵がある。 

 規制委員会の委員等の人選 

 規制委員会は、国民の生命、健康及び財産の保護、環境の保全等に資5 

するため、専門的知見に基づき中立公正な立場で独立して、原子力利用

の安全確保を図ることが求められているところ（設置法１条）、設置法７

条７項３号及び４号は、規制委員会の中立公正性を確保するために、委

員長及び委員については原子力事業者等の役員、従業員等であったこと

を欠格事由としている。しかるに、以下のとおり、規制委員会の委員の10 

中には、原子力事業者や原子力推進機関の出身者がおり、中立公正性を

欠いている。 

ａ 平成２９年９月から委員長を務めていた戊１委員は、委員候補者と

なった当時、原子力事業者である日本原子力研究開発機構の副部長の

職にあり、その前の委員長である戊３は、平成１９年当時、原子力委15 

員会の委員長代理であり、政府の原子力政策を推進していた。 

ｂ 平成２９年９月から委員長代理である戊４は、平成２４年まで原子

力事業者団体である日本原子力産業協会の役員の地位にあり、平成１

６年度から平成２３年度までに原子力事業者や関係団体から約７６０

万円の寄付や報酬を受け取っており、元委員である戊５は、放射性物20 

質の集荷・貯蔵処理を行う公益社団法人日本アイソトープ協会のプロ

ジェクト主査であった。 

 規制庁の職員の出身官庁 

 規制庁の発足当時、一般職員及び幹部職員の多くが、経済産業省、文

部科学省（旧科学技術庁）、環境省、原子力安全・保安院という原子力推25 

進官庁の出身であった（一般職員につき４５５人中４１１人、幹部職員
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につき７人中５人）。また、設置法附則６条２項は、原子力利用における

安全の確保のための規制の独立性を確保すべく、規制庁の幹部職員及び

職員につき、原子力利用の推進に係る事務を所掌する行政組織への配置

転換を認めない旨規定していたが、その文言の抽象性等から原子力推進

官庁出身者が同官庁に復帰する可能性が十分にある。 5 

規制庁は、規制委員会の事務を処理する事務局であり（設置法２７条

１項）、規制委員会の中立公正な原子力規制行政を補助すべき立場にある

が、上記事情に照らすと、中立公正な補助は期待できない。 

イ 検討期間が不十分であること 

福島第一原発事故以前である平成１８年９月に制定された改訂耐震指針10 

は、検討に５年を費やしたのに対し、４９本の規則類により構成される新

規制基準は、規制委員会が平成２４年９月１９日に発足してから、半年も

経たないうちにパブリックコメントにかけ、その募集期間もわずか３０日

間であり、平成２５年７月８日には施行されるなど、十分な検討期間も設

けられずに策定されており、原子炉施設の安全を確保する機能を欠いてい15 

る。 

⑵ 新規制基準の内容面の問題点（後記３及び５以外の問題点） 

ア 福島第一原発事故の教訓を踏まえていないこと 

新規制基準は、福島第一原発事故の反省の下に成り立つべきもので、そ

の前提として、福島第一原発事故の原因が十分究明される必要がある。し20 

かしながら、福島第一原発事故の核心である格納容器内部は現時点でも高

線量の放射線の影響下にあるため、十分な調査は不可能であり、事故の原

因すらも特定できていない。 

また、国会事故調報告書は、「国会による継続監視が必要な事項」として、

「指針類の抜本的見直し」を掲げ、「現行の関係法令との関連性も含め、指25 

針類の体系、決定手続き、その後の運用を適正化するために、これらを直
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ちに抜本的に見直す必要がある。」としている。しかしながら、新規制基準

が掲げる敷地やその周辺の徹底的な調査を行うこと、最新の科学的・技術

的知見を踏まえること、その上で、各種の不確かさの考慮や複数の手法を

併用すること等は、いずれも新規制基準策定以前においても採用されてい

た項目であり、新規制基準は、抜本的見直しを経ておらず、従来の枠組み5 

の範囲内での見直しをしたにすぎないものであって、国会事故調報告書に

従っていない。このことは、被告が、本件原子炉施設について、新規制基

準施行後も、基準地震動Ｓｓについて従来の５７０ガルのまま本件申請を

し、本件適合性審査を経た現在においても基準地震動Ｓｓを６５０ガルに

とどめていることに端的に現れている。 10 

さらに、地震等基準検討チームの会合においては、検討用地震の選定基

準の具体化や不確かさの考慮の定量化、体系化が提言され、外部有識者の

賛同も得られたにもかかわらず、基準地震動の具体的な算出ルールは、時

間切れで作ることができず、新規制基準自体は抽象的であり、どこまで厳

しく規制するかは規制委員会の裁量次第とされたのであって、福島第一原15 

発事故以前と全く変わらない規制の在り方であり、許されない。 

イ 立地審査指針が含まれていないこと 

 立地審査指針は、原子力発電所が事故を起こさないような立地、また、

被害の拡大を防止することができる立地を示す重要な指針であり、原子炉

等規制法４３条の３の６第１項４号は立地審査を行うことを要請してい20 

るにもかかわらず、立地審査指針に関する改訂がないという新規制基準の

不備のため、本件適合性審査において、立地審査が行われていない。 

ウ 共通要因故障を想定していないこと 

 原子炉等が故障するに当たって、複数の安全機能に共通する要素に問題

があったために、その複数の安全機能全てが故障すること（共通要因故障）25 

は十分にあり得、実際、福島第一原発事故は、共通要因故障が一つの要因
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となっている。このようなことからすれば、新規制基準において、共通要

因故障が想定されるべきであるが、外部電源の喪失を除き、そのようにな

っておらず、不合理である。 

（被告の主張） 

⑴ 新規制基準の策定過程の問題点との主張について 5 

ア 中立公正性の欠如との主張について 

 規制委員会の委員等の人選 

規制委員会は、国家行政組織法３条２項に基づく、いわゆる３条委員

会として高度の独立性が保障されているし（設置法２条）、委員の選任に

当たっては、福島第一原発事故から学んでいない者は原子力行政に関わ10 

る資格がないという観点から、過去に原子力を推進する組織に所属して

いた経歴も踏まえた上で、原子力の安全規制に対する高い問題意識と責

任感のある人物が選ばれ、両議院において人選の理由を吟味の上、両議

院の同意と内閣総理大臣による任命という民主的な手続を経て選任され

ており、規制委員会の委員等が中立公正性を欠いているとはいえない。15 

なお、設置法７条７項３号及び４号も規制委員会の委員が現に上記各号

所定の職に就いていないことを求めているにすぎず、過去にこれらの職

に就いていなかったことまでは求めていない。 

 規制庁の職員の出身官庁 

 原子力推進官庁の出身者であることのみをもって独立性が欠如するも20 

のではないし、制度上、原子力利用の推進と規制とを切り離す観点から、

規制庁の幹部職員のみならず、それ以外の職員についても、原子力利用

の推進に係る事務を所掌する行政組織への配置転換を認めないという人

事異動に関するルール（設置法附則６条２項）が取り決められているほ

か、規制庁の職員を指揮命令監督する規制庁長官は、高度な独立性を有25 

する規制委員会委員長の命に基づいて庁務を掌理する仕組みとなってい
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るため（設置法２７条）、規制当局としての独立性や専門性が確保されて

いる。 

イ 検討期間が不十分であるとの主張について 

福島第一原発事故の直後から、原子力安全委員会や原子力安全・保安院

において、事故原因の究明やそれに対する安全対策の検討が進められてき5 

たこと、その後、規制委員会は、上記検討を引き継ぐ形で、透明性・中立

性が確保された外部専門家も出席の上、約８か月間、原子炉施設等基準検

討チームにおいて２３回、地震等基準検討チームにおいて１３回の会合を

開催し、集中的に議論を重ねたこと、新規制基準の検討に当たっては、意

見公募手続（パブリックコメント）が２度にわたって行われ、規制委員会10 

規則等に加え、同委員会の内規（審査基準に関する内規、規制基準に関連

する内規及び許認可等の手続に関連する内規）についても、同手続の対象

とされて、多数の意見が寄せられ、議論の素材とされたことなどに照らす

と、新規制基準の検討期間が不十分であったとはいえない。 

⑵ 新規制基準の内容面の問題点（後記３及び５以外の問題点）との主張につ15 

いて 

ア 福島第一原発事故の教訓を踏まえていないとの主張について 

福島第一原発事故については、国会、政府等の事故調査委員会がそれぞ

れ原因究明等を行って事故調査報告書等を取りまとめているところ、地震

動による安全上重要な設備の損傷の可能性を指摘するのは国会事故調報20 

告書のみであり、上記可能性は、規制委員会による詳細な検討により否定

されているのであって、ＩＡＥＡの報告書も含め、福島第一原発事故の原

因は津波による全交流電源の喪失と評価されている。また、規制委員会は、

福島第一原発事故の全ての設備の故障、破損が具体的な位置や状態までは

調査できない状態であるとの認識を示しつつも、事故の発生及び進展に関25 

する基本的な事象は明らかにされており、これらの調査・検討結果により、
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福島第一原発事故のような事故を再度起こさないため、地震、津波等の外

部事象を含めた共通要因に起因する設備の故障を防止するための対策の

強化や、重大事故等が発生した場合における対策の要求の必要性等の教訓

は得られており、最新の科学的知見、海外の規制に関する最新知見等を結

集することにより、新規制基準を策定することは可能であるとの考えを示5 

している。 

これらの事情に照らせば、福島第一原発事故の原因究明がされていない

中で策定された新規制基準が不合理であるとする原告らの主張には理由

がない。 

イ 立地審査指針が含まれていないことについて 10 

設置許可基準規則においては、立地審査指針における原則的立地条件①

については、自然的条件ないし社会的条件に係る個別的な規定との関係で

考慮され、原則的立地条件②については、原子炉等規制法４３条の３の６

第１項により要求事項とされた重大事故等対策自体の有効性を評価する

ことがより適切であるため、採用されず、原則的立地条件③については、15 

既許可の発電所敷地内にめやす線量を超える地帯（低人口地帯）が収まっ

ていたこと、原子力災害防止対策が強化されたため（原子力災害対策特別

措置法等）、原子炉からある距離の範囲内に低人口地帯を設定する必要は

なく、また、集団線量を考慮して人口密集地帯からある距離だけ離れてい

ることを要求するのは、合理的でないことから、採用されなかったのであ20 

って、立地審査指針を改訂し、これを適用する必要はない。 

ウ 共通要因故障を想定していないとの主張について 

新規制基準の下では、地震、津波等による共通要因故障の発生を防止す

ることができる設計が行われていること（設置許可基準規則１２条）を前

提に、偶発的な機器の故障、破損等に対する信頼性を確保するために、単25 

一故障を仮定しても安全性が確保されるよう多重性又は多様性及び独立
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性をもたせた設計をすることが求められているのであって、想定を上回る

地震等により共通要因故障に至る可能性があるのであれば、設計基準とし

て自然的立地条件の把握をやり直すべきであり、安全上重要な設備が必然

的に同時に故障する可能性があるのであれば、設備について独立性に係る

設計をやり直すべきなのであって、設計基準として共通要因故障を考慮す5 

ることは論理矛盾である。 

３ 新規制基準（基準地震動策定部分）の合理性の有無 

⑴ 基準地震動の科学的合理性の有無 

（原告らの主張） 

次のアないしエに照らせば、基準地震動は、それ自体が科学的合理性を欠10 

くものであるから、これを定めた新規制基準は不合理である。 

ア 地震の予測困難性 

基準地震動は、最新の科学的・技術的知見を踏まえて、地震学及び地震

工学的見地から想定するものとされている（設置許可基準規則解釈別記２

第４条５項柱書）が、地震は、本質的には複雑系の問題であること、実験15 

ができず、過去のデータに学ぶほかないが、低頻度の自然現象であるため

依拠すべき過去のデータが少ないこと等に照らすと、地震を科学的に予測

することは困難である。このことは、Ｂ級断層としてしか評価されていな

かった野島断層が震源となった１９９５年兵庫県南部地震、活断層の存在

が知られていなかった２０００年鳥取県西部地震（Ｍ７．３）及び２００20 

８年岩手・宮城内陸地震（Ｍ７．２）が発生したこと、上記岩手・宮城内

陸地震における基準地震動が４０２２ガルにも及ぶなど想定以上の地震

が発生していることからも明らかである。  

したがって、発生し得る地震規模の想定が可能であることを前提として

いる基準地震動は、それ自体、科学的合理性を欠くものである。 25 

イ 基準地震動の具体的算出方法の不明確性 
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新規制基準は、基準地震動の策定に当たって不確かさの考慮を求めてい

るが、不確かさの考慮を求めること自体、最新の科学的・技術的知見や、

地震学及び地震工学的見地からの想定が科学的に正確ではないことを前

提としているし、不確かさをいかに考慮するかについては、具体的な基準

が存在せず、主観的判断にならざるを得ない。また、規制委員会が定めた5 

地震ガイドには、経験式によって算出される平均値と実際に発生する地震

の地震規模とがかい離する可能性を考慮すべきとする本件ばらつき条項

が存在するところ、本件ばらつき条項が存在すること自体、想定すべき地

震規模を具体的に特定することが困難であり、不確定性を含んでいること

を示している。このように、基準地震動の具体的算出方法は不明確であり、10 

不確かさの考慮は社会的判断（割り切り）であって科学的なものではなく、

現代科学における地震動予測の限界を科学的に補うことは到底できない

のであって、基準地震動は科学的合理性を欠くものであるといえる。 

なお、判定の基準となるべきものが抽象的で不明確であるのに、個別の

審査が個別・具体的に行われるとするのは、論理的に破綻している。 15 

ウ 基準地震動を超過した事例の存在 

平成１７年から平成２３年までのわずか６年間に、次のとおり、４か所

の原子力発電所に、５回にわたって基準地震動を超える地震（以下、それ

ぞれ「超過事例①」ないし「超過事例⑤」という。）が頻発しており（ただ

し、（ ）内は、各地震発生当時の基準地震動）、それ以前にも、基準地震20 

動を上回る強震動が頻繁に発生した可能性が具体的に示唆される。このよ

うな超過事例の存在は、各発生当時における基準地震動の想定が誤りであ

り、基準地震動が前提としている強震動予測自体が全く信用できないもの

で、科学的根拠に基づく基準地震動の想定が困難であることを示している。 

① 平成１７年８月１６日宮城県沖地震（２００５年宮城県沖地震。Ｍ７．25 

２） 
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女川原発 

南北方向３１６ガル観測（基準地震動Ｓ１：２５０ガル、基準地震動

Ｓ２：３７５ガル） 

② 平成１９年３月２５日能登半島地震（２００７年能登半島地震。Ｍ６．

９） 5 

志賀原子力発電所（以下「志賀原発」という。） 

南北方向６１５ガル、東西方向６３７ガル観測（基準地震動Ｓ１：３

７５ガル、基準地震動Ｓ２：４９０ガル） 

③ 同年７月１６日新潟県中越沖地震（２００７年新潟県中越沖地震。Ｍ

６．８） 10 

柏崎刈羽原子力発電所（以下「柏崎刈羽原発」という。） 

１６９９ガル観測（基準地震動Ｓ１：３００ガル、基準地震動Ｓ２：

４５０ガル） 

④ 平成２３年３月１１日東北地方太平洋沖地震（Ｍ９．０） 

福島第一原発２号機 ５５０ガル観測（基準地震動４３８ガル） 15 

福島第一原発３号機 ５０７ガル観測（基準地震動４４１ガル） 

福島第一原発５号機 ５４８ガル観測（基準地震動４５２ガル）  

⑤ 同日東北地方太平洋沖地震（Ｍ９．０） 

女川原発１号機 ５４０ガル観測（基準地震動５３２ガル） 

女川原発２号機 ６０７ガル観測（基準地震動５９４ガル） 20 

女川原発３号機 ５７３ガル観測（基準地震動５１２ガル） 

エ 基準地震動の変動 

本件原子炉施設の建設当時の基準地震動は４７３ガルであるが、平成２

０年３月には５７０ガル、平成２７年７月には６５０ガルと、建設当初か

ら１．３７倍に変更されており、他の原子力発電所の原子炉施設でも、基25 

準地震動の変動が認められ、柏崎刈羽原発においては、５倍にまで変更さ
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れている。各原子炉施設の建設当時と現在とにおいて、強震動予測におけ

る地震学及び地震工学の知見に大きな変遷がないにもかかわらず、基準地

震動が変動しているのは、基準地震動自体が科学的合理性を欠くものであ

ることを示している。 

（被告の主張） 5 

次のアないしエに照らせば、基準地震動は科学的合理性を欠くものではな

く、これを定めた新規制基準は合理性を有する。 

ア 地震の予測困難性について 

現在の科学的知見の下で、地震の発生について理論的に完全な予測をす

ることが不可能であることは否定できない。しかしながら、基準地震動Ｓ10 

ｓは、地震がいつ発生するかを予知できないことを前提に、すなわち、今

日、明日にでも発生するかもしれないとの前提で、決定論的な考え方に基

づき策定するものであって、地震の発生を予知できていないことは、基準

地震動Ｓｓの策定上、何ら問題にならず、また、地震の発生に関する過去

のデータが限られていたとしても、これを補充するに足る複数の科学的知15 

見が存在しており、科学的根拠に基づいて保守的な地震動評価を行うこと

は十分に可能である。なお、１９９５年兵庫県南部地震については、同地

震以前に刊行された「新編日本の活断層」において、淡路島から神戸市、

西宮市、箕面市にかけて総延長７０～８０ｋｍ程度の断層帯が図示されお

り、実際の地震（総延長４０ｋｍ程度）よりも保守的な断層長さを想定し20 

た評価は十分可能であったこと、２０００年鳥取県西部地震及び２００８

年岩手・宮城内陸地震が、事前に活断層の存在が指摘されていなかった場

所で発生したことを踏まえて、被告は、震源を特定せず策定する地震動評

価において、これらの地震を適切に考慮して基準地震動Ｓｓを策定してい

ることからすると、上記各地震が、被告が基準地震動Ｓｓを策定する上で25 

問題となる実例とはいえない。 
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したがって、地震の予測が困難であるからといって、基準地震動が科学

的合理性に欠けることにはならない。 

イ 基準地震動の具体的算出方法の不明確性との主張について 

地域特性が異なる原子力発電所について適合性審査を行うに当たって、

一義的に明確な基準又は定量的な基準を定めることは少なくとも現在の5 

科学技術水準では困難であるが、適切に不確かさを考慮することによって、

十分に科学的合理性を有する評価をすることが可能である。なお、経験式

は実際の地震観測記録等のデータを回帰分析し，それぞれの地震ごとの地

域特性を捨象した科学的に有意な関係を表す関係式として作成されてい

るため、経験式の作成の基となったデータと当該経験式から求まる値との10 

間にばらつきが生じるのは当然のことであり、それ自体は何ら問題ではな

く、上記ばらつきを生じさせている要因を勘案して、経験式に存在するば

らつきが過小評価につながることのないよう、地域特性を踏まえることに

より保守的な評価をすることは可能である。本件ばらつき条項は、上記ば

らつきが生じることを注意的に規定したものにすぎず、本件ばらつき条項15 

が存在することによって、不確かさの考慮が科学的なものではないとはい

えない。 

したがって、新規制基準における基準地震動の具体的算出方法が不明確

であるとして、基準地震動が科学的合理性を欠くものであるとはいえない。 

ウ 基準地震動を超過した事例の存在について 20 

超過事例①ないし⑤は、いずれも当該地点に固有の地域特性による影響

が大きい事例であること、本件原子炉施設に最も影響を与える中央構造線

断層帯による地震は内陸地殻内地震であり、地震発生様式の異なるプレー

ト間地震に係る事例である超過事例①、④及び⑤は、本件原子炉施設にお

ける基準地震動Ｓｓの信頼性を否定する根拠にはならないこと、超過事例25 

①ないし③において超過したのは基準地震動Ｓ１又は基準地震動Ｓ２で
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あり、基準地震動Ｓｓを超過した事例ではないこと、超過事例②及び③は、

各原子力発電所において基準地震動Ｓｓの策定が進められている中で発

生した事例であり、基準地震動Ｓｓの策定には、上記各事例から得られた

知見が反映されていることから、これらの事例があることをもって、基準

地震動それ自体が不合理であることにはならない。 5 

エ 基準地震動の変動について 

被告や他の原子力発電所における基準地震動の変動は、１９９５年兵庫

県南部地震を契機とした地震観測網の整備以降、地震動評価手法の急速な

発展に伴い、これを反映してより保守的に考慮した結果にほかならず、基

準地震動が科学的合理性を欠くことを示すものではない。 10 

⑵ 基準地震動の耐震設計基準としての合理性の有無 

（原告らの主張） 

 ア 国内では、平成１２年以降の１９年間において、１０００ガルを超える    

強震動が複数回記録されており、本件原子炉施設の基準地震動とされてい

る６５０ガルを超える強震動も、全国各地で数十回記録されているところ、15 

ハウスメーカーは、一般住宅耐震設計基準を定めるに当たって、強震動予

測ではなく、国内における過去最大の地震動を前提としており、例えば、

三井ホーム株式会社（以下「三井ホーム」という。）は耐震基準となる地震

動を５１１５ガル、住友林業株式会社（以下「住友林業」という。）は３４

０６ガルと設定している。 20 

   イ また、国内のダムに関する耐震性は、国土交通省河川局が平成１７年３

月に公表した「大規模地震に対するダム耐震性能照査指針（案）」（以下「ダ

ム耐震指針」という。）において、「構造物の耐震性能は現在から将来にわ

たって当該地点で考えられる最大級の強さを持つ地震動として定義され

たレベル２地震動を設定して照査する」とされている。 25 

ウ 安全性の見地からすれば、原子炉施設の耐震設計基準は、上記のような



89 

 

一般住宅やダムの耐震設計よりも強度な耐震性が求められるべきであるが、

新規制基準は、想定される地震規模という、より緩やかな耐震設計基準を

定めるにとどまり不合理である。 

（被告の主張） 

ア 建築物の耐震性は地盤の条件によって大きく左右されるところ、一般住5 

宅は、地震動の増幅を生じさせやすい軟弱な表層地盤が存在する場所に建

築される可能性があり、かつ、建築に当たって、大規模な基礎地盤の改良

工事を行わないのが一般的であるのに対し、原子力発電所は、堅硬な岩盤

等が存在する立地地点について詳細な調査を尽くした上で、大規模な地盤

改良工事を実施して地震動の増幅をもたらす表層地盤を除去するなどして10 

から建設されるのであって、地盤の条件に根本的な違いがあるから、これ

を無視して、ハウスメーカーの住宅の振動実験で用いられた加速度記録と

原子力発電所の基準地震動を直接比較し、無条件に過去最大の地震規模や

地震動を原子力発電所の設計においてそのまま採用すべきとするのは、地

震ガイドにおいて地域特性の考慮が求められていることなどに反するもの15 

であって、およそ科学的に合理性を有するものではない。 

また、建築物の耐震性を比較するに当たっては、最大加速度のみならず、

地震動の経時特性や周期特性も考慮しなければ意味がない上、原告らが挙

げるハウスメーカーの最大加速度がいかなる条件で観測されたものかは

判然としないところ、少なくとも三井ホームが掲げる最大加速度は、入力20 

地震動（構造物等の安全性を解析したり検証したりする際に用いる地表レ

ベルにおける地震動）の数値ではないことが明らかであり、入力地震動で

ある本件原子炉施設の基準地震動Ｓｓと直接比較して耐震性を比較する

ことはできない。 

さらに、原告らが挙げるハウスメーカーの住宅の振動実験の事例は、建25 

築物の設計耐力（３００～４００ガル程度）ではなく、実耐力を示したも
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のであるにもかかわらず、設計耐力である新規制基準における基準地震動

の最大加速度と比較することは誤っている。 

イ ダム耐震指針においては、想定地震の選定に当たって、地震ガイドで必

須とされているような保守的な設定や不確かさの考慮について具体的な規

定はない。すなわち、地震ガイドでは、例えば、震源モデルの設定に当た5 

り、アスペリティの位置や応力降下量等について保守的な設定が求められ

るとともに、「必要に応じて不確かさを組み合わせるなどの適切な手法を用

いて評価すること」が要求されている一方で、ダム耐震指針では、保守的

な設定や不確かさの考慮について、このような具体的な要求は規定されて

いない。 10 

 また、地震動評価に用いる手法に関しても、ダム耐震指針では、「少なく

とも①経験的方法であるダムの距離減衰式（地震ガイドにおける「応答ス

ペクトルに基づく地震動評価」に該当）による推定結果を得て、さらに、

②半経験的方法や③理論的方法によって地震動が推定できる場合（これら

は地震ガイドにおける「断層モデルを用いた手法による地震動評価」に該15 

当）には、それらの推定結果も含め総合的に判断して適切な地震動を設定

する」と規定されているとおり、上記②や③の方法による地震動評価は努

力目標的な位置付けとされているのに対し、地震ガイドでは、「応答スペク

トルに基づく地震動評価」と「断層モデルを用いた手法による地震動評価」

の両方の策定が求められており、ダム耐震指針よりも詳細な評価が要求さ20 

れている。 

 このように、原子炉施設の地震動評価の方がダムの地震動評価よりも保

守的で詳細な想定を要求していることは明らかである。 

ウ したがって、一般住宅やダムの耐震設計と比較して、新規制基準におけ

る基準地震動が不合理であるとはいえない。 25 
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⑶ 三次元地下構造調査に係る規定の合理性の有無 

（原告らの主張） 

  後記アのとおり、三次元物理探査は、二次元物理探査と比較し、圧倒的に

最先端の技術であり、その得られるデータの質、量の点ではるかに優れてい

るのであって、原子炉施設の安全性の重要性を考慮すれば、三次元物理探査5 

が行われるべきであり、新規制基準も三次元物理探査を義務付けているもの

といえる。しかるに、新規制基準は、三次元地下構造調査の省略を許す例外

規定を設けており（後記イ）、また、三次元物理探査を二次元物理探査と同列

に規定しているのであって（後記ウ）、不合理である。 

ア 新規制基準が三次元物理探査を義務付けていること 10 

 二次元反射法探査と三次元反射法探査の正確性の相違 

物理探査の一種である反射法探査は、受振器が、測線直下の反射点か

らの振動だけでなく、測線直下にない反射点からの振動をも観測するこ

とにより、本来存在するはずの活断層を見落とし、本来存在しないはず

の安定的な地下構造を幻視する結果を生じさせるところ、これを解消す15 

るためには、実際には存在しない反射点（偽の反射点）のデータを排除

するための処理（マイグレーション処理）が必要であり、多数の反射点

を高密度に観測し、かつ、多数の反射点を同時に処理する作業を行うこ

とが考えられる。この点、二次元反射法探査のうち、１本の測線で反射

法探査を実施し、地下構造を推測する場合、推測の精度としては低いた20 

め、測線を複数本引く手法や、多数の測線を平行に並べる手法もあるが、

それらの場合であっても、複数の測線の反射点を連立して推測処理する

ものではないため、偽の反射点から生じる問題点の解消は困難であり、

測線同士をつなぐ等高線は飽くまでも予測にすぎず、また、地層が横に

ずれている場合には標高を把握できないため、ずれを予測しづらい。他25 

方、資源調査で主流となっている三次元反射法探査は、多数の震源と受
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振器を設置するため、震源と受振器の組合せの数だけ反射点を得ること

ができ、得られた反射点で推測される地下構造の推測の組合せを連立的

に処理することにより、より正確な地下構造の推測が可能であり、横ず

れ断層も正確に把握することができる。実際にも、平成２９年に、２０

１６年熊本地震の原因究明調査のために６日間にわたって行われた三次5 

元反射法探査においては、二次元反射法探査においては把握できなかっ

た横ずれ断層が確認され、また、令和２年３月に別府湾で実施された海

上三次元反射法探査においても、別府湾の地下構造が詳細に確認されて

いる。 

このように、三次元反射法探査は、二次元反射法探査と比較し、圧倒10 

的に最先端の技術であり、その得られるデータの質、量の点ではるかに

優れている。 

 新規制基準が三次元物理探査を義務付けていること 

そして、原子力安全委員会が策定した「発電用原子炉施設の耐震安全

性に関する安全審査の手引き」（平成２２年）（以下「安全審査の手引き」15 

という。）は、地下構造調査に関し、解説部分において、「三次元的な地

下構造を把握することが望ましい」と推奨事項として記載するにとどま

っていた。これに対し、新規制基準の策定に係る地震等基準検討チーム

の会合では、２００７年新潟県中越沖地震及び２００９年駿河湾地震に

おいて、敷地下方の地下構造等の要因により地震波が増幅し、各基準地20 

震動を超過する事態が発生したことを踏まえ、サイト敷地の地下構造を

詳細に調査し、伝播特性を把握することにより、より精密な基準地震動

の策定に反映させることの必要性が認識され、専門家から、石油探査で

は三次元反射法探査が一般化していることを踏まえ、三次元物理探査に

よる三次元地下構造の把握の必要性、重要性が指摘されたところ、同指25 

摘に対する異論は出されず、これらの検討を踏まえた結果、新規制基準
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のうち設置許可基準規則解釈別記２第４条５項４号①は、「三次元的な地

下構造により検討すること」を明確に義務付けるに至った。また、上記

会合において、評価の手順を示したマニュアル作成の必要性が指摘され

たことを受けて、平成２５年５月１０日に策定公表された「サイト敷地

の地下構造の詳細な把握の必要性について」においては、深部地下構造5 

調査のうち、「三次元地下構造調査」としては三次元反射法・屈折法地震

探査のみが挙げられ、二次元反射法・屈折法地震探査は、「簡易地下構造

調査」と位置付けられ「三次元地下構造調査」から除外されている上、

二次元反射法・屈折法地震探査の場合には、これらに加え、電磁気探査、

更に微動アレイ探査が必要となり、これに弾性波速度、比抵抗、電力等10 

の物性値の相関関係を加味して多次元のデータ間の関係を可視化し、三

次元速度構造モデルを作成できるにとどまり、三次元速度構造モデルか

ら、三次元ボリューム可視化、更には三次元地質構造モデルの作成に至

ることはできないとされている。さらに、新規制基準案が確定した直後

の平成２５年５月１０日に規制委員会が開催した「大飯発電所３・４号15 

機の現状に関する評価会合」（以下「大飯発電所評価会合」という。）に

おいては、関西電力株式会社が主張する「地下構造が成層かつ均質であ

る」と判断するためには、まずは三次元的な地下構造（ボリューム）デ

ータをもって評価を行い、それらの妥当性の根拠が十分に明示されてい

る必要があるとされ、最低限必要な調査として、敷地内において約５０20 

ｍ格子間隔による単点微動測定を実施し、微動Ｈ／Ｖスペクトルによる

卓越ピーク（周波数、振幅）の空間分布を評価することが求められてい

る。 

以上によると、新規制基準は、三次元的に地下構造を把握することを

義務付けており、その調査としては、三次元反射法・屈折法地震探査を25 

実施すべきとし、例外的に地下構造が成層（水平）かつ均質と判断され
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る場合には、省略することが許されるが、その判断をするに当たっても、

三次元的な地下構造のデータを根拠とすることが求められていることか

らすると、三次元反射法・屈性法地震探査を実施する必要があるものと

いえる。 

イ 三次元地下構造調査の省略を許す例外規定を設けている点 5 

しかるに、設置許可基準規則解釈別記２第４条５項４号①及び地質ガイ

ドⅠ．５．１⑷は、「地下構造が成層かつ均質と認められる場合を除き」と

いう規定を、地震ガイドⅠ．３．３．２⑷⑤４）は、「地下構造が水平成層

構造と認められる場合を除き」という規定により三次元的地下構造調査に

ついて一種の例外を認めているところ、「成層」、「均質」、「水平」といった10 

基準は曖昧で、その解釈次第では三次元物理探査の省略を広範に認めるこ

とになり、不合理である。 

ウ 三次元物理探査を二次元物理探査と同列に規定している点 

また、地下構造の評価に当たって必要な敷地及び敷地周辺の調査につき、

設置許可基準規則解釈別記２第４条５項４号②、地質ガイドⅠ．５．１⑶15 

及び地震ガイドⅠ．３．３．２⑷⑤４）は、二次元又は三次元の物理探査

等を適切な手順と組合せで実施すべき旨、二次元物理探査と三次元物理探

査を同列に規定しており、安全審査の手引きの規定と実質的に変化がなく、

三次元物理探査を二次元物理探査と並列的かつ択一的に規定する点にお

いても、不合理である。 20 

（被告の主張） 

地震等基準検討チームの会合において、三次元的な地下構造を把握するこ

との重要性について議論、検討が尽くされた上で制定された設置許可基準規

則解釈別記２、地質ガイド及び地震ガイドは、地震動の顕著な増幅をもたら

す地域特性の有無を把握して地震動評価を行う観点から、地域特性及び既往25 

文献の調査、既存データの収集・分析、地震観測記録の分析、地質調査、ボ
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ーリング調査並びに二次元又は三次元の物理探査等を用いて、原子力発電所

の敷地及び敷地周辺の地下構造について三次元的に把握することは求めてい

るものの、三次元物理探査及び三次元地下構造モデルの作成を必須のものと

して要求していない。これは、三次元的に敷地及び敷地近傍の地下構造を把

握した上で、地下構造が水平成層かつ均質で、地震動の著しい増幅がなく、5 

原子力発電所の主要な設備の固有周期がある比較的短周期における地震動を

高い精度で評価可能と認められる場合には、地震動評価上、一次元又は二次

元の地下構造モデルを作成すれば足り、三次元物理探査等を駆使して精緻な

三次元地下構造モデルを作成することは必要ないためであって、三次元的な

地下構造の把握に関する新規制基準の定めに何ら不合理な点はない。 10 

４ 基準地震動に関する本件適合性審査の合理性の有無 

⑴ 本件発電所敷地の三次元的な地下構造の検討懈怠の有無 

（原告らの主張） 

本件発電所の敷地近傍は、南北方向に傾斜し、標高差は約２２０ｍであり、

褶曲構造も見られるのであって、全く水平成層かつ均質ではないにもかかわ15 

らず、被告は、地質調査とオフセットＶＳＰ（以下、反射法地震探査、オフ

セットＶＳＰ探査及びトモグラフィ解析の総称として用いる。）の結果、本件

発電所敷地の地盤が水平成層かつ均質であるとして三次元反射法探査を省略

している。しかし、被告がその主張の根拠として挙げる資料は、三次元反射

法探査の重要性が十分に認識されていなかった新規制基準策定以前の基準の20 

下で行われた適合性審査の際に提供されたものと変わらない上、速度構造が

均質なものであれば、地質構造として多少の褶曲や傾斜があったとしても影

響は小さいなどというのは、新規制基準の趣旨を矮小化して解釈するもので

あり許されないのであって、後記アのとおり、被告が実施した二次元反射法

探査によって、三次元的な地下構造（ボリューム）データによる評価が行わ25 

れているとは到底いえない。 
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また、被告が実施したオフセットＶＳＰ自体にも、後記イのとおり、不適

切な部分がある。 

ア 単点微動測定の不実施 

規制委員会は、大飯発電所評価会合において、前記３⑶（原告らの主張）

ア のとおり、「地下構造が成層かつ均質である」と判断するために最低限5 

必要な調査として、敷地内において約５０ｍ格子間隔による単点微動測定

を実施し、微動Ｈ/Ｖスペクトルによる卓越ピーク（周波数、振幅）の空間

分布を評価する旨の見解を示している。しかしながら、被告は、上記単点

微動測定を実施しておらず、三次元的な地下構造データによって地下構造

が水平成層かつ均質であるとの評価を行っていない。 10 

イ 被告による本件発電所敷地の地下構造の評価の誤り 

 被告実施の敷地内調査の方法及び結果評価の誤り 

  被告は、以下のとおり、大雑把な調査、評価をしており、地質ガイド

Ⅰ．５．１が求める「適切な調査」（調査により取得された地下構造デー

タに基づいて作成された地下構造モデルを用いて、比較的短周期領域に15 

おける地震動を高い精度で評価可能な地下構造調査）をしたとは到底い

えず、地震ガイドⅠ．３．３．２⑷⑤４）、５）が定めるジョイントイン

バージョン解析手法など客観的・合理的な手段による評価のほか地震観

測記録のシミュレーションによるモデルの修正等の高精度化も図ってい

ない 20 

ａ 調査方法の誤り 

被告がオフセットＶＳＰで利用した深部ボーリング孔は、本件原子

炉の炉心から約１ｋｍも離れており、本件原子炉施設の敷地の地下の

１点すら正確に把握できていない。また、深部ボーリング孔の位置は、

オフセットＶＳＰで効果的な掘削箇所を予測してから決定されたもの25 

でもない。さらに、オフセットＶＳＰは敷地の東西方向に関してしか
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行われていない上、その測線は本件原子炉建屋南東側をかすめるわず

か１本にとどまっており、複数の測線によることを求める新規制基準

に反するものであって、およそ三次元的な地下構造の把握は困難であ

る。加えて、測線自体は折れ曲がっているにもかかわらず、解析結果

は直線で表されており、その処理が適切に行われているか不明である。 5 

被告によるＰＳ検層及び密度検層も、同様に、本件原子炉の炉心か

ら約１ｋｍ離れた場所で行われており、不適切な方法で実施されてい

る。 

ｂ 調査結果の評価の誤り 

  被告は、以下のとおり、調査結果の都合の悪い部分を無視又は曲解10 

し、被告の主張に沿って都合良く解釈している。 

⒜ 被告は、オフセットＶＳＰの解析結果につき、①１号機ないし３

号機の右側（北東側）の往復走時で０．５秒以浅における右肩上が

りの急傾斜の反射面を見落としている、②ＣＤＰ Ｎｏ．６５付近

の反射面の不連続について速度フィルタ等が原因であると誤解釈を15 

している、③偽りの地層間繰り返し波等を真の反射波と誤解釈して

いるといった誤った評価をしている。特に、上記①の急傾斜の反射

面の存在及び上記②の反射面の不連続の存在は、それぞれ断層の存

在を疑わせるものであり、本件発電所敷地及び敷地近傍の地下構造

を水平成層かつ均質とする被告の評価は誤りである。 20 

なお、被告は、上記②につき、速度フィルタの影響である旨主張

するところ、速度フィルタを掛けることにより、背斜構造を見落と

してしまう可能性も生じさせている。 

⒝ 被告の地下構造モデルの深度３５０～２０００ｍ部分は、本件原

子炉の炉心から約１ｋｍ離れた深部ボーリング孔におけるＰＳ検層25 

（ダウンホール法）の結果に一定の深度（２２０ｍ）を加算した上
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でスライド（斜め平行移動）させることによって設定されていると

ころ、この斜め平行移動による地下構造モデルの合理性を裏付ける

ためには、オフセットＶＳＰの解析結果の反射面はむしろ水平であ

ってはならないはずであり、被告の評価は誤っている。 

 なお、上記手法は、本件原子炉の炉心から約１ｋｍも離れた場所5 

の大雑把なデータを斜めにスライドさせるものであって、不合理で

ある。 

⒞ 被告が実施したダウンホール法、サスペンション法という２種類

のＰＳ検層の調査結果は、本件原子炉の炉心で実施されているもの

も含め、かなりのかい離があるにもかかわらず、被告は、その原因10 

について精査、分析することなく、速度値はほぼ同等という誤った

評価をし、反射波の伝播速度の連続的値を取るサスペンション法の

結果を軽視して、反射波の伝播速度の平均値を取るダウンホール法

のデータのみを基本的に地下構造モデルのＰ波速度、Ｓ波速度及び

Ｑ値に反映させている。しかも、ダウンホール法は、深度６００～15 

１２８０ｍ、１２８０～２０００ｍ等と信じ難い間隔で行われ、精

査とはいえないし、深度１３０～３００ｍにおいてＳ波速度２．２

ｋｍ／ｓ、Ｐ波速度４．６ｋｍ／ｓと、特にＳ波速度が低下してい

ることが確認されたにもかかわらず、これが地下構造モデルに反映

されていない。 20 

また、密度検層では深度１８００～１９００ｍ付近において最小

１．６ｇ／ｃ㎥程度まで密度が低下し、Ｐ波速度の低下も見られ、

破砕帯（活断層の一種）である可能性があるにもかかわらず、これ

が考慮されていない。 

 このように、被告のＰＳ検層及び密度検層の結果に関する評価に25 

は誤りがある。 
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 地震観測記録に基づく検討懈怠 

ａ 観測記録に基づく増幅特性の検討懈怠 

本件適合性審査において、本件発電所敷地内で得られた地震観測記

録（平成９年１０月から平成２４年１２月までの間に発生した３万３

９１５回の内陸地殻内地震）のうち、比較的規模の大きい内陸地殻内5 

地震により増幅特性の検討をした結果、顕著な増幅はないと判断され

たが、わずか５地震のデータ（南北・東西平均）に基づく検討にすぎ

ない上、各データの震央距離が遠いため加速度も０．９ガルから３．

４ガルとかなり小さくなっており、増幅特性がないとは判断できない。

また、本件発電所敷地内で得られた地震観測記録を、地震波の到来方10 

向別に比較検討した結果、増幅特性が異なるような傾向はないと判断

されたが、検討された１５地震の多くは敷地南方の豊後水道における

地震で、敷地西方は２地震、北方は１地震、東方も１地震しか記録が

ない上、敷地南方からの地震だけを見ても応答スペクトル比は１０倍

以上のかい離があり、震源特性が応答スペクトル比に大きく影響する15 

ことが推認されるため、到来方向によって増幅特性に差があっても見

分けられない可能性が高い。 

上記のとおり、本件発電所敷地周辺地域での地震発生頻度は高いに

もかかわらず、被告はわずか２０地震のみに基づき、増幅特性を検討

しており、その検討は粗雑にすぎる。 20 

さらに、平成２０年から令和３年の間には、微小地震よりも大きな

地震が多数観測されているにもかかわらず、被告は、これらの地震に

つき、海洋プレート内地震であるとして検討の対象としていない。し

かし、明確な地下構造が把握できていない上、実際に地震動が観測さ

れている以上、プレート内地震であるか否かが本件原子炉施設の安全25 

性の判断に影響を与えるとはいえないのであるから、この点からも被
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告の検討は不適切である。 

ｂ 伝達関数の評価の誤り 

 被告は、地盤系地震計（Ｃ地点）における平成１３年から平成１８

年までの観測記録のうち、最大加速度が１０ガル以上の１１地震の記

録を平均した伝達関数を求め、これを地下構造モデルによる理論的伝5 

達関数と比較して「ほぼ整合していることを確認した」としているが、

被告が作成した地下構造モデルによる理論的伝達関数は、観測記録か

ら求まる伝達関数と４Ｈｚ、８Ｈｚ、１２Ｈｚ付近で大きくかい離し

ており、整合的という評価は誤りである。したがって、本件発電所敷

地の地盤が水平成層かつ均質であるとして被告が作成した地下構造モ10 

デルは誤っている。 

 Ｊ－ＳＨＩＳ ＭＡＰにおける地質構造等との比較 

防災科学技術研究所が公開しているＪ－ＳＨＩＳ ＭＡＰ（以下「Ｍ

ＡＰ」という。）を参照すると、本件発電所敷地内の表層地盤の増幅率は

概ね０．５～２．０、敷地極近傍の範囲での地震基盤の深さは概ね３０15 

０～１２００ｍとなっており、均質でも水平でもないし、被告が本件適

合性審査の際に示した「敷地近傍の地質構造（断面図）」によっても、本

件発電所敷地近傍は、水平成層でも均質でもない。 

ウ このように、被告は、三次元物理探査を実施しておらず、地下構造の把

握は、不十分かつ新規制基準に反するものであるにもかかわらず、これを20 

是認した規制委員会の判断は不合理といわざるを得ない。 

（被告の主張） 

ア 被告による本件発電所敷地の地下構造の把握 

前記３⑶（被告の主張）のとおり、新規制基準は、原子力発電所の敷地

及び敷地近傍の地下構造を三次元的に把握することは求めているものの、25 

三次元物理探査及び三次元地下構造モデルの作成を必須のものとして要
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求していない。そして、被告は、以下のとおり、各種調査、検討結果に基

づき、本件発電所敷地の地下構造が水平成層かつ均質であると評価したの

であって、被告による本件発電所敷地の三次元的な地下構造の検討に懈怠

はない。 

 被告は、本件原子炉施設の建設時に、本件原子炉設置位置付近におい5 

て、地表地質調査、地表弾性波探査、ボーリング調査、試掘抗調査、掘

削面観察等を実施し、本件発電所敷地の地質、地質構造を把握し、本件

発電所敷地の地盤は、主に塩基性片岩から構成されており、非常に堅硬

な岩盤であることを確認した。これに加えて、被告は、地下構造モデル

の精度向上を図る目的で、平成２２年から、深度２０００ｍまでの深部10 

ボーリング調査を実施し、本件発電所敷地の地盤において、堅硬な塩基

性片岩が深度数百ｍまで連続し、それ以深においても少なくとも２００

０ｍまでは堅硬かつ緻密な泥質片岩を主体とする結晶片岩が連続してい

ること、塩基性片岩を主体とする地層とその下位の泥質片岩を主体とす

る地層の境界面が緩く北へ傾斜していることを確認した。さらに、被告15 

は、深部ボーリング孔を利用した物理検層やオフセットＶＳＰの結果も

併せて、本件発電所敷地の地下構造が水平成層かつ均質であると評価し

た。 

 また、被告は、伊予灘における南北方向の複数の海上音波探査及び屈

折法探査の結果から、本件発電所敷地が位置する佐田岬半島へつながる20 

伊予灘の大局的な地質構造が佐田岬半島と平行する東西方向にほぼ一様

であることを把握し、これらの大局的な調査の結果と伊予灘における三

次元的な地下構造調査の結果並びに本件発電所敷地における地質調査や

ボーリング調査及び深部ボーリング調査の結果を総合して、本件発電所

敷地の詳細な地質構造を把握し、南北方向を含めた地下構造モデルを作25 

成し、解析的な検討を行い、地震動の顕著な増幅をもたらす地下構造で
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はないことを確認した。 

 さらに、被告は、本件発電所敷地地盤において、昭和５０年から実施

している地震観測記録のうち、耐専式との比較が可能な比較的規模の大

きい内陸地殻内地震を用いて、観測記録の応答スペクトルと耐専式によ

り推定した応答スペクトルの比をとって増幅の有無の検討を行い、顕著5 

な増幅を示す地震がないことを確認するとともに、対象とする地震の規

模をＭ２．０程度にまで広げて、地震波の到来方向によって特異性が見

られないかの検討を行い、到来方向によっても増幅傾向が異ならないこ

とを確認し、本件発電所敷地の地下構造が水平成層かつ均質であると推

定した。 10 

イ 原告らの主張について 

 単点微動測定の不実施について 

単点微動測定は、飽くまでも大飯発電所（及び高浜発電所）において

最低限必要な調査とされたものにすぎない。すなわち、大飯発電所（及

び高浜発電所）では、本件発電所を含む他の原子力発電所が相当年数か15 

けて実施してきた地震観測をしておらず、このことが問題視されたこと

により、短期的に地震観測記録を集めるための最低限必要な調査として

単点微動測定を実施するよう求められたのであって、全ての原子力発電

所において単点微動測定の実施が求められているものではない。このこ

とは、規制委員会から、本件適合性審査に当たり、「オフセットＶＳＰ探20 

査、震度ボーリング、地震観測記録結果など敷地地下構造を三次元的に

詳細に把握するために実施した内容の詳細を示すこと。」が求められるに

とどまっていることからも明らかである。 

 被告による本件発電所敷地の地下構造の評価の誤りとの主張につい

て 25 

ａ 被告実施の敷地内調査の方法の誤りとの主張について 
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⒜ 被告は、前記ア のとおり、深部ボーリング調査以前の各種調査

結果から、本件発電所敷地の地盤が主に塩基性片岩から構成される

非常に堅硬な岩盤であることを確認しており、これを踏まえて、本

件原子炉施設の耐震安全性評価の高度化の観点から深部基盤に起因

する地震動の増幅について改めて検証するために、深部ボーリング5 

調査の実施に必要な用地が確保できる地点を掘削位置として選定し

たところ、これらの事情に照らせば、深部ボーリング孔の掘削位置

が本件原子炉の炉心から約１ｋｍ離れたことが問題であるとはいえ

ない。また、被告は、オフセットＶＳＰについて、本件発電所敷地

が非常に狭くて急峻であり、環境的・技術的な制約が存在すること10 

のほか、上記のとおり敷地の地盤が非常に堅硬な岩盤であることも

踏まえて、地下構造の把握に必要かつ十分な情報が得られる１本の

測線を設定しているのであって、オフセットＶＳＰにおける測線が

１本であることが問題になるものではなく、そもそも、被告は、オ

フセットＶＳＰの結果のみならず、地表踏査、ボーリング調査、深15 

部ボーリング調査、二次元地下構造モデルによる解析的な検討等の

一次元及び二次元の調査結果に加えて、敷地で得られた地震観測記

録の分析等を総合して、地下構造を三次元的に把握している。 

⒝ 地震動評価上の地下構造調査において最終的に求められるものは、

地質構造の把握ではなく速度構造の把握であるところ、被告は、前20 

記ア のとおり、南北方向において、豊富な調査を踏まえ、本件発

電所敷地及び敷地近傍の地下構造を三次元的に把握し、地震動評価

上、地下構造が水平成層かつ均質で、地震動の顕著な増幅がないこ

とを確認している。したがって、被告による地下構造調査は、上記

目的に照らせば、必要かつ十分であって、オフセットＶＳＰを更に25 

南北方向で行う必要はない。 
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ｂ 調査結果の評価の誤りとの主張について 

⒜ⅰ 原告らが断層の存在を疑わせるものとして指摘する反射法探査

結果における右肩上がりの急傾斜の反射面は、反射法探査測線の

端部の重合数が低下することによって見かけ上出現した表面波や

Ｓ波等のノイズであり、断層の存在を示すものではない。なお、5 

被告の上記解釈は、規制委員会の審査会合で説明した上で、確認

も受けている。 

ⅱ 原告らが指摘する反射法探査結果のＣＤＰ Ｎｏ．６５付近に

認められる反射面の不連続部については、解析測線と受振測線の

位置が異なる影響及び速度フィルタの影響によって生じたもので10 

あり、断層の存在を示すものとは考えられない。 

ⅲ 仮に、オフセットＶＳＰの解析結果の断面におけるほぼ水平な

反射波に「偽りの地層間繰り返し波」、すなわち、重複反射あるい

は多重反射（本来は境界面で反射した最初の波（真の反射波）を

地表で観測すべきところを境界面や地表面で複数回反射した後で15 

観測したもの）が認められるとしても、このような反射波が真の

反射波よりも深部に現れ、かつ、傾斜を強調する性質を有するこ

とを踏まえると、重複反射あるいは多重反射がほぼ水平になって

いるのは、結局のところ、実態としてほぼ水平の構造が存在する

ことに変わりはない。 20 

⒝ 本件発電所敷地近傍は、東西断面ではほぼ水平、南北断面では北

に緩く傾斜する地質構造となっているところ、斜め平行移動による

地下構造モデルは、この地層境界面（岩相）の傾斜（泥質片岩主体

層が出現する深度が、深部ボーリング地点で１３０ｍ、本件原子炉

の炉心付近におけるボーリング地点で３５０ｍ）を考慮した地下構25 

造モデルである。これに対し、オフセットＶＳＰで検知できるのは、
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速度構造であって、上記地下構造モデルとは異なるものを評価して

いるのであるから、両者が一致しないことが問題になるものではな

い。 

⒞ⅰ ダウンホール法とサスペンション法では、観測する波の周波数

帯や伝播経路が異なるため、速度値の違いが生じるのは当然のこ5 

とであり、両者を比較する際には、両者が同様の傾向を示すかと

いう観点から確認を行うのが適切である。被告は、かかる観点か

ら両者を比較し、速度値が大局的に見て整合的であることをもっ

て、速度値がほぼ同等であると評価したのであるから、被告の評

価に誤りはない。 10 

  そして、被告は、ダウンホール法は、震源に比較的低周波数帯

の波が用いられていることや伝播経路においてボーリング削孔に

よる孔壁付近の局所的な応力解放や孔壁崩壊・拡大の影響を受け

難いことなどから、サスペンション法と比較して、より実際の地

震波に近い周波数帯及び伝播経路の波による速度値が得られるこ15 

とを踏まえ、ダウンホール法で得られた物性値を基に地下構造モ

デルを作成した。原告らは、ダウンホール法における速度層区間

の長さを疑問視するが、地震動評価に用いる地下構造モデルの物

性値としては、ダウンホール法で得られた結果を適切な速度層に

区分した上で反映することが一般的であり、原告らの指摘は当を20 

得ない。 

また、ダウンホール法の調査結果によれば、深度１３０～３０

０ｍにおいてＳ波速度は若干低下しているが、本件原子炉建設時

に取り除いた表層の風化部を除き、本件発電所敷地周辺は、大局

的にＳ波速度２ｋｍ／ｓ以上という高いレベルで推移する堅硬か25 

つ均質な地下構造を有しており、顕著な地震動の増幅は想定され
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ないから、地下構造モデルの作成に影響を及ぼすものではない。 

ⅱ 原告らは、密度検層における深度１８００～１９００ｍでの密

度やＰ波速度の低下をもって、破砕帯の可能性を指摘するが、上

記手法は、ボーリング孔壁近傍の局所的なデータ（０．１ｍ間隔）

を連続的に取得するという測定手法の特性上、ボーリング削孔に5 

伴う応力解放によって発生する潜在割れ目や孔壁の局所的な崩

壊・拡大などの影響を受けて速度値や密度値が低下することがあ

り、他方、深部ボーリング調査において、１８００ｍ以深の最深

部においても連続した良好なコアが採取されており、深度２００

０ｍまで堅硬な岩盤が連続していることが査読論文として公表さ10 

れて学術的にも認められているのであって、破砕帯は存在しない。

なお、サスペンション法及び密度検層は、０．１ｍという短い間

隔で行われているが、約２０００ｍにわたって、大局的にＳ波速

度２．２～３．３ｋｍ／ｓ、密度２．７～３．０ｇ／ｃ㎥で推移

していると評価される地層の中にあって、０．１ｍという極めて15 

短い層厚で局所的にＳ波速度や密度が小さい箇所があるからとい

って、顕著な地震動の増幅は想定されない。 

 地震観測記録に基づく検討懈怠との主張について 

ａ 観測記録に基づく増幅特性の検討懈怠との主張について 

本件発電所敷地から遠方で発生した地震は多数あるものの、敷地近20 

傍での地震活動は極めて低調で、発生した地震も大部分がＭ２．０程

度以下の小規模な地震にとどまる。また、本件発電所敷地は、周辺の

地盤と比べて極めて堅硬な岩盤で、地盤に起因する増幅が少ないため、

敷地近傍で微小地震が発生した場合でも、地震動の増幅よりも、地震

動の伝播距離に伴う減衰が勝り、地震計で観測できるほどの揺れが生25 

じないか、生じたとしても増幅特性の検討に用いることが難しいよう
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な極めて揺れが小さい地震動が大部分である。被告は、そのような中

でも、敷地の増幅特性を検討するために、遠方の地震ではあるが規模

の大きい内陸地殻内地震や規模の小さな地震ではあるが敷地近傍で発

生した微小地震も積極的に活用して検討しているのであって、十分な

検討を行っている。 5 

なお、内陸地殻内地震は、一般的には深さ２０ｋｍ程度までの地下

で地震が発生するとされているところ、平成２０年から令和３年の間

に本件発電所敷地で観測された微小地震よりも大きい地震は、いずれ

も海洋プレート内地震や、２０ｋｍ以深の地震であるから、内陸地殻

内地震の地震動評価に当たって検討する必要はない。 10 

ｂ 伝達関数の評価の誤りとの主張について 

被告が作成した地下構造モデルによる理論的伝達関数と観測記録か

ら求まる伝達関数とはほぼ整合的であると評価でき、上記評価が誤り

である旨の原告らの主張は、独自の見解にすぎない。 

また、仮に、地下構造モデルの作成が不合理であったとしても、被15 

告は、中央構造線断層帯による地震及び１６４９年安芸・伊予の地震

を対象とした断層モデルを用いた地震動評価では、経験的グリーン関

数法による評価（敷地の観測記録を用いた評価）を行っており、本件

発電所の地下に三次元的な褶曲構造があるのであれば、敷地での観測

記録にはその影響が当然含まれることからすると、被告は上記影響を20 

踏まえた基準地震動Ｓｓの評価を行っていることになるのであって、

被告の評価が不合理ということにはならない。 

 ＭＡＰにおける地質構造等との比較 

ＭＡＰにおける表層地盤の増幅率の評価に当たっては約２５０ｍメッ

シュの微地形区分が基礎データとして用いられており、２５０ｍメッシ25 

ュよりも細かい微地形の変化は捉えられないとされていること、地震基
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盤の深さについては信頼性・精度が必ずしも全国一律でなく、今後一層

の改良を図っていく必要があるとされていることからも明らかなとおり、

ＭＡＰは、「概観的」な地震動予測地図を作成するための要素の一つにす

ぎない。これに対し、被告は、前記アのとおり、本件発電所敷地及び敷

地周辺で稠密に行った各種調査結果を総合して、地震動評価上、敷地の5 

地下構造を水平成層かつ均質と評価しており、かつ、実際の観測データ

によっても地震動の顕著な増幅がない地下構造であることが裏付けられ

ているのであるから、ＭＡＰを理由に本件発電所敷地が水平成層かつ均

質でないということはできない。 

ウ 以上によると、本件発電所敷地及び敷地近傍は水平成層かつ均質である10 

から、三次元物理探査を実施する必要はなく、被告の地下構造の把握は適

切に行われており、これを是認した規制委員会の判断は合理性を有する。 

⑵ 内陸地殻内地震の地震動評価 

（原告らの主張） 

ア 地質境界としての中央構造線が活断層であること 15 

 被告の調査が不十分であること 

ａ 測線間隔 

二次元反射法探査を用いて地下構造を把握するためには、１０～５

０ｍという短い間隔で縦横に測線を引く必要があるが、被告が佐田岬

半島北岸部における地下構造を把握するために参照した海上音波探査20 

は、二次元で行われ、かつ、測線間隔が約４ｋｍと余りに粗く、三次

元的な把握はおよそ不可能であり、活断層等を発見できていない。 

ｂ 音源及び振幅補正 

スパーカーを用いて昭和４７年１０月、昭和４９年１０月、昭和５

０年３月に実施された海上音波探査につき、平成８年に公表されたソ25 

ノプローブを用いた調査によってその信用性が否定されていることか
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らすると、佐田岬半島北岸部における有効な海上音波探査は、平成２

５年の海上音波探査（以下「平成２５年海上音波探査」という。）以外

には全く実施されていない。 

そして、地表面の活断層は震源断層そのものではなく、地層深部に

潜む震源断層を正確に捉えるためには、海上音波探査の音源として適5 

切な種類のエアガンを選択すべきであるが、被告が平成２５年海上音

波探査に利用した音源は、深度１００ｍ程度の記録しか取得すること

のできないジオパルス、ウォーターガンであり、それ以上深い地下構

造を把握することはできない。また、元々記録が取れていない深度１

００ｍ以下の地下の様子を振幅回復（深度が深くなって減衰した反射10 

波を増幅する補正処理）によって推測することはできない。 

ｃ 伝播速度 

被告は、海上音波探査の解析処理において深度変換を行う際、水中

の音波の伝播速度と同じ１５００ｍ／ｓを用いているが、海底より深

部の岩石中の伝播速度はより速いにもかかわらず、深度等で区分する15 

こともなく、全てが水で構成されている前提で、地下構造を把握しよ

うとしており、不適切である。 

ｄ 以上によると、被告の佐田岬半島北岸部における調査は不十分であ

り、これをもって、地質境界としての中央構造線が活断層ではないと

はいえない。 20 

 中央構造線断層帯（金剛山地東縁－由布院）の長期評価（第二版）（以

下「中央構造線断層帯長期評価（第二版）」という。）の記載 

中央構造線断層帯長期評価（第二版）においては、地質境界としての

中央構造線について活断層の可能性及び今後の詳細な調査の必要性が指

摘されており、被告の佐田岬半島北岸部における調査が不十分であり、25 

地質境界としての中央構造線が活断層であることが示唆されている。 
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なお、査読論文である高橋ほか（２０２０）は、平成１６年に取得し

た深部を対象とした地震探査データの解析と同年及び平成２５年に実施

した海底下浅部を対象とした地震データに基づく堆積層内部の構造の把

握にすぎず、また、上記データは、三次元反射法探査によるものではな

く、かつ、反射法探査が十分に進化したとはいい難い古い時代のデータ5 

にすぎないのであって、中央構造線断層帯長期評価（第二版）の見解を

否定するに足りない。 

 規制委員会による確認について 

被告が、平成２６年１０月１日に実施された規制委員会のヒアリング

において、佐田岬半島北岸部の海底谷が活断層によって生じた地形でな10 

いことの根拠として提出したとする四国電力（２０１４）は、ブーマー

やチャープソナーといった深度１００ｍ以上の深さの構造が分からない

ものであるし、規制委員会の確認によっても、佐田岬半島北岸部の海底

谷が活断層によって生じた地形でないことが確認されたにすぎず、地質

境界としての中央構造線が活断層でないことが確認されたわけではない。 15 

 ハーフグラーベンの存在 

専門家により、地質境界としての中央構造線とされていた部分に、ハ

ーフグラーベンと呼ばれる地質構造が形成されているところ、これが当

該箇所の活断層の影響により生じた可能性があると指摘されており、地

質境界としての中央構造線が活断層であることが裏付けられている。 20 

 以上のとおり、地質境界としての中央構造線が活断層である可能性も

示唆されていることからすれば、活断層の有無を確認するには、佐田岬

半島北岸部における三次元反射法探査を実施することが不可欠である。

しかしながら、被告は、三次元反射法探査を実施することなく、不十分

な二次元反射法探査の結果に基づき、佐田岬半島北岸部に活断層は存在25 

しないと誤った評価をしており、これを是認した規制委員会の判断は不
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合理である。 

イ 中央構造線断層帯の地震動の評価 

中央構造線断層帯は、全長４８０ｋｍに及ぶ国内最大の活断層であると

ころ、国内において、上記大規模な活断層が地震を起こした記録がなく、

地震規模を想定するに当たってデータが乏しく、活断層と認められたのも5 

近年であることもあり、被告による地震規模の想定は、以下のとおり、科

学的根拠に乏しいものとなっている。 

 応答スペクトルに基づく地震動評価 

ａ 中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）との比較 

被告は、地震規模につき、約１３０ｋｍケースでＭｗ７．４～７．10 

８、約４８０ｋｍケースでＭｗ７．７～８．０と想定している。これ

に対し、中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）では、約１３０ｋｍ

ケースに相当する区間でＭｗ７．４～８．０、断層長さ約３６０ｋｍ

の区間でＭｗ７．９～８．４と評価しており、これを基に約４８０ｋ

ｍの断層が活動した場合を推定すると、Ｍｗ８．０～８．５となる。15 

中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）は、地震の専門家が検討を加

えた政府の公式見解として公表され、一般防災のために最も起こりや

すい地震を想定しているものであるから、原子炉施設の安全性評価に

おいては厳守されるべきであるが、被告は、上記のとおり、これを大

きく下回る地震規模の想定を行っている。 20 

また、被告がその算定において依拠した室谷ほか（２００９）及び

室谷ほか（２０１０）の見解は、中央構造線断層帯長期評価（一部改

訂）が公表される以前に発表された、主に海外のデータに基づくもの

であり、国内における長大断層に関する確立した知見であるとはいえ

ない。 25 

したがって、被告の想定する地震規模は過小評価であり、不合理で
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ある。 

ｂ 被告による推定手法の問題点 

⒜ セグメントの区分等による地震規模評価の問題点 

被告は、中央構造線断層帯の地震動評価において、約４８０ｋｍ

ケース及び約１３０ｋｍケースについては、長さが８０ｋｍ以下に5 

なるようにセグメントを区分し、上記区分ごとに松田式を適用して

地震規模を算出し、これを武村式で地震モーメント（Ｍｏ）と合算

した上で、再度武村式を用いて気象庁マグニチュード（Ｍ）に再変

換する方法で上記各ケースの地震規模を設定している。上記算出方

法は、長さが１００ｋｍを超える長大な活断層から発生する地震の10 

すべり量は飽和するとの知見を前提にするものであるが、現段階に

おいて、上記のような知見は確立しておらず、すべり量が飽和しな

ければ、極めて強い揺れによって本件発電所で深刻な事態が発生し

得ることは容易に想像できるのであるから、約４８０ｋｍケース及

び約１３０ｋｍケースにおいても、そのまま松田式を適用して、地15 

震規模を想定すべきである。 

また、被告は、約４８０ｋｍケース、約１３０ｋｍケース、約６

９ｋｍケース及び約５４ｋｍケースを想定しているが、実際の活断

層の活動が上記４ケースのいずれかに当てはまるとは必ずしもいえ

ない。また、被告の上記セグメント区分に基づく評価を前提とする20 

と、約６９ｋｍケースよりも約４８０ｋｍケースや約１３０ｋｍケ

ースの方が小さい地震動評価を導いているのであるから、約６９ｋ

ｍケースと約１３０ｋｍケースの中間に最も地震動が大きくなるケ

ースが存在するはずであって、約１００～１３０ｋｍ程度を基本ケ

ースとして想定すべきである。 25 

以上によると、被告の地震規模の想定は過小評価であり、不合理
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である。 

⒝ 松田式のばらつきを考慮していないこと 

本件ばらつき条項の趣旨は、経験式によって算出される平均値と

実際に発生する地震の地震規模とがかい離する可能性を考慮すべき

であり、安全性の見地から、より大きい方向でかい離する可能性を5 

想定すべきであるとするものである。 

しかるに、被告は、地震規模を求めるために松田式を用いるに当

たって、内包する不確かさ、すなわち、ばらつきを十分に考慮して

いない。 

この点、被告は、約４８０ｋｍケースを考慮していると主張する10 

が、前記⒜のとおり、セグメントごとに区分した上で、それぞれの

地震規模を合算するという方法により、断層長さに関する不確かさ

を考慮し尽くしているとはいえないところ、現に、約４８０ｋｍケ

ースの地震動評価が他のケースよりも小さくなっていること、松田

式の基となったのは１４地震についてのデータにすぎず、かつ、こ15 

れらには４８０ｋｍもの長大断層に関するものは含まれていないこ

とからすれば、松田式の有するばらつきは、長大地震の想定におい

て大きいものではないとはいえず、約４８０ｋｍケースを考慮した

ことをもって、松田式の有するばらつきが十分に考慮されたとはい

えない。 20 

⒞ 耐専式の適用排除 

 被告は、約１３０ｋｍケース、約６９ｋｍケース及び約５４ｋｍ

ケースの各鉛直モデルに関し、「極近距離」よりも近傍については耐

専式におけるコントロールポイントが設けられていないこと、耐専

式の適用性の検証に用いたデータが存在しない領域で内陸補正を考25 

慮してもその他の距離減衰式の適用結果と大きくかい離すること等
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を理由に、耐専式の適用を排除して、国内外で汎用的に用いられて

いる経験式であるとして、その他の距離減衰式を用いている。 

しかしながら、コントロールポイントは、耐専式の成立当初は存

在しておらず、後に便宜的に設定されたものにすぎないのであって、

コントロールポイントの存在が耐専式の適用を排除する理由とはな5 

らない。また、２０００年鳥取県西部地震における賀祥ダムや１９

９５年兵庫県南部地震における神戸大学の例のほかに、１９９９年

トルコＫｏｃａｅｌｉ地震ＳＡＫＡＲＹＡ観測点や台湾集集地震Ｔ

ＣＵ０７１観測点の観測記録のように、被告が耐専式の適用を排除

した約１３０ｋｍケース及び約５４ｋｍケースの各鉛直モデルと概10 

ね一致する「極近距離」よりも近傍で発生した地震についても耐専

式の適用結果と観測記録が整合しており、耐専式の適用を排除する

ことに合理的理由があるとはいえない。さらに、被告が耐専式の適

用を排除したケースに用いたその他の距離減衰式は、いずれも、耐

専式と異なり、断層距離１０ｋｍ程度から距離が短くなっても加速15 

度があまり変わらないものであって科学的裏付けがない上、地盤デ

ータ、地震規模及び距離が本件発電所敷地と整合せず、また、その

うち５つの距離減衰式については、海外での偏ったデータを基にし

ているにすぎず、高周波地震動への対応には問題があるとされてい

るなど信頼性が確保されているとはいえないのであって、被告は、20 

想定される地震動の規模を小さく評価するためにその他の距離減衰

式を恣意的に選定したものであり、不合理である。 

加えて、後記⒠のとおり、断層傾斜角が南傾斜６０～８０度であ

れば、耐専式は十分適用可能である。 

⒟ 耐専式のばらつきにつき定量的上乗せをしていないこと 25 

前記⒝のとおり、本件ばらつき条項の趣旨は、安全性の見地から、
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経験式によって算出される平均値と実際に発生する地震の地震規模

とが、より大きい方向でかい離する可能性を想定すべきであるとす

るものであることからすると、耐専式のばらつきにつき、定量的に

上乗せをすべきである。 

この点、被告は、内陸補正を行わないことで不確かさを考慮して5 

いる、本件発電所周辺には、内陸地殻内地震が全国的な平均値より

も小さな地震動となる地域的な特性が認められるなどとして、耐専

式のばらつきの定量的上乗せを行っていない。しかしながら、内陸

補正係数は、国内のみならず国外の内陸地殻内地震の観測記録に基

づき算出されているため、これを用いることで国内の地震について10 

適正な平均像が導かれるか疑問であるし、内陸補正をしなくても耐

専式の評価を超えたデータは相当程度存在するのであるから、内陸

補正を行わないことで、不確かさの考慮がされたとはいえない。ま

た、被告は、他地域との比較データを示しておらず、上記地域特性

の判断は科学的根拠を欠き、合理的でない。 15 

したがって、被告が耐専式のばらつきについて定量的上乗せをし

ていないことは、新規制基準に反し不合理である。 

⒠ 南傾斜モデルを想定していないこと 

被告は、応答スペクトルに基づく地震動評価においては、断層傾

斜角が鉛直であること等を理由に南傾斜モデルを考慮していない。20 

しかしながら、三次元物理探査は実施されておらず、断層傾斜角が

鉛直であるとはいえないところ、原子力安全・保安院が本件発電所

の敷地前面海域で行った海上音波探査の結果、敷地前面海域の活動

層より南側の地形が隆起していることや本件発電所周辺のテクトニ

クス（岩石圏の動き）が圧縮場になっていることが判明しており、25 

南傾斜の可能性は高いと考えられ、６０度程度傾斜している可能性
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も否定できない。 

そして、断層傾斜角が６０～８０度の南傾斜であれば、耐専式は

十分に適用可能であるから、被告が、中央構造線断層帯の断層傾斜

角について、これを鉛直とし、耐専式の適用を排除したのは、科学

的根拠を欠く。  5 

 断層モデルを用いた手法による地震動評価の問題点 

ａ 壇ほか（２０１１）を採用した誤り 

⒜ 被告は、スケーリング則の適用に当たって、壇ほか（２０１１）

を採用している。 

しかし、国内で発生する地震の断層パラメータを想定するには、10 

国内の地震データのみを用いるべきであるが、国内において、内陸

の長大断層から発生した地震による強震記録は得られていないため、

壇ほか（２０１１）を含む長大な横ずれ断層に対する強震動評価の

現時点での体系は、仮定の上に仮定を重ねたものになっており、仮

説にとどまる非科学的なものである。なお、壇ほか（２０１１）が15 

依拠する国外の地震データのうち、長大断層に関するものは２００

２年アラスカＤｅｎａｌｉ地震のＰＳ１０観測点の記録のみであり、

かつ、上記記録は、液状化の影響を受けたものであるから、データ

としての信用性に乏しい。 

⒝ また、壇ほか（２０１１）は、アスペリティの動的応力降下量を20 

１２．２Ｍｐａと設定しているが、入江（２０１４）が国内のデー

タのみからアスペリティの動的応力降下量を１５．２ＭＰａと算出

していること、レシピにおいて、暫定値ではあるものの、長大な横

ずれ断層の数値が約１４．４Ｍｐａとされていること、宮腰ほか（２

０１５）において、特に長大というわけでもない国内における最近25 

の内陸地殻内地震の横ずれ断層の平均値が１２．８Ｍｐａとされて
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いることからすれば、壇ほか（２０１１）が設定するアスペリティ

の動的応力降下量は、国内の長大断層の平均値としては過小に評価

されている。 

ｂ 約１３０ｋｍケースの鉛直モデル及び約５４ｋｍケースについてＦ

ｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）を適用した誤り 5 

平成２８年改訂レシピによれば、長大な断層における平均応力降下

量の暫定値として、Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０

００）を参照して３.１ＭＰａとすることの適用下限値及び断層幅と平

均すべり量が飽和することを前提としたスケーリング則の適用下限値

が、いずれもＭｏ（地震モーメント）＝１.８×１０２０（Ｎ・ｍ）（震10 

源断層の面積に換算すると１８００ｋ㎡）とされているにもかかわら

ず、被告は、上記適用下限値を下回る約１３０ｋｍケースの鉛直モデ

ル及び約５４ｋｍケースにおいて、Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’

ｕｒａ（２０００）に示された静的応力降下量を用いており、不適切

である。 15 

ｃ 約５４ｋｍケースに入倉・三宅式を適用した誤り 

入倉・三宅式については、高角度の断層で発生する地震の場合、地

震モーメントを過小評価してしまうという欠陥が従前から指摘されて

おり、２０１６年熊本地震においてこの欠陥が明らかになったのであ

るから、松田式や２０１６年熊本地震の実測値と整合した武村式を用20 

いた方法との比較検討がされるべきであるが、被告は、これをせず入

倉・三宅式を適用しており、地震モーメントが大きく算定されること

を回避するものであって不適切である。 

（被告の主張） 

ア 地質境界としての中央構造線は活断層でないこと 25 

 被告の調査及び評価の概要 
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ａ 被告は、佐田岬半島北岸部において、測線間隔４ｋｍ程度の海上音

波探査により、中央構造線断層帯の位置や性状をまず把握した上で、

湾内にまで入る地質境界としての中央構造線に直交する測線を多数配

置するなどして、より稠密な海上音波探査を実施しており、伊予灘に

おいて、被告及びその他の機関がこれまでに実施した海上音波探査の5 

全長は約６７００ｋｍと、他に例を見ないほどの高密度でされている。

そして、活断層であるか否かは、後期更新世以降（約１２万～１３万

年前以降）の活動の有無によって判断されるため、海上音波探査のう

ち、活断層調査において特に重要となるのは、海底下浅部を調査対象

とするブーマー、チャープソナー等を用いた音波探査であるところ、10 

被告は、佐田岬半島北岸部の湾内も含め、これらを利用し、ショート

マルチチャンネルと呼ばれる最新の技術を用いて高解像度な海上音波

探査記録を得た。このような高密度かつ高解像度な海上音波探査記録

によると、活断層が分布しているのは、本件発電所敷地沖合約８～５

ｋｍの範囲であって、それよりも南側では、Ａ層（現在堆積が進行中15 

の海底面を形成する地層）、Ｄ層（Ａ層のすぐ下の更新世の中期から後

期にかけて形成された地層）及びＴ層（鮮新世（約５００万年前から

約２５８万年前までの期間）の後期から更新世の前期にかけて形成さ

れた地層であって、Ｄ層の下位の堆積層）がそれぞれほぼ水平に分布

し、仮に、三波川変成岩類の上面に沿って堆積層がずれ落ちるような20 

活動がこれまで繰り返されてきたのであれば見られるはずである三波

川変成岩類の上面に向かって扇形となるような正断層運動を示す堆積

層の変位の累積は見られず、Ｔ層が堆積した少なくとも約１００万年

前以降、佐田岬半島北岸部における地質境界としての中央構造線が活

動していないといえること、Ｄ層のみに着目してみても堆積物が水平25 

に分布しており、少なくとも後期更新世以降に変位が生じていないこ
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とが明確に判別できること等から、被告は、佐田岬半島北岸部の地質

境界としての中央構造線が活断層ではないと評価した。 

ｂ このような被告の評価は、伊予灘の地質構造に基づく検討からも支

持される。すなわち、地質境界としての中央構造線は、三波川変成岩

類と地下浅部における和泉層群及び地下深部における領家花こう岩類5 

との境界であり、前者は２０～３０度の低角、後者は約４０度の中角

とされているところ、横ずれの卓越する中央構造線断層帯では高角の

断層が生じやすく、震源断層の上方（沖合約８ｋｍ付近）にショート

カットした形で高角の活断層（中央構造線断層帯）が生じているので

あり、沿岸部で低角になる三波川変成岩類上面を覆う伊予灘の堆積層10 

が全て領家帯と一緒に横ずれして沿岸部に低角の活断層が生じること

は力学的に不可能である。 

ｃ このような被告の評価については、複数の専門家が妥当である旨の

意見を述べており、規制委員会も、中央構造線断層帯長期評価（第二

版）の内容も踏まえた上で、被告の地震動評価の妥当性を確認してい15 

る。また、佐田岬半島北岸部の地質境界としての中央構造線が活断層

ではないことを取りまとめた論文である高橋ほか（２０２０）が、日

本活断層学会が発行する「活断層研究」において査読論文として公表

されたことにより、被告の評価の妥当性は学術的にも認められた。 

 原告らの主張について 20 

ａ 被告の調査が不十分であるとの主張について 

  前記 ａのとおり、被告は、佐田岬半島北岸部において稠密な海上

音波探査を実施し、高解像度な海上音波探査記録を得て、地質境界と

しての中央構造線が活断層ではないと評価しており、以下の各点も含

め、被告の調査に不十分な点はない。 25 

⒜ 振幅補正について 
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  被告が行った振幅補正は飽くまで、ブーマーやチャープソナーで

取得した海底下浅部のデータ解析のために行われたものであり、海

底下深部のデータを得るためではない。 

⒝ 伝播速度について 

海底下浅部は堆積物に海水が多く含まれる軟らかい層であり、水5 

中の音波の伝播速度である１５００ｍ／ｓを用いることは一般的な

処理である。 

ｂ 中央構造線断層帯長期評価（第二版）の記載 

中央構造線断層帯長期評価（第二版）には、佐田岬半島北岸部の活

断層の有無について調査の必要性を指摘する旨の記載があるが、これ10 

は、被告が実施した佐田岬半島北岸部の海上音波探査記録（四国電力

（２０１４））の存在が中央構造線断層帯長期評価の改訂に関わった委

員に十分に知られておらず、改訂に当たって、上記記録が考慮されて

いなかったことによるものであるから、上記記載をもって、佐田岬半

島北岸部に活断層が存在する可能性があるということはできない。 15 

ｃ ハーフグラーベンの不存在 

プレッシャーリッジ（地盤表面が凸上に膨らむ箇所）を伴う正のフ

ラワー構造（圧縮性の構造）とグラーベン（溝状に落ち込む箇所）を

伴う負のフラワー構造（伸張性の構造）とが共存する伊予灘の地質構

造は、断層模型実験の結果から、横ずれ運動を示し、正断層成分はか20 

なり小さいことが実証されているところ、このような地質構造を正断

層変位が現れるハーフグラーベン構造で説明することはできないので

あって、地質境界としての中央構造線にハーフグラーベンが存在する

とはいえず、活断層の存在が推認されるものではない。 

ｄ 三次元反射法探査の不実施について 25 

 前記 ａのとおり、伊予灘では、総延長約６７００ｋｍに及ぶ高密
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度かつ高解像度な海上音波探査が実施されており、被告は、これらの

二次元探査結果等を基に地下構造を三次元的に把握した上で、地下深

部の震源断層の傾斜角についても不確かさを考慮し、適切に地震動評

価に反映している。また、前記 ａのとおり伊予灘で実施された海上

音波探査によるデータは、佐田岬半島北岸部における活断層の有無を5 

判断するために必要かつ十分に得られており、このことは、多数の活

断層調査の専門家及び専門機関も述べるとおりである。したがって、

佐田岬半島北岸部において、活断層の有無を判断するために、更に三

次元反射法探査を実施する必要はない。 

なお、海上での三次元反射法探査では、一般に、調査船から数千ｍ10 

の長大な受振ケーブルを数百ｍの幅にわたって複数列曳航する必要が

あるため、広大な外洋での調査には適用性があるものの、伊予灘のよ

うに船舶の往来が多く、また漁業活動の盛んな内海で実施することは、

航行安全及び漁業活動への影響の観点から現実的には極めて難しいた

め、一般的とはいえない。 15 

 以上によると、二次元反射法探査である海上音波探査の結果等に基づ

き、佐田岬半島北岸部に活断層は存在しないとした被告の評価及びこれ

を是認した規制委員会の判断に不合理な点はない。 

イ 中央構造線断層帯の地震動の評価 

被告は、前提事実１１⑵ア ａのとおり、内陸地殻内地震につき、応答20 

スペクトルに基づく地震動評価及び断層モデルに基づく地震動評価を行

った。 

 応答スペクトルに基づく地震動評価 

ａ 中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）との比較について 

被告は、断層のすべり量について、堤・後藤（２００６）による中25 

央構造線断層帯の地質調査結果に加え、室谷ほか（２００９） 及び室
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谷ほか（２０１０） の知見（長大断層に限れば、地表最大変位量は平

均すべり量の概ね２～３倍であり、地表最大変位量は断層長さがほぼ

１００ｋｍで約１０ｍに飽和する。）と整合するように設定して、中央

構造線断層帯による地震の規模を約４８０ｋｍケースでＭｗ７．７～

８．０と評価したのに対し、中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）5 

は、地表において確認された最大の変位量（地表最大変位量）（７ｍ）

が断層の平均すべり量と同じという仮定や、一部区間の断層の幅や平

均すべり量が全長にわたって同一であるという仮定の下算出して、上

記地震規模を３６０ｋｍケースにおいてＭｗ７．９～８．４と評価し

たのであって、上記知見に反するし、中央構造線断層帯長期評価（一10 

部改訂）自身、地表のずれの量は、地下の断層面におけるずれの量と

同量ではない可能性があるとしている。また、平成２９年に改訂され

た中央構造線断層帯長期評価（第二版）では、モーメントマグニチュ

ードの算出方法が改められており、全長が約４４４ｋｍのモーメント

マグニチュードの値は、Ｍｕｒｏｔａｎｉ ｅｔ ａｌ．（２０１５）15 

で求めた地震モーメントを用いてＫａｎａｍｏｒｉ（１９７７） によ

り算出し、断層傾斜が高角度の場合でＭｗ７．８、中角度の場合でＭ

ｗ８．０と、中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）の算出結果（Ｍ

ｗ７．９～８．４）よりも、小さな値へと見直されている。 

以上によると、中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）の地震規模20 

より小さいことをもって、被告の地震規模の評価が過小であるとはい

えない。 

ｂ 被告による推定手法の問題点との主張について 

⒜ セグメントの区分等による地震規模評価 

松田式は、数百ｋｍに及ぶような長大断層に関するデータに基づ25 

く経験式ではなく、基になったデータに起因して、その適用範囲は
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長さ８０ｋｍ以下の断層に限られると考えられているところ、被告

は、これを踏まえて、長さが概ね８０ｋｍ以下になるようにセグメ

ントを区分し、上記区分ごとに算出した地震規模を合計する方法に

より断層全体の地震規模を求めた。この点、地震調査委員会による

「活断層の長期評価手法」報告書において、断層長さが断層面の幅5 

の４倍を超える場合には長さが４倍を超えないように区分した区間

が連動するモデルを設定して地震規模を算出する手法が示されてい

ることや、レシピにおいて、同手法が、活断層長さが概ね８０ｋｍ

を超える場合に参考とすべき知見として示されていることからすれ

ば、被告の上記算出方法が地震学的に合理性を有することは明らか10 

である。 

また、被告によるセグメント区分は、中央構造線断層帯の活動セ

グメントを把握した上で、活動セグメントの連動等も考慮して行わ

れたものであり、適切である。原告らは、約６９ｋｍケースと約１

３０ｋｍケースの中間に、最も地震動が大きくなるケースが存在す15 

るはずである旨主張するが、単なる憶測にすぎないし、約４８０ｋ

ｍケース、約１３０ｋｍケース及び約５４ｋｍケースの断層モデル

を用いた手法による地震動評価の結果によれば、本件発電所敷地に

最も大きな影響を及ぼすのは約５４ｋｍケースであるところ、断層

長さが長くなり、震源断層面が大きくなったとしても、地震動の距20 

離減衰により、地震動の評価地点との距離が遠い断層面からの地震

動の影響は極めて小さいものとなるため、それ以上断層長さを長く

しても、基本的には地震動の大きさは変わらないことが分かってい

るから、上記主張には理由がない。なお、本来、耐専式を適用でき

ないと判断すべき約６９ｋｍケースや約５４ｋｍケースにもあえて25 

保守的に耐専式を適用した結果、これらの方が、約４８０ｋｍケー
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スや約１３０ｋｍケースの評価結果より大きくなっている。また、

そもそも、震源が敷地に近く、その破壊過程が地震動評価に大きな

影響を与えると考えられる地震については、断層モデルを用いた手

法が重視されるべきである（地震ガイドⅠ．３．１⑵）。 

⒝ 松田式のばらつきを考慮していないとの主張について 5 

松田式を含む経験式は、観測記録に含まれる地域特性を適切に捨

象し、科学的に有意な関係性を導くものとして求められたものであ

るから、経験式の基となる観測記録と経験式とにばらつきが生じる

のは当然のことである（ただし、松田式については、非常にばらつ

きが小さく、震源断層長さと地震規模の間に強い相関関係がある。）。10 

このような経験式のばらつきをそのまま考慮することは、本件発電

所の立地する地域とは全く地域特性の異なる地域で発生する地震に

基づいて地震動評価を行うことになり、不合理である。 

そして、松田式は、断層長さと地震のマグニチュードの関係を表

す経験式であるところ、被告は、松田式のばらつきが生じる主たる15 

要因である断層幅について、詳細な調査を踏まえて、地震発生層の

上端深さ２ｋｍ、下端深さ１５ｋｍと保守的に設定するとともに、

松田式を用いた地震動評価（耐専式による評価）において、本来、

耐専式を適用すると過大評価となるケースについてもあえて耐専式

を適用するなどして松田式のばらつきが本件発電所の地震動の過小20 

評価につながらないよう配慮しており、不合理な点はない。 

⒞ 耐専式の適用排除について 

距離減衰式は、過去の地震観測データを回帰分析することによっ

て得られた一般法則を導く計算式であり、精度の高い予測を行うに

はその基となった観測記録に係るデータベースの範囲で適用される25 

べきであるところ、耐専式についても、そのデータベースである等
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価震源距離で２８～２０２ｋｍの範囲を外れる場合には、その適用

性を慎重に判断する必要がある。そして、耐専式の適用性に関する

意見交換会では、等価震源距離が「極近距離」よりも近傍の地震へ

の耐専式の適用に当たっては、観測記録やその他の距離減衰式によ

る評価又は断層モデルを用いた手法による地震動評価と比較するな5 

どして、個別に適用性を検証する必要があることが確認された。こ

の点、１９９９年トルコＫｏｃａｅｌｉ地震や台湾集集地震は、内

陸補正をした結果、他の評価結果とのかい離が小さいことが確認さ

れた事例であり、内陸補正をしてもかい離が大きい場合に耐専式を

適用できるかは別問題である。そして、被告は、上記意見交換会の10 

結論を踏まえて、等価震源距離が「極近距離」よりも近傍となるケ

ースへの耐専式の適用性を個別に検証し、約１３０ｋｍケース、約

６９ｋｍケース及び約５４ｋｍケースの各鉛直モデルでは、内陸補

正を行ってもその他の距離減衰式による評価結果と比べて明らかに

過大評価になることを確認したことから、これらのケースについて15 

耐専式を適用することはできないと判断した。 

 また、上記各ケースについて被告が用いたその他の距離減衰式に

よる地震動レベルは、断層モデルを用いた手法による地震動評価の

結果と整合的であり、その他の距離減衰式同士の地震動レベルも概

ね同等であった。 20 

以上によると、被告が、上記の各ケースにつき、耐専式の適用を

排除してその他の距離減衰式を採用したことに不合理な点はない。 

⒟ 耐専式のばらつきにつき定量的上乗せをしていないことについて 

前記３⑴（被告の主張）イのとおり、本件ばらつき条項は、経験

式から求まる値とその基となる観測データにばらつきが生じるとい25 

う当然のことを注意的に規定したものにすぎず、経験式によって算
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出された数値に上乗せすることを求めるものではない。 

そして、耐専式は、観測地点の地域特性の違いに起因してばらつ

きが生じるところ、このばらつきをそのまま考慮することは、本件

発電所の立地する地域とは特性の全く異なる他の地域で発生する地

震に基づいて地震動評価をすることとなり、不合理である。この点、5 

被告は、本件発電所敷地の地域特性として、耐専式によって求まる

地震動よりも小さめの地震動になると考えられる要素（内陸地殻内

地震であり内陸補正を行うのが妥当であること、耐専式が前提とす

るＳ波速度２．２ｋｍ／ｓよりも硬い地盤であることなど）がある

にもかかわらず、あえてそれらを考慮しないことなどにより、十分10 

な保守性を確保しているのであって、被告が、耐専式につき定量的

に上乗せをしていないことは不合理でない。 

なお、内陸補正係数は、一般社団法人日本電気協会原子力規格委

員会が定めた規格（ＪＥＡＧ４６０１）において採用されているも

のであり、規制委員会もその妥当性を認めており、信頼性の高い知15 

見といえる。 

⒠ 南傾斜モデルを想定していないことについて 

耐専式の適用において、断層面の南傾斜を想定すると、鉛直モデ

ルよりも断層面が更に敷地に近くなり、等価震源距離も短くなるた

め、鉛直モデルでさえも等価震源距離が短すぎて耐専式の適用が困20 

難であった約１３０ｋｍケース、約６９ｋｍケース及び約５４ｋｍ

ケースについては、南傾斜を想定すると、適用範囲から更に外れる

こととなるのは自明であり、南傾斜を考慮する意味はない。また、

不確かさとして考慮する断層傾斜角を南傾斜８０度とすることにつ

いては、平成１８年の旧耐震指針の改訂に伴って地震動評価を見直25 

した際（耐震バックチェック）、原子力安全委員会での有識者による



127 

 

審査での議論を経て認められており、本件適合性審査においても、

特段の異論なく承認され、中央構造線断層帯長期評価（第二版）で

も、中央構造線断層帯の震源断層の傾斜角につき、北傾斜の可能性

と鉛直の可能性が両論併記されているのみであることからすると、

南傾斜８０度は、十分に保守的かつ合理的な設定であり、南傾斜６5 

０度を考慮する必要はない。 

なお、約４８０ｋｍケースでは、南傾斜８０度を考慮しても耐専

式の適用が可能である可能性もあるが、長大断層のケースについて

は、等価震源距離が相当に長く、地震波の減衰が大きいため、南傾

斜８０度を想定し、等価震源距離が鉛直モデルより多少短くなると10 

しても、地震動評価に与える影響は小さく、他のケースを大きく上

回るような結果になることはないから、被告がこれを省略したこと

に不合理な点はない。 

 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

ａ 壇ほか（２０１１）を採用したことについて 15 

⒜ 壇ほか（２０１１）は、壇ほか（２０１２）、藤堂ほか（２０１２）、

壇ほか（２０１６）による検証により妥当性が確保されており、被

告自身も、壇ほか（２０１１）を用いた中央構造線断層帯の地震動

評価結果と１９９９年トルコＫｏｃａｅｌｉ地震や２００８年四川

地震の岩盤上の観測記録とを比較して整合的であることを確認し、20 

本件適合性審査でも確認を受けている。また、壇ほか（２０１１）

の手法は、ＩＡＥＡがＳＳＧ－９（ＩＡＥＡの安全基準の一つであ

り、原子力発電所施設の地震ハザード評価に関する内容を規定した

もの）を補完する目的で策定しているＳａｆｅｔｙ Ｒｅｐｏｒｔ

ｓ Ｓｅｒｉｅｓ Ｎｏ．８５で長大断層に対する新たな評価手法25 

として認められている。これらの事情に照らせば、壇ほか（２０１
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１）は、信頼性のある手法である。 

なお、壇ほか（２０１１）の妥当性の検証のうち、２００２年ア

ラスカＤｅｎａｌｉ地震の記録を用いた検証においては、同地震の

ＰＳ１０観測点の表層地盤で液状化気味の影響を受けた最大加速度

については比較の対象とされておらず、十分な検証がされている。 5 

⒝ また、壇ほか（２０１１）は地震モーメントや応力降下量といっ

たパラメータを一連のものとして設定しており、それらを用いるこ

とで長大断層による地震動を再現できることなどが検証されている

のであるから、壇ほか（２０１１）の設定するアスペリティの応力

降下量が過小となるものではない。 10 

ｂ 約１３０ｋｍケースの鉛直モデル及び約５４ｋｍケースについてＦ

ｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）を適用したこと

について 

レシピは、長大断層の横長の断層面において円形の破壊面を想定す

ることが困難であることに鑑みてＦｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’15 

ｕｒａ（２０００）を用いることを提案しているところ、平成２８年

改訂レシピによると、原告ら主張の誤解が生じ兼ねなかったため、平

成２８年１２月修正レシピにおいて、円形クラックの式を用いてアス

ペリティの大きさを決めることが困難な断層等についてＦｕｊｉｉ 

ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）を用いることができる旨明20 

示された。したがって、約１３０ｋｍケースの鉛直モデルや約５４ｋ

ｍケースについてＦｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２００

０）の応力降下量（３．１ＭＰａ）を用いることは妥当である。 

ｃ 約５４ｋｍケースに入倉・三宅式を適用したことについて 

入倉・三宅式については、宮腰ほか（２０１５）により、平成７年25 

以降に発生した国内の内陸地殻内地震（Ｍｗ５．４～６．９）のデー
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タを用いて再評価を行った結果、Ｍｗ６．５以上で入倉・三宅式とよ

く一致することが確認されており、また、入倉ほか（２０１６）によ

り、２０１６年熊本地震の観測データについても、入倉・三宅式と整

合的であることが確認されている。 

もっとも、入倉・三宅式が、断層幅や断層長さの設定いかんによっ5 

ては、地震モーメントが小さめになるリスクがあり得ることは従来か

ら知られていたため、被告は、中央構造線断層帯について、断層長さ

及び断層幅を保守的に設定するとともに、断層傾斜角を北傾斜３０度

とする不確かさを考慮することにより、鉛直な断層に比して約４倍の

地震モーメントを設定するなど、十分に保守的に地震動評価を行った10 

上、約５４ｋｍケースについては、壇ほか（２０１１）のスケーリン

グ則も併用して評価しており、地震動を過小評価していない。 

なお、レシピに挙げられた松田式を用いる手法は、一部の断層パラ

メータの設定を簡便化した方法としてレシピに追加されたものにすぎ

ず、同手法による場合、調査により得られた震源断層の詳細な情報を15 

直接地震動評価に用いることができないばかりか、震源断層の長さや

幅を仮想的に調整して震源断層モデルを設定することになるため、既

に存在する詳細な震源断層（長さ、幅等）の情報と一致しない震源断

層面を設定することになってしまうのであって、詳細な情報を用いる

入倉・三宅式のスケーリング則を用いた手法の方が科学的に合理性の20 

ある評価を行うことができ、松田式を用いる必要はない。 

⑶ プレート間地震の地震動評価 

（原告らの主張） 

ア 地震規模の評価の誤り 

被告は、検討用地震として選定した南海トラフ巨大地震につき、応答ス25 

ペクトルに基づく地震動評価を行うに当たり、地震規模をＭｗ８．３と評
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価している。しかしながら、地震本部は、南海トラフ長期評価（第二版）

において、南海トラフ巨大地震につき、Ｍ８．０～９．０の地震が３０年

以内に６０～７０％の確率で発生すると公表しているのであるから、安全

性確保の観点からは、上記数値の最大値であるＭ９．０を想定すべきであ

る。被告は、南海トラフ巨大地震についてＭｗ８．３を採用した根拠を内5 

閣府検討会（２０１２ｂ）の見解に求めているが、内閣府検討会は、基本

的には、一般防災を目的として、東北地方太平洋沖地震と同様の地震が南

海トラフで起きた場合の震度分布等を検討しているにすぎず、より安全性

に配慮する必要性のある個別施設については、個別の設計基準等に基づい

た地震・津波の推計が改めて必要であることは内閣府検討会自身が認めて10 

いるところであるから、同見解を地震規模の根拠とするのは誤りである。 

イ 地震の連動等に関する検討の欠如 

また、被告は、南海トラフ巨大地震の規模等を想定するに当たって、以

下の各検討を欠いている。 

 東海から琉球海溝までの連動による超巨大地震の発生 15 

地震規模と断層の動いた距離・面積には相関関係があるとされている

ところ、東北地方太平洋沖地震では、５００ｋｍの断層が動いたと言わ

れているのに対し、南海トラフでは、複数の専門家により、少なくとも、

御前崎から喜界島にかけての１０００ｋｍを超える領域を大きく変位さ

せるようなＭ９．０クラスの超巨大地震が平均して約１７００年の間隔20 

で発生した可能性がある旨の見解が示されている。しかるに、被告は、

上記のような東海から琉球海溝までの連動による超巨大地震の発生可能

性について検討をしていない。 

 地震セグメントの連動 

複数の専門家が、南海トラフにおいては、東海、東南海、南海地震の25 

３つの地震セグメントが、数～数十分の時間差で連動することについて
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も検討が必要であり、上記各セグメントが数分の時間差で連動した場合、

強い揺れの継続時間が２０～３０分以上と長くなる可能性がある旨指摘

しているところ、長時間の揺れは、減衰の少ない建物に長時間にわたっ

て共振を起こし、材料疲労の蓄積などに大きな影響を与えるものと考え

られており、また、平野部の液状化に及ぼす影響についても検討が必要5 

であるとされている。しかしながら、被告は、上記各セグメントの時間

差連動及びこれによる長時間の地震動継続の問題を検討していない。 

 震源域の位置 

複数の専門家が、東北地方太平洋沖地震域の外縁の上（プレート面の

深さは６０ｋｍ以上）にあった福島第一原発が６７５ガルを観測したの10 

であるから、南海トラフ巨大地震が起これば、同地震の震源域の北限の

真上（プレート境界面の深さは約３５ｋｍ）に位置する本件発電所にお

ける地震動が５７０ガルを大きく超える可能性は否定できないと述べて

いるが、被告は、上記見解を考慮していない。 

 発生様式を異にする地震の連動 15 

１８５４年安政東海地震や、東北地方太平洋沖地震では、プレート間地

震から、内陸地殻内地震、スラブ内地震が連動したように、Ｍ９．０クラ

スの南海トラフ巨大地震が発生した場合、余震とともにＭ８．０を超える

中央構造線断層帯を震源とする巨大地震、スラブ内地震が連動すること

により、想定をはるかに超える地震動が発生する可能性があり、その場20 

合、揺れの時間も相当長くなるはずであるが、被告は、そのような深刻な

事態の発生を全く想定していない。 

ウ したがって、南海トラフ巨大地震の地震規模に関する被告の想定は不十

分であり、これを是認した規制委員会の判断は不合理である。 

（被告の主張） 25 

ア 地震規模の評価の誤りとの主張について 
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被告は、前提事実１１⑵ア ｂのとおり、南海トラフ巨大地震を検討用

地震として選定し、内閣府検討会（２０１２ｂ）に基づき、地震規模をＭ

ｗ８．３と想定して応答スペクトルに基づく地震動評価を行った。すなわ

ち、内閣府検討会（２０１２ｂ）は、距離減衰式がそもそも巨大地震に対

して適用できるように作成されたものではないことを踏まえ、Ｍｗ８．０5 

を超えるような巨大地震に対して距離減衰式を用いる場合に設定する地

震規模に関して、東北地方太平洋沖地震（Ｍｗ９．０）について、距離減

衰式から求められる地震の規模であるパラメータＭｗが８．２～８．３程

度であることから、南海トラフ巨大地震（Ｍｗ９．０）について、東北地

方太平洋沖地震と同じＭｗ８．３を採用しているところ、被告もこれに基10 

づき、Ｍｗ８．３を採用して評価を行った。そして、内閣府検討会（２０

１２ｂ）で示された南海トラフ巨大地震に係る強震断層モデル（Ｍｗ９．

０）は、科学的知見に基づき、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの巨

大な地震及び津波を検討した結果によるものであり、過大評価となってい

る可能性すら留保されているのであって、一般防災用に平均的なレベルの15 

ものとして策定されたものではないから、これに基づいた評価が過小評価

となるものではない。また、被告は、個別の設計基準等であるところの地

震ガイド等に基づき、内閣府検討会（２０１２ｂ）のモデルに更に不確か

さを考慮した評価を実施した。 

イ 地震の連動等に関する検討の欠如との主張について 20 

 東海から琉球海溝までの連動による超巨大地震の発生との主張につ

いて 

 前記アのとおり、内閣府検討会（２０１２ｂ）のモデルは、現在の科

学的知見に基づいて想定される最大規模のものであり、これを上回る規

模の地震の発生は考え難いし、被告は、固着域等に着目した分析、評価25 

を行った結果、南海トラフから琉球海溝の領域が連動する地震の発生可
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能性を考慮する必要がないことを確認しており、被告の地震規模の想定

に誤りはない。なお、南海トラフから琉球海溝の領域が連動する地震を

想定しても、本件原子炉施設の地震動評価にとって支配的であるのは本

件原子炉施設に近い南海トラフの領域であること及び本件原子炉施設の

地震動評価において南海トラフ巨大地震による地震動は中央構造線断層5 

帯の地震による地震動に比べてかなり小さいものであることに鑑みれば、

本件原子炉施設の基準地震動Ｓｓの評価に影響することは考えられない。 

 地震セグメントの連動 

仮に、東海、東南海及び南海地震の３つの地震セグメントが時間差連

動したとしても、東海及び東南海セグメントは本件発電所敷地から離れ10 

ており、これらのセグメントから本件発電所敷地にもたらされる地震動

は極めて小さいものと推察され、南海セグメントによる影響が支配的で

ある本件発電所に大きな影響が生じることはない。また、上記連動によ

り長周期地震動の継続時間が長くなることが懸念されるとしても、固有

周期が短周期である原子炉施設への影響は小さい。 15 

 震源域の位置 

原告らが指摘する専門家らの見解は、いずれも具体的に地震動評価を

行った結果に基づくものではなく、抽象的可能性を述べるにとどまる。

また、その点を措くとしても、原告らの主張は、本件発電所敷地は、福

島第一原発と比較して、地震動の増幅が小さい地盤であること、福島第20 

一原発に地震動をもたらす厚く硬い太平洋プレートで発生する地震動は

大きくなりやすいのに対し、本件発電所に地震動をもたらすフィリピン

海プレートは比較的薄く軟らかいことなど、地域特性が大きく異なるこ

とを踏まえないものであって理由がない。 

 発生様式を異にする地震の連動 25 

原告らの主張は、抽象的な可能性を指摘するものにすぎず、それを措
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くとしても、南海トラフ巨大地震が発生したとしても、本件原子炉施設

の安全上重要な設備は、弾性範囲（地震力によって一時的に変形しても、

地震力を取り除くと元どおりになる範囲）にとどまるため、南海トラフ

巨大地震から時間的に近接して再び強震動に襲われると仮定しても、安

全性が損なわれることはない。 5 

ウ したがって、南海トラフ巨大地震の地震規模に関する被告の想定は十分

であり、これを是認した規制委員会の判断は合理性を有する。 

⑷ 海洋プレート内地震の地震動評価 

（原告らの主張） 

  海溝部分より深部で発生するスラブ内地震については、プレート間地震に10 

比して、その実態が明らかにされておらず、短周期成分が多いことや、応力

降下量が高いことから、本件原子炉施設に甚大な被害をもたらすおそれがあ

り、地震規模の想定に当たっても、十分に余裕をもった慎重な配慮が求めら

れるべきである。 

そして、予測地図（２０１４）において、本件発電所敷地の領域（安芸灘15 

～伊予灘～豊後水道）における海洋プレート内地震の最大マグニチュードは

Ｍ８．０となっていること、国内における観測史上最大の海洋プレート内地

震である１９９４年北海道東方沖地震（Ｍ８.２）や１９１１年奄美大島近海

の地震（Ｍ８.０）の地震規模に照らせば、海洋プレート内地震の基本震源モ

デルは、少なくともＭ８.０を基本とすべきである。 20 

したがって、海洋プレート内地震に係る被告の基本震源モデルの設定は明

らかに過小評価であり、これを是認した規制委員会の判断は不合理である。 

（被告の主張） 

被告は、前提事実１１⑵ア ｃのとおり、１６４９年安芸・伊予の地震（Ｍ

６．９）を検討用地震として選定し、基本震源モデルを設定し、応答スペク25 

トルに基づく地震動評価及び断層モデルを用いた手法による地震動評価を行
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った。 

そして、地震調査委員会の予測地図（２０１４）におけるＭ８．０という

値については、飽くまで暫定値であると解されること、この値の根拠は、「１

９１１．０６．１５ 奄美大島近海と同程度の地震が発生し得ると仮定」さ

れたものであるが、同地震は、最新の研究ではプレート間地震と評価されて5 

おり、地震調査委員会においても、同様の見解が有力であるとする考えが示

されていること、仮に、上記地震が海洋プレート内地震であったとしても、

琉球海溝のプレートと本件発電所敷地のプレートの生成年代や厚さの違いか

ら、同地震は本件発電所敷地周辺に想定されるものではないこと、地震調査

委員会は、敷地周辺のフィリピン海プレートにＭ８．０の海洋プレート内地10 

震を想定するに当たって、「８０ｋｍ×８０ｋｍの矩形断層面」を想定してい

るところ、敷地周辺のフィリピン海プレートの厚さは３０～４０ｋｍ程度で

あり、上記のように大きな水平矩形断層面を設定することは不可能であるこ

とからすると、本件発電所敷地周辺の海洋プレート内地震の地震動評価に当

たって、参照することは適切でない。 15 

したがって、海洋プレート内地震に係る被告の基本震源モデルの設定は適

切であり、規制委員会の判断は合理性を有する。 

５ 令和元年火山ガイドの合理性の有無 

（原告らの主張） 

⑴ 立地評価に係る令和元年火山ガイドの不合理性  20 

ア 巨大噴火の可能性評価の不合理性について 

原子力発電所の「運用期間」とは「原子力発電所に核燃料物質が存在す

る期間」であって（令和元年火山ガイド１．４⑷）、原則として４０年とさ

れる「運転期間」とは異なる概念であるところ、原子力発電所は、制御棒

を挿入して稼働を停止しても、崩壊熱を発し続けるため、その間、燃料棒25 

を搬出することができず、さらに、現時点においては、使用済み核燃料物
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質の搬出先も何ら具体的に定まっていないのであって、本件発電所に核燃

料物質が存在する期間は数百年に及ぶ可能性が高く、検討対象火山の活動

可能性評価は、このような極めて長期に及ぶスパンの中で行われなければ

ならない。 

この点、後記 のように、多数の専門家が、現在の火山学では、原子力5 

発電所の運用期間という中長期的な期間において、火山噴火の時期及び規

模を予測することは不可能であるとしており、火山噴火の中長期的予測の

手法は確立していないのであって、現在の火山の状態から火山噴火の時期

及び規模を予測することなどできない。したがって、検討対象火山の活動

可能性評価に当たっては、これを前提に、少なくとも後期更新世以降に発10 

生した噴火については、基本的に運用期間中も発生する可能性を否定でき

ないと考えるとか、噴火が起こらないというよほど確実な証拠が存在しな

い限りは、噴火の可能性を否定できないものとして扱うなどする必要があ

り、そうすることが、確立された国際的な基準であるＩＡＥＡの原子力発

電所の立地評価における火山ハザードに関する安全指針（ＳＳＧ－２１）15 

にも合致するものである。 

しかるに、旧火山ガイド及び平成２９年火山ガイドは、将来の噴火の可

能性（時期及び規模）を相当程度の正確さで予測できることを前提として

いたため、複数の裁判所で不合理であると認定され、令和元年火山ガイド

は、火山活動に関する個別評価で行うのは、「現在の火山の状態を評価する」20 

（令和元年火山ガイド解説－３．）ことであると認めるに至ったものの、現

在の火山の状態を評価することが、検討対象火山の活動可能性が十分小さ

いと評価することにつながる理由は何ら説明されておらず、前述のとおり、

最新の火山学の知見によっても、火山噴火の時期及び規模に関する的確な

中長期的予測は困難である以上、現在の火山の状態から検討対象火山の活25 

動可能性の大小を評価することなどできない。また、そもそも、令和元年
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火山ガイドにおける火山活動に関する個別評価の具体的手法は、旧火山ガ

イド及び平成２９年火山ガイドにおける手法と同様であるから、令和元年

火山ガイドは、依然として、噴火の時期及び規模について中長期的に予測

できることを前提として、火山活動に関する個別評価に関し、過去に巨大

噴火が発生した火山における巨大噴火とそれ以外の規模の噴火を区別し、5 

運用期間中における巨大噴火の可能性評価（以下、単に「巨大噴火の可能

性評価」という。）につき、①「巨大噴火が差し迫った状態ではないと評価

でき」（非切迫性の要件）、②「運用期間中における巨大噴火の可能性を示

す科学的に合理性のある具体的な根拠が得られていない場合」（具体的根

拠欠缺の要件）は、「運用期間中における巨大噴火の可能性は十分に小さい10 

と判断できる」としているところ、後記 のとおり、上記各要件は、最新

の火山学の上記知見に反している。 

以上によると、令和元年火山ガイドは不合理である。 

  中長期的な予測が不可能であること 

ａ 噴火間隔又は階段ダイヤグラムを用いた評価について 15 

    令和元年火山ガイドは、火山の過去の活動履歴（噴火間隔ないし階

段ダイヤグラム）を評価することで、検討対象火山の活動可能性を評

価できるような記載となっている。 

しかし、噴火間隔（階段ダイヤグラム）を活用して噴火時期を予測

するには、マグマ供給率又は噴火噴出物放出率が一定であることが必20 

要条件であるところ、これが長期にわたって成立する保証はないこと、

噴出物量の推定そのものに大きな誤差が含まれていること、噴火年代

についても大きな誤差があることなどから、噴火間隔（階段ダイヤグ

ラム）を用いて将来の活動可能性を予測することには相当に大きな不

確実性があることが、多数の専門家により指摘されているところであ25 

り、令和元年火山ガイドの上記記載は不合理である。 
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ｂ 噴火ステージ論を用いた評価について 

噴火ステージ論に対しては、複数の専門家から噴火の予測に用いる

ことにつき疑問が呈されており、噴火ステージ論を用いて将来の破局

的噴火の発生可能性を否定することは非科学的であり、これを評価手

法の一つとして位置付けている令和元年火山ガイドは不合理である。 5 

ｃ マグマ溜まりの状況に関する評価について 

地下浅部に大規模な珪長質マグマ溜まりがなければ巨大噴火が起き

ないという知見は、確立した知見ではなく、１０ｋｍ以深のマグマ溜

まりから巨大噴火のマグマが供給されることもあり得るし、阿蘇２火

砕流及び阿蘇３火砕流が安山岩質であることからすれば、大規模な珪10 

長質マグマ溜まりがなくとも巨大噴火は発生するといえ、また、複数

のマグマ溜まりから同時期に噴出して一つの巨大噴火を構成すること

も考えられる。 

また、マグマ溜まりがシル（水平方向に薄く広がった貫入マグマ）

の集合体である場合は、浮力よりもむしろ、地殻内のレオロジーや剛15 

性のコントラスト、応力場などがマグマの定置深度を支配するらしい

と考えられており、浅い位置に扁平楕円体のマグマ溜まりがなくても

噴火に至る場合がある。さらに、マグマ溜まりの大部分はマッシュ状

（半固結状態）でほとんど流動できない状態にあり、その外縁は周辺

の母岩と明確な区別はできないと考えられているのであって、マグマ20 

溜まりの位置、体積を正確に見積もることは困難である。 

したがって、マグマ溜まりの状況から、破局的噴火が切迫している

か否かを判断することは困難であり、これが可能であることを前提と

する令和元年火山ガイドは不合理である。 

 非切迫性の要件及び具体的根拠欠缺の要件について 25 

ａ 非切迫性の要件について 
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「巨大噴火が差し迫った状態ではない」ことにつき、具体的・客観

的な基準は何ら示されておらず、要件として曖昧不明確で恣意的な判

断を許すものとなっている。また、原子炉施設の安全性確保のために

は、少なくとも使用済核燃料を搬出する今後十数年の間に「巨大噴火

が差し迫った状態ではない」と評価できる必要があるところ、前記5 

のとおり、火山噴火の時期及び規模を中長期的に予測することはでき

ないのであって、非切迫性の要件は、現在の火山学の知見において不

可能なことを要求するものといわざるを得ない。 

ｂ 具体的根拠欠缺の要件について 

前記 のとおり、現在の火山学の水準に照らせば、火山噴火の時期10 

及び規模を中長期的に予測することは不可能なのであるから、「運用期

間中における巨大噴火の可能性を示す科学的に合理性のある具体的な

根拠」を示すことは不可能であって、具体的根拠欠缺の要件は、要件

として機能しないものである。 

イ 巨大噴火に至らない噴火についての噴火規模の推定手法の不合理性につ15 

いて 

令和元年火山ガイド（令和元年火山ガイド４．１⑶）は、検討対象火山

の噴火規模の推定に当たって、調査結果から噴火規模を推定できない場合

は、「検討対象火山の過去最大の噴火規模とする」としつつ、過去に巨大噴

火が発生した火山で、巨大噴火の可能性が十分小さいと判断されたものに20 

ついては、「当該火山の最後の巨大噴火以降の最大の噴火規模とする」と定

めるが、巨大噴火に関する上記推定方法は、何ら科学的合理性を有するも

のではない。原子炉施設の安全性確保という点からは、火山噴火の時期及

び規模の中長期的予測が困難である以上、旧火山ガイド上、「調査結果から

噴火の規模を推定できない場合は、検討対象火山の過去最大の噴火規模と25 

する」とされていたとおり、巨大噴火が発生した火山についても過去最大
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の噴火規模を想定すべきであるし、仮に、破局的噴火については、社会通

念を根拠として、例外的にこれを考慮しないとしても、破局的噴火に該当

しない規模の噴火については、その中での最大の噴火規模、すなわち、少

なくとも、破局的噴火に準じる規模（少なくとも数十ｋ㎥の噴火）が想定

されるべきである。 5 

 また、原子炉施設の安全性の判断に際し、巨大噴火については、その発

生が低頻度の事象であること、被害が甚大であるにもかかわらず、これを

想定した法規制や防災対策が原子力規制以外の分野では行われていない

こと等を理由に、巨大噴火の活動可能性及び到達可能性が否定できないだ

けで立地不適とするのは社会通念に反するとの考えがあるが、社会通念は、10 

社会によるリスク受容の問題であるところ、リスク概念は発生確率と被害

の大きさの積により求められるべきものであり、破局的噴火の発生頻度の

小ささが危険度の小ささを意味するものではなく、これを前提として、巨

大噴火の危険性をないことにする旨の社会的な合意（社会通念）は存在し

ない。したがって、令和元年火山ガイドが、立地評価にいう設計対応不可15 

能な火山事象に何らの限定を付していない（破局的噴火による火砕流を含

めている。）にもかかわらず、内容が抽象的で世論調査に示された大多数の

共通認識（原発再稼働反対の意見が賛成の意見を上回っている。）を無視し

かねない社会通念という概念を用いて巨大噴火に関する評価を限定的に

解することは許されるべきではない。 20 

ウ モニタリングが立地評価の対象から外れたことに伴う保守的な修正がさ

れていない点について 

 旧火山ガイドにおいては、モニタリングは、噴火可能性が十分小さいこ

とを継続的に確認することが目的であり、「原子炉の運転停止、核燃料の搬

出等を行うために監視」するものであることが明記され、立地評価の一部25 

として５項に位置付けられていた。このような旧火山ガイドにおけるモニ
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タリングの規定は、適合性審査時に、検討対象火山の活動可能性を評価す

ることに加え、適合性審査後もモニタリングによって噴火につながる異常

を把握することが担保されるからこそ、立地不適としないという位置付け

であったことがうかがわれる。これに対し、令和元年火山ガイドにおいて

は、モニタリングは、評価時から状態の変化の検知により評価の根拠が維5 

持されていることを確認することを目的とするものとされて、立地評価と

は別に６項に位置付けられ、「原子炉の運転停止、核燃料の搬出等を行うた

めに監視」との文言が削除されるなど、モニタリングの位置付けが明らか

に異なっている。 

 モニタリングによって噴火の兆候が把握できないことは多数の専門家10 

からも指摘されているとおりであり、モニタリングによって立地評価を担

保することはできないから、旧火山ガイド自体が不合理であるところ、こ

のような旧火山ガイドの不合理性を解消するためには、立地評価において、

より保守的な基準を設けて不確実性を補うべきであるが、令和元年火山ガ

イドは、上記のとおり、モニタリングの位置付けを立地評価から外したの15 

みで、何ら保守的な修正を行っていないのであるから、この点においても、

不合理である。 

⑵ 影響評価に係る令和元年火山ガイドの不合理性 

令和元年火山ガイドは、気中降下火砕物の大気中濃度の推定手法として、

３．１の手法及び３．２の手法のいずれかの手法によれば足りるとしている。20 

しかしながら、上記のうち採用した手法に基づく計算結果と比較して、採用

しなかった手法に基づく計算結果の方が大きい値になる可能性があること、

いずれの手法も、再飛散現象を考慮しておらず、３．１の手法は、凝縮によ

って単独では地表に到達し得ない細粒火砕物の落下を促進するという点を考

慮していないなど、それ自体に大きな不定性が存在しており、降下火砕物検25 

討チームの会合において、委員から、常識的な範囲での想定である旨、保守
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的な想定ではないことを認める発言もあったことからすると、少なくとも、

両手法を採用した上で、いずれか大きい値を用いるのが最低条件であるにも

かかわらず、いずれかの手法で足りるとする令和元年火山ガイドは、火山現

象の不確実性に対して非保守的であり、不合理である。 

（被告の主張） 5 

前記１（被告の主張）のとおり、本件差止請求が認められるためには、原告

らの人格権を侵害する具体的危険が存在することが必要であって、単に、令和

元年火山ガイドが不合理であるのみでは、上記具体的危険が存在することが示

されたとはいえない。 

 また、令和元年火山ガイドは、以下のとおり、合理的である。 10 

⑴ 立地評価に係る令和元年火山ガイドの合理性 

ア 巨大噴火の可能性評価について 

 規制委員会による火山影響評価に係る適合性審査は、事業者の申請に

係る火山影響評価の内容が原子炉等規制法４３条の３の６第１項４号及

び設置許可基準規則６条に適合するか否かを審査するものであって、令15 

和元年火山ガイドは、法規でも、行政手続法上の審査基準に該当するも

のでもなく、事業者の申請に係る火山影響評価に対する妥当性判断の一

例を示した規制委員会の手引に過ぎない。したがって、令和元年火山ガ

イドの規定の合理性は、上記各法規の趣旨を踏まえて検討する必要があ

る。 20 

この点、原子炉等規制法４３条の３の６第１項４号にいう「災害の防

止上支障がないもの」とは、原子炉施設の位置、構造及び設備が、「相対

的安全性」（前記１（被告の主張）⑵）を前提とした安全性を備えている

ことをいうものである。したがって、規制委員会が、安全審査における

審査基準を策定し、その適合性を判断するに当たっては、科学的、専門25 

技術的知見のみならず、社会がどの程度の危険性であれば容認するかと
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いう観点（社会通念）も考慮に入れなければならず、その判断は、規制

委員会の専門技術的裁量に委ねられているものと解するのが相当である。

そして、同号に基づき定められた設置許可基準規則６条１項は、「安全施

設（略）は、想定される自然現象（略）が発生した場合においても安全

機能を損なわないものでなければならない。」、同条２項は「重要安全施5 

設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定され

る自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時

に生ずる応力を適切に考慮したものでなければならない。」と定め、上記

「想定される自然現象」には、「火山の影響」が含まれ（設置許可基準規

則解釈６条２項）、上記「大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される10 

自然現象」とは、「対象となる自然現象に対応して、最新の科学的技術的

知見を踏まえて適切に予想されるものをいう」とされているところ（設

置許可基準規則解釈６条５項）、原子炉等規制法４３条の３の６第１項４

号の上記趣旨によると、設置許可基準規則６条は、合理的に想定される

自然現象を超えて、抽象的な危険まで考慮することを求める趣旨ではな15 

い。 

以上によると、巨大噴火については、それ以外の噴火との間で、発生

頻度、被害の特徴やその程度、原子炉施設への影響、その他の社会的影

響等の自然現象としての特徴に大きな相違がある上、その危険性に対す

る社会通念も全く異なっているため、原子炉等規制法４３条の３の６第20 

１項４号及び設置許可基準規則６条は、いずれも、巨大噴火については、

その発生可能性が相応の根拠をもって示されない限り、安全確保上これ

を想定しないことを許容していると解される。 

   そして、令和元年火山ガイドは、原子力災害の発生防止に万全を期  

する観点から、あえて巨大噴火を原子力規制の下に置いた上で、上記の25 

社会通念も考慮した専門技術的裁量によって、可能な限りで巨大噴火に
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対する規制の枠組みを示したものであって、火山事象に対して原子炉施

設の安全を確保するための規制の在り方として何ら不合理な点はない。  

 原告らの主張について 

ａ 現在の火山の状態から火山噴火の時期及び規模を予測することなど

できないにもかかわらず、これが可能であることを前提としていると5 

の主張について 

令和元年火山ガイド（令和元年火山ガイド解説-３．）にも明記され

ているとおり、火山活動に関する個別評価は、設計対応不可能な火山

事象が発生する時期及び規模を的確に予測できることを前提とするも

のではなく、現在の火山学の知見に照らして現在の火山の状態を評価10 

し、運用期間中における設計対応不可能な火山事象を伴う火山活動の

可能性が小さいかどうかを確認するものである。そして、後記⒜～⒞

のように、検討対象火山の活動履歴や地球物理学的調査等を総合して

現在の火山の状態を評価することは一定程度可能であることを踏まえ、

検討対象火山の現在の活動状況が巨大噴火が差し迫った状態ではない15 

と評価でき、かつ、原子力発電所の運用期間中に巨大噴火の可能性を

示す科学的に合理性のある具体的な根拠もないのであれば、原子力発

電所の運用期間中の巨大噴火の可能性は十分小さいと判断するとして

いるのであって、令和元年火山ガイドの定めは何ら不合理ではない。 

⒜ 噴火間隔又は階段ダイヤグラムを用いた評価について 20 

数万年以上といった長い活動間隔を有する火山事象である巨大噴

火の可能性を評価する上で、過去の長期にわたる火山活動履歴を精

査し、当該火山の火山活動の変遷や特徴を知ることが重要であると

ころ、当該火山の活動間隔（噴火間隔）と最新の巨大噴火からの経

過期間は、巨大噴火の可能性を評価する上での重要な基礎情報の一25 

つである。一方で、活動間隔（噴火間隔）による検討のみから直ち
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に巨大噴火の可能性を評価することはできないことから、被告は、

後記６（被告の主張）⑴アのとおり、阿蘇の活動性に係る評価を行

う上で、活動履歴や地球物理学的調査に基づく検討も行っている。 

⒝ 噴火ステージ論を用いた評価について 

巨大噴火が発生した複数のカルデラ火山において、巨大噴火に向5 

けたマグマの進化を示唆する噴火の態様の変化が指摘されているこ

とからすれば、別のカルデラ火山の噴火履歴を参照して、現在の状

態について検討することも一つの検討として有効である。 

⒞ マグマ溜まりの状況に関する評価について 

現在の火山学におけるごく一般的な知見において、巨大噴火には、10 

揮発性物質が高濃度であり、かつ揮発性物質がマグマ内から放出さ

れにくく効率的にマグマの破砕が進むという特性を有している膨大

な珪長質マグマの蓄積を必要とするとされているところ、密度が小

さい珪長質マグマの浮力中立点が浅いことや、環状割れ目に沿って

陥没する大型カルデラの生成機構等を踏まえれば、巨大噴火のマグ15 

マ溜まりは地下浅部に達していると考えられている。なお、阿蘇２

噴火ないし阿蘇４噴火についても、大局的に上部に珪長質マグマ、

下部に苦鉄質マグマが密度的に安定成層した層状マグマ溜まりがあ

ったと考えられており、いずれにおいても、珪長質マグマを大量に

噴出している。 20 

そして、マッシュ状の部分だけを明確に区別して検出することが

困難であるとしても、全体としてメルト及びマッシュ状のマグマを

含む領域を把握することは可能である。 

ｂ 非切迫性の要件について 

令和元年火山ガイドは、「巨大噴火が差し迫った状態ではない」こと25 

の評価に当たっては、現在の火山の状態を評価すること、「現在の火山
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学の知見に照らした調査を尽くした上で、検討対象火山における巨大

噴火の活動間隔、最後の巨大噴火からの経過時間、現在のマグマ溜ま

りの状況、地殻変動の観測データ等から総合的に評価を行う」（令和元

年火山ガイド解説－１１．）こととして上記要件において考慮すべき点

を明確にしているのであって、要件として曖昧不明確で恣意的な判断5 

を許すとの原告らの指摘は当たらない。また、令和元年火山ガイドは、

中長期的な火山噴火の予測が困難であることを前提とした上で巨大噴

火の可能性評価を行うことを明らかにしているのであって、上記の要

件が火山噴火の時期及び規模を相当前の時点で相当程度の正確さで予

測することを求めているかのように解釈することは、原告らの独自の10 

見解にすぎない上、現在の火山学においては、過去の巨大噴火に係る

地質学的な調査や岩石学的な調査等の積み重ねによって、前記⒞のと

おり、巨大噴火の発生に先立って、大規模な珪長質マグマ溜まりが地

下浅部に存在することが必要であるなど近い将来における巨大噴火の

可能性評価に資する知見が一定程度蓄積されており、このことは、工15 

学的観点からも支持されているのであるから、上記要件は何ら不合理

なものではない。 

ｃ 具体的根拠欠缺の要件について 

前記ｂのとおり、現在の火山学においては巨大噴火の可能性評価に

資する知見が一定程度蓄積されているところ、このような現在の火山20 

学的な知見に照らして「火山の現在の活動状況は巨大噴火が差し迫っ

た状態ではない」ことを評価することが可能であるということは、検

討対象火山に関する知見を収集する中で、当該火山において巨大噴火

が差し迫った状態ではないことを示す知見が得られる場合だけでなく、

巨大噴火が差し迫った状態であることを支持する知見が得られる場合25 

もあり得るということを意味する。規制委員会も、現在の火山学の知
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見自体が、進歩していくものであることからすれば、現在の火山学の

知見に照らした調査を尽くしたとしても、なお新たに巨大噴火の可能

性に関する科学的知見が得られることもあり得ると考えられ、かかる

知見が火山学に合理性のある具体的な根拠であれば当然参酌すべき旨

述べている。 5 

したがって、上記の要件は、現在の火山学の水準に照らして不可能

な要求を行うものではない。 

イ 巨大噴火に至らない噴火についての噴火規模の推定手法の合理性につい          

て 

巨大噴火に伴うカルデラ崩壊後には、巨大噴火前と比較して噴出物や噴10 

火活動の変化がしばしば観察されることが指摘されており、実際、巨大噴

火を機にマグマ供給系、活動様式の変化が指摘される火山は国内でも多く

見られる。また、火山学的には、巨大噴火と巨大噴火に至らない噴火とで

は、異なったメカニズムで発生すると考えられており、両者の噴火規模に

も大きな差があることが示唆されている。さらに、信頼性のあるデータベ15 

ースである「日本の火山（第３版）」においても多くのカルデラ火山と後カ

ルデラ火山とが別の火山として整理されている。これらの事情に照らせば、

巨大噴火につき、最後の巨大噴火以降の最大の噴火規模の噴火を考慮する

とする規定は、火山学的知見を踏まえた工学的な判断として合理性を有す

るものであるといえる。 20 

なお、令和元年火山ガイド上、巨大噴火とは、地下のマグマが一気に地

上に噴出し、大量の火砕流となるような噴火であり、その規模として噴出

物の量が数十ｋ㎥程度を超えるようなものと定義されている（令和元年火

山ガイド解説－１０．）ところ、原告らが主張する巨大噴火に準ずる規模は、

これとほぼ同一視し得るものであり、巨大噴火の規模の下限が示されたか25 

らといって、反対解釈的に当該規模を少しでも下回るものは巨大噴火では
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なく当然に想定の範疇に含めるべきとするのは科学的な議論ではなく、妥

当でない。 

また、巨大噴火に至らないがこれに準ずる規模の噴火を考慮しないこと

をもって、原告らの人格権を侵害する具体的危険が存在することにはなら

ない。 5 

ウ モニタリングの規定に伴う問題点との主張について 

旧火山ガイドにおけるモニタリングの規定は、規制委員会の下で発足し

た原子力施設における火山活動のモニタリングに関する検討チーム（以下

「モニタリング検討チーム」という。）における議論状況からも分かるよう

に、検討対象火山が運用期間中に影響を及ぼす可能性が十分小さいと評価10 

できる場合であっても、当該評価の根拠が継続していることを確認するこ

とを目的としており、モニタリングによって、確実に、時間的余裕をもっ

て巨大噴火の兆候を把握できることを念頭に置くものではない。そして、

令和元年火山ガイドは、平成２９年火山ガイドの各規定の趣旨及び審査実

務の考え方を正確に、かつ、分かりやすく表現するために行われたもので15 

あり、火山ガイドとしての要求内容を追加し又は変更するものではなく、

原告らの主張は前提において誤っている。 

⑵ 影響評価に係る令和元年火山ガイドの合理性について 

令和元年火山ガイドにおける気中降下火砕物濃度の算定手法は、３．１の

手法及び３．２の手法のいずれによっても、実際の降灰現象と比較して保守20 

的な値となるものであるから、いずれかの手法による旨の令和元年火山ガイ

ドの定めは不合理ではない。 

６ 火山事象に関する本件適合性審査の合理性の有無（令和元年火山ガイドへの

適合性の有無） 

（原告らの主張） 25 

⑴ 立地評価に関する本件適合性審査の不合理性 
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ア 阿蘇における巨大噴火の可能性評価の誤り 

被告は、阿蘇につき、①噴火履歴の特徴（活動間隔）、②噴火履歴の特徴

（噴火ステージ）、③地下構造（マグマ溜まりの状況）により、運用期間中

における巨大噴火の可能性が小さいと評価しているが、このような被告の

評価は、以下のとおり、不合理であるから、これを是認した規制委員会の5 

判断も不合理である。 

 噴火履歴の特徴（活動間隔）を用いた評価について 

被告は、最短の活動間隔（阿蘇２噴火と阿蘇３噴火の間の約２万年）

が最新の破局的噴火からの経過時間（阿蘇４噴火から現在までの間の約

９万年）に比べて短いことを阿蘇の活動可能性を否定する根拠として挙10 

げる。しかしながら、被告は、阿蘇と同じく破局的噴火を発生させた姶

良カルデラについて、破局的噴火の活動間隔（約６万年以上）は最新の

破局的噴火からの経過時間（約３万年）に比べて十分長いとして、破局

的噴火の可能性を否定しているところ、被告の上記評価によれば、破局

的噴火の最短の活動間隔が最新の破局的噴火からの経過時間に比べて長15 

ければ十分な時間的余裕があり、短ければ破局的噴火を発生させる供給

系ではなくなるというのであって、いずれにしても破局的噴火を考慮し

なくてもよいという結論を導くこととなり、非科学的である。実際、阿

蘇１噴火から阿蘇２噴火までの活動間隔は約１１万年であり、阿蘇４噴

火から約９万年が経過しただけで、阿蘇が「破局的噴火を発生させる供20 

給系ではなくなった」などとはいえない。そもそも、前記５（原告らの

主張）⑴ア のとおり、噴火間隔（ないし階段ダイヤグラム）を用いて

将来の活動可能性を予測することには相当に大きな不確実性が伴うので

あって、保守的に考えれば、最短噴火間隔である２万年を経過した阿蘇

は、既に再噴火の可能性がある時期に到達したと考えるべきである。 25 

 噴火履歴の特徴（噴火ステージ）による評価について 
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被告は、Ｎａｇａｏｋａ（１９８８）を参考に、阿蘇の現在のマグマ

溜まりは破局的噴火直前の状態ではなく、後カルデラ火山噴火ステージ

にあり、今後も継続すると判断しているが、上記知見は、テフラ層序（地

層の形成された順序、新旧関係）などの地質調査結果に見られる定性的

傾向を整理するための作業仮設的概念であって、必ずしも観測事実や物5 

理法則によって科学的かつ客観的に実証されたものではなく、複数の専

門家が、巨大噴火の可能性評価の根拠たりえないとしている。したがっ

て、Ｎａｇａｏｋａ（１９８８）の知見を用いて阿蘇における巨大噴火

の可能性を評価することは非科学的である。 

 地下構造（マグマ溜まりの状況）による評価について 10 

 被告は、阿蘇の地下には、巨大噴火を発生させるようなマグマ溜まり

は存在しないと評価しているが、前記５（原告らの主張）⑴ア ｃのと

おり、地下構造は複雑で、マグマ溜まりの位置や体積を正確に把握する

ことはできないにもかかわらず、これが把握できるかのように評価して

いる点で不合理である。 15 

また、被告が依拠する地下浅部に大規模な珪長質マグマ溜まりがなけ

れば巨大噴火が起きないという知見は、前記５（原告らの主張）⑴ア

ｃのとおり、確立した知見ではなく、１０ｋｍ以深のマグマ溜まりから

巨大噴火のマグマが供給されることもあり得るし、阿蘇２火砕流及び阿

蘇３火砕流が安山岩質であることからすれば、大規模な珪長質マグマ溜20 

まりがなくとも巨大噴火は発生するといえ、また、複数のマグマ溜まり

から同時期に噴出して一つの巨大噴火を構成することも考えられる。 

 さらに、草千里南部のマグマ溜まりの下には、５００ｋ㎥の巨大な低

速度領域があることが検知されているところ、これがマグマ溜まりで巨

大噴火を引き起こす可能性もある。 25 

このように、現在の阿蘇のマグマ溜まりの状況から、巨大噴火の活動
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可能性を評価することはできない。 

イ 火砕流の到達可能性評価 

 前記アのとおり、被告による阿蘇における巨大噴火の可能性評価は不

合理であり、巨大噴火の可能性が小さいと評価できない以上、令和元年

火山ガイドに従えば、阿蘇における噴火規模は阿蘇４噴火を想定した上5 

で、火砕流の到達可能性を評価すべきであり、仮に、巨大噴火を想定す

る必要がないとしても、少なくとも巨大噴火に準ずる規模（噴出量８０

～９０ｋ㎥）を想定すべきである。 

 町田・新井（２０１１）及び「大規模カルデラ噴火影響範囲表示マッ

プ」は、阿蘇４火砕流が、佐田岬半島の根本付近まで到達していたと評10 

価している。また、町田・新井（２０１１）の著者の一人である戊６東

京都立大学名誉教授（以下「戊６教授」という。）は、火砕流は、斜面を

乗り越えながら流動する厚くて熱い紛体流であることから、阿蘇４火砕

流は、噴出口から概ね同心円状に広がったとみられるところ、約１５０

ｋｍ離れた山口県秋吉台まで到達していることからすると、噴出中心か15 

ら約１５０ｋｍの範囲内に火砕流が到達したとみるのはごく常識的な判

断であるとして、阿蘇から約１３２ｋｍ離れた本件発電所に阿蘇４火砕

流が到達した可能性を指摘している。これらに加え、阿蘇から本件発電

所までの間に火砕流を遮る障壁となるものも存在しないから、本件発電

所に阿蘇４火砕流が到達していなかったとは到底考えられず、阿蘇にお20 

ける火砕流が本件発電所に到達する可能性が十分小さいとは評価できな

い。 

被告は、阿蘇４火砕流が佐田岬半島にまで到達していない根拠として、

佐田岬半島における調査によって阿蘇４火砕流堆積物が存在しないこと

を確認していることを挙げるが、テフラは侵食されやすく、また、風化25 

されやすい特質を有しているところ、阿蘇４噴火からは約９万年もの期
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間が経過しており、風化・侵食によって火砕流堆積物が残存しない可能

性があること、佐田岬半島のように急斜面からなる山地では堆積物が残

存しにくいことなども踏まえると、阿蘇４火砕流堆積物がないことをも

って阿蘇４火砕流が本件発電所敷地に到達していないとはいえない。 

ウ 以上より、阿蘇において阿蘇４噴火規模の噴火が発生する可能性があり、5 

同規模の噴火が発生した場合には、その火砕流が阿蘇から約１３０ｋｍの

範囲に位置する本件発電所に到達する可能性が十分に小さいと評価できな

いのであるから、本件発電所は立地不適となる。それにもかかわらず、被

告の立地評価を是認した規制委員会の判断は不合理である。 

⑵ 影響評価に関する本件適合性審査の不合理性 10 

  以下のとおり、被告の降下火砕物量の想定は誤っているところ、被告の想

定を上回る大量の降灰に対して、本件発電所は、安全機能を維持できず、過

酷事故につながる具体的危険が存在することは明らかである。 

ア 想定されるべき噴火規模の誤り 

原子炉施設の安全性確保を判断するに当たっては、より安全側に立って15 

考えるべきであるから、降下火砕物の影響評価に当たっても、過去最大の

噴火である阿蘇４噴火を想定すべきである（その場合、阿蘇４噴火の降下

火砕物の層厚は、北海道東部で１５ｃｍ、宇和盆地で１ｍであるから、被

告の評価（１５ｃｍ）が過小であることは明らかである。）。 

また、仮に、阿蘇４噴火のような破局的噴火については社会通念上想定20 

から外すとしても、少なくとも、破局的噴火に準ずる規模（噴出量８０～

９０ｋ㎥程度）の噴火が想定されるべきであり、被告の想定の十数倍程度

の降下火砕物が本件発電所敷地に到達することとなる。しかしながら、被

告は、阿蘇については、阿蘇４噴火後に発生した最大の噴火である阿蘇草

千里ヶ浜噴火（噴出量約２ｋ㎥）の規模と同程度の規模を想定した上で、25 

本件発電所により大きな影響を及ぼす噴火として九重山において約５万
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年前に発生したＶＥＩ５規模の九重第一軽石噴火を想定しており、噴火規

模について明らかに過小に評価している。 

イ 降下火砕物の最大層厚に関する評価の誤り 

被告は、九重第一軽石噴火の噴出量を６．２ｋ㎥と見積もり、これを前

提とした降灰シミュレーションを行い、敷地において考慮すべき降下火砕5 

物の厚さを１５ｃｍと評価しているが、このような被告の評価は、以下の

とおり、過小評価の疑いがある。 

 火山噴出物の体積は、ある地点において確認されている堆積層の厚さ

から、合理的と考えられる等層厚線を大雑把に引き、面積と厚さにより

体積を求めるものであるところ、風化等の影響もあって堆積層が確認で10 

きることの方がまれであるため、観測点が少ないほど大雑把なものとな

らざるを得ず、また、新たな堆積層が確認されて等層厚線が変われば、

簡単に大幅に数値が変わり得るような不定性の大きいもので、これを正

確に把握することは困難であり、実際、被告は、当初、九重第一軽石噴

火による噴出量を２．０３ｋ㎥と見積もっていた。 15 

また、同噴火については、ＶＥＩ６（噴出量１０ｋ㎥以上）であった

可能性も指摘されている。 

さらに、熊原・長岡（２００２）、長岡・奥野（２０１４）及びウェブ

サイト「日本の活火山 九重火山地質図」のように、九重山から約１４

０ｋｍ東に位置する宿毛市付近で約２０ｃｍの降灰があったことを示す20 

文献等が複数存在するところ、約５万年の間に大量の火山ガラス質の降

下火砕物が風化により消滅したというのであって、実現象としては２０

ｃｍより厚かった可能性がある。 

このように、不定性が大きい噴出量について、あたかも確実なもので

あるかのように考えてシミュレーションを行い、その結果から最大層厚25 

を決めるのは、不定性に対する保守的評価として不十分であって不当で
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ある。 

 本件発電所敷地方向を風下とした場合には、九重山から約１０８ｋｍ

しか離れていない本件発電所敷地に２０ｃｍを上回る降灰は十分あり得

る以上、これを前提に、保守的に層厚の評価をすべきであり、これを下

回る被告の評価は、原子力発電所に求められる安全の水準に達しないも5 

のである。 

 令和元年火山ガイドの解説－１９．は、降下火砕物の層厚について、

敷地内及びその周辺で降下火砕物の堆積が観測されない場合は、ⅰ類似

する火山の降下火砕物堆積物の情報を基に求める、ⅱ降下火砕物の数値

シミュレーションを行うことにより求めることとしており、被告は、本10 

件発電所敷地における層厚をほぼ０ｃｍと評価した上で、上記ⅱの方法

により最大層厚を１５ｃｍと設定している。 

  しかし、前記 のとおり噴出量は極めて不定性の大きい概念であり、

ⅱの方法のみによって最大層厚を決定するのは保守的ではなく、令和元

年火山ガイドが上記ⅰ又はⅱのいずれかの方法としていないとおり、ⅰ15 

の方法も併せて検討すべきである。そして、ⅰの方法を検討すると、九

重第一軽石噴火と噴出量が類似した火山噴火であって、かつ、遠方に大

量の降灰をもたらした噴火として、御嶽山（御嶽伊那噴火。ＶＥＩ５程

度（＞１ｋ㎥））があり、この噴火においては、１９０ｋｍ遠方にまで火

山灰が到達し、２０ｃｍの等層厚線は概ね１５０ｋｍ程度まで達してお20 

り、火口から約１００ｋｍの地点（九重山と本件発電所の距離に近い地

点）において、２０ｃｍを優に超える降灰があったことは確実であるか

ら、九重第一軽石についても、保守的に考えれば３０ｃｍ以上、少なく

とも２０～３０ｃｍ程度の最大層厚を設定すべきである。 

また、ⅱの方法に関しても、令和元年火山ガイドは、数値シミュレー25 

ションに際し、類似の火山降下火砕物堆積物等の情報を参考とすること
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ができるとしているが、不定性を前提に保守的な評価を行うのであれば、

上記類似火山のシミュレーションを行い、これを踏まえて最大層厚を決

定すべきであるが、被告はこれを行っていない。 

 以上のとおり、被告による最大層厚の評価には誤りがあり、これを是

認した規制委員会の判断は不合理である。 5 

ウ 気中降下火砕物濃度の評価に関する誤り 

 気中降下火砕物濃度の評価を誤ると、非常用ディーゼル発電機に設置   

されたフィルタが目詰まりを起こして非常用ディーゼル発電機が機能喪

失して冷却機能を喪失したり、中央制御室等に大量の降下火砕物が侵入

して異常発生時における人的対応が困難になったりして、深刻な事故に10 

つながる可能性が否定できない。そして、前記５（原告らの主張）⑵の

とおり、気中降下火砕物濃度の推定手法に大きな不定性が存在する以上、

被告は、複数の試算を行い、保守的な数値を採用して上記濃度を設定す

べきであるのにこれを怠り、以下のとおり、安易に実測値や類似火山の

数値よりも非保守的となるシミュレーション結果を採用して上記濃度を15 

設定しており、不合理である。 

ａ 被告は、気中降下火砕物濃度推定において、シミュレーションソフ

トであるＴｅｐｈｒａ２によって粒径分布を計算したとして、実際の

降灰や他の類似火山の事例よりも大きい粒子の割合が多くなるような

粒径分布を用いて計算し、本件原子炉における気中濃度の最大値は３．20 

１ｇ／㎥との評価を行っている。 

しかしながら、初歩的な科学的経験則に照らせば、粒子が大きくな

ればなるほど降灰速度が速くなり、粒子が気中に留まっている時間が

短くなる結果、気中濃度が小さくなるはずであり、粒径の大きい分布

を用いて濃度計算を行うのは濃度の過小評価につながる。 25 

ｂ また、被告が設定した粒径分布によれば、粒径１２５～５００μｍ
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（１～３φ）の粒子が全体の８９．３２％を占め、粒径６２．５μｍ

（４φ）未満の粒子はわずか２％弱しかない。しかし、初歩的な科学

的経験則に照らして、火口から遠方になればなるほど細かな粒径の降

下火砕物の割合が大きくなるはずであるから、九重山から約１０８ｋ

ｍ離れた本件発電所敷地においては、更に細かな粒子の割合が大きく5 

なる可能性があるのであって、被告の粒径分布計算の信頼性には大き

な疑問がある。 

 以上によると、被告による気中降下火砕物濃度の推定には明らかな誤

りがあり、これを是認した規制委員会の判断は不合理である。 

（被告の主張） 10 

⑴ 立地評価に関する本件適合性審査の合理性 

ア 阿蘇における巨大噴火の可能性評価 

 阿蘇の活動履歴に基づく検討  

ａ 前記５（被告の主張）⑴ア ａ⒞のとおり、巨大噴火が発生するに

は、大規模な珪長質マグマ溜まりが必要であるというのが一般的によ15 

く知られた知見である。そして、地下に大規模な珪長質マグマ溜まり

が形成されると、玄武岩質マグマはこれを突き抜けて地表に達するこ

とができないため、その直上の地表には玄武岩質マグマの活動の空白

域ができることが予想されているところ、阿蘇４噴火後の後カルデラ

期の噴出物の種類ごとの分布によると、カルデラ中央部において玄武20 

岩質マグマが活動し、その周囲で珪長質マグマが活動しているという

傾向があり、地下に大規模な珪長質マグマ溜まりが存在しないことが

示されている。また、阿蘇山で噴出した溶岩によると、阿蘇４噴火後、

２万年前までの噴火頻度の高い時期は珪長質マグマの噴出量が多くな

っていたが、１万年前以降は、噴火頻度の高い時期も含めて玄武岩質25 

の噴火が卓越しており、珪長質マグマの生産率が減少したものと考え
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られる。さらに、マグマの成因の違いを示す指標となる微量元素であ

るストロンチウム同位体比及び微量元素の含有量の違いから、カルデ

ラ形成期以前と後カルデラ期との間では、マグマの生成状況が異なっ

ているといえ、阿蘇４噴火によるカルデラの形成を境に、火山直下の

マグマ供給系に大きな変化があったことが推察される。加えて、後カ5 

ルデラ期の噴出物の岩質の多様性等から、後カルデラ期には、カルデ

ラ形成期の大規模なマグマ溜まりが、阿蘇４噴火による陥没カルデラ

の形成に伴う天井の崩壊によって分割され、複数の独立した小規模マ

グマ溜まりが形成されたと考えられる。 

上記事情に鑑みれば、現在の阿蘇には、巨大噴火が発生するに足る10 

大規模な珪長質マグマ溜まりが存在するとは認められない。 

ｂ 次に、噴火態様をみるに、宇和盆地の火山灰の堆積層によると、阿

蘇２噴火の少し前から阿蘇４噴火の間の約５万年間に１２回降灰して

いるなど、カルデラ形成期（阿蘇１噴火から阿蘇４噴火までの期間）

には、相当程度大規模な噴火が繰り返されたことが推定され、阿蘇２15 

噴火から阿蘇３噴火前にかけて、より珪長質な組成に変化する傾向が、

阿蘇３噴火から阿蘇４噴火前にかけて苦鉄質な噴火から珪長質な噴火

に移行し、噴火の規模が大きくなっていく傾向があった。他方、後カ

ルデラ期（約９万年前以降）には、宇和盆地に阿蘇起源の降灰は示さ

れておらず、次第に珪長質な噴火（軽石の噴出）が減る傾向にあり、20 

約３万年前以降はＶＥＩ４以上の珪長質な噴火は認められず、１万年

前以降は、玄武岩質の噴火が卓越して活動しており、後カルデラ期と

カルデラ形成期以前とで阿蘇の活動性に変化が生じていると考えられ

る。 

ｃ また、カルデラ噴火の前兆現象として数百年前にカルデラ噴火と組25 

成の類似する珪長質マグマの流出的噴火が発生すると推定するとの知
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見があるところ、現在の阿蘇にはこのような前兆現象は認められない。 

 地球物理学的調査に基づく検討 

 阿蘇カルデラは内陸に位置してカルデラ湖もないことから多様な調      

査が可能であるという特性があり、阿蘇における地球物理学的な検討に

ついては、地震学的な探査、ＭＴ探査、測地学的な調査等、他のカルデ5 

ラ火山と比較しても非常に多彩な手法による綿密な調査が行われており、

それら特性の異なる各種調査の結果は以下のとおりである。 

ａ 阿蘇の地下浅部には、中岳から約３～４ｋｍ西の草千里付近の地下

約６ｋｍ付近に地下約６ｋｍのマグマ溜まりがあるものの、同マグマ

溜まりから中岳へ供給する火道が連続しているため、深部に貫入した10 

苦鉄質マグマがあまり進化しないままに深い部分から直接噴出してお

り、中深度の地殻に停滞しておらず、大量の珪長質マグマを生成する

ことができる長寿命のマグマシステムの特性を示していないと評価さ

れている。また、マグマ溜まりの周辺の母岩は、マグマからの影響に

より強度が下がり、地震が発生しやすいところ、地下約６ｋｍのマグ15 

マ溜まりの中心周辺でも地震活動が認められ、地下約６ｋｍのマグマ

溜まりはカルデラ内に大きく広がるものではない。さらに、地下約６

ｋｍのマグマ溜まりは、継続的な火山ガスの放出により全体として縮

小傾向にある。よって、地下約６ｋｍのマグマ溜まりは、巨大噴火を

引き起こすような大規模な珪長質マグマ溜まりではない。 20 

  なお、原告らが指摘する草千里南部のマグマ溜まりの下に存在する

５００ｋ㎥の低速度領域は、熱源と対応せず、新たな溶融マグマは生

成されていないとされているし、仮に、マグマ溜まりであるとしても、

当該低速度領域は地下１５～２５ｋｍ程度と非常に深い位置にあると

ころ、地下浅部に大規模な珪長質マグマ溜まりが必要であるとの一般25 

的な知見に照らせば、上記マグマ溜まりが巨大噴火を起こすとは考え
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難い。 

ｂ また、阿蘇カルデラ内では、複数の機関によって多数の測地学的手

法による火山観測が行われ、火山活動に伴う地殻変動が観測されてい

るところ、これらの観測データと地下構造等に関する既往の知見等か

ら、阿蘇で大規模なカルデラ噴火が起こるような状態ではないと推定5 

されている。また、巨大噴火の前兆現象として、地殻の中～上部に巨

大な珪長質岩体～マグマ溜まりを形成する際には、広域的な地盤上昇

を伴うとされているところ、阿蘇では、逆にカルデラ全体の地盤が沈

降している。 

 前記 及び の各事情を踏まえて総合的に判断すると、現在の阿蘇に10 

は巨大噴火を起こす大規模な珪長質マグマ溜まりは準備されておらず、

巨大噴火のマグマ溜まりの準備期間と比較してはるかに短期間である本

件発電所の運用期間中に、急速に大噴火の準備が完了することは考え難

いのであって、現在の阿蘇の活動状況は巨大噴火が差し迫った状態では

ないと評価できる。また、本件発電所の運用期間中における阿蘇の巨大15 

噴火の可能性を示す科学的に合理性のある具体的な根拠は得られていな

い。したがって、本件発電所の運用期間中における阿蘇の巨大噴火の可

能性は十分に小さいと判断できる。このことは、多くの専門家等の見解

によっても支持されており、世界的な火山学の権威も、将来１００年間

において阿蘇４噴火の規模の噴火が発生する確率はゼロであるとしてい20 

る。 

イ 火砕流の到達可能性評価 

立地評価において阿蘇４噴火を考慮する必要がないことは前記アのとお

りである。このことを措くとしても、佐田岬半島を含む四国において阿蘇

４火砕流堆積物を確認したとの知見がないこと、被告による佐田岬半島の25 

調査によっても阿蘇４火砕流堆積物が確認されておらず、阿蘇４火砕流堆
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積物が確認されているのは、本件発電所敷地に最も近い場所でも、大分市

及び大分県臼杵市であり、海を隔てて５０ｋｍ以上離れていること、阿蘇

と本件発電所敷地の間には約１３０ｋｍの距離があり、その間に存在する

佐賀関半島、佐田岬半島等が地形的な障害になり得るところ、阿蘇４火砕

流堆積物の分布状況・層厚からすると、阿蘇４火砕流は、阿蘇４噴火の当5 

時から阿蘇の東方に存在していた標高７５０～８００ｍ程度の大野山地

や佐賀関半島を地形的障害として、その南側へは大量に流下する一方、そ

の北側の阿蘇４火砕流堆積物の層厚は比較的薄く、佐賀関半島の北側東端

部で消滅し、佐田岬半島に到達していないと推定されることを総合的に考

慮すると、阿蘇４火砕流が本件発電所敷地に到達した可能性はない。 10 

⑵ 影響評価に関する本件適合性審査の合理性 

被告は、降下火砕物の設計層厚を１５ｃｍと設定したところ、上記設定は、

以下のとおり、現在の火山学の知見を踏まえて設定された十分な保守性を保

つ妥当なものである。なお、被告は、降下火砕物に対する安全裕度評価を行

い、実現象よりも厳しい条件設定の下で、少なくとも７０ｃｍの降下火砕物15 

の堆積厚さに対して本件原子炉の冷却が可能であることを確認している。 

ア 想定されるべき噴火規模 

被告は、前記⑴のとおり、活動履歴に基づく検討や地球物理学的調査に

基づく検討の結果から、阿蘇における巨大噴火の活動可能性は十分に小さ

いと評価し、阿蘇４噴火を契機とする火山活動の変化を踏まえ、阿蘇につ20 

いて、後カルデラ期既往最大の噴火である約３万年前に発生した阿蘇草千

里ヶ浜噴火（ＶＥＩ５）を考慮した。阿蘇の直近１万年間の火山活動は、

苦鉄質の噴火が卓越する傾向にあり（最大噴火規模はＶＥＩ３程度）、専門

家により、今後の阿蘇の火山活動は、１９３０年代のような大規模なもの

ではないと推定されていることからすれば、阿蘇草千里ヶ浜噴火を考慮し25 

たことは十分保守的なものとなっており、合理的である。その上で、被告
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は、降下火砕物の影響評価をするに当たって、阿蘇よりも本件発電所に近

く、かつ、阿蘇草千里ヶ浜噴火よりも噴火規模の大きい九重山における約

５万年前の九重第一軽石噴火の噴火規模を想定しているのであるから、か

かる被告の評価に誤りはない。 

イ 降下火砕物の最大層厚に関する評価 5 

  被告は、九重第一軽石について、地質記録によれば、本件発電所の周辺

で堆積厚さは、ほぼ０ｃｍであることを確認した。その上で、ジェット気

流が、本来は安定して吹き難い九重山から本件発電所の方角に、降灰中、

連続して吹き続けるという非常に保守的な条件設定に加え、宿毛市で確認

された２０ｃｍの堆積層厚を前提に、噴出量として、保守的な６．２ｋ㎥10 

を提唱する長岡・奥野（２０１４）の知見を採用してシミュレーションを

行った結果、本件発電所敷地における降下火砕物の層厚は最大で１４ｃｍ

となったことから、これに更なる保守性を加味して、降下火砕物の層厚と

して１５ｃｍを設定した。過去６０万年間以上の長期にわたる噴火履歴が

高精度に記録されている宇和盆地の火山灰データを見ても、阿蘇４噴火と15 

いった九州のカルデラ火山における極めて大きな噴出量の巨大噴火でさえ、

３０～４０cm のオーダーであり、巨大噴火を除けば、層厚１５ｃｍを超え

る火山灰は認められないのであって、本件発電所の設計層厚１５cm を上回

る火山灰が本件発電所において堆積することは想定し難い。 

 なお、宿毛市の約２０ｃｍの露頭は降下火砕物が水流等によって二次的20 

に改変を受けた再堆積物であって、純粋な火山灰の層厚ではないから、本

来、これをそのまま火山灰の層厚とみることはできない。また、火山灰は、

風の影響を強く受けて各地に堆積するものであるところ、九重山から見て

ジェット気流が卓越しやすい方角にある宿毛市（九重山から見て東方向）

と本件発電所の方角（九重山から見て北東方向）における降灰を同一視す25 

ることはできないし、九重第一軽石の噴火当時と現在では気象条件が異な
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る。これらの事情に照らせば、宿毛市付近で約２０ｃｍの降灰があるから

といって、本件発電所敷地に２０ｃｍを上回る降灰が十分あり得るとはい

えない。 

ウ 気中降下火砕物濃度の評価 

 被告による気中降下火砕物濃度の算定手法は、本来は、粒径の小さな降5 

下火砕物は降下速度が非常に小さいため地表に降下してくるまでに相当

な時間を要すると考えられ、２４時間以内には降下できないものもあると

ころ、降下火砕物の粒径の大小にかかわらず、あえて２４時間のうちに同

時に降灰すると仮定している点で保守的な算定方法となっている。また、

粒径の小さな降下火砕物は凝集して降下するところ、凝集することで粒径10 

が大きくなった降下火砕物は終端速度が大きくなるため、上記の算定式か

らすれば終端速度が大きい方が気中降下火砕物濃度は小さくなるにもか

かわらず、あえて凝集を考慮していない点でも保守的な算定方法となって

いる。 

第６ 当裁判所の判断 15 

１ 争点１（司法審査の在り方）について 

⑴ 人格権に基づく妨害予防請求が認められるためには、保護法益に対する侵

害が生ずる具体的危険があると認められる必要があると解される。そこで、

本件についてみるに、原子炉は、原子核分裂の過程において高エネルギーを

放出する核燃料物質を燃料として使用する装置であり、その稼働により、内20 

部に多量の人体に有害な放射性物質を発生させるものであって（前提事実３）、

原子炉施設の安全性が確保されないときは、当該原子炉施設周辺の住民等の

生命、身体等に重大な危害を及ぼし、周辺の環境を放射能によって汚染する

など、深刻な災害を引き起こすおそれがあるところ、本件原子炉は、加圧水

型原子炉であり、その定格電気出力は８９万ｋＷであって、炉心の燃料とし25 

ては二酸化ウランのほか、ウラン・プルトニウム混合酸化物が用いられ、炉
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心内において、放射性物質であるヨウ素１３１、キセノン１３３等の核分裂

生成物が発生すること（前提事実２⑴、３、４⑴イ）からすると、本件原子

炉施設の安全性が確保されていない場合、周辺住民らの生命、身体等に重大

な危害を及ぼすおそれがあると認めるのが相当である。そして、その危害の

重大性に鑑みると、上記おそれがあること、すなわち、本件原子炉施設の安5 

全性が確保されていると認められないことをもって、前述の保護法益に対す

る侵害が生ずる具体的危険があるものと認めるのが相当である。 

⑵ そこで、以下、規制委員会により設置又は変更の許可がされた原子炉施設

につき安全性が確保されているか否かの判断方法について検討する。 

福島第一原発事故の反省と教訓を踏まえて設置された規制委員会は（設置10 

法１条）、核原料物質及び核燃料物質の使用に関する規制その他これらに関

する安全の確保に関すること等を所掌事務とし（同法４条）、その所掌事務に

ついて、原子力規制委員会規則を制定することができ（同法２６条）、その保

有する情報の公開を徹底することにより、その運営の透明性を確保しなけれ

ばならない（同法２５条）とされ、また、規制委員会の委員長及び委員は、15 

原子力利用における安全の確保に関して専門的知識及び経験並びに高い識見

を有する者のうちから、両議員の同意を得て、内閣総理大臣が任命し（同法

７条１項）、独立してその職権を行うものとされた（同法５条）。 

そして、原子炉等規制法は、原子炉の設置又は変更をしようとする者は、

規制委員会の許可を受けなければならないものとし（同法４３条の３の５第20 

１項、同法４３条の３の８第１項）、規制委員会は、原子炉の設置又は変更の

許可申請が、同法４３条の３の６第１項各号のいずれにも適合していると認

めるときでなければ許可してはならず（同項、同法４３条の３の８第２項）、

「発電用原子炉施設の位置、構造及び設備が核燃料物質若しくは核燃料物質

によって汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上支障がないもの25 

として原子力規制委員会規則で定める基準に適合するものであること」につ
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き審査を行うものと定めているところ（同法４３条の３の６第１項４号、同

法４３条の３の８第２項）、原子炉の設置又は変更の許可の基準として、上記

のように定められた趣旨は、前述のとおり、原子炉施設の安全性が確保され

ないときは、深刻な災害を引き起こすおそれがあることに鑑み、上記災害が

万が一にも起こらないようにするため、事前に原子炉施設の位置、構造及び5 

設備の安全性につき、科学的、専門技術的見地から、基準を策定した上で、

原子炉の設置又は変更の許可の段階で、申請に係る原子炉施設の上記安全性

につき、科学的、専門技術的見地から、十分な審査を行わせることにあるも

のと解される。 

上記の原子炉施設の安全性に関する基準の策定及び審査は、当該原子炉施10 

設そのものの工学的安全性、平常運転時における周辺住民等及び周辺環境へ

の放射線の影響、事故時における周辺地域への影響等を、原子炉設置（予定）

場所の地形、地質、気象等の自然的条件及び当該原子炉設置者の技術的能力

等との関連において、多角的、総合的見地から検討するものであり、しかも、

上記基準及び審査の対象には、地震、火山の噴火といった自然災害の発生な15 

ど将来の予測に係る事項も含まれているのであって、上記基準の策定及び審

査においては、原子力工学はもとより、多方面にわたる極めて高度な最新の

科学的、専門技術的知見に基づく総合的判断が必要とされるものであること

が明らかである。そして、同法４３条の３の６第１項４号が、規制委員会が、

安全性に関する基準を規則で定めた上で、上記基準に適合するかを審査する20 

旨定めているのは、このような原子炉施設の安全性に関する基準の策定及び

審査の特質を考慮し、原子炉施設の安全性に関する上記基準の策定及び基準

への適合性については、想定すべき自然災害の規模も含め、原子力利用にお

ける安全の確保に関して専門的知識及び経験並びに高い識見を有する委員長

及び委員が、独立してその職権を行う規制委員会の科学的、専門技術的知見25 

に基づく判断に委ねる趣旨と解するのが相当である。 
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以上の点を考慮すると、規制委員会において、その専門技術的な検討を踏

まえて策定された安全性に関する基準、すなわち、新規制基準に適合すると

判断された原子炉施設について、その安全性が確保されているか否かについ

ては、新規制基準及び上記判断に不合理な点があるか否かという観点から行

われるべきであって、現在の科学技術水準に照らし、新規制基準に不合理な5 

点があり、あるいは当該原子炉施設が新規制基準に適合するとした規制委員

会の判断の過程に看過し難い過誤、欠落があると認められる場合には、上記

判断に不合理な点があるものとして、当該原子炉施設は安全性を具備してい

ないものと認めるのが相当である。もっとも、科学的、専門技術的知見は日々

進歩するところ、前述のとおり、原子炉施設の安全性が確保されない場合の10 

危害の重大性に鑑みると、規制委員会により、具体的審査基準に適合すると

の判断がされた後に、最新の科学的、専門技術的知見を踏まえて、上記基準

が改訂され、かつ、改訂後の上記基準に不合理な点が認められない場合には、

原子炉施設の安全性が確保されていると認められるためには、当該原子炉施

設が改訂後の上記基準に適合していることも必要であると解するのが相当で15 

ある。 

⑶ そして、人格権に基づく妨害予防請求における主張立証責任は、本来、原

告が負うべきものと解されるが、原子炉の設置又は変更につき許可を得た事

業者は、原子炉施設の安全性に関する科学的、専門技術的知見及び資料を十

分に保有しているものと認められ、他方、原子炉施設の周辺住民は、規制委20 

員会によりその保有する情報の公開がされていることを踏まえてもなお、こ

れらの科学的、専門技術的知見及び資料を十分に保有しているとはいい難い

ことなどの点を考慮すると、規制委員会によって、本件原子炉施設について

新規制基準に適合する旨の判断が示されている本件においては、被告におい

て、まず、上記判断に当たって依拠された具体的審査基準であるところの新25 

規制基準及び規制委員会の判断に不合理な点がないこと（上記判断後に上記
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基準が改訂された場合は、改訂後の上記基準に不合理な点がないこと及び改

訂後の上記基準に適合していること）を相当の根拠、資料に基づき主張、立

証する必要があり、被告がこの主張、立証を尽くさない場合には、新規制基

準又は規制委員会がした上記判断に不合理な点があり（上記判断後に上記基

準が改訂された場合は、改訂後の上記基準に不合理な点があり、又は、改訂5 

後の上記基準に適合しておらず）、当該原子炉施設が安全性を欠いているこ

とが事実上推認されるというべきである。 

他方、被告が上記の主張、立証を尽くした場合には、原告らにおいて、本

件原子炉施設が安全性を欠いていることについて、具体的に主張、立証する

必要があるというべきである。 10 

そこで、以下、上記説示の判断枠組みに即して検討していく。 

２ 争点２（新規制基準の策定過程及び内容（後記３及び５以外）の合理性の有

無）について 

⑴ 前提事実（前提事実８、９、１０⑴、⑵） 

規制委員会の設置に先立ち、原子力安全委員会では平成２３年７月から、15 

原子力安全・保安院では同年１０月から、福島第一原発事故の調査結果、専

門家の意見、海外の規制状況等を踏まえて、原子炉施設の安全規制に関する

検討が行われ、平成２４年９月に設置された規制委員会は、各検討チームに

おいて、関係分野の学識経験者も関与の下、原子力安全委員会及び原子力安

全・保安院での上記検討結果のほか、各事故調査報告書の指摘事項を踏まえ、20 

約８か月間、回数にして１３回及び２３回にわたって検討を重ね、新規制基

準の骨子案を作成した。そして、規制委員会は、平成２５年２月に任意の意

見公募手続を実施し、その結果を踏まえて新規制基準の案を取りまとめ、同

案につき、同年４月１１日から１か月間の行政手続法上の意見公募手続を実

施し、その結果も検討した上で、新規制基準を策定した。 25 

⑵ 判断 
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原告らは、新規制基準は、その策定過程及び内容に問題があり、不合理で

ある旨主張するため、以下、原告らの主張を踏まえ、新規制基準に不合理な

点がないかにつき検討する。 

ア 新規制基準の策定過程の問題点 

 中立公正性の欠如との主張について 5 

ａ 規制委員会の委員等の人選 

原告らは、第５の２（原告らの主張）⑴ア のとおり、規制委員会

の委員長及び委員の中には、原子力事業者や原子力推進機関の出身者

がおり、中立公正性を欠いている旨主張する。 

しかしながら、設置法は、原子炉を設置する法人等の役員又は従業10 

者等であることを委員長及び委員の欠格事由としているものの、過去

にそのような地位にあったことを欠格事由とはしていない（同法７条

７項３号、４号）。そして、規制委員会の委員長及び委員は、人格が高

潔であって、原子力利用における安全の確保に関して専門的知識及び

経験並びに高い識見を有する者のうちから、両議院の同意を得て、内15 

閣総理大臣により任命されるところ（同条１項）、人選に当たっては、

福島第一原発事故から学んでいない者は原子力行政に関わる資格がな

いという観点から、その経歴も踏まえて、検討が進められた上で、両

議院において同意がされ、内閣総理大臣によって任命されており（乙

ヨ１８２、ヨ１８３）、上記経歴を有することのみをもって、不適切な20 

者が任命されたものとは認め難い。また、規制委員会は、内閣府に設

置された原子力安全委員会（前提事実６⑶ア）及び経済産業省資源エ

ネルギー庁に設置された原子力安全・保安院（前提事実６⑶イ）と異

なり、国家行政組織法３条２項に基づく、いわゆる３条委員会として

高度の独立性が保障されているのであるから、規制委員会の委員長及25 

び委員に過去に原子力事業者や原子力推進機関の出身者が含まれるか
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らといって、規制委員会の中立公正性が損なわれるものとも認められ

ない。 

ｂ 規制庁の職員の出身官庁 

原告らは、第５の２（原告らの主張）⑴ア のとおり、規制庁の発

足当時、規制庁の職員の多くが原子力推進官庁の出身者であったこと5 

等からすれば、規制委員会の中立公正な原子力規制行政を補助すべき

立場にある規制庁による中立公正な補助は期待できない旨主張する。 

しかしながら、規制庁は、規制委員会委員長の命を受けて事務局と

して規制委員会の事務を処理するにすぎない上（設置法２７条）、規制

庁の職員は、原子力利用における安全の確保のための規制の独立性を10 

確保する観点から、幹部職員のみならずそれ以外の職員についても、

原子力利用の推進に係る事務を所掌する行政組織への配置転換を認め

ないこととされている（同法附則６条２項）のであるから、規制庁の

職員の出身官庁のみをもって、規制庁による規制委員会の中立公正な

補助が期待できないものとは認められない。また、原告らは、同法附15 

則６条２項の文言の抽象性等から原子力推進官庁の出身者が同官庁に

復帰する可能性が十分にある旨主張するが、抽象的可能性を指摘する

にとどまり、上記結論を左右するものとは認め難い。 

 検討期間が不十分であるとの主張について 

原告らは、第５の２（原告らの主張）⑴イのとおり、新規制基準は、20 

十分な検討期間も設けられずに策定されており、原子炉施設の安全を確

保する機能を欠いている旨主張する。 

しかしながら、新規制基準の策定過程（前記⑴）に照らせば、規制委

員会による検討期間や行政手続法上の意見公募手続の実施期間のみを取

り上げて新規制基準の検討期間が不十分であるとは認められない。 25 

イ 新規制基準の内容面に関する問題点 
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 福島第一原発事故の教訓を踏まえていないとの主張について 

原告らは、第５の２（原告らの主張）⑵アのとおり、新規制基準は、

福島第一原発事故の反省の下に成り立つべきもので、その前提として、

事故の原因が十分究明される必要があるが、事故の原因すらも特定でき

ておらず、その内容も従来の枠組みの範囲内での見直しをしたものにす5 

ぎず、抜本的見直しを求める国会事故調報告書に従っていない旨主張す

る。 

しかしながら、福島第一原発事故については、国会、政府等の事故調

査委員会がそれぞれ原因究明等を行って事故調査報告書を取りまとめて

いるところ、新規制基準は、福島第一原発事故の全ての設備の故障、破10 

損につき、具体的な位置や状態までは調査できていないことを前提に、

上記各事故調査報告書により福島第一原発事故の発生及び進展に関する

基本的な事象が明らかにされていることを踏まえ、学識経験者も関与の

下、最新の科学的知見、海外の規制に関する最新知見等も考慮して策定

されたことが認められる（前提事実８～１０、乙９８）。このような新規15 

制基準の策定過程に鑑みれば、福島第一原発事故について一部の点が未

解明であるとしても、そのことだけをもって、新規制基準が不合理であ

るとは認められない。 

また、確かに、国会事故調報告書において、国会による継続監視が必

要な事項として、現行の関係法令との関連性も含め、指針類の体系、決20 

定手続、その後の運用を適正化するために、これらを直ちに抜本的に見

直す必要があるとされたことが認められる（前提事実７⑴）。この点、新

規制基準が福島第一原発事故の調査結果のほか、専門家の意見や海外の

規制状況等も踏まえて策定されたことは前述のとおりであるところ、そ

の内容をみても、基準地震動の策定について、後記３⑵ア のとおり、25 

改訂耐震指針と比べてより高度化するなどしていることが認められるこ
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とからすると、新規制基準の内容が、国会事故調報告書の上記指摘に反

しているとは認められない。 

さらに、原告らは、基準地震動の具体的な算出ルールがなく、新規制

基準自体が抽象的であり、福島第一原発事故以前と全く変わらない規制

の在り方である旨も主張するが、後記３⑵ア のとおり、新規制基準の5 

規定内容が抽象的であることが直ちに問題になるものとも認められない。 

 立地審査指針が含まれていないことについて 

原告らは、第５の２（原告らの主張）⑵イのとおり、原子炉等規制法

４３条の３の６第１項４号は立地審査を行うことを要請しているにもか

かわらず、立地審査指針に関する改訂がないという新規制基準の不備の10 

ため、本件適合性審査において、立地審査が行われていない旨主張する。 

この点、立地審査指針は、改正前原子炉等規制法２４条１項４号（原

子炉等規制法４３条の３の６第１項４号に相当）における「災害の防止

上支障がないものであること」の基準を具体的に記載した指針の一つで

あるところ、原則的立地条件①として、「大きな事故の誘因となるような15 

事象が過去においてなかったことはもちろんであるが、将来においても

あるとは考えられないこと。また、災害を拡大するような事象も少ない

こと。」、原則的立地条件②として、「原子炉は、その安全防護施設との関

連において十分に公衆から離れていること。」、原則的立地条件③として

「原子炉の敷地は、その周辺も含め、必要に応じ公衆に対して適切な措20 

置を講じうる環境にあること。」と定めていたことが認められる（前提事

実６⑴）。他方、規制委員会が制定した設置許可基準規則においては、立

地審査指針は採用されず、同規則の解釈である設置許可基準規則解釈に

おいても立地審査指針の引用はなく、新規制基準において立地審査指針

を適用することは予定されていないことが認められる（乙９８［３８５25 

頁］）。 
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そこで検討するに、証拠（乙９８）によれば、改正前原子炉等規制法

の下で、自主的対策として奨励されていた原子炉施設の重大事故等対策

は、本件改正により法的要求事項とされており（原子炉等規制法４３条

の３の６第１項、同法４３条の３の２２第１項）、これを踏まえて、設置

許可基準規則や設置許可基準規則解釈が制定されたことが認められる。5 

そして、立地審査指針が要求していた原則的立地条件①については、新

規制基準においては、例えば、耐震重要施設を断層の露頭のある地盤や

火砕物密度流が到達するおそれがある場所等に設置しようとする場合は、

立地不適と評価するなど（同規則３条３項、設置許可基準規則解釈別記

１第３条３項、令和元年火山ガイド５．２）、地盤の安定性（同規則３条）10 

や地震等による損傷の防止（同規則４条～６条）などの自然的条件ない

し社会的条件に係る個別の規定との関係で考慮することとし、原則的立

地条件②については、無条件に原子炉格納容器が健全であることを前提

に評価しているとの批判もあり、他方、本件改正により、福島第一原発

事故を踏まえて重大事故等対策が法的要求事項とされたことから、その15 

ような前提による評価よりも、炉心の著しい損傷や原子炉格納容器破損

に至りかねない事象を具体的に想定した上で、重大事故等対策自体の有

効性を評価する方がより適切に「災害の防止上支障がないこと」につい

て判断できると評価し、原則的立地条件③については、めやす線量を超

える地帯である低人口地帯は、既許可の原子炉施設では原子力発電所内20 

に収まっていたこと、原子力災害対策特別措置法等により原子力災害防

止対策の強化がされていることなどから、原則的立地条件③のために低

人口地帯を設定することはその役割を終えたと判断し、また、社会的影

響の観点から、集団線量を考慮して、人口密集地帯からある距離だけ離

れていることを要求することは合理的ではないと判断し、新規制基準に25 

おいては立地審査指針が採用されなかったことが認められる。 
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以上によると、立地審査指針における原則的立地条件のうち、その内

容に合理性が認められるものについては、現在の法体系において、考慮・

判断されているといえるから、新規制基準の下で、立地審査指針に基づ

く立地審査が行われていないことをもって、新規制基準が不合理である

とは認められない。 5 

 共通要因故障を想定していないとの主張について 

原告らは、第５の２（原告らの主張）⑵ウのとおり、新規制基準にお

いて、共通要因故障が想定されるべきであるが、外部電源の喪失を除き、

そのようになっておらず、不合理である旨主張する。 

しかしながら、証拠（乙９８）によれば、設置許可基準規則は、設計10 

基準対象施設（原子炉施設のうち、運転時の異常な過渡変化又は設計基

準事故の発生を防止し、又はこれらの拡大を防止するために必要となる

もの（同規則２条２項７号））については、共通要因（二以上の系統又は

機器に同時に影響を及ぼすことによりその機能を失わせる要因（同項１

８号））となることが想定される地震等の外部事象によって安全機能を有15 

する系統が複数同時に故障しないことを求めている（同規則３条～９条）。

加えて、同規則は、重要度が特に高い安全機能を有する系統については、

当該系統を構成する機械又は器具の単一故障（単一の原因によって一つ

の機械又は器具が所定の安全機能を失うこと（従属要因（単一の原因に

よって確実に系統又は機器に故障を発生させることとなる要因（同規則20 

２条２項１８号））による多重故障を含む。））が発生した場合であって、

外部電源が利用できない場合においても機能できるよう、当該系統を構

成する機械又は器具の機能、構造及び動作原理を考慮して、多重性（同

一の機能を有し、かつ、同一の構造、動作原理その他の性質を有する二

以上の系統又は機器が同一の原子炉施設に存在すること（同項１７号））25 

又は多様性（同一の機能を有する二以上の系統又は機器が、想定される
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環境条件及び運転状態において、これらの構造、動作原理その他の性質

が異なることにより、共通要因又は従属要因によって同時にその機能が

損なわれないこと（同項１８号））を確保し、及び独立性（二以上の系統

又は機器が、想定される環境条件及び運転状態において、物理的方法そ

の他の方法によりそれぞれ互いに分離することにより、共通要因又は従5 

属要因によって同時にその機能が損なわれないこと（同項１９号））を確

保することを求めている（同規則１２条２項）。 

このように、同規則は、共通要因による故障を防止することができる

設計が行われていることを前提にして、単一故障を仮定してもなお安全

性が確保される設計を求めているものと認められるから、原告らの上記10 

主張は前提において誤っており、採用できない。 

ウ 以上によると、原告らの上記各主張によって、新規制基準の策定過程及

び内容について不合理な点があるとは認められない。 

そして、新規制基準の策定過程（前記⑴）を踏まえると、新規制基準は、

関係分野の学識経験者の科学的、専門技術的知見に基づく意見等を集約し、15 

複数回にわたる意見公募を行った上で、現在の科学技術水準を踏まえた科

学的合理的な基準として策定されたものとみることができ、他に、その策

定過程及び内容面（後記３及び５を除く。）に不合理な点はないものと認め

られる。 

３ 争点３（新規制基準（基準地震動策定部分）の合理性の有無）について 20 

⑴ 認定事実 

前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の各事実が認めら

れる。 

ア 新規制基準における基準地震動の概要 

新規制基準は、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺25 

の地質・地質構造、地盤構造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的
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見地から想定することが適切なものとすることを前提として、「敷地ごと

に震源を特定して策定する地震動」と「震源を特定せず策定する地震動」

の双方を検討して基準地震動を策定することとしている。具体的には、「敷

地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、内陸地殻内地震、プレート

間地震及び海洋プレート内地震について検討用地震を複数選定し、検討用5 

地震ごとに、不確かさを考慮して、応答スペクトルに基づく地震動評価及

び断層モデルを用いた手法による地震動評価を行い、「震源を特定せず策

定する地震動」は、震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地

殻内地震について得られた震源近傍における観測記録を収集し、敷地の地

盤物性を加味した応答スペクトルを設定して策定するものとしている。ま10 

た、新規制基準は、これらの策定に当たって、策定過程に伴う各種の不確

かさを考慮することを明確に要求している。（前提事実１１⑴） 

イ 基準地震動の超過事例 

 超過事例① 

 平成１７年８月１６日、宮城県沖でＭ７．２のプレート間地震（２０15 

０５年宮城県沖地震）が発生したところ、女川原発では、同地震による

岩盤中の観測記録から解析的に上部地盤の影響を取り除いて求めた解放

基盤表面の地震動（以下「はぎとり波」という。）の応答スペクトルが、

一部の周期において基準地震動Ｓ２（最大加速度３７５ガル）を上回っ

た。その要因は、上記地震では短周期成分の卓越が顕著な傾向にあるこ20 

とが認められており、宮城県沖近海のプレート境界に発生する地震の地

域特性によるものと考えられている。（乙５５、ヨ２４、弁論の全趣旨） 

 超過事例② 

平成１９年３月２５日、能登半島でＭ６．９の内陸地殻内地震（２０

０７年能登半島地震）が発生したところ、志賀原発では、同地震による25 

はぎとり波の応答スペクトルが、長周期側の一部の周期（周期０．６秒
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付近）において基準地震動Ｓ２（最大加速度４９０ガル）を上回った。

その要因は、能登半島地震の震源周辺における多数の観測記録の検討結

果や微動アレイ探査から推定される敷地地盤の地下構造に鑑み、地盤深

部からの増幅特性によるものと考えられている。（乙５６、ヨ２６、弁論

の全趣旨） 5 

 超過事例③ 

同年７月１６日、新潟県中越沖でＭ６．８の内陸地殻内地震（２００

７年新潟県中越沖地震）が発生したところ、柏崎刈羽原発では、同地震

による原子炉建屋基礎版上での観測記録から推定される解放基盤表面に

おける地震動が基準地震動Ｓ２（最大加速度４５０ガル）を上回る１６10 

９９ガル（１号機）であった。その要因としては、①上記地震は逆断層

型の地震であり、通常より１．５倍程度強い揺れを生じさせるものであ

ったこと、②周辺地盤深部における堆積層の厚さと傾き（不整形性）の

影響により、地震波が屈折して集まるため、地震動が２倍程度増幅する

傾向があったこと、③敷地地下の古い褶曲構造のために、解放基盤表面15 

での地震動につき、１号機の方が５号機より２倍程度増幅したことが挙

げられている。なお、同地震のほか２００９年駿河湾地震を契機として、

地下構造を詳細に調査して、伝播特性を把握し、より精密な基準地震動

の策定に反映させることの必要性が認識されるようになり、この知見が

新規制基準に反映されている。（甲３６、乙ヨ２５、ヨ９５、弁論の全趣20 

旨） 

 超過事例④及び⑤ 

平成２３年３月１１日、日本海溝付近でＭ９．０のプレート間地震（東

北地方太平洋沖地震）が発生したところ、福島第一原発では、解放基盤

表面の深度に最も近い地中観測記録のはぎとり波の応答スペクトルが、25 

一部の周期で基準地震動Ｓｓ（最大加速度６００ガル）を上回り、女川



176 

 

原発では、解放基盤表面の深度に最も近い地中観測記録及び同観測記録

から解析的に求めたはぎとり波の応答スペクトルのいずれもが、一部の

周期において基準地震動Ｓｓ（最大加速度５８０ガル）を上回った。 

前記 の宮城県沖近海のプレート境界に発生する地震の地域特性につ

いては、最新の知見においても、平成８年から平成２３年７月２１日ま5 

での岩手県沖、宮城県沖、茨城県沖で発生したＭｗ６．０以上、震源深

さ６０ｋｍ以下のプレート間地震のデータを用いて検討した結果、同様

の傾向が見られることが示されており、超過事例④及び⑤にもこのよう

な傾向が妥当する。 

（乙５７、５８、ヨ２８～ヨ３０、ヨ９４、弁論の全趣旨） 10 

ウ ハウスメーカーによる一般住宅の加速度 

 三井ホームは、モデルハウスにつき、２階建耐震実験の結果、加振最大

加速度５１１５ガル、３階建耐震実験の結果、加振最大加速度４１７６ガ

ルに耐えられたとしている。なお、上記数値は、入力地震動の数値ではな

く、実験時に振動台で計測された実測値である。また、住友林業は、３階15 

建実物大モデルで震動実験を実施した結果、３４６０ガルをクリアしたと

している。（甲７５、７６） 

エ ダム耐震指針の定め 

 ダム耐震指針は、ダムの耐震性能につき、ダム地点ごとに個別にレベル

２地震動（ダム地点において現在から将来にわたって考えられる最大級の20 

強さを持つ地震動）を設定し、そのレベル２地震動に対し、ダム本体及び

関連構造物等において、地震時に損傷が生じたとしても、ダムの貯水機能

が維持されるとともに、生じた損傷が修復可能な範囲にとどまるような耐

震性能を備えていることを要求している。 

そして、レベル２地震動の設定に当たっては、ダム地点周辺において過25 

去に発生した地震や周辺に分布する活断層やプレート境界等に関する情
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報について文献資料等により十分な調査を行い、同調査結果に基づき、当

該ダムに最も大きな影響を及ぼす可能性のある地震を想定地震として選

定し、少なくとも①経験的方法であるダムの距離減衰式（基準地震動策定

における応答スペクトルに基づく地震動評価に対応する。）による推定結

果を得て、更に、②経験的グリーン関数法や統計的グリーン関数法などの5 

半経験的方法や③理論的方法（②及び③のいずれも基準地震動策定におけ

る断層モデルを用いた手法による地震動評価に対応する。）によって地震

動が推定できる場合には、それらの推定結果も含めて総合的に判断して地

震動を評価することが基本とされている。もっとも、ダム地点又はその近

傍で過去に実際に観測された最大の地震動及び照査用下限加速度応答ス10 

ペクトル（地震の震源となる活断層が地表面に現れていない場合を想定し

て、最低限考慮すべき水平地震動を加速度応答スペクトルとして設定した

もの）を有する地震動が、想定地震から推定される地震動よりも影響が大

きいと予想される場合には、その影響も考慮してレベル２地震動を設定す

ることとされている。 15 

なお、新規制基準と異なり、ダム耐震指針には、レベル２地震動の策定

に当たって、各種の不確かさ（震源断層の長さ等）を考慮すべきとする具

体的な規定は存在しない。                       

（甲７２、乙１４） 

⑵ 判断 20 

原告らは、以下のとおり、新規制基準（基準地震動策定部分）は不合理で

ある旨主張する。そこで、以下、原告らの主張を踏まえ、新規制基準（基準

地震動策定部分）に不合理な点がないか検討する。 

ア 基準地震動の科学的合理性の有無 

 地震の予測困難性との主張について 25 

原告らは、第５の３⑴（原告らの主張）アのとおり、Ｂ級断層と評価
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されていた断層が震源となった１９９５年兵庫県南部地震、活断層の存

在が知られていなかった２０００年鳥取県西部地震（Ｍ７．３）及び２

００８年岩手・宮城内陸地震（Ｍ７．２）が発生したことからも明らか

なとおり、地震を科学的に予測することは困難であるから、発生し得る

地震規模の想定が可能であることを前提としている基準地震動は科学的5 

合理性を欠く旨主張する。 

確かに、地震は、本質的には複雑系の問題であり、実験できるもので

はなく過去のデータに学ぶほかないが、低頻度の自然現象で依拠すべき

過去のデータが少ないこと（甲３、７３）からすると、将来発生する地

震の規模につき正確に予測することは困難であると認められる。もっと10 

も、新規制基準における基準地震動は、上記予測が困難であることを前

提に、最新の科学的・技術的知見に基づき、各種の不確かさを保守的に

考慮しながら複数の手法を併用して発生し得る地震動を評価した上で、

その結果を総合し、最も厳しい評価結果を基準地震動として採用するも

のであると認められる（前提事実１１⑴、前記⑴ア）。そうすると、基準15 

地震動は、将来発生する地震の規模を正確に予測するものではなく、上

記規模を科学的・技術的知見に基づき、保守的に評価するものであるか

ら、上記予測が困難であるからといって、基準地震動が科学的合理性に

欠けるものとは認められない。そして、上記科学的・技術的知見につい

ては、１９９５年兵庫県南部地震を契機として、国は全国的に強震観測20 

網の強化に努め、防災科学技術研究所はＫ－ＮＥＴ、ＫＩＫ－ＮＥＴを

張り巡らし、全国の市町村にも気象庁の震度計が設置されて、地震の観

測記録が増加するとともに（乙１０９）、地震学及び地震工学に関する新

たな知見が蓄積され、地震動評価手法に関する研究も進展し、応答スペ

クトルに基づく地震動評価のみならず、断層モデルを用いた評価手法の25 

重要性が認識されて改訂耐震指針が定められ（前提事実６⑶）、さらに、
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超過事例③ないし⑤から得られた知見（地下構造を詳細に調査して、伝

播特性を把握し、より精密な基準地震動の策定に反映させることの必要

性など）等を踏まえ、新規制基準が策定されたことが認められる（前提

事実１１⑴、前記⑴イ ）。このように、新規制基準は、最新の科学的・

技術的知見を踏まえたものであると認められるところ、原告らが指摘す5 

る１９９５年兵庫県南部地震、２０００年鳥取県西部地震及び２００８

年岩手・宮城内陸地震は、いずれも新規制基準の策定前に発生したもの

であることからすると、上記各地震の存在をもって、新規制基準におけ

る基準地震動が科学的合理性に欠けるものとは認められない。 

 基準地震動の具体的算出方法の不明確性との主張について 10 

 原告らは、第５の３⑴（原告らの主張）イのとおり、基準地震動の策

定に当たって不確かさの考慮を求めること自体、最新の科学的・技術的

知見や、地震学及び地震工学的見地からの想定が科学的に正確ではない

ことを前提としているし、不確かさの考慮については、具体的な基準が

存在せず、主観的判断にならざるを得ない、また、本件ばらつき条項が15 

存在すること自体、想定すべき地震規模を具体的に特定することが困難

であり、不確定性を含んでおり、基準地震動は科学的合理性を欠くもの

である旨主張する。 

ａ しかしながら、前記 のとおり、新規制基準は、将来発生する地震

の規模を正確に予測することが困難であることを前提に、これを補う20 

ために、科学的・技術的知見に基づき、各種の不確かさを保守的に考

慮して基準地震動を策定する旨定めているのであって、不確かさの考

慮を求めることをもって、基準地震動の科学的合理性が否定されるも

のとは認められない。そして、自然的立地条件や原子炉の型式等が原

子力発電所ごとに異なることに鑑みれば、不確かさの考慮について一25 

義的に明確又は定量的な基準を定めることは困難であるといえるとこ
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ろ、新規制基準の適合性審査においては、高度の独立性が保障されて

いる規制委員会が、最新の科学的、専門技術的知見に基づき、上記自

然的立地条件や原子炉の型式等の個別具体的な事情を踏まえて、不確

かさの考慮が適切にされているかについても個別具体的に審議、検討

するのであるから、不確かさの考慮に関する具体的な基準が存在しな5 

いことをもって、基準地震動それ自体が科学的合理性を欠くものであ

るとも認められない。 

ｂ また、地震ガイドに本件ばらつき条項が存在した点については、経

験式は、実際の地震観測記録等の観測データに基づいて複数の物理量

等の相関を式として表すものであり、経験式の基となったデータが有10 

する地域特性は様々であるため、かかる地域特性の違いが反映されて、

経験式の作成の基となったデータと当該経験式から求まる値との間に

は、当然にばらつきが生じるところ、本件ばらつき条項の第１文は、

経験式の適用範囲について十分な検討を求め、第２文は、経験式の適

用範囲を確認する際の留意点として、経験式が平均値としての地震規15 

模を与えるものであることから、当該経験式の適用範囲を単に確認す

るのみではなく、より慎重に、当該経験式の前提とされた観測データ

との間のかい離の度合い（すなわち、経験式が有するばらつき）まで

を踏まえる必要があることを確認的に規定したものであり（乙９８）、

これらは上記で述べた経験式が有する当然の性質を規定したものにす20 

ぎない。そして、経験式にはこのようなばらつきが生じることを踏ま

えて、規制委員会により、上記ａ記載の適合性審査がされるのである

から、本件ばらつき条項の存在をもって、基準地震動の算出方法が不

明確であり、科学的合理性を欠くとは認められない。 

 基準地震動の超過事例の存在について 25 

 原告らは、第５の３⑴（原告らの主張）ウのとおり、平成１７年から
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平成２３年までのわずか６年間に、４か所の原子力発電所で超過事例①

ないし⑤が発生しており、各発生当時における基準地震動の想定が誤り

であり、科学的根拠に基づく基準地震動の想定が困難であることを示し

ている旨主張する。 

しかしながら、超過事例①ないし③は、いずれも旧耐震指針下におけ5 

る基準地震動Ｓ２を超えるものであって基準地震動Ｓｓを超過したもの

ではない（前記⑴イ ～ 、弁論の全趣旨）。すなわち、旧耐震指針では、

基本的に、応答スペクトルに基づく地震動評価のみによって基準地震動

を策定することを求めていた（前提事実６⑵ア）のに対し、新規制基準

では、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せ10 

ず策定する地震動」の双方を考慮し、地下構造を詳細に把握するなどし

た上で、前者の地震動については、応答スペクトルに基づく地震動評価

及び断層モデルを用いた手法による地震動評価をした上で、基準地震動

を策定することを求めており（前提事実１１⑴）、旧耐震指針と新規制基

準における基準地震動はその策定方法が大きく異なっているから、超過15 

事例①ないし③が存在することをもって、基準地震動の想定が困難であ

るとして、新規制基準における基準地震動の合理性も否定されるものと

はいえない。 

また、超過事例④及び⑤は、改訂耐震指針における基準地震動Ｓｓを

超過した事例であるところ（前記⑴イ ）、新規制基準における基準地震20 

動は、超過事例④及び⑤のほか、超過事例③から得られた知見等を踏ま

え、活断層等の解釈を明確化したり、地下構造による地震波の増幅、伝

播特性の考慮に関し、より詳細な調査・検討を求めたりするもので、改

訂耐震指針における基準地震動と比較して、より高度化したものとなっ

ていることが認められる（前提事実１１⑴、前記⑴イ ）。そうすると、25 

超過事例④及び⑤についても、これらが存在することをもって、基準地
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震動の想定が困難であるとして、新規制基準における基準地震動の合理

性も否定されるものとはいえない。 

 基準地震動の変動について 

 原告らは、第５の３⑴（原告らの主張）エのとおり、強震動予測にお

ける地震学及び地震工学の知見に大きな変遷がないにもかかわらず、本5 

件原子炉施設や他の原子力発電所の基準地震動が変動しているのは、基

準地震動自体が科学的合理性を欠くものであることを示している旨主張

する。 

確かに、本件原子炉施設の基準地震動は、旧耐震指針の下では最大加

速度４７３ガル（基準地震動Ｓ２）、改訂耐震指針の下では最大加速度５10 

７０ガル（基準地震動Ｓｓ－１）、新規制基準の下では最大加速度６５０

ガル（基準地震動Ｓｓ）と変動していることが認められる（前提事実６

⑵イ、⑶イ、１１⑵ウ）。しかしながら、基準地震動の策定方法について

は、前記 において認定したとおり、科学的知見の発展に伴って見直さ

れているのであって、強震動予測における地震学及び地震工学の知見に15 

大きな変遷がないとの原告らの主張はその前提を欠くものであり、原告

らの上記主張によって、基準地震動が科学的合理性を欠くものとは認め

られない。 

 以上検討したところによると、基準地震動は科学的合理性を有するも

のであると認められるから、基準地震動を定めていることをもって、新20 

規制基準が不合理であるとは認められない。 

イ 基準地震動の耐震設計基準としての合理性の有無 

 原告らは、第５の３⑵（原告らの主張）のとおり、ハウスメーカーは、

一般住宅耐震設計基準を定めるに当たって、強震動予測ではなく、国内

における過去最大の地震動を前提としており、ダム耐震指針も現在から25 

将来にわたって当該地点で考えられる最大級の強さを持つ地震動を設定
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することを求めているにもかかわらず、新規制基準は、想定される地震

規模というより緩やかな耐震設計基準を定めるにとどまり不合理である

旨主張する。 

 この点、建築基準法は最大加速度３００～４００ガル程度の地震動に

対する設計を要求していることになるところ、１９９５年兵庫県南部地5 

震や東北地方太平洋沖地震等において、これを上回る地震記録が多数観

測されていながら、大破、倒壊といった大きな被害が見られないのは、

計算上考慮していない部材が力を負担するなど、建築物全体としては計

算以上の余力があり、同法に基づく設計上の耐力（設計耐力）よりも大

きな地震力に耐えることができる、すなわち、設計耐力より実耐力が大10 

きいからである（乙１０８）。このように、設計耐力と実耐力は異なると

ころ、原告らが指摘するハウスメーカーの一般住宅の振動実験に基づく

最大加速度（前記⑴ウ）は実耐力を示すものであるのに対し、原子炉施

設の基準地震動は設計耐力であるから、両者はそもそも比較対象となる

ものではない（乙３０３）。 15 

更に付言するに、建築物の耐震設計は、当該地点における地域特性、

特に、地震動の増幅特性に影響を与える地盤の条件に大きく左右される

ところ、一般住宅は、大規模な基礎地盤の改良工事が行われないまま、

新しい堆積層（沖積層）が厚く分布している平野部、埋立地、盛土上な

ど柔らかい地盤の上に建築されることが多い（乙２９４、３０２）のに20 

対し、原子力発電所は、地震動の増幅をもたらさない堅硬な岩盤等が存

在する立地地点を選定し、当該地点について詳細な調査を尽くした上で、

大規模な基礎地盤の改良工事等を実施して地震動の増幅をもたらす表層

地盤を除去するなどしてから建設されているのであって（弁論の全趣旨）、

両者には、立地する地盤の条件に根本的な違いが認められる（乙３０３）。 25 

また、地震動の最大加速度が２０００ガルを超えたにもかかわらず、
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観測地点に近接した建築物にほぼ被害が生じなかった事例が存在してい

るように（乙１０９）、１９９５年兵庫県南部地震以降の顕著な地震記録

の検討の結果、最大加速度及び最大速度のいずれかのみが大きくても被

害には結び付きにくいとの見解が示されているところであって（乙３０

４）、建築物の耐震性は、最大加速度のみならず、地震動の経時特性（揺5 

れが時間とともにどう変化するか）、周期特性（建築物の固有周期に対応

する揺れがどのようなものであるか）や建築物の固有周期も考慮するこ

とが必要である（乙３０３、弁論の全趣旨）。 

以上によると、一般住宅の上記実耐力と地盤条件や建物の固有周期の

異なる原子炉施設の基準地震動（設計耐力）とを直接比較することは不10 

合理であり（乙３０３）、原告らの上記主張をもって、新規制基準におけ

る基準地震動が不合理であるとは認められない。 

 次に、ダム耐震指針においては、新規制基準と異なり、各種の不確か

さを考慮すべきとする具体的規定は存在していない（前記⑴エ）。また、

地震動評価の手法についても、新規制基準における基準地震動では、応15 

答スペクトルに基づく地震動評価及び断層モデルを用いた手法による地

震動評価の双方の策定が求められている（前提事実１１⑴ア ）のに対

し、ダム耐震指針では、応答スペクトルに基づく地震動評価に相当する

経験的方法であるダムの距離減衰式による地震動評価は求められている

ものの、断層モデルを用いた手法による地震動評価に相当する半経験的20 

方法や理論的方法については努力目標的な位置付けがされるにとどまっ

ていることが認められる（前記⑴エ）。これらの規定内容に照らせば、新

規制基準における基準地震動の方がダムの耐震設計よりも保守的で詳細

な想定を要求していることは明らかであるから、ダム耐震指針と比較し

て新規制基準における基準地震動が不合理であるとは認められない。 25 

 したがって、一般住宅の実耐力やダム耐震設計と比較して、新規制基
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準における基準地震動が不合理であるとは認められない。 

ウ 三次元地下構造調査に係る規定の合理性の有無 

原告らは、第５の３⑶（原告らの主張）のとおり、三次元物理探査は、

二次元物理探査と比較し、圧倒的に最先端の技術であり、その得られるデ

ータの量、質の点ではるかに優れており、新規制基準は、このような三次5 

元物理探査により三次元的に地下構造を把握することを求め、例外的に、

地下構造が水平成層かつ均質の場合には、三次元物理探査を省略すること

ができる旨規定しているところ、「水平」、「成層」、「均質」といった基準は

曖昧で、その解釈次第では、三次元物理探査の省略を広範に認めることに

なる点、また、地下構造の評価に当たって必要な敷地及び敷地周辺の調査10 

につき、二次元物理探査と三次元物理探査を並列的かつ択一的に規定して

いる点において不合理である旨主張する。 

確かに、三次元物理探査の方が二次元物理探査よりも詳細なデータを得

ることができ、石油探査においては、三次元物理探査が実施されるのが一

般的であることが認められる（甲３８、２０１、２０２、証人丁１）。 15 

もっとも、新規制基準の策定過程をみると、２００７年新潟県中越沖地

震及び２００９年駿河湾地震で敷地下方の地下構造等の要因による地震

波の増幅が確認され、地下構造を詳細に調査して伝播特性を把握し、より

精密な基準地震動の策定に反映させることの必要性が認識されたことを

受けて、地震等基準検討チームの会合において地下構造の調査手法につい20 

て議論され、その際、外部有識者である戊７国立大学法人高知大学海洋コ

ア総合研究センターセンター長から石油業界では一般的に陸上で三次元

探査をしているとして、三次元物理探査を実施すべきである旨の意見も出

され、そのような意見も踏まえて議論された結果、原子力発電所敷地の地

下構造を従来よりも詳細に調査して、地震波の伝播特性をしっかり把握し、25 

精密な基準地震動の策定に活かすことが必要であるとの認識に至ったこ
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とが認められる（前記⑴イ 、甲３５、乙８２）。そして、新規制基準は、

このような認識を踏まえ、地震動評価の過程における敷地及び敷地周辺の

地下構造の把握につき、原則として、三次元的な地下構造により検討する

ことを要求するが、地震観測記録の分析、各種調査及び二次元又は三次元

の物理探査等により三次元的に地下構造を調査した結果、地下構造が水平5 

成層かつ均質と認められる場合には、一次元又は二次元のある程度簡易的

な地下構造モデルでも基準地震動の策定にほとんど影響がないため、地下

構造モデルを一次元又は二次元のものとすることができる旨定めたこと

が認められる（設置許可基準規則解釈別記２第４条５項４号、前提事実１

１⑴、乙８２）。これは、地下構造につき「水平成層構造が想定可能なこと10 

があらかじめわかっている場合には、水平成層構造に対する強震動の理論

計算がはるかに容易であるから、三次元的に不均質なモデルをあえて作成

することは適切でない。」とする平成２９年改訂レシピ２．２．２の考え方

（甲４５［２４～２６頁］、乙２４［２４～２６頁］）とも整合するもので

ある。 15 

すなわち、石油探査等の資源探査においては、当該資源の位置を正確に

把握することが重要であることから、三次元物理探査が一般的に行われて

いるのに対し、基準地震動の策定においては、地下構造の影響による地震

波の伝播特性を把握し、これを踏まえた地下構造モデルを作成することが

重要であるところ、新規制基準は、このような観点から、三次元物理探査20 

によることなく、地震観測記録の分析、各種調査及び二次元物理探査等を

適切に組み合わせることによって、地下構造が水平成層かつ均質であると

判断することは可能であり、その場合、地震波の伝播特性への影響がほと

んどないことから、地下構造モデルを一次元又は二次元のものとすること

ができるとするものであると認められ、不合理な点は認められない。 25 

この点、原告らは、地下構造が成層（水平）かつ均質であると判断する



187 

 

に当たっても、三次元反射法・屈折法地震探査を行う必要がある理由とし

て、①設置許可基準規則解釈別記２第４条５項４号①が「三次元的な地下

構造により検討すること」を義務付けていること、②新規制基準策定に先

立つ平成２５年５月１０日に策定公表された「サイト敷地の地下構造の詳

細な把握の必要性について」において、三次元地下構造調査から、二次元5 

反射法・屈折法地震探査が除外されており、また、上記探査に加え、電磁

気探査、更に微動アレイ探査をしても三次元速度構造モデルを作成できる

にとどまるとされていること、③大飯発電所評価会合において、「地下構造

が成層かつ均質である」と判断するために、三次元的な地下構造データを

もって評価を行う必要があるとされたことを挙げる。 10 

しかし、上記①の点については、設置許可基準規則解釈別記２第４条５

項４号①は、「評価の過程において、地下構造が成層かつ均質と認められる

場合を除き」三次元的な地下構造により検討することを要求しているもの

であって、常に三次元物理探査を実施することを要求しているものではな

いことは明らかである。 15 

また、上記②の点については、「サイト敷地の地下構造の詳細な把握の必

要性について」（甲３６）には、地下構造調査の方法に関し、二次元反射法・

屈折法地震探査等による簡易地下構造調査と三次元反射法・屈折法地震探

査等による三次元地下構造調査が挙げられているが、地下構造の把握に当

たって、簡易地下構造調査によることを排除する趣旨の記載であるとは認20 

められない（乙８２［１０頁］）。加えて、前述のとおり、地下構造の調査

は、地震波の伝播特性を把握するためであるところ、三次元速度構造モデ

ルにより、上記伝播特性を把握することが可能であることからすると、簡

易地下構造調査では三次元速度構造モデルを作成できるにとどまるから

といって、地下構造を把握するに当たって、三次元物理探査が必要である25 

ものとも認められない。 
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さらに、上記③の点については、大飯発電所評価会合においては、規制

委員会が、他の原子力発電所（本件発電所を含む。）が長年にわたり地震観

測を実施しているにもかかわらず、これを実施していない大飯発電所に対

し、最低限必要な調査として、浅部地下構造における三次元的な構造を評

価（確認）するため、敷地内において約５０ｍ格子間隔による単点微動測5 

定を実施し、微動Ｈ／Ｖスペクトルによる卓越ピーク（周波数、振幅）の

空間分布を評価する（これにより大きな空間変動がない場合、地下構造を

水平成層構造として近似できる。）ことを求めたものと認められ（甲３６、

乙８２、９０）、三次元物理探査を求めたものとは認められない。 

以上によると、原告らが主張するように、新規制基準が原則として三次10 

元物理探査の実施により三次元的に地下構造を把握するよう求めている

ものとは認められない。 

そうすると、原告らの主張は、そもそも、三次元的地下構造調査に係る

新規制基準の規定の解釈に誤りがある。そして、新規制基準が「水平」、「成

層」、「均質」である場合の例外規定を設けた上記趣旨からすると、上記例15 

外に該当するか否かは、地震波の伝播特性に影響を与える地下構造である

かという観点から判断されるものであることは明らかであるから、上記基

準が曖昧であるとは認められず、上記例外規定を設けたことをもって、新

規制基準が不合理であるとは認められない。 

また、上記説示したところに照らせば、三次元物理探査をしなければ上20 

記目的に照らした三次元的な地下構造の把握ができないものとは認めら

れないから、地下構造の評価に当たって必要な敷地及び敷地周辺の調査に

つき、二次元物理探査と三次元物理探査を並列的に規定している点に何ら

不合理な点はない。 

エ 以上検討したところによると、原告らの上記各主張を踏まえても、各種25 

の不確かさを考慮しながら複数の手法を併用して地震動を評価した上で、
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その結果を総合し、最も厳しい評価結果を基準地震動として採用すること

としている新規制基準が定める基準地震動の策定手法に不合理な点はない

ものと認められる。 

４ 争点４（基準地震動に関する本件適合性審査の合理性の有無）について 

 本件発電所敷地の三次元的な地下構造の検討懈怠の有無 5 

ア 認定事実 

前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の各事実が認め

られる。 

 本件発電所敷地における主たる調査手法の概要 

ａ 弾性波探査（反射法探査） 10 

弾性波探査とは、地下を伝わる弾性波が地層の境界面で屈折や反射

などの現象を生じることを利用して地下構造を調査するための手法を

いうところ、被告は、本件発電所敷地において、反射法地震探査及び

オフセットＶＳＰ探査を実施し、反射法解析、ＶＳＰ解析及びトモグ

ラフィ解析を行った（オフセットＶＳＰ）。 15 

⒜ 反射法地震探査（陸域で実施するもの）は、地表で発振して、地

下の地盤物性の異なる境界面（反射面）から跳ね返ってきた反射波

を地表に設置した受振器で観測、解析することにより、地表測線下

の地下構造（速度構造）を調査する探査手法である。 

⒝ オフセットＶＳＰ探査は、地表で発振して、反射面から跳ね返っ20 

てくる反射波をボーリング孔内の受振器で観測、解析することによ

り、ボーリング孔周辺の地下構造（速度構造）を調査する探査手法

である。 

⒞ 反射法解析及びＶＳＰ解析の結果は、いずれも反射面が縞状に表

現され、上記縞状が不連続であったり、ずれが生じたりしている場25 

合には断層の存在が推定され、歪みや傾斜が見られる場合には褶曲
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構造の存在などが推定される。 

なお、反射法地震探査とオフセットＶＳＰ探査を比較すると、後

者の方が、受振器を反射面の近傍に設置でき、反射波の経路が短く

なることから、一般に、ノイズが小さく分解能の高い記録を得るこ

とができるとされている。 5 

⒟ トモグラフィ解析は、弾性波が地表の発振点から地中を伝播して

地表及びボーリング孔内の受振器へ最初に到達するまでの時間（初

動走時間）を基に地盤の速度構造を解明する解析手法である。 

⒠ オフセットＶＳＰの解析結果を総合することにより、敷地の地下

構造を精度良く把握することができる。 10 

（乙３３４［４０、４１頁］、３３８［２，１８～２０頁］、弁論の全趣

旨） 

ｂ 物理検層 

物理検層は、ボーリング孔内に各種測定器(検層器)を降下させ、検

層器から得られる物理量（速度、密度、温度等）を用いて、地層中の15 

地質情報を連続的に計測する手法であり、ＰＳ検層や密度検層がある。 

⒜ ＰＳ検層 

ボーリング孔を利用して地盤内を伝播するＰ波及びＳ波の速度

（地盤及び岩盤中を伝わる弾性波のうち、縦波をＰ波、横波（せん

断波）をＳ波といい、Ｐ波の伝播する速度をＰ波速度、Ｓ波の伝播20 

する速度をＳ波速度という。）を測定する手法をＰＳ検層という。 

ⅰ ダウンホール法 

ダウンホール法は、比較的低周波数帯の波（震源）を用い、地

表で発振してボーリング孔内の受振器で受振することにより比較

的長い区間の平均的な速度を測定する手法である。 25 

サスペンション法と比較すると、実際に観測される地震波に近
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い周波数帯における速度値を得ることができる。 

ⅱ サスペンション法 

サスペンション法は、比較的高周波数帯の波（震源）を用い、

測定器をボーリング孔内に挿入して発受振を行うことにより孔壁

近傍の局所区間の速度を測定する手法である。 5 

サスペンション法は、孔壁近傍の局所的な速度値を得る手法で

あるため、ダウンホール法よりも高い速度値を示す部分も多いが、

ボーリング削孔に伴う応力解放によって発生する潜在割れ目や孔

壁の局所的な崩壊・拡大などの影響を受けて速度値が低下する部

分もあり、速度値にばらつきが生じることがある。 10 

（乙３４８［３頁］） 

⒝ 密度検層 

密度検層は、測定器をボーリング孔内に挿入して孔内の地層密度

の変化を連続的に測定する手法である。 

密度検層もサスペンション法と同様に、測定時に孔壁が局所的に15 

崩壊・拡大した影響などを受けることがある。 

（乙３４８［５頁］、ヨ３５［３８頁］、弁論の全趣旨） 

 被告による本件発電所敷地の地下構造評価 

ａ 本件原子炉施設建設時の調査による評価 

⒜ 被告は、本件原子炉施設の建設に当たって、本件発電所の１号機20 

及び２号機の建設の際に行った調査に加えて、以下の各調査等を行

った。 

ⅰ 地表地質調査  

被告は、地表地質調査を実施し、既往文献調査、地形調査や後

記各調査、検討結果と併せて地質図を作成した。 25 

ⅱ 地表弾性波探査 
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被告は、本件原子炉設置位置付近で３４測線（既往調査含む。）、

総延長約１万４６００ｍにわたる地表弾性波探査を実施し、５ｍ

間隔の測点で観測したＰ波速度から地盤の伝播速度分布を把握す

るなどして、本件原子炉設置位置付近の地質・地質構造を検討し

た。 5 

ⅲ ボーリング調査 

被告は、本件原子炉の炉心付近において、基本的に約５０ｍ間

隔で、最深深度５００ｍ、孔数約１５０孔、総掘進長約７９００

ｍのボーリング調査を行い、採取したボーリングコアの性状を詳

細に観察した地質柱状図を作成するとともに、他の孔や試掘抗、10 

地表の地質情報を併せて地質平面図・断面図を作成するなどして、

敷地の地質・地質構造を把握した。 

ⅳ 試掘抗調査 

被告は、ボーリング調査等によって得られた敷地の地質・地質

構造を直接観察するため、本件原子炉設置位置の直上部で十字に15 

交わる南北方向約１１０ｍ、東西方向約１５０ｍを中心とした合

計約３００ｍの試掘抗を掘削し、地盤を構成する岩石及びその分

布、断層の有無、片理面（結晶が一定方向に配列して生じる面状

の構造を片理といい、その面を片理面という。）の走向・傾斜等を

直接確認した。 20 

ⅴ 掘削面観察 

  被告は、本件原子炉の基礎岩盤の掘削面において、基礎地盤の

構成岩種及びその分布、断層の有無、片理面の走向・傾斜等を直

接確認した。 

ⅵ 地盤物性の測定 25 

被告は、上記試掘抗やボーリング孔を利用して、地盤のＰ波速
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度、Ｓ波速度といった地盤物性を測定した。 

⒝ 被告は、これらの調査から、本件発電所敷地の地盤は、三波川変

成岩類のうち主に塩基性片岩から成り、片理の発達があるものの、

一般に剥離性が弱く塊状かつ堅硬である、敷地及び敷地近傍では片

理面の傾斜が緩やかである、基礎岩盤には顕著な破砕部などは認め5 

られないなどと判断した。また、本件原子炉の炉心付近の地盤にお

けるＳ波速度は２．６ｋｍ／ｓであったため、地震基盤（Ｓ波速度

３ｋｍ／ｓ以上やＰ波速度５ｋｍ／ｓ以上が目安とされ、それより

深部では地盤構造が地震動に大きく影響しないとされる。）に相当す

る非常に堅硬な岩盤であると判断した。 10 

（乙３３４［２５、２６頁］、ヨ１１［６－３－７３～６－３－８５、

６－３－９３、６－３－９４、６－３－１４１、６－３－２８２、

６－３－２８４～６－３－２８６、６－３－２９９、６－３－３０

１、６－３－３２４～６－３－３８１頁］、ヨ３５［５７頁］） 

ｂ 深部ボーリング調査等による評価 15 

⒜ 深部ボーリング調査 

ⅰ 被告は、平成２２年、地震動評価のための地下構造モデルの精

度向上を図り、深部地盤に起因する地震動の増幅の有無を改めて

検証する目的で、深部ボーリング調査を実施することとしたとこ

ろ、深度２０００ｍに及ぶボーリング掘削を行うには、高さ約５20 

０ｍに及ぶ設備類等を用いるため小さな工場程度のスペースが必

要になるが、本件原子炉付近では上記のようなスペースを確保す

ることは困難であった。そこで、被告は、前記ａの調査結果によ

り、本件発電所敷地の地盤が三波川変成岩類のうち主に塩基性片

岩から成り、地震動の顕著な増幅が発生するとは考え難い堅硬な25 

ものであると把握していたことも踏まえ、本件原子炉にできる限
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り近く、かつ、必要なスペースが確保できる本件原子炉の炉心か

ら約１ｋｍ離れた本件発電所敷地の南西部（荷揚岸壁付近）に掘

削位置を選定し、深度２０００ｍ、５００ｍ、１６０ｍ及び５ｍ

の４孔のボーリング孔を掘削した。 

ボーリング調査は、一般的に、地下深部になるほどコアの採取5 

が難しく、コア形状も劣化しやすいとされるが、深度２０００ｍ

の深部ボーリング調査では、１８００ｍ以深の最深部においても

連続したコアが採取でき、コアの採取率は９９．４％であり、コ

アの性状も良好であった。被告は、外部有識者として地質学の専

門家である戊８岡山大学名誉教授（当時は准教授。以下「戊８教10 

授」という。）の関与の下、上記コアを観察し、地質柱状図を作成

するなどして地質構造について検討を行った。 

ⅱ 被告は、深部ボーリング調査の結果、本件発電所敷地地下は、

深度約５０～２０００ｍまで堅硬かつ緻密な結晶片岩（片理のあ

る広域変成岩）が連続しており、敷地の地盤を構成する塩基性片15 

岩の下位に三波川変成岩類のうち主に泥質片岩が分布し、塩基性

片岩、珪質片岩、砂質片岩等の薄層が存在することを確認した。 

被告は、上記コアの地質と敷地周辺の地質につき、地層の重な

り方に着目した地表踏査や岩石サンプルの分析・比較も併せて行

った結果、敷地深部の泥質片岩主体層が敷地の東方～南東方に位20 

置する大洲地域及び八幡浜地域の泥質片岩主体層と対比でき、敷

地の西方に位置する三崎地域の泥質片岩主体層が敷地地表付近の

塩基性片岩主体層の上位にあると評価し、敷地周辺の地質・地質

構造は、佐田岬半島に沿う方向にほぼ水平で極めて緩く西へ傾斜

するものと判断した。また、敷地近傍に広く分布する塩基性片岩25 

には、その片理面と調和的に挟まる連続性の良い珪質片岩の薄層
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が見られることから、それらを露頭で判別、追跡した結果、敷地

近傍の地質構造が佐田岬半島に沿う方向にほぼ水平であるととも

に、佐田岬半島に直交する方向には背斜構造（凸状）を示し、佐

田岬半島の北部に位置する本件発電所地点では緩く北へ傾斜する

と判断した。さらに、被告は、深部ボーリング調査の結果と本件5 

原子炉の炉心付近のボーリング調査（前記ａ）の結果と比較した

ところ、深部ボーリング調査地点では深度約１３０ｍ以深が、本

件原子炉の炉心付近では深度約３５０ｍ以深が泥質片岩主体とな

っていたことから、地表部の塩基性片岩を主体とする地層とその

下位の泥質片岩を主体とする地層の境界面は緩く北へ傾斜してい10 

ると判断した。 

（乙２１［６６～７８頁］、３２２［３～３４頁］、３２３、３３４

［２９～３８頁］、３４８［５頁］、ヨ１１［６－３－７４、６－

３－７５頁］、ヨ３５［２４～３６頁］、証人丁２） 

⒝ ＰＳ検層、密度検層及びオフセットＶＳＰ 15 

 被告は、深部ボーリング孔を利用して、ＰＳ検層及び密度検層を

行い、深部ボーリング調査の結果を確認した後、物理探査における

世界的な権威である戊９京都大学名誉教授の助言を受けながら、オ

フセットＶＳＰを実施した。 

ⅰ ＰＳ検層の結果 20 

(ⅰ) ダウンホール法 

被告は、深度方向に約１０ｍごとに受振器を移動させながら、

ＰＳ検層（ダウンホール法）を実施した。その結果、Ｓ波速度

は、地表部（深度５０～１３０ｍ。塩基性片岩主体）で２．４

ｋｍ／ｓ、その下位（深度１３０～３００ｍ。泥質片岩主体）25 

で２．２ｋｍ／ｓ、それ以深（泥質片岩主体）で２．６～３．
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３ｋｍ／ｓを示し、基本的に地下深部に至るに連れて漸増して

いたところ、Ｐ波速度も、地表部で５．０ｋｍ／ｓ、その下位

で４．６ｋｍ／ｓ、それ以深で４．７～５．５ｋｍ／ｓと同様

の傾向を示したことから、地震動増幅の要因となるインピーダ

ンス比は小さいものと判断した。 5 

(ⅱ) サスペンション法 

被告は、０．１ｍ間隔でサスペンション法を実施した。被告

は、サスペンション法の結果につき、ダウンホール法による速

度値とほぼ同等であり、地下浅部から地下深部まで非常に速い

速度（Ｓ波速度２．２～３．３ｋⅿ／ｓ）を示し、深度方向に10 

漸増するものの、地震動増幅の要因となるインピーダンス比は

小さいものと評価した。 

ⅱ 密度検層の結果 

被告は、０．１ｍ間隔で密度検層を実施した。密度検層の結果、

地盤密度は、深度５０～１３０ｍで平均２．７８ｇ／ｃ㎥、深度15 

１３０～３００ｍで平均２．６７ｇ／ｃ㎥、深度３００～６２０

ｍで平均２．７３ｇ／ｃ㎥、深度６２０～１２８０ｍで平均２．

７３ｇ／ｃ㎥、深度１２８０～２０００ｍで平均２．７２ｇ／ｃ

㎥と、概ね２．７～３．０ｇ／ｃ㎥を示したことから、被告は、

岩種に応じてやや変化するものの、深度方向への大局的な増減傾20 

向は認められないと判断した。 

もっとも、深度１８００～１９００ｍ付近において、最小１．

６ｇ／ｃ㎥程度まで低下している部分があった。 

ⅲ オフセットＶＳＰの結果 

オフセットＶＳＰの実施に当たって、本件発電所敷地には、非25 

常に狭くて急峻で平坦地に乏しく、発振器及び受振器が配置でき
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る場所が限られるという環境的・技術的な制約があったところ、

被告は、深部ボーリング孔を利用した物理検層と併せて最も効果

的な調査を行うという観点から、深部ボーリング孔が位置する敷

地の西端から既往調査がされている本件原子炉付近を通過し、敷

地の東端に至るように１本の測線を設定した。 5 

そして、被告は、反射法地震探査により得られた実際のＣＭＰ

（発振器と受振器の中点の位置）の分布や、本件原子炉の位置等

を踏まえて、深部ボーリング孔を起点とし、本件発電所敷地東端

を終点とする直線状の解析測線を設定した上で、上記解析測線に

沿った解析用のＣＭＰを設定し、上記解析測線に直交する方向の10 

実際のＣＭＰの記録を上記解析用のＣＭＰに集めて解析を行った。

また、被告は、オフセットＶＳＰ探査により得られた記録を、発

振点と受振点との位置関係及び地盤の速度構造から求められる反

射点に投影して二次元的な疑似反射断面を作成するＶＳＰ－ＣＭ

Ｐマッピング法を用いて解析を行った。 15 

被告は、その結果によると、地下深部までほぼ水平な反射面が

連続しており、地震動の顕著な増幅の要因となる褶曲構造及び低

速度域は認められないと判断した。また、被告は、上記各探査デ

ータに対してトモグラフィ解析も実施し、解析範囲の地盤は、埋

立土などの極浅部を除くとＰ波速度が５ｋｍ／ｓ程度以上と非常20 

に大きく、かつ、均質であると判断した。被告は、反射法地震探

査及びオフセットＶＳＰ探査による水平な反射面がトモグラフィ

解析範囲外も含めた探査断面全体にわたって連続して確認される

として、敷地地盤の速度構造は、全体に乱れがなく均質であり、

地震動の顕著な増幅の要因となり得るような低速度層は認められ25 

ないと判断した。 
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 もっとも、反射法地震探査結果のＣＤＰ Ｎｏ．６５付近には、

反射面の不連続部があった。 

（乙２１［３４～３６頁］、３２２［５１～９５頁］、３２３［６頁］、

３３４［３９～４１頁］、３３８［５、１６頁］、３４８、ヨ１１

［６－３－７４、６－３－７５、６－３－８３、６－３－３００、5 

６－３－３０２、６－３－３０３、６－５－２０、６－５－２１

頁］、ヨ３５［２６、３７～４５、５４～５７頁］、証人丁２） 

⒞ 被告は、このような各種調査結果を総合的に考慮して、本件発電

所敷地の地下構造が地震動の顕著な増幅をもたらすものではなく、

水平成層かつ均質であると評価した。（乙ヨ１１［６－５－２１頁］、10 

ヨ３５） 

ｃ 二次元地下構造モデルを用いた解析的検討 

 被告は、伊予灘における南北方向の複数の海上音波探査及び屈折法

地震探査の結果（後記 ア ）から、本件発電所敷地が位置する佐田

岬半島へつながる伊予灘の大局的な地質構造が佐田岬半島と平行する15 

東西方向にほぼ一様であると判断し、これらの結果と後記⑵ア の伊

予灘における三次元的な地下構造調査の結果並びに前記ａ及びｂの敷

地近傍における地表地質調査や敷地におけるボーリング調査及び深部

ボーリング調査の結果を総合して、本件発電所敷地近傍の地下構造を

把握した。そして、被告は、敷地近傍の地下構造が、大局的には佐田20 

岬半島と平行する東西方向にほぼ水平であり、これと直交する南北方

向で地層の傾斜が最大となることを踏まえ、南北方向の二次元地下構

造モデル（なお、地下構造モデルに反映された物性値は、ダウンホー

ル法の結果に基づくものである。）を設定し、地下深部からの地震動の

顕著な増幅がないこと、地震動の到来方向によって伝播特性が異なる25 

傾向がないことを解析的に確認した。（乙３３４［４８頁］、ヨ３５［５
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１～５３頁］） 

ｄ 地震観測記録による評価 

被告は、本件発電所敷地の地盤において、昭和５０年から地震観測

（強震及び微小地震）を実施しており、多数の地震観測記録を得てい

るところ、比較的振幅の大きな地震は、全て海洋プレート内地震であ5 

り、内陸地殻内地震及びプレート間地震について振幅の大きな記録は

得られておらず、また、敷地近傍（本件発電所から半径５ｋｍ）での

地震活動は極めて低調で、発生地震もＭ２．０程度以下の小規模なも

のとなっていると評価した。 

被告は、そのような中で、耐専式との比較が可能な内陸地殻内地震10 

を用いて、観測記録の応答スペクトルと耐専式により推定した応答ス

ペクトルの比をとって、増幅特性の検討を行うこととし、比較的規模

の大きい内陸地殻内地震（１９９５年兵庫県南部地震、１９９７年鹿

児島県北西部地震、１９９７年山口県北部地震、２０００年鳥取県西

部地震及び２００５年福岡県西方沖地震の５地震）により得られた地15 

震観測記録を基に上記検討をした結果、いずれの地震も短周期側では

観測値が予測値よりも小さい傾向を示しており、顕著な増幅はないと

評価した。この観測値が予測値よりも小さい理由としては、本件発電

所敷地の地盤が耐専式の想定する地盤よりも硬いこと、いずれも遠地

の地震であり観測記録の最大振幅が小さいことが考えられた。 20 

また、被告は、微小地震計で観測した地震記録を用いて、対象とす

る内陸地殻内地震をＭ２．０程度にまで拡大し（震央を豊後水道とす

る１０地震、愛媛県南西部とする２地震、伊予灘とする２地震及び周

防灘とする１地震）、地震波の到来方向によって特異性が見られないか

確認するため、地震の発生地域を敷地の北方、東方、南方及び西方に25 

分けて検討を行った結果、地震規模が小さく耐専式の適用範囲外であ



200 

 

るため観測値と予測値との整合が悪く断定的な評価はできないものの、

到来方向によって増幅特性が異なる傾向は確認されないと評価した。 

なお、２０１４年３月１４日伊予灘地震は、本件発電所敷地の地下

２０００ｍで４９ガル、地下５ｍで６５ガルを計測したが、はぎとり

解析（地震の観測記録を用い、上部地盤を取り除いた仮想の地表面に5 

おける地震動を算出する方法）を実施したところ、地下２０００ｍの

はぎとり波は９４ガル、地下５ｍのはぎとり波は６９ガルとなってお

り、本件発電所敷地の地下構造は地震動の顕著な増幅特性がなく、む

しろ、地震動が減衰する特性を有していることが確認された。 

（乙２１［２３、２４頁］、８６［３５頁］、３３４［４６、４７頁］、10 

ヨ１１［６－５－２１～６－５－２３、６－５－６２～６－５－６

６、６－５－１４０～６－５－１４８頁］、ヨ３５［１～６頁］） 

ｅ 以上により、被告は、本件発電所敷地の地下構造は特異な地盤増幅

を示すものではないと判断した。また、被告は、地下構造モデルから

理論的に求まる伝達関数と敷地の地盤系地震計（Ｃ地点）における平15 

成１３年から平成１８年までの観測記録のうち、最大加速度が１０ガ

ル以上の１１地震の記録を平均した伝達関数がほぼ整合していると判

断した。（乙ヨ３５） 

 被告による敷地内断層の有無の評価 

本件発電所敷地及びその近傍には小規模な断層が観察されるが、これ20 

らの断層の破砕部はほとんどが１０ｃｍ未満で、大部分が固結して軟質

部を含まず、片理の引きずりが見られるなど地下深所で形成された特徴

を示している。被告は、本件原子炉施設付近の敷地内断層のうち、肉眼

観察、物理試験、針貫入試験の結果、断層内物質が粘土状の軟質部を含

まない岩石化していると考えられる断層につき、研磨片観察及び薄片観25 

察を行ったところ、地下深部で活動して以降に地表付近での脆性破壊を
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受けていないことから、これらの断層は、古い時代に地下深部で生成し

た断層が地表付近に位置して以降の新しい時代には活動しておらず、将

来活動する可能性のある断層等には該当しないと判断した。また、上記

以外の軟質部を含む断層についても、研磨片観察、薄片観察、深部ボー

リング調査、Ⅹ線分析結果等によると、上記軟質部は、地下水の作用に5 

より形成されたものであり、上記断層の活動時期は後期更新世よりもは

るかに古く、将来活動する可能性のある断層等には該当しないと判断し

た。（乙ヨ１１［６－３－７７～６－３－８２、６－３－９４～６－３－

９９頁］） 

イ 判断 10 

被告は、本件発電所敷地の地下構造は、顕著な増幅特性がなく、水平成

層かつ均質であると評価し、規制委員会はこれを是認したことが認められ

るところ（前提事実１４ ）、原告らは、以下のとおり、被告は、三次元的

な地下構造の検討を懈怠しており、被告による本件発電所敷地の地下構造

の把握は不十分かつ新規制基準に反するものであるにもかかわらず、これ15 

を是認した規制委員会の判断は不合理である旨主張する。以下、原告らの

主張を踏まえ、被告の上記評価並びにこれを是認した規制委員会の判断及

びその過程に不合理な点がないか検討する。 

 単点微動測定の不実施について 

原告らは、第５の４ （原告らの主張）アのとおり、規制委員会が、20 

地下構造を成層かつ均質と判断するために、最低限必要な調査として、

単点微動測定の実施を挙げているにもかかわらず、被告はこれを実施し

ていない旨主張する。 

しかしながら、前記３ ウのとおり、規制委員会は、地震観測を実施

していない大飯発電所に対し、最低限必要な調査として、単点微動測定25 

の実施を求めたにすぎず、全ての原子力発電所に対して、その実施を求
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めたわけではないことが認められる。このことは、規制委員会が、本件

適合性審査の過程で、単点微動測定を実施していない被告に対し、オフ

セットＶＳＰ探査、深部ボーリング調査、地震観測記録結果など敷地の

地下構造を三次元的に把握するために実施した内容の詳細を示すよう求

めるにとどまり、単点微動測定の実施を求めていないこと（乙８３）か5 

らも裏付けられている。 

したがって、原告らの上記主張はその前提において誤っており、採用

できない。 

 被告による本件発電所敷地の地下構造の評価について 

ａ 被告実施の敷地内調査の方法及び結果評価について 10 

⒜ 調査方法について 

  原告らは、第５の４ （原告らの主張）イ ａのとおり、①オフ

セットＶＳＰ、ＰＳ検層及び密度検層で利用した深部ボーリング孔

は、本件原子炉の炉心から約１ｋｍも離れている上、効果的な掘削

箇所を予測してからその位置が決定されたものでもなく、不適切で15 

ある、②オフセットＶＳＰは、敷地の東西方向に関してしか行われ

ていない上、測線もわずか１本にとどまり、複数の測線によること

を求める新規制基準に反しており、三次元的な地下構造の把握は困

難であるし、測線自体は折れ曲がっているにもかかわらず、解析結

果は直線で表され、その処理が適切に行われているかも不明である20 

として、新規制基準である地質ガイドが求める「適切な調査」がさ

れていない旨主張し、これに沿う石油探査等の物理探査を専門とす

る戊１０京都大学工学部工学研究科名誉教授（以下「戊１０教授」

という。）作成に係る意見書（甲３８。以下「戊１０意見書」という。）

を提出し、戊１０教授もこれに沿う証言をする。 25 

ⅰ 深部ボーリング孔の位置（上記①）について 
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確かに、本件原子炉施設の基準地震動策定のための地下構造の

把握という観点からは、オフセットＶＳＰ、ＰＳ検層及び密度検

層のいずれについても、本件原子炉付近で深部ボーリング調査を

実施することが望ましいことは否定できない。しかしながら、深

度２０００ｍに及ぶ深部ボーリング調査を実施するには、小さな5 

工場程度のスペースを確保することが必要となるものと認められ

るところ、被告は、本件原子炉付近において上記のようなスペー

スを確保することは困難であったため、本件原子炉にできる限り

近く、かつ、必要なスペースが確保できる本件原子炉から約１ｋ

ｍ離れた場所を深部ボーリング孔の掘削位置として選定したこと10 

が認められる（前記ア ｂ⒜ⅰ）。このような物理的制約があった

ことに加え、深部ボーリング調査の実施時点では、既に、本件原

子炉施設の建設に当たって実施した各種調査結果により、本件発

電所敷地の地盤は、三波川変成岩類のうち主に塩基性片岩から成

り、一般に剥離性が弱く塊状かつ堅硬であり、そのＳ波速度から、15 

地震基盤に相当する非常に堅硬な岩盤であることが確認されてお

り、深部ボーリング調査は、これを前提に、地震動評価のための

地下構造モデルの精度向上を図り、深部地盤に起因する地震動の

増幅の有無を改めて検証する目的で実施されたものであること

（前記ア ａ、ｂ）も踏まえると、被告が選定した上記掘削位置20 

をもって、地質ガイドが求める「適切な調査」がされていないと

は認められない。 

ⅱ 測線（上記②）について 

(ⅰ) 測線が東西方向に１本である点について 

オフセットＶＳＰは東西方向に１本の測線を設定して実施さ25 

れているところ、被告は、本件発電所敷地が非常に狭くて急峻
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で平坦地に乏しく、発振器及び受振器が配置できる場所が限ら

れるという環境的・技術的制約があることを踏まえ、深部ボー

リング孔を利用した物理検層と併せて最も効果的な調査を行う

べく、深部ボーリング孔が位置する敷地の西端から既往調査が

されている本件原子炉付近を通過し、敷地の東端に至るように5 

１本の測線を設定したことが認められる（前記ア ｂ⒝ⅲ）。そ

して、オフセットＶＳＰは、地震動の増幅をもたらすような地

下構造の有無を改めて検証するための一資料であり（前記ア

ｂ⒜）、同探査の実施時点では、既に、本件原子炉施設建設時の

各種調査結果や深部ボーリング孔を利用した物理検層の結果等10 

により、敷地近傍の地質構造は、佐田岬半島に沿う方向（東西

方向）にほぼ水平で、緩く北へ傾斜しているものの（前記ア

ｃ）、本件発電所敷地の地盤が主に三波川変成岩類から成り、地

震動の顕著な増幅が発生するとは考え難い堅硬な岩盤であるこ

とが確認されていたこと（前記ア ａ、ｂ）を踏まえると、被15 

告が設定した東西方向に１本の測線によっても、地震動の増幅

をもたらすような地下構造の有無を確認する上で必要かつ十分

な情報を得ることは可能であると認められ（乙３４８、３４９）、

また、新規制基準が、複数の測線によることを求めていると認

めるに足りる証拠もないことからすると、測線が東西方向に１20 

本のみであることをもって、オフセットＶＳＰが不適切であり、

新規制基準に反しているとは認められない。 

(ⅱ) 測線が折れ曲がっている点について 

上記の測線の設定経緯に照らせば、測線自体が折れ曲がって

いることは不適切であるとはいえない。また、解析結果が直線25 

で表されている点については、被告は、反射法地震探査につき、
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解析測線に沿った解析用のＣＭＰを設定し、解析測線に直交す

る方向の実際のＣＭＰの記録を上記解析用のＣＭＰに集めて解

析を行い、また、オフセットＶＳＰ探査につき、ＶＳＰ－ＣＭ

Ｐマッピング法により解析しているところ（前記ア ｂ⒝ⅲ）、

上記各解析処理が不適切であると認めるに足りる証拠もない。 5 

ⅲ 以上によると、被告の敷地内調査の方法に不合理な点は認めら

れない。 

⒝ 調査結果の評価について 

ⅰ 原告らは、第５の４ （原告らの主張）イ ｂ⒜のとおり、オ

フセットＶＳＰの解析結果につき、①１号機ないし３号機の右側10 

（北東側）の往復走時で０．５秒以浅における右肩上がりの急傾

斜の反射面を見落としており、活断層が存在する可能性がある、

②ＣＤＰ Ｎｏ．６５付近の反射面の不連続について速度フィル

タ等が原因であると誤解釈をしている、③偽りの地層間繰り返し

波等を真の反射波と誤解釈しているといった誤りがある旨主張し、15 

これに沿う戊１０意見書を提出し、また、戊１０教授もこれに沿

う証言をする。 

(ⅰ) 右肩上がりの急傾斜の反射面（上記①）について 

戊１０教授が断層の存在が疑われるとして示す右肩上がりの

解釈線（甲３８・図８）は、反射法地震探査の解析結果であり、20 

測線端部の重合数を低下させた結果、重合数が低下するに従っ

て、左側に位置を移しながら、より顕著に現れているところ、

断層面が存在した場合、反射法地震探査面上の反射面の位置が

重合数の低下によって移動することはあり得ないことからする

と、戊１０教授が示した上記解釈線は、断層面からの反射波や25 

回折波ではなく、ノイズ（表面波やＳ波等）であると認められ
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る（乙３２２［７２頁］、３４８、３４９）。 

(ⅱ) ＣＤＰ Ｎｏ．６５付近の反射面の不連続（上記②）につい 

 て 

ＣＤＰ Ｎｏ．６５付近に認められる反射面の不連続部分（前

記ア ｂ⒝ⅲ）については、反射法地震探査の解析結果である5 

ところ、解析測線が受振測線に近づくに従い目立たなくなって

いること、また、反射法地震探査結果の解析の際にノイズ（表

面波やＳ波等）の影響を除去するために適用されている速度フ

ィルタを外すと同不連続部分が目立たなくなることからすると、

解析測線と受振測線の位置が異なる影響及び速度フィルタの影10 

響により生じたものと認められ、断層の存在をうかがわせるも

のとは認められない（乙３２２［８６～８９頁］、３４８、３４

９）。 

なお、原告らは、速度フィルタの適用により背斜構造を見落

としてしまう可能性がある旨主張し、戊１０教授も速度フィル15 

タは通常の反射法の処理では使われない旨証言するが、地震本

部が示す反射法データ処理の流れにおいても、速度フィルタの

一種である「時間－空間フィルタ」が明記されており、速度フ

ィルタの適用は一般的なものであると認められ（乙３４８）、速

度フィルタを適用したことをもって、被告の調査方法が不適切20 

であるとは認められない。 

(ⅲ) 偽りの地層間繰り返し波等を真の反射波と誤解釈していると

の点（上記③）について 

原告らが主張する「偽りの地層間の繰り返し波」とは、重複

反射又は多重反射であって、本来は境界面で反射した最初の波25 

を観測すべきところを境界面や地表面で複数回反射した波を地
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表で受振したものを指すところ、そのような偽りの反射波には、

緩い傾斜角が多重反射では強調される性質が存在することが認

められる（乙９２）。このような偽りの反射波の性質に鑑みれば、

仮に、原告らが指摘する反射波に偽りの地層間の繰り返し波が

含まれていたとしても、オフセットＶＳＰの解析結果がほぼ水5 

平な反射面を描き出している以上、真の反射波は更に水平であ

ることになるから、被告の地下構造の評価に影響を与えるもの

ではない（乙３４８、３４９）。 

( ⅳ ) 以上検討したところによると、被告によるオフセットＶＳＰ

の解析結果の評価に不合理な点があるとは認められない。 10 

ⅱ 斜め平行移動による地下構造モデルについて 

 原告らは、第５の４ （原告らの主張）イ ｂ⒝のとおり、被

告が作成した斜め平行移動による地下構造モデルの合理性を裏付

けるためには、オフセットＶＳＰの解析結果の反射面はむしろ水

平であってはならないはずであり、被告の評価は誤っている旨主15 

張し、これに沿う戊１０意見書を提出するとともに、戊１０教授

もこれに沿う証言をする。 

しかしながら、被告が作成した地下構造モデルは、地層境界面

（泥質片岩主体層が出現する面）の深度が、深部ボーリング調査

地点では約１３０ｍ、本件原子炉の炉心付近では約３５０ｍとな20 

っており、地質構造が緩く北へ傾斜していると推定されることを

踏まえたものである（前記ア ｂ⒜、ｃ）のに対し、オフセット

ＶＳＰは、速度構造を確認するものであって（前記ア ａ⒜、⒝）、

両者は異なるものを評価しているから、両者が一致しないことは

何ら矛盾するものではなく、被告の評価が誤りであることにはな25 

らない。 
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なお、原告らは、被告作成の地下構造モデルは、本件原子炉の

炉心から約１ｋｍも離れた場所の大雑把なデータを斜めにスライ

ドさせるものであって、不合理である旨主張するが、上記地層境

界は明瞭で区別しやすいことに加え、上記地層境界面の対比は地

質学の専門家である戊８教授の関与の下で行われた科学的根拠に5 

基づくものであること（前記ア ｂ⒜、乙３２３）に照らせば、

上記地下構造モデルが不合理であるとは認められない。 

ⅲ ＰＳ検層及び密度検層の評価の誤りについて 

原告らは、第５の４ （原告らの主張）イ ｂ⒞のとおり、①

被告が実施したダウンホール法とサスペンション法によるＰＳ検10 

層の調査結果にはかなりのかい離があるにもかかわらず、被告は、

速度値はほぼ同等という誤った評価をし、反射波の伝播速度の平

均値を取るダウンホール法のデータのみを地下構造モデルに反映

させている、②ダウンホール法は深度６００～１２８０ｍ、１２

８０～２０００ｍ等と信じ難い間隔で行われ、精査とはいえない15 

し、深度１３０～３００ｍにおいて、特にＳ波速度が低下してい

るにもかかわらず、これが地下構造モデルに反映されていない、

③深度１８００～１９００ｍ付近において密度検層による密度が

低下し、Ｐ波速度の低下も見られ、破砕帯の可能性があるにもか

かわらず、これが考慮されていない旨主張し、これに沿う戊１０20 

意見書を提出するとともに、戊１０教授もこれに沿う証言をする。 

(ⅰ) ダウンホール法とサスペンション法の結果（上記①）につい               

て 

ダウンホール法とサスペンション法は、観測する波の周波数

や伝播経路が異なっており（前記ア ｂ⒜）、これによって観測25 

される速度値にも違いが生ずることからすると、両者を比較す
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る際には、各深度に応じた速度結果を直接比較するのではなく、

両者が同様の傾向を示すか否かという観点から確認を行うこと

が適切である。このような観点から、両者の速度値（特にＳ波

速度）を確認すると、サスペンション法の数値がダウンホール

法の数値を下回る部分もあるものの、地下浅部から地下深部ま5 

で非常に速い速度（Ｓ波速度２．２～３．３ｋｍ／ｓ）を示し、

深度方向に漸増するが、地震動増幅の要因となるインピーダン

ス比が小さいなど、大局的な傾向はほぼ整合的であるから（前

記ア ｂ⒝ⅰ）、速度値はほぼ同等であるとした被告の評価は合

理的であると認められる（乙３４８、３４９、ヨ３５［４３頁］）。10 

また、サスペンション法は、孔壁近傍の局所的な速度値を得る

手法であるため、ボーリング削孔に伴う応力解放によって発生

する潜在割れ目や孔壁の局所的な崩壊・拡大などの影響を受け

て速度値が低下する部分もあり、速度値にばらつきが生じるこ

とがあるのに対し、ダウンホール法は、比較的低周波数帯の波15 

を用いて、比較的長い区間の平均的な速度を測定する方法であ

るため、サスペンション法と比較すると、実際に観測される地

震波に近い周波数帯における速度値を得ることができること

（前記ア ｂ⒜）に照らせば、被告が地下構造モデルの物性値

につき、ダウンホール法の結果を採用したことが不合理である20 

とは認められない。 

( ⅱ ) ダウンホール法の結果（上記②）について 

地震動評価に用いる地下構造モデルの物性値としては、ダウ

ンホール法で得られた結果を適切な速度層に区分した上で反映

することが一般的であるところ（乙３４８）、被告は、約１０ｍ25 

ごとに受振器を移動させながらダウンホール法を実施した上で、
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深部ボーリング調査により判明した地質構造を踏まえて、速度

層区間を設定したものと認められ（前記ア ｂ⒝ⅰ（ⅰ））、上記速

度層区間が不適切であるとは認められない。 

また、確かに、ＰＳ検層（ダウンホール法）の結果によれば、

深度１３０～３００ｍにおけるＳ波速度が低下していることが5 

認められるが、２．２ｋｍ／ｓに低下したにとどまり、本件発

電所敷地の地表部（深度５０～１３０ｍ）から深度２０００ｍ

までの速度分布全体を大局的にみると、Ｓ波速度が２ｋｍ／ｓ

以上で推移している上（前記ア ｂ⒝ⅰ(ⅰ)）、２０１４年３月１

４日伊予灘地震の観測記録からも、本件発電所敷地の地下構造10 

は地震動の顕著な増幅特性はなく、むしろ地震動が減衰する特

性を有していることが確認されているのであるから（前記ア

ｄ）、Ｓ波速度の上記低下をもって、被告の評価が誤りであると

は認められない。 

ⅳ 深度１８００～１９００ｍ付近の密度及びＰ波速度の低下（上15 

記③）について 

サスペンション法と密度検層を実施するに当たっては、いずれ

も、ボーリング孔壁近傍の０．１ｍ間隔という局所的なデータを

連続的に取得するという測定手法の特性上、ボーリング削孔に伴

う応力解放によって発生する潜在割れ目や孔壁の局所的な崩壊・20 

拡大などの影響を受けて速度値や密度値が低下する部分もあるの

であるから（前記ア ｂ）、速度及び密度の低下が直ちに破砕帯が

存在する可能性を示すものとは認められない。そして、本件発電

所敷地の深部ボーリング調査によるコア採取率は９９．４％と極

めて高く、コアの性状も良好であったところ、地質学の専門家で25 

ある戊８教授の関与の下、かかるコアの性状を観察した結果、顕
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著な破砕帯の存在はなく、深部まで堅硬な地盤となっており、地

震動評価に影響を及ぼすようなものはないことが確認されている

ことからすると（前記ア ｂ⒜ⅰ、乙３２３、３４８、３４９）、

原告らが指摘する低下部分は、サスペンション法と密度検層の上

記特性によるものと考えるのが合理的である。また、そもそも、5 

本件発電所敷地は、サスペンション法及び密度検層により０．１

ｍという短い間隔で分析を行った結果、深度２０００ｍにわたっ

て、大局的にＳ波速度２．２ｋｍ／ｓ以上、密度２．７～３．０

ｇ／ｃ㎥で推移していると評価できる地層であるから（前記ア

ｂ⒝ⅰ(ⅱ)、ⅱ）、０．１ｍという短い間隔で局所的にＰ波速度や密10 

度が小さい箇所（前記ア ｂ⒝ⅱ）があったからといって、顕著

な地震動の増幅は想定されないといえる。 

ⅴ 以上によると、原告らによる上記各主張を踏まえても、被告に

よる各種敷地内調査の結果に関する評価に不合理な点は認められ

ない。 15 

ｂ 地震観測記録に基づく検討について 

⒜ 観測記録に基づく増幅特性の検討について 

原告らは、第５の４ （原告らの主張）イ ａのとおり、①本件

発電所敷地周辺では、平成９年１０月から平成２４年１２月までに、

３万３９１５回の内陸地殻内地震が発生しているにもかかわらず、20 

被告は、そのうちわずか２０地震のみに基づき、増幅特性を検討し、

②平成２０年から令和３年の間に微小地震よりも大きな地震が多数

観測されているにもかかわらず、被告は、これらの地震につき、海

洋プレート内地震であるとして検討の対象としておらず、被告の増

幅特性の検討は不適切である旨主張する。 25 

上記①の点につき、本件発電所敷地周辺では、平成９年１０月１
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日から平成２４年１２月３１日までに、深度２０ｋｍ以浅で内陸地

殻内地震が３万３９１５回発生しているものの、同観測記録は、気

象庁が観測した当該期間中の全ての地震を示すものにすぎず、本件

発電所敷地で実際に揺れを観測した地震を示すものではない（乙２

１［２３頁］、弁論の全趣旨）。そして、上記地震のうち、本件発電5 

所から半径５ｋｍ内で発生した地震はいずれもＭ３未満であり、大

部分がＭ２．０程度以下の小規模な地震のみであったところ（乙２

１）、被告は、そのような中でも、本件発電所敷地での地震観測記録

を用いて敷地の増幅特性を検討するべく、遠方ではあるが比較的規

模の大きい内陸地殻内地震に加え、地震規模が小さく耐専式の適用10 

範囲外ではあるが敷地近傍で発生した上記小規模な地震も活用して

増幅特性を検討しているのであって（前記ア ｄ）、かかる検討方法

が不合理であるとは認められない。 

また、上記②の点については、内陸地殻内地震は、一般的に、深

度２０ｋｍ程度までの地下で発生するものと考えられているところ15 

（乙３６５、ヨ１５。なお、被告は、後記⑶ア ａのとおり、本件

発電所敷地周辺における内陸地殻内地震の地震発生層（断層）の下

端深さを１５ｋｍと評価している。）、原告らが指摘する本件発電所

敷地付近で平成２０年から令和３年までの間に観測されたとする微

小地震よりも大きな地震（甲１９８）は、いずれも深度４０～７０20 

ｋｍで発生しており、海洋プレート内地震であると認められる（乙

３６６）。そうすると、被告が、耐専式との比較が可能な内陸地殻内

地震を用いて、観測記録の応答スペクトルと耐専式により推定した

応答スペクトルの比をとって、本件発電所敷地における増幅特性の

検討を行うに当たって（前記ア ｄ）、海洋プレート内地震である上25 

記微小地震よりも大きな地震を参照していないことが不合理である
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とは認められない。 

⒝ 伝達関数の評価について 

原告らは、第５の４ （原告らの主張）イ ｂのとおり、被告は、

観測記録から求まる伝達関数と、地下構造モデルによる理論的伝達

関数とが「ほぼ整合していることを確認した」としているが、被告5 

が作成した地下構造モデルによる理論的伝達関数は、観測記録から

求まる伝達関数と４Ｈｚ、８Ｈｚ、１２Ｈｚ付近で大きくかい離し

ており、整合的という評価は誤りである旨主張し、これに沿う戊１

０意見書を提出する。 

確かに、証拠（乙ヨ３５）によると、ピーク部分である上記各Ｈ10 

ｚ付近において理論的伝達関数の方が観測記録から求まる伝達関数

よりも振幅が大きいことが認められるものの、数値の増減の傾向は

全体として一致しており、数値も上記の部分以外は概ね一致してい

ると認められることからすると、概ね整合するとの被告の評価が不

合理であるとは認められない。 15 

ｃ ＭＡＰにおける地質構造等との比較について 

  原告らは、第５の４ （原告らの主張）イ のとおり、ＭＡＰを参

照すると、本件発電所敷地内の表層地盤の増幅率は、概ね０．５～２．

０、敷地極近傍の範囲での地震基盤の深さは概ね３００～１２００ｍ

となっており、均質でも水平でもないし、被告が本件適合性審査の際20 

に示した「敷地近傍の地質構造（断面図）」によっても、本件発電所敷

地近傍は、水平成層でも均質でもない旨主張する。 

しかしながら、ＭＡＰで提供されている情報は、２５０ｍメッシュ

ごとの代表的な値で、２５０ｍメッシュよりも細かい微地形の変化は

捉えられず、地震基盤の深さについては、信頼性・精度は必ずしも全25 

国一律ではなく、今後一層の改良を図っていく必要があるとされてお
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り（乙７４［３９頁］、９３）、飽くまで概観的な地震動予測地図を作

成するためのものにすぎないことが認められる。他方、被告による評

価は、既に説示したとおり、本件発電所敷地及び敷地周辺における各

種調査結果に基づくものであることからすると、ＭＡＰの記載が、被

告による評価を否定するに足りるものとは認められない。 5 

また、確かに、被告が本件適合性審査の際に示した「敷地近傍の地

質構造（断面図）」（乙ヨ３５［３３頁］）の南北断面では、本件発電所

敷地の地下構造はやや傾斜していることが認められる。しかし、前記

３ ウにおいて認定・説示したとおり、地下構造が水平成層かつ均質

である場合、地下構造モデルを一次元又は二次元とすることで足りる10 

とする趣旨は、上記の場合、地震動に影響を与える伝播特性への影響

がほとんどないためであることからすると、水平成層かつ均質である

か否かは、伝播特性に影響を与える構造であるか否かの観点から検討

するものであって、地質構造自体とは異なる観点から評価するもので

ある。そして、前記ア のとおり、各種調査結果を基に、本件発電所15 

敷地の地下構造は、地震動の顕著な増幅をもたらすものではないこと

が確認されていることからすると、本件発電所敷地の地下構造につき、

上記南北傾斜が認められるものの、地震動評価上は、水平成層かつ均

質であるとした被告の評価が不合理であるとは認められない。 

 以上のとおり、原告らの上記各主張をもって、被告が、三次元物理探20 

査を実施することなくした本件発電所敷地の地下構造の評価が不合理で

あるとは認められない。そして、被告は、本件原子炉施設建設時に、各

種調査結果から、本件発電所敷地の地盤が非常に堅硬な岩盤であること

を把握し（前記ア ａ）、地下構造モデルの精度向上を図る目的で、専門

家の関与の下で実施した深部ボーリング調査及び深部ボーリング孔を利25 

用したオフセットＶＳＰ及び物理検層の各結果を総合して地下構造を把
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握し、本件発電所の地下構造が地震動の顕著な増幅をもたらすものでは

なく、水平成層かつ均質であると改めて評価し（前記ア ｂ）、更に、解

析的な検討結果（前記ア ｃ）、地震観測記録の検討結果（前記ア ｄ）

も踏まえて、本件発電所敷地の地下構造は、顕著な増幅特性がなく、水

平成層かつ均質であると評価したことが認められるところ、このような5 

被告の評価に不合理な点は見当たらず、これを是認した規制委員会の判

断及びその過程にも、不合理な点はないものと認められる。 

 内陸地殻内地震の地震動評価（地質境界としての中央構造線が活断層であ

るか） 

ア 認定事実 10 

前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の各事実が認め

られる。 

 地質境界としての中央構造線 

地質境界としての中央構造線とは、日本列島の骨格が形成された約７

０００万年前以前に形成されたと考えられる西南日本の中央部をほぼ縦15 

断する地質構造上の境界線であり、四国地方においては、四国山地北麓

をほぼ東西に走り、愛媛県西条市丹原町鞍瀬付近で南へ曲がり（桜樹屈

曲）、湾曲しながら同県伊予市双海町上灘付近から海中に没しており、本

件発電所敷地周辺地域は、北側の領家帯・白亜紀和泉層群（内帯）と南

側の三波川帯（外帯）に区分されている。地質境界としての中央構造線20 

は、上記桜樹屈曲から上灘付近で海中に没するまでの間については新生

代第三紀の末期（約１０００万年前）以降は全く活動していないことが

確認されている。（前提事実２⑵、乙１１６、弁論の全趣旨） 

 断層に関する基本的知見等 

ａ 断層運動とその種類 25 

プレート運動による伸張の力や圧縮の力は、地下の岩盤に歪みを蓄
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積させる。その歪みに岩盤が耐え切れなくなると、ある面を境にして

岩盤が急激に破壊され、地震が発生する。その破壊された面を断層面

といい、既存の断層を動かしたり、新たに断層を作ったりする動きを

断層運動という。            

 断層運動は、地下の岩盤に働く力の向きの違いにより、断層面を挟5 

んだ両側の岩盤に異なる動きを生じさせるため、①正断層型、②逆断

層型、③横ずれ断層型の３つの基本的なパターンに分けられる。 

①正断層型は、水平の方向に岩盤が引っ張られることにより、断層

面を境にして、上側の岩盤が下へ滑り落ちる動きをしたものをいう。

②逆断層型は、水平の方向から岩盤が圧縮されたため、断層面を挟ん10 

で上側の岩盤がずり上がる（上側の岩盤が下側の岩盤に乗り上がる）

動きをしたものをいう。③横ずれ断層型は、岩盤に圧縮や伸張がかか

って、断層面を挟んで、それぞれの岩盤が逆方向にずれる動きをした

ものをいい、断層面を挟んで向かい側の岩盤が右側にずれたものを「右

横ずれ断層」、左側にずれたものを「左横ずれ断層」と呼ぶ。また、正15 

断層と逆断層は、いずれも断層面に沿って岩盤が上下にずれる動きを

するので、「横ずれ断層」に対して「縦ずれ断層」に分類される。 

（乙ヨ１５、ヨ１６、弁論の全趣旨） 

ｂ ハーフグラーベン 

 伸長応力場で岩盤が水平方向に引っ張られると、正断層に区切られ20 

た岩盤が沈降して溝が形成されるが、両側の正断層によって形成され

る溝をグラーベン（地溝）という。これに対し、ハーフグラーベンと

は、正断層が片側のみでき、上盤がずり落ちることによって形成され

る溝（半地溝）をいう。（甲２０３） 

ｃ 活断層に関係する新規制基準の定め 25 

⒜ 設置許可基準規則は、耐震重要施設及び兼用キャスクは、変位が
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生ずるおそれがない地盤に設けなければならないと規定し（同規則

３条３項）、設置許可基準規則解釈別記１は、上記変位をもたらす「将

来活動する可能性のある断層等」とは、後期更新世以降（約１２万

～１３万年前以降）の活動が否定できない断層等であり、その認定

に当たって、後期更新世の地形面又は地層が欠如する等、後期更新5 

世以降の活動性が明確に判断できない場合には、中期更新世以降（約

４０万年前以降）まで遡って地形、地質・地質構造及び応力場等を

総合的に検討した上で活動性を評価することなどを規定している

（同別記１第３条３項）。（乙８０） 

⒝ 地質ガイドにも、「将来活動する可能性のある断層等」の認定に関10 

し、上記⒜と同様の定めがあり（地質ガイドⅠ．２．１ 、 ）、そ

の解説においては、後期更新世以降の複数の地形面又は連続的な地

層が十分に存在する場合は、これらの地形面又は地層にずれや変形

が認められないことを明確な証拠により示されたとき、後期更新世

以降の活動を否定でき、この判断をより明確なものとするため、活15 

動性を評価した年代より古い（中期更新世までの）地形面や地層に

ずれや変形が生じていないことが念のため調査されていることが重

要である旨の記載などがある（地質ガイドⅠ．２．１〔解説〕 ）。

（甲２０８、乙８１、３９４） 

 海上音波探査 20 

ａ 海上音波探査の概要 

海上音波探査（海域での反射法地震探査）は、海面付近の水中から

海底に向けて音波を発し、海底、堆積層、基盤岩等からの反射音波を

観測して海底下の地質構造を調査する手法であり、具体的には、船で

発振器及び受振器を曳航し、発振器から出た音波が海底下の地層の境25 

界等で反射し、戻ってきたものを検知することにより、地層の重なり
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及び連続性を調査するものである。 

海上音波探査には、反射波を一つの受振器で記録するシングルチャ

ンネル方式と複数の受振器で記録するマルチチャンネル方式がある。

このうち、マルチチャンネル方式は、従来、長大なケーブルを曳航し

て調査するものであったが、最新の調査手法であるショートマルチチ5 

ャンネル方式は、短いケーブルを用いるものであるため、沿岸部や内

湾での調査も可能となった。 

（乙３３８、弁論の全趣旨） 

ｂ 海上音波探査における音源 

海上音波探査は、音波を発する音源の周波数によって、調査範囲、10 

精度等が異なってくるところ、通常、周波数が低くなるにつれて分解

能が低くなる一方、可探深度は深くなり、周波数が高くなるにつれて

分解能が高くなる一方、可探深度が浅くなるとされる。具体的には、

エアガン（可探深度：海底下数ｋｍ程度まで）、ウォーターガン（可探

深度：浅部からやや深部まで）、スパーカー（可探深度：海底下３００15 

ｍ程度まで）、ブーマー（可探深度：海底下１００ｍ程度まで）、ソノ

プローブ（可探深度：海底下数十ｍ程度まで）、チャープソナー（可探

深度：海底下２５ｍ程度まで）の順番に周波数が高くなり、分解能が

高くなる。 

各音源による記録の特徴としては、チャープソナーとソノプローブ20 

を音源とした場合には、極浅部の堆積層内の反射面も明瞭に捉えるこ

とができるため、新しい時代の断層運動の解明等に有効であり、ブー

マーを音源とした場合には、後期更新世以降の地層を含めた比較的浅

い地層の内部構造を明瞭に捉えることができる。また、スパーカーや

ウォーターガンを音源とした場合、ブーマーより深部まで捉えること25 

ができるため、深部から浅部に至る地下構造を把握するのに有用であ
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り、エアガンを音源とした場合は、海底下数ｋｍまでの深部構造を議

論する上で有効な記録を得ることができる。 

（乙３２９、３３４［５５、５６頁］、３３８） 

ｃ 地質ガイドにおける海上音波探査に関する記載等 

⒜ 地質ガイドは、内陸地殻内地震に係る海域における調査について、5 

適切な各種の調査技術を組み合わせた十分な調査が実施されている

こと、広域的な海底地形と海底地質構造から深部の活断層を含め活

断層の位置・形状が推定されていること及びその根拠が明らかにさ

れていること等を求め（地質ガイドⅠ．４．２．２）、詳細な内容に

ついては海上音波探査マニュアルを参照すること（地質ガイドⅠ．10 

４．２．２〔解説〕 ）を定めている。（甲２０８、乙８１、３９４） 

⒝ 地質ガイド添付の海上音波探査マニュアルは、測線配置に関し、

音波探査には、大局的な地質・地質構造の解明を目的とする調査と

断層の活動性の評価を目的とする調査があるため、それぞれの目的

に応じた適切な測線が配置され、調査を行っていることを確認する15 

必要があるとし、①地質構造を大局的に捉えるための格子状の測線

のほかに、敷地に与える影響の大きな断層については、断層の端点、

断層の三次元形状及び断層相互の三次元的位置関係を正確に把握す

るため、より密な測線配置となっているか、測線が断層に対して直

角に近い角度で配置されているか、最新の文献や海底地形図等を用20 

いて測線配置を検討しているか、活断層の端部と認定されている場

所の延長付近においても、活断層を見逃すことがないよう、調査及

び検討が十分に行われているかを確認すること、②陸域と海域の境

界部においては、適切な調査により、陸域と海域の地質構造が連続

的に把握されているか確認することと定めている（海上音波探査マ25 

ニュアル１． ）。 
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また、海上音波探査の音源に関し、調査対象海域の水深、地質状

況及び調査目的に応じた音源を選択して調査していることを確認す

る必要があると定め、浅部を詳細に把握できる高分解能の音源（例

えばブーマー）とエネルギーが大きく深部の調査に適した音源（例

えばエアガンやウォーターガン）という異なる種類の音源を用いた5 

調査を適切に組み合わせることで、活動性の評価をより正確に行う

ことが可能となるとしている（同１． ①）。 

さらに、高分解能調査に関し、断層の端部等で、中期又は後期更

新世以降の活動性を慎重に評価する必要がある場合には、分解能が

高く、かつ、反射面が明瞭なデータを取得する必要があり、これに10 

は、ブーマー等の高分解能の音源を用いたマルチチャンネル調査に

よるＳＮ比（雑音量（ｎｏｉｓｅ）に対する信号量（Ｓｉｇｎａｌ）

の比）の高いデータの取得が効果的であるとしている（同１． ②）。 

（甲２０８、乙８１、３９４） 

 伊予灘における調査 15 

伊予灘では、被告だけでなく、国土地理院、産業技術総合研究所、大

学研究グループによって、以下を含む、調査対象深度及び分解能の異な

る各種の音源を用いた総延長約６７００ｋｍに及ぶ海上音波探査が実施

されている。 

ａ 深部地震探査  20 

深部を対象とした地震探査として、平成１６年、海上音波探査及び

屈折法探査（以下、上記各探査を併せて「平成１６年深部地震探査」

という。）が実施された。上記海上音波探査は、エアガンを音源とし、

４８チャンネル、チャンネル間隔１２．５ｍのマルチチャンネル方式

で行われ、上記屈折法探査は、エアガンを音源とし、上記海上音波探25 

査と同一に設定した測線上の海底に約１２００～１７００ｍ間隔で合
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計９個又は１０個の受振器を設置し、その直上を２５ｍ間隔で発振し

て行われた。 

 本件発電所の沖合には、北西から南東方向の直線（佐田岬半島に垂

直方向）の測線（乙第３１２号証におけるＹ－１０測線）が引かれた。 

ｂ 浅部海上音波探査 5 

⒜ 平成１６年の海上音波探査（以下、平成１６年深部地震探査と併

せて「平成１６年地震探査」という。） 

浅部を対象とした地震探査として、平成１６年、上記ａと同一の

測線を佐田岬半島沿岸まで延伸して、ウォーターガンを音源とした

海上音波探査が行われるとともに、沿岸部について、同測線を用い10 

て、ブーマーを音源とした海上音波探査が行われた。いずれもシン

グルチャンネル方式で行われた。 

      ⒝ 平成２５年海上音波探査等 

被告は、平成２５年、佐田岬半島北岸部の海陸境界部における更

なるデータ拡充・信頼性向上の観点から、海底地形調査と平成２５15 

年海上音波探査を実施した。被告は、平成２５年海上音波探査の実

施に当たって、８チャンネル、チャンネル間隔２．５ｍのショート

マルチチャンネル方式を採用し、８つの受振器を配置して捉えた反

射波を重合する（複数個の記録を足し合わせることでシグナルを強

調するとともにノイズを低減する）仕様とした。また、海岸線が入20 

り組んで多数の湾が形成されているという佐田岬半島北岸部の地形

を利用して、同湾内にまで入る測線を１ｋｍ程度の間隔で縦横に設

定した上で、ブーマー及びチャープソナーを音源として選択した。 

（乙２１［７頁］、２２、１１４、１１５、３１２、３３４［６２頁］、

証人丁２） 25 
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 被告による中央構造線の性状の把握  

ａ 活断層の有無及びその位置 

被告は、前記 の各海上音波探査記録を基に、以下のとおり、本件

発電所敷地前面海域における中央構造線断層帯の位置を検討した。 

⒜ 浅部地下構造 5 

本件発電所敷地の沖合約８ｋｍ付近に位置する２つの断層はいず

れも高角度であり、これらの断層間には地溝が形成され、その南側

の地層が副次的な断層を伴いながら北へ傾斜している。これらの断

面において、断層分布域の南北でＤ層（更新統）上面の顕著な標高

差は認められず、横ずれの卓越する断層運動が推定される。 10 

また、瀬戸沖（本件発電所の約６ｋｍ南西地点）のように、部分

的に北縁が北落ち断層となる区間の海底地質断面では、Ｔ層（伊予

灘層。上部鮮新統～下部更新統）の背斜構造が認められ、その頂部

は浸食を受けて平坦でＡ層（沖積層）及びＤ層が欠如している。こ

の背斜構造は平面的に断層の走向方向に長軸をもつ高まりとして確15 

認され、断層バルジと考えられる。断層バルジは愛媛県八幡浜市保

内町喜木津沖に１か所、同県伊方町瀬戸沖に２か所見られ、伊予灘

には断層バルジと地溝が交互に配列する。 

これらの断層群はいずれも後期更新世以降の地層に変位を与えて

おり、高角度の活断層と評価される。 20 

⒝ 深部地下構造 

平成１６年深部地震探査の南端付近の地下深部には佐田岬半島に

広く分布する三波川変成岩類の存在が推認され、その上面は北へ傾

斜する。一方、同探査の北端付近の地下深部には領家花こう岩類の

存在が推定され、その上面は緩く南へ傾斜している。両者が会合す25 

る地点（本件発電所敷地から約８ｋｍ）において両岩類の上面は最
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も深くなる。和泉層群はこの窪地の上に分布し、さらに堆積層（新

第三紀～第四紀の堆積物）がこれらを厚く覆っている。幅を持って

雁行配列する活断層（前記⒜）は、いずれも堆積層内で高角度であ

り、地下深部で三波川変成岩類と領家花こう岩類の会合地点へ収れ

んする。また、三波川変成岩類は、その上面が領家花こう岩類との5 

会合地点からさらに北へ傾斜して連続するように見え、地質境界断

層としての中央構造線が北傾斜であることが示唆される。 

⒞ 以上のとおり、伊予灘における下部更新統上面（Ｔ層上面）には、

中央構造線断層帯に属する敷地前面海域の断層群（敷地の沖合約８

ｋｍ）の右横ずれに伴う変形構造（地溝とバルジの直線的な配列）10 

が明瞭に認められて成熟度の高い活断層であることを示し、中央構

造線断層帯より南側には活断層による累積的な変形は認められない。

中央構造線断層帯が成熟した活断層へ進化しているため周辺に別の

活断層が発達しないと評価される。 

（乙２１、２２、ヨ１１［６－３－３６～６－３－３９、６－３－７15 

０～６－３－７３、６－３－２１７、６－３－２１８頁］） 

ｂ 四国電力（２０１４）の提出 

 被告は、本件適合性審査の過程で、規制委員会から、佐田岬半島北

岸部に海底谷という活断層を疑わせる地形が見られることを踏まえ、

佐田岬半島北岸部の海陸境界に極めて近い領域を含む詳細な海上音波20 

探査記録を提出するよう求められ、平成２６年１０月１日、規制委員

会によるヒアリングにおいて、佐田岬半島北岸部における海上音波探

査の実施状況等につき記載した四国電力（２０１４）を提出し、上記

海底谷は、潮流による浸食を受けて形成されたものであって、活断層

によって生じたものではない旨説明した。 25 

その後、規制委員会は、佐田岬半島北岸部で実施された海上音波探
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査等の結果を踏まえ、本件発電所敷地近傍及び敷地において、震源と

して考慮する活断層は認められないと評価した。 

（乙１１４、１３０［３８頁］、３３４［６６、６７頁］、３４６、ヨ

１３［１２、１３頁］） 

 中央構造線断層帯長期評価（第二版）の記載 5 

地震調査委員会長期評価部会（以下「長期評価部会」という。）及びそ

の下部組織である活断層分科会における議論を経て平成２９年１２月１

９日に改訂された中央構造線断層帯長期評価（第二版）には、以下の各

記載がある。 

ａ 断層帯の位置及び形態 10 

中央構造線断層帯は、奈良県香芝市から愛媛県伊予市まで四国北部

を東西に横断し、伊予灘に達している。中央構造線断層帯は更に西に

延び、別府湾を経て大分県由布市に至る全長約４４４ｋｍの長大な断

層であるところ、過去の活動時期や断層の形状等の違い、平均的なず

れの速度などから、全体が１０の区間に分けられる。その１０区間は、15 

①金剛山地東縁区間（約１６ｋｍ）、②五条谷区間（約２９ｋｍ）、③

根来区間（約２７ｋｍ）、④紀淡海峡－鳴門海峡区間（約４２ｋｍ）、

⑤讃岐山脈南縁東部区間（約５２ｋｍ）、⑥讃岐山脈南縁西部区間（約

８２ｋｍ）、⑦石鎚山脈北縁区間（約２９ｋｍ）、⑧石鎚山脈北縁西部

区間（約４１ｋｍ）、⑨伊予灘区間（約８８ｋｍ）、⑩豊予海峡－由布20 

院区間（約６１ｋｍ）である。 

中央構造線断層帯は、全体として右横ずれを主体とし、上下方向の

ずれを伴う断層帯であるが、断層帯の最東端の金剛山地東縁区間（①）

では断層の西側が東側に対して相対的に隆起する逆断層で、断層帯の

西端部の豊予海峡－由布院区間（⑩）では主として北側低下の正断層25 

である。 



225 

 

（甲８３［１、１１頁］、乙２０［１、１１頁］） 

ｂ 中央構造線断層帯に関するこれまでの主な調査研究 

 中央構造線は西南日本を内帯と外帯に分ける重要な地質境界線であ

り、中生代後期以降、多様な断層活動を経てきたとされている。第四

紀後期には、ほぼ一様に右横ずれ成分の卓越する断層運動を行ってお5 

り、特に四国から紀伊半島西部にかけての地域では明瞭な断層変位地

形が連続的に認められる。 

 本断層帯における主な物理探査、地形・地質調査として、伊予灘に

おいては、堤ほか（１９９０）、小川ほか（１９９２）、三浦ほか（２

００１）、大塚ほか（２００１）、七山ほか（２００２）、四国電力（２10 

０１５）などの調査が実施されている。 

（甲８３［２６頁］、乙２０［２６頁］） 

ｃ 中央構造線そのものの活動に伴う断層 

「別府－万年山断層帯（大分平野－由布院断層帯東部）における重

点的な調査観測」の成果は重要である。佐賀関半島先端を通る別府湾15 

口における探査測線（Ｈ測線）及び大野川測線の反射法断面には、三

波川帯と領家帯上面の接合部より浅部の中央構造線の上盤に位置する

別府湾充填新期堆積層内にも強い変形が認められる。また中央構造線

直近でかつ中央構造線と同一方向の佐賀関断層もＣ級ではあるが活断

層である。これらのことから三波川帯と領家帯上面の接合部以浅の中20 

央構造線も活断層である可能性を考慮に入れておくことが必要である

と考えられる。伊予灘南縁、佐田岬半島沿岸の中央構造線については

現在までのところ探査がなされていないために活断層と認定されてい

ない。今後の詳細な調査が求められる。（甲８３［３１頁］、乙２０［３

１頁］、２７［４１３、４１５頁］） 25 
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 高橋ほか（２０２０）の査読論文としての受理 

 高橋ほか（２０２０）は、前記 の各探査結果を踏まえ、伊予灘の中

央構造線及び中央構造線活断層系の分布及び活動性について以下のとお

りの検討を加え、査読論文として受理された。（乙３１２） 

ａ 地震探査結果 5 

⒜ 平成１６年深部地震探査の結果 

本件発電所敷地前面海域を含む伊予灘中部の地質構造は次のとお

りである。 

Ｓ層（三波川変成岩類）上面は、平成１６年深部地震探査の南端

の表層付近から測点番号（以下、測点番号の記載は乙第３１２号証10 

による。）４５０（判決注：沖合約８ｋｍ）付近の深度２０００ｍ付

近に向かって２０度程度で北傾斜し、更に北方の深度３０００ｍ付

近まで断続的に認められ、測点番号３００（判決注：沖合約１１ｋ

ｍ）までの間にＲ層（領家花こう岩類）の下位に潜り込む構造を呈

している。Ｉｚ層（和泉層群）上面は、上記南端より約１ｋｍ北方15 

から測点番号６００（判決注：沖合約４ｋｍ）までの範囲では、深

度２００～４００ｍ付近にあり、ほぼ水平であり、更に北方では上

面の深度を増しつつ、概ねＲ層とＳ層の会合部付近まで追跡される。

Ｉｚ層を覆うＮ層（新第三系及び第四系）は、後述の沖合の断層付

近を除き概ね水平である。 20 

Ｒ層とＳ層は、測点番号４００～５００付近（判決注：沖合約８

ｋｍ）で会合し、それらの上面は両者の会合部で深度２０００～２

５００ｍに達する。会合部付近では、上位のＮ層中の反射面に不連

続や下位ほど傾斜が大きくなる系統的なたわみが認められることか

ら、これらの不連続部及びたわみを断層と判断した。本件発電所敷25 

地前面の伊方沖の測線（Ｙ－１０測線）では、Ｒ層とＳ層の会合部



227 

 

付近（測点番号４４０付近）に、ほぼ鉛直にＮ層を切断し海底面に

達する２条の断層を確認でき、これら２条の断層に挟まれた領域は

相対的に沈降する凹地状の構造を呈している。 

また、これらの明瞭な断層の南方（測点番号４５０～５３０付近）

にも、Ｉｚ層やＮ層の反射面に不連続が認められる。これらの不連5 

続部は、表層付近（海底下３００ｍ程度以浅）のみを変位させる断

層と、表層付近には変位が達していない伏在断層とに分けられる。

前者は高角度であり、後者は中角度から高角度の北傾斜で、北落ち

の正断層成分を持つと考えられる。  

（乙３１２［２０～２３頁］） 10 

⒝ 浅部地震探査の結果 

測点番号１（断面南端）の深度約１５０ｍから測点番号１６（判

決注：沖合約３ｋｍ）の深度約３００ｍ付近にかけて内部反射の乏

しい音響基盤（測点番号１～７付近がＳ層、測点番号７～１６付近

がＩｚ層に相当）が認められる。音響基盤の上位には、音響基盤に15 

オンラップするほぼ水平な反射面が認められ、Ｎ層に相当する。測

点番号２５（判決注：沖合約５ｋｍ）より北側のＮ層には、海底面

まで達する反射面の不連続や下位ほど傾斜が大きくなる系統的なた

わみが認められ、前記⒜の海底面に達する断層ともほぼ対応するこ

とから、断層と判断される。 20 

Ｙ－１０測線の延長線上の測線を用いて実施されたブーマー・シ

ングルチャンネル方式音波探査では、本件発電所の敷地前面（測点

番号７より南東側）で表層部が１０ｍ程度削剥され、幅約１ｋｍの

海底谷が形成されているが、その下位に認められるＮ層の明瞭な反

射面は、ほぼ水平である。さらに、上記海底谷を横断し南方の湾内25 

まで達するブーマー・マルチチャンネル方式音波探査の結果によれ
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ば、Ｎ層の明瞭な反射面が、北に傾斜するＳ層上面を覆ってほぼ水

平に分布している。  

       （乙３１２［２４、２５頁］） 

ｂ 考察 

⒜ 伊予灘の深部地震探査断面における地質境界断層と活断層 5 

深部地震探査結果及び地層対比結果を基に推定した伊予灘の地質

断面図は、三波川変成岩類の上面が佐田岬半島沿岸から緩く北に傾

斜し、伊予灘沖合で領家花こう岩類と会合し（この地質境界断層を

「Ｒ／Ｓ境界」という。）、伊予灘中部では、三波川変成岩類上面が

更に領家花こう岩類の下位に延びる構造を示すものとなっており、10 

従来の伊予灘中部の地震探査結果に基づく構造に関する報告や、伊

予灘に隣接する別府湾や四国東部における地震探査結果に基づく構

造と類似する。また、伊予灘においては、三波川変成岩類及び領家

花こう岩類の上位に和泉層群が分布し、三波川変成岩類と和泉層群

が北傾斜する地質境界断層（この地質境界断層を「Ｉｚ／Ｓ境界」15 

という。）で接する。上記両地質境界断層が地質境界としての中央構

造線と認識されている。 

一方、新第三系及び第四系（Ｎ層）には海底面まで変位を及ぼす

複数の活断層群が認められる。これらの断層は、後期更新世以降に

活動した中央構造線活断層系に相当する。他の断層と比較して変位20 

の累積が特に顕著で海底面まで達する高角断層が認められ、中央構

造線活断層系の主断層と考えられる。これら高角な主断層に挟まれ

た新第三系及び第四系には凸状や凹地状の構造が認められ、これら

は中央構造線活断層系の右横ずれ運動に伴う隆起や沈降によって生

じた変形構造と考えられる。また、これらの主断層の下方延長は、25 

領家花こう岩類と三波川変成岩類の会合部付近に収れんしているよ
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うにみえることから、中央構造線活断層系の活動はＲ／Ｓ境界の活

動に関連している可能性がある。 

伊予灘中部では、中央構造線活断層系の主断層の数ｋｍ南側に複

数の断層が分布するが、このうち北落ちの正断層成分を持つ海底面

まで達しない伏在断層群は、伊予灘中部における下部更新統の上面5 

には、これらと対応する変形構造が認められないことから、これら

の伏在断層群は少なくとも第四紀の後半には活動していないと考え

られる。上記伏在断層群の存在は、現在の中央構造線活断層系を形

成する右横ずれ成分主体の断層活動ではなく、過去に北落ちの正断

層成分主体の断層活動があったことを示唆する。 10 

（乙３１２［２７～２９頁］） 

⒝ 四国北西部から伊予灘にかけての中央構造線の分布及び活動性 

Ｒ／Ｓ境界上端は、厚さ２０００～３０００ｍの新第三系及び第

四系並びに一部では和泉層群に覆われる。その分布は、伊予断層の

海域延長付近から別府湾東部まで北東－南西方向にほぼ直線的に延15 

び、中央構造線活断層系の分布と概ね一致する。言い換えれば、伊

予灘における中央構造線活断層系は、海底面下約２０００～３００

０ｍにあるＲ／Ｓ境界上端付近から海底面までの堆積層を高角に切

る断層である。ただし、更に深部では、中央構造線活断層系の断層

面がそのまま高角で三波川変成岩類を切断するのか、Ｒ／Ｓ境界に20 

沿って北傾斜の断層面に収れんするのかについて、今回検討した深

部地震探査結果からは判断できない。 

Ｉｚ／Ｓ境界上端は、伊予灘中部では厚さ３００ｍ程度の新第三

系及び第四系に覆われる。その分布は、大局的には海岸線に沿って

北東－南西方向に延びるが、直線性に乏しく大きく湾曲し、中央構25 

造線活断層系の分布とは対応しない。 
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また、伊予灘中部の浅部音波探査断面では、沖合の新第三系及び

第四系に中央構造線活断層系による変形構造が明瞭に求められる。

一方で、Ｉｚ／Ｓ境界上端付近を含む沿岸部では、新第三系及び第

四系は和泉層群及び三波川変成岩類をほぼ水平に覆っており、中央

構造線断層帯長期評価（第二版）においてＩｚ／Ｓ境界が活断層で5 

ある可能性を指摘する根拠とした別府湾から豊予海峡で見られるよ

うな強い変形構造は認められない。Ｉｚ／Ｓ境界の浅部延長にあた

る佐田岬半島北岸には、幅約１ｋｍの海底谷が認められ、その分布

は豊予海峡北側の海釜付近まで達しているが、その下位の地層はほ

ぼ水平で、活構造を示唆する累積的な変形は認められないことから、10 

この海底谷は潮流の作用により形成された構造である可能性が高い。

以上によれば、伊予灘中部では、Ｉｚ／Ｓ境界に第四紀以降の活動

はないと判断される。 

（乙３１２［２９、３０頁］） 

イ 判断 15 

被告は、平成２５年海上音波探査の記録のほか、これまでに被告及び各

種機関が実施してきた海上音波探査記録に基づき、中央構造線断層帯の性

状を把握し、中央構造線断層帯（敷地の沖合約８ｋｍ）より南側には活断

層による累積的な変形は認められないこと等を踏まえて、地質境界として

の中央構造線が活断層でなく、佐田岬半島北岸部に活断層は存在しないと20 

評価し（前記ア 、 ）、また、査読論文として受理された高橋ほか（２０

２０）に加え、多数の専門家らも、これまでに佐田岬半島北岸部で実施さ

れた深部及び浅部の海上音波探査記録を総合した結果から、佐田岬半島北

岸部では活構造を示す累積的な変形は認められず、地質境界としての中央

構造線（Ｉｚ／Ｓ境界）が活断層でないと評価していることが認められ、25 

上記専門家らとしては、①地震地質学及び地形学の専門家であり、長期評
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価部会の委員として中央構造線断層帯長期評価の改訂にも携わった戊１

１首都大学東京名誉教授（以下「戊１１教授」という。）（乙１１２）、②構

造地質学、地震地質学、第四紀学を専門とし、産業技術総合研究所活断層

研究センター長、地質調査総合センター長、地震調査委員会の委員等を務

め、伊予灘海域における海上音波探査等に携わり、また、中央構造線断層5 

帯長期評価の改訂の議論にオブザーバーとして関わった産業技術総合研

究所特別顧問名誉リサーチャーである戊１２氏（乙１１５）、③岩石学、地

質学、火山学、環境科学等の専門家である戊１３愛媛大学教授（以下「戊

１３教授」という。）（乙１１６）、④応用地球科学（構造地質学、応用地質

学）の専門家である戊１４山口大学大学院元教授（以下「戊１４元教授」10 

という。）（乙１１９）、⑤変動地形学及び地質学の専門家であり、長期評価

部会の委員として中央構造線断層帯長期評価の改訂にも携わった戊１５

広島大学大学院教授（以下「戊１５教授」という。）（乙１２０）、⑥電力中

央研究所の参事であり、長年にわたり断層模型実験に取り組んできた戊１

６氏（以下「戊１６氏」という。）（乙１２１）、⑦応用地質学、地質工学、15 

地盤災害、地域防災等の専門家である戊１７香川大学教授（乙３１０）、⑧

変動地形学、活断層研究、古地震学、第四紀学の専門家であり、中央構造

線断層帯研究の第一人者である戊１８京都大学名誉教授（以下「戊１８教

授」という。）（乙３１１）、⑨かつて産業技術総合研究所の活断層・火山研

究部門の地震災害予測研究グループ研究グループ長として日本各地の活20 

断層調査に取り組み、現在は、地震予知総合研究振興会地震防災調査研究

部部長を務める戊１９氏（以下「戊１９氏」という。）（乙３４４）らが挙

げられる（以下、同人らを併せて「地質学専門家ら」という。）（前記ア 、

乙１１２、１１５、１１６、１１９～１２１、３１０、３１１、３４４）。 

これに対し、原告らは、地質境界としての中央構造線は活断層である可25 

能性があるにもかかわらず、被告は、三次元反射法探査を実施しておらず、
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以下のとおり、被告による調査及び評価は誤っている旨主張する。そこで、

以下、原告らの主張を踏まえ、被告の上記評価ひいてはこれを是認した規

制委員会の判断及びその過程に不合理な点がないか検討する。 

 被告の調査について 

ａ 測線間隔約４ｋｍの二次元反射法探査を実施したとの主張について 5 

⒜ 原告らは、第５の４ （原告らの主張）ア ａのとおり、二次元

反射法探査を用いて地下構造を把握するためには、１０～５０ｍと

いう短い間隔で縦横に測線を引く必要があるが、被告が佐田岬半島

北岸部における地下構造を把握するために参照した海上音波探査は、

二次元で行われ、かつ、測線間隔が約４ｋｍと余りに粗く、三次元10 

的な把握はおよそ不可能である旨主張し、戊１０教授もこれに沿う

証言をする。 

  しかしながら、被告は、佐田岬半島北岸部において、測線間隔約

１ｋｍ間隔の測線を縦横に設定した平成２５年海上音波探査を実施

しており（前記ア ｂ⒝）、原告らの上記主張はその前提に誤りがあ15 

る。そして、伊予灘では、平成２５年海上音波探査等、被告を含む

各種調査機関により、入り組んだ湾状地形の中まで、複数の調査対

象深度及び分解能の異なる各種の音源を用いた音波探査が他に類の

ない高密度で実施され、高解像度の音波探査記録が得られており、

これを基に断層の三次元的な連続分布の精密な情報が得られている20 

などと、地質学専門家らによって評価されており（乙１１２、１１

５、１１６、１１９～１２１、３１０、３１１、３４４）、また、規

制庁も、令和２年３月４日付け「『中央構造線断層帯（金剛山地東縁

－由布院）の長期評価（第二版）』の知見に関する技術情報検討会の

検討結果等について」において、「既許可（判決注：本件許可）で実25 

施されている調査は、評価に必要な数量が実施され、必要な結果も
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得られていることから、追加調査の必要はなく、改めて事業者に対

して指示する必要はないと考えている。」旨記載しており（乙１３５）、

その手法の合理性が認められている。 

また、海上音波探査を実施するに当たって、１０～１５ｍという

短い間隔で測線を引く必要があることにつき、合理的根拠は示され5 

ていない。 

以上によると、原告らの主張によるも、被告が地質境界としての

中央構造線が活断層ではなく、佐田岬半島北岸部に活断層はないと

評価するに当たって依拠した海上音波探査が、二次元反射法地震探

査であることや、その測線間隔により、不合理であるとは認められ10 

ない。 

⒝ なお、原告らは、戊１９氏は、①共同執筆者として関与した、八

代海における日奈久断層帯調査のための三次元物理探査に係る論文

（猪野ほか（２０１８））では、二次元物理探査では把握できなかっ

たデータを三次元物理探査では把握することができたとして、三次15 

元物理探査の優位性を評価しているにもかかわらず、佐田岬半島北

岸部における調査としては、二次元物理探査でも十分である旨の見

解を述べている、②地質ガイド（まえがき５．）が、可能な限り、最

先端の調査手法、すなわち、二次元物理探査より三次元物理探査を

実施するよう求めているにもかかわらず、被告が実施した二次元物20 

理探査は十分であるとして新規制基準に反する見解を示しているな

どとして、戊１９氏作成に係る意見書（乙３４４）の信用性を争う。 

しかしながら、上記①の点につき、八代海（日奈久断層帯海域部）

においては、ブーマーを音源とする二次元物理探査（マルチチャン

ネル方式）を実施した楮原ほか（２０１１）によって活断層の分布25 

が明らかになっていたところ（乙３７５）、猪野ほか（２０１８）が
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実施した三次元物理探査は、２０１６年熊本地震の発生を受けて、

上記活断層の局所的な変形様式を解明するために行われたものであ

るのに対し（甲２０４、乙３６９）、被告が実施した海上音波探査は、

佐田岬半島北岸部（伊予灘）における耐震設計上考慮すべき活断層

の有無（以下、単に「佐田岬半島北岸部における活断層の有無」と5 

いう。）を確認することを目的とするものであって、調査目的を異に

するから、猪野ほか（２０１８）で三次元物理探査の有用性を評価

した一方で、被告の実施した海上音波探査（二次元物理探査）が十

分であると述べることは何ら矛盾するものではない。 

また、上記②の点につき、地質ガイドは「まえがき５．」において、10 

基準地震動の策定等に関する調査に当たっては、調査手法の適用条

件及び精度等に配慮し、目的に応じた調査手法により実施されるこ

とが必要であり、可能な限り、最先端の調査手法が用いられている

ことが重要である旨規定している（乙８１、３９４）ところ、その

文言に照らせば、いかなる調査条件下においても一律に最先端の調15 

査手法を用いることが必須であると要求しているとは解されない。

そして、既に説示したとおり、佐田岬半島北岸部を含む伊予灘では、

被告及び各種機関が実施してきた高密度かつ高解像度の海上音波探

査が実施されており、後記ｂで述べるとおり、佐田岬半島北岸部に

おける活断層の有無を確認するために重要なＤ層（更新統。深度１20 

００～１５０ｍ程度）以浅の地下構造を適切な音源を用いて把握し

ていることからすれば、佐田岬半島北岸部における活断層の有無の

確認のために三次元物理探査を実施する必要性は認められず、戊１

９氏の見解が地質ガイドに反するものであるとも認められない。 

原告らは、その他、戊１９氏の意見書の信用性に疑念を差し挟む25 

事情をるる指摘するが、いずれもその前提を欠いていたり、具体的
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根拠に基づかないものであったりするのであって、戊１９氏の意見

書の信用性を左右しない。 

上記検討したところに加え、前述のとおり、戊１９氏以外の多数

の地質学専門家らが、被告の評価手法の合理性を認めていることも

踏まえると、戊１９氏作成に係る意見書の信用性は否定されない。 5 

ｂ 音源及び振幅補正等について 

  原告らは、第５の４ （原告らの主張）ア ｂのとおり、①佐田岬

半島北岸部における有効な海上音波探査は、平成２５年海上音波探査

以外には全く実施されていない、②地層深部に潜む震源断層を正確に

捉えるためには、海上音波探査の音源として適切な種類のエアガンを10 

選択すべきであるが、被告が平成２５年海上音波探査に利用したジオ

パルス（ブーマーと同等品（乙１１５［４頁］））、ウォーターガンは深

度の深い地下構造を把握できないから不適切であり、元々記録が取れ

ていない深度１００ｍ以下の地下の様子を振幅回復によって推測する

こともできない旨主張し、戊１０教授もこれに沿う証言をする。 15 

しかし、上記①の点につき、既に説示したとおり、佐田岬半島北岸

部を含む伊予灘では、平成２５年海上音波探査のみならず、平成１６

年地震探査により、新第三系及び第四系に明瞭な変位を与え海底まで

達する断層群や、その南東部分では地質境界を覆う新第三系及び第四

系がほぼ水平であることが記録されているなど（乙３１２［２４頁］）、20 

被告及び各種機関によって、総延長約６７００ｋｍに及ぶ海上音波探

査がされているのであるから、原告らの指摘は当たらない。 

また、上記②の点については、平成２５年海上音波探査に先立ち、

エアガンを音源とした平成１６年深部地震探査が実施され、深部地下

構造は既に把握されていたのであって（前記ア ａ、 ａ⒝）、原告ら25 

の上記主張はその前提を欠いている。加えて、平成２５年海上音波探
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査は、佐田岬半島北岸部の海陸境界部における更なるデータ拡充・信

頼性向上の観点から実施されたところ（前記ア ｂ⒝）、活断層の認定

に当たっては、後期更新世以降の断層の活動の有無によって判断され、

場合によっては、中期更新世以降の地層の活動性も評価することとさ

れていることからすると（設置許可基準規則解釈別記１第３条３項、5 

地質ガイドⅠ．２．参照、前記ア ｃ）、佐田岬半島北岸部については、

更新世に相当する堆積層であるＤ層（深度１００～１５０ｍ程度）の

上部以浅に活断層の痕跡を示す堆積層の変位・変形があるかを確認す

るために、深度１５０ｍ程度までの内部の構造を明瞭に捉えた記録が

重要であるといえる。そして、海上音波探査マニュアルにおいては、10 

海上音波探査の音源は、調査対象海域の水深、地質状況及び調査目的

に応じた音源を選択する必要があり、浅部を詳細に把握できる高分解

能音源（例えばブーマー）とエネルギーが大きく深部の調査に適した

音源（例えばエアガンやウォーターガン）という異なる種類の音源を

用いた調査を適切に組み合わせることとされているところ（海上音波15 

探査マニュアル１． ①、前記ア ｃ⒝）、平成２５年海上音波探査で

利用したブーマーは、可探深度を海底下１００ｍ程度までとし、後期

更新世以降の地層を含めた比較的浅い地層の内部構造を明瞭に捉える

ことができるものであり、チャープソナーは、可探深度を海底下２５

ｍ程度までとし、極浅部の堆積層内の反射面も明瞭に捉えることがで20 

きるものであるところ（前記ア ｂ）、現に、平成２５年海上音波探査

により、Ｄ層のみならず、その下部の約１００万年前以前の地層を含

むＴ層まで高解像度の記録が得られていること（乙１１５［８、９頁］）

からすると、被告が、これらを音源として選択したことは、深度１５

０ｍ程度までの内部の構造を明瞭に捉えるという上記目的に照らすと25 

適切であるといえる。この点、被告が選択した音源が適切であること
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は、前述のとおり、地質学専門家らがこれを認めていることに加え、

長期評価部会の海域活断層評価手法等検討分科会の主査を務める戊２

０氏が、ブーマーやチャープソナーを用いることで活断層を確実に認

定することができる旨の見解を示していること（乙１１８、３７４）

からも裏付けられている。このように、活断層の認定という上記目的5 

に照らせば、被告が、平成２５年海上音波探査において、ブーマー及

びチャープソナーを音源として選択したことは合理的であり、不適切

であるとは認められない。 

また、被告がブーマー及びチャープソナーにおいて取得した海底下

浅部のデータを解析する際に行った振幅補正は、飽くまでも調査対象10 

深度、すなわち、深度１５０ｍ程度までの海底下浅部の適切なデータ

を得るために行われたものであり、より以深の海底下深部のデータを

得るために行われたものではないから、原告らの主張はその前提にお

いて誤りがある。 

以上によると、被告が地質境界としての中央構造線が活断層ではな15 

く、佐田岬半島北岸部に活断層はないと評価するに当たって依拠した

海上音波探査は、平成２５年海上音波探査にとどまるものではなく、

また、原告らの上記主張によるも、平成２５年海上音波探査が、その

音源や振幅補正により、不合理であるとは認められない。 

ｃ 伝播速度について 20 

原告らは、第５の４ （原告らの主張）ア ｃのとおり、被告は、

海上音波探査の解析処理において深度変換を行う際、水中の音波の伝

播速度と同じ１５００ｍ／ｓを用いているが、海底より深部の岩石中

の伝播速度はより速いにもかかわらず、全てが水で構成されている前

提で、地下構造を把握しようとすることは不適切である旨主張する。 25 

しかしながら、既に説示したとおり、佐田岬半島北岸部における活
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断層の有無を判断するに当たっては、Ｄ層（深度１００～１５０ｍ程

度）の上部以浅における堆積層の変位・変形の有無を確認することが

重要であるところ、このような海底下浅部は、堆積物に海水が多く含

まれる軟らかい層であり、水中の音波の伝播速度である１５００ｍ／

ｓを用いて深度変換をすることは一般的な解析処理であると認められ5 

る（乙３４４［１１頁］、３４７［４頁］、３７５～３７８）。なお、そ

もそも、後期更新世以降の堆積層の変位・変形の有無の確認は、海上

音波探査記録の深度変換前の時間断面で行うことができるのであって、

深度変換は大きな意味を持たないから、１５００ｍ／ｓを用いて深度

変換をしたからといって、被告による活断層の有無の評価に影響を与10 

えるものとは認められない。 

以上によると、原告らの上記主張によるも、平成２５年海上音波探

査の解析処理が、深度変換を行う際に被告が用いた伝播速度により、

不合理であるとは認められない。 

ｄ 以上検討したところによると、佐田岬半島北岸部における被告の調15 

査及びその解析に不十分な点は認められない。 

 中央構造線断層帯長期評価（第二版）の記載について 

原告らは、第５の４ （原告らの主張）ア のとおり、中央構造線断

層帯長期評価（第二版）において、被告の佐田岬半島北岸部における調

査が不十分であり、地質境界としての中央構造線が活断層であることが20 

示唆されている旨主張する。 

確かに、中央構造線断層帯長期評価（第二版）には、「伊予灘南縁、佐

田岬半島沿岸の中央構造線については現在までのところ探査がなされて

いないために活断層と認定されていない。今後の詳細な調査が求められ

る。」と記載されていることが認められ（前記ア ｃ、甲８３［３１頁］、25 

乙２０［３１頁］）、これを前提にすると、被告及び各種機関による佐田
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岬半島北岸部における海上音波探査が不十分であり、佐田岬半島北岸部

の地質境界としての中央構造線が活断層であるかどうかを判断すること

ができないことを指摘しているようにも思える。 

この点、中央構造線断層帯長期評価（第二版）の改訂経緯を見ると、

平成２９年１月１６日に行われた第２２６回長期評価部会・第６６回活5 

断層分科会合同会において、委員の一人から、「伊予灘について。これは

希望だが、中央構造線のなかでは、佐田岬ギリギリの地質境界の断層の

四国電力の探査が終わっていないか、少なくともデータが公表されてい

ない。」との発言がされ（乙１２６の８［参考資料１］）、また、同年８月

８日行われた第７３回活断層分科会において、委員の一人から「伊予灘10 

付近の構造について、技術的に調査可能であるにも関わらず、浅い部分

や海岸付近の構造がわかっていない。今後はより正確なデータを得るた

めの調査が必要になるだろう。」との発言がされたが、平成２５年海上音

波探査が実施されていることにつき説明はされなかったこと（乙１２６

の１６［参考資料１－２］）、中央構造線断層帯長期評価（第二版）にお15 

いて、伊予灘における主な物理探査、地形・地質調査として、四国電力

（２０１５）が挙げられている一方で、佐田岬半島北岸部での海上音波

探査の実施状況等につき記載した四国電力（２０１４）が挙げられてい

ないこと（甲８３、乙２０）に加え、長期評価部会の委員として中央構

造線断層帯長期評価の改訂に携わった戊１１教授及び戊１５教授が、中20 

央構造線断層帯長期評価（第二版）には、四国電力（２０１４）の存在

を見落としたまま主張された内容が、一つの見解として残されたもので

ある旨の見解を述べていること（乙１１２［４、５頁］、１２０［３～５

頁］）や、規制委員会の委員も、四国電力（２０１４）はヒアリング資料

にすぎず、取りまとめ資料である四国電力（２０１５）に盛り込まれて25 

いなかった上、検索しにくい状態であった旨述べていること（乙１３０
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［３７～４０頁］）からすると、委員らが、平成２５年海上音波探査が実

施されていることを認識しないまま、中央構造線断層帯長期評価（第二

版）に上記記載がされたものと認められるから、上記記載をもって、佐

田岬半島北岸部における海上音波探査が十分に実施されていないなどと

認めることはできない。 5 

なお、原告らは、査読論文である高橋ほか（２０２０）が参照したデ

ータが三次元反射法探査によるものではなく、反射法探査が十分に進化

したとはいい難い時代の古い時代のデータであり、中央構造線断層帯長

期評価（第二版）の見解を否定するに足りない旨も主張する。しかしな

がら、前述のとおり、地質学専門家らが、探査手法の合理性につき認め10 

ていることに加え、高橋ほか（２０２０）が参照した平成２５年海上音

波探査の記録は、最新の調査手法であるマルチチャンネル方式を用いて

実施されたものであり、古い時代のデータであるともいえず、原告らの

上記主張は採用できない。 

 規制委員会による確認について 15 

原告らは、第５の４ （原告らの主張）ア のとおり、平成２６年１

０月１日に実施された規制委員会のヒアリングにおいて提出された四国

電力（２０１４）は、深度１００ｍ以上の深さが分からないものである

し、佐田岬半島北岸部の海底谷が活断層によって生じた地形でないこと

が確認されたにすぎず、地質境界としての中央構造線断層帯が活断層で20 

ないことが確認されたわけではない旨主張する。 

  しかしながら、既に説示したとおり、伊予灘における活断層の有無の

確認という目的からすれば、四国電力（２０１４）、すなわち、平成２５

年海上音波探査の記録は、Ｄ層以浅の地下構造を明瞭に捉えたものであ

り、十分なものであると認められる。また、本件申請に係る申請書には、25 

本件発電所において、「最も影響の大きい活断層は敷地の沖合約８ｋｍを
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通過する中央構造線断層帯であ」る旨、「中央構造線断層帯より南側には

活断層による累積的な変形は認められない。」旨明示されるとともに、海

上音波探査記録に基づき作成された海底地質断面図も記載されているこ

と（乙ヨ１１［６－３－７１、６－３－７２、６－３－２１７頁］）、本

件申請に係る審査書には「海上音波探査（略）等を行い（略）、敷地近傍5 

及び敷地において、震源として考慮する活断層は認められないと評価し

た。」旨記載されていること（乙ヨ１３［１２、１３頁］）、規制委員会の

委員である戊２１委員自身が、規制委員会に対し、ヒアリング資料とし

て四国電力（２０１４）が提出されたところ、委員らは、本件発電所の

直近、東側及び西側の測線全ての音波探査断面を見て、活動性のある断10 

層はないことを確認した旨明確に述べていること（乙１３０［３８頁］）

が認められることからすると、規制委員会が、地質境界としての中央構

造線断層帯が活断層ではないとの被告の評価を是認したことは明らかで

あって、原告らの上記主張は採用できない。 

 ハーフグラーベンの存在について 15 

原告らは、第５の４ （原告らの主張）ア のとおり、ハーフグラー

ベンの存在から佐田岬半島北岸部における地質境界としての中央構造線

が活断層である旨主張し、これに沿う戊２２愛媛大学名誉教授の見解（甲

２０３）を提出する。 

しかしながら、ハーフグラーベンは、正断層運動によって生じるもの20 

であるところ（前記ア ｂ）、中央構造線断層帯では右横ずれ断層成分が

卓越する運動が行われており（前記ア ａ、ｂ）、ハーフグラーベンの存

在を基礎付けることは困難であることや、佐田岬半島北岸部の海上音波

探査記録によっても本件発電所沖合約８ｋｍより南側では地層が水平に

堆積しており（前記ア ａ）、ハーフグラーベンの形成に伴って生じるは25 

ずの堆積構造（正断層運動を示す扇状の堆積構造）が認められないこと
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から、地質学等の専門家である戊１１教授（乙１１２）、戊１４元教授（乙

１１９）、戊１６氏（乙１２１）及び戊１８教授（乙３１１）は、佐田岬

半島北岸部の地質構造をハーフグラーベンで説明できないとの見解を示

しているところ、上記各見解の合理性を否定するに足りる証拠はない。 

以上によると、原告らの上記主張は、採用できない。 5 

 以上によると、原告らの上記各主張によっても、被告による佐田岬半

島北岸部の調査が不十分で、その評価が誤っているとは認められない。

そして、上記認定のとおり、被告は、高密度かつ高解像度で実施された

平成２５年海上音波探査等の結果を踏まえ、本件原子力発電所敷地の沖

合約８ｋｍに位置する中央構造線断層帯より南側には、活断層による累10 

積的な変形は認められないことなどから、佐田岬半島北岸部には活断層

はないと評価しているところ、地質学専門家らによっても同様の評価が

されているのであって、上記評価は合理的なものであると認められる。 

よって、被告の上記評価並びにこれを是認した規制委員会の判断及び

その過程に不合理な点はないものと認められる。 15 

⑶ 内陸地殻内地震の地震動評価（中央構造線断層帯の地震動の評価） 

ア 認定事実 

前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の各事実が認め

られる。 

 応答スペクトルに基づく地震動評価 20 

応答スペクトルに基づく地震動評価は、距離減衰式に代表される地震

のマグニチュードと震源又は震源断層からの距離の関係で地震動特性を

評価する手法であり、多くの地震観測データに基づいて策定され、数少

ないパラメータで評価するものである。（前提事実６⑵、乙９８） 

ａ 松田式の概要 25 

松田式（ＬｏｇＬ＝０．６Ｍ－２．９）は、国内の内陸部に発生し
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た１８９１年濃尾地震以後１９７０年秋田県南東部地震までの１４地

震のデータ（うち１９６４年新潟地震の断層長さ１００ｋｍを除き、

断層長さ８０ｋｍ以下である。）から得られた断層長さと地震の気象庁

マグニチュードとの関係を表す経験式であり、日本列島の地殻内地震

の断層長さと気象庁マグニチュードとの関係式と比較すると、Ｍｏ≧5 

６．８の地震について、傾き及び絶対値ともほぼ一致し、日本列島に

おける地殻内地震の震源断層に対し適用性が高いとされている。 

なお、松田式は、応答スペクトルに基づく地震動評価のみならず、

地震モーメント（Ｍo）の経験的関係式である武村式（武村（１９９０））

を用いることにより、断層モデルを用いた手法による地震動評価にも10 

用いられる。 

（甲４５［５頁］、乙２４［５頁］、３３、３８、３２６） 

ｂ 耐専式の概要 

⒜ 耐専式は、解放基盤相当の硬い岩盤における観測記録（震源距離

の範囲は２８～２０２ｋｍ（乙ヨ３１［１１０頁］、ヨ３６［４５頁］））15 

に基づいて策定された距離減衰式であり、マグニチュード（気象庁

マグニチュード）、等価震源距離（特定の１点（点震源）から全ての

地震波のエネルギーが放出されたと仮定し、実際に広がりのある断

層面全体から観測点に到達するエネルギーと点震源から到達するエ

ネルギーとが等しくなる点震源から観測点までの距離）及び評価地20 

点の地盤のＰ波速度、Ｓ波速度から評価地点の水平方向及び鉛直方

向の地震動の応答スペクトルを評価するものである。 

耐専式では、マグニチュードと等価震源距離とが与えられると、

特定の８つの周期に対する応答値が求まり、８つの周期とその周期

に対する応答値を、横軸を周期、縦軸を速度応答としたグラフ上に25 

プロットし、それら８つの点を結ぶことにより、地震基盤における
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応答スペクトルが得られる。 

上記８つの周期に対する応答値は「コントロールポイント」と呼

ばれ、各コントロールポイントの値は、あらかじめ、マグニチュー

ドと等価震源距離との組合せによって定められている。具体的には、

４段階のマグニチュード、すなわち、Ｍ６、Ｍ７、Ｍ８及びＭ８．5 

５について、それぞれ「遠距離」、「中距離」、「近距離」及び「極近

距離」の４種類の等価震源距離が設定されている。もっとも、設定

されていない任意のマグニチュードと等価震源距離に対するコント

ロールポイントの値についても、得られた応答値を基にマグニチュ

ードと等価震源距離とで補正して求めることができる。 10 

（乙ヨ３６、弁論の全趣旨） 

⒝ 距離減衰式で用いる主要なパラメータの一つである距離について、

多くの距離減衰式が評価地点と震源との最短距離を用いるのに対し、

耐専式では、等価震源距離を用いるため、震源断層面の面的な広が

りや断層面の不均質性（アスペリティ分布）を評価に反映すること15 

が可能である。また、震源断層の近傍では、断層破壊の指向性効果

（ＮＦＲＤ効果）と呼ばれる破壊の進行方向で地震波の振幅が大き

くなる現象が指摘されるところ、一般的な距離減衰式では、このよ

うな特性を考慮できないのに対し、耐専式では、応答スペクトルに

反映させることが可能である。さらに、耐専式の回帰式策定に用い20 

られた観測記録は、海溝型地震、すなわち、海洋プレート内地震及

びプレート間地震が多く含まれているところ、過去の地震の知見か

ら、内陸地殻内地震の地震動レベルは、海溝型地震と比べて小さい

という特性が確認されており、この特性を反映するため、耐専式に

よる評価では、内陸地殻内地震の地震動レベルを算定するための補25 

正係数（短周期側に０．６を乗じるもの。以下、この補正を「内陸
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補正」といい、補正係数を「内陸補正係数」という。）が提案されて

いる。 

なお、耐専式は、地震規模及び等価震源距離から地震動レベルを

求めるものであるため、等価震源距離が遠い長い断層での地震動レ

ベルより等価震源距離が近い短い断層での地震動レベルが大きくな5 

る可能性があるという特性を有する点に留意する必要がある。 

（乙３４、ヨ３６、ヨ９４、弁論の全趣旨） 

⒞ 原子力安全委員会の下で平成２１年５月２２日に行われた応答ス

ペクトルに基づく地震動評価に関する専門家との意見交換会では、

耐専式の「極近距離」よりも近傍に関しては、観測データが少なく、10 

コントロールポイントも設けられていないことから、現時点では、

耐専式を適用することが基本的に想定されておらず、そのような地

震に対する耐専式の適用の可否に当たっては、他の距離減衰式の評

価結果又は断層モデルを用いた手法による地震動評価結果と比較す

るなどして、総合的に判断を行う必要がある旨の意見が出された。15 

そして、原子力安全委員会も、上記意見交換会を踏まえ、震源が敷

地に近い場合の応答スペクトルに基づく地震動評価について、応答

スペクトルによる手法は経験的手法であり、用いられたデータの質・

量によってその適用範囲を慎重に吟味することが重要であり、特に、

震源が敷地に近い場合にはより慎重な対応が必要となるため、上記20 

場合には、適用可能な各種の応答スペクトルによる手法を用いた評

価結果や断層モデルを用いた手法による地震動評価結果等を踏まえ、

総合的な判断を行う必要があると整理した。（乙３４～３６）     

 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価では、以下のとおり、震源25 

特性パラメータを設定することにより、詳細な地震動評価が可能である。 
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ａ 新規制基準の考え方（断層モデルを用いた手法による地震動評価の

手順） 

⒜ 基本震源モデルの策定 

断層モデルを用いた手法による地震動評価をするに当たっては、

検討用地震ごとに、適切な手法を用いて震源特性パラメータを設定5 

したモデル（基本震源モデル）をまず策定し、地震動評価を行う（設

置許可基準規則解釈別記２第４条５項２号④ⅱ)）。震源特性パラメ

ータについては、詳細な活断層調査結果等に基づき、レシピ等の最

新の研究成果を考慮し設定する（地震ガイドⅠ．３．３．２⑷①１））。

この際、基準地震動の策定過程における敷地での地震動評価に大き10 

な影響を与えると考えられる支配的なパラメータである震源断層の

長さ、活断層群の連動、地震発生層の上端深さ・下端深さ等につい

て分析した上で保守性を考慮する。基本震源モデルに保守性を考慮

することについては、「適切な手法を用いて震源特性パラメータを設

定」（設置許可基準規則解釈別記２第４条５項２号④ⅱ））すること15 

とした上で、地質ガイドにおいて具体的にその確認事項が例示され

ており、適合性審査においては、基本震源モデルの震源断層が、当

該原子炉施設の地震動を評価するにあたり適切かつ保守的に設定さ

れたものであることを確認する。 

⒝ 基本震源モデルへの不確かさの考慮 20 

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」について､基準地震

動の策定過程に伴う各種の不確かさ（震源断層の長さ､地震発生層の

上端深さ・下端深さ､断層傾斜角､アスペリティの位置・大きさ､ 応

力降下量及び破壊開始点等の不確かさ並びにこれらに係る考え方及

び解釈の違いによる不確かさ）については､敷地における地震動評価25 

に大きな影響を与えると考えられる支配的なパラメータについて分
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析した上で､必要に応じて不確かさを組み合わせるなど適切な手法

を用いて考慮する（設置許可基準規則解釈別記２第４条５項２号⑤）。 

支配的なパラメータの中でも特に、アスペリティの位置・応力降

下量や破壊開始点等が重要であり、これらのパラメータが震源モデ

ルの不確かさとして適切に評価されていることを確認する（地震ガ5 

イドⅠ．３．３．３⑵①１））。 

⒞ 震源から敷地直下までの地震波の伝播過程の評価 

断層モデルを用いた手法では、震源から解放基盤表面までの伝播

特性を評価することが必要であるところ、伝播特性を評価するに当

たっては、グリーン関数（震源に単位の力が作用したときの観測点10 

での応答）を採用しており、強震動予測においては、 グリーン関数

の設定方法として、経験的グリーン関数法及び統計的グリーン関数

法が広く用いられている。  

経験的グリーン関数法は、伝播過程を評価するために想定する断

層の震源域において、実際に発生した中小地震の敷地における観測15 

波形を要素波（グリーン関数）として、想定する断層の破壊過程に

応じて足し合わせることで、大きな地震による地震動を計算する方

法であり、あらかじめ評価地点における適切な観測記録を入手する

必要がある。  

統計的グリーン関数法は、多数の観測記録を統計処理した結果を20 

基に平均的特性を持つ波形を算出し、当該波形を要素波として、大

きな地震による揺れを計算する方法であり、評価地点における観測

記録をあらかじめ入手する必要はないが、評価地点固有の特性に応

じた震動特性が反映されにくい。 

⒟ 震源が敷地に極めて近い場合の地震動評価  25 

内陸地殻内地震について、震源が敷地に極めて近い場合には、地
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下構造の不均質性が地震波の伝播特性に対し、より大きな影響を与

える可能性があり、かつ、内陸地殻内地震は再来期間が長く震源極

近傍の観測記録が十分に得られていないことなどから、評価手法に

不確定性が伴うため、前記⒜～⒞に加え、より詳細な検討を行った

上で基準地震動を策定することが求められている（設置許可基準規5 

則の解釈別記２第４条５項２号⑥、地震ガイドⅠ．３．３．２⑷④）。 

（乙９８［２５７～２６１頁］） 

ｂ スケーリング則及び関連知見 

各種パラメータの設定に当たってのスケーリング則及び関連知見に

は、以下のようなものがある。 10 

⒜ 壇ほか（２０１１） 

ⅰ 壇ほか（２０１１）は、既存の手法である円形クラックを前提

とする応力降下量の評価式を、内陸地殻内地震のうち、全長が極

めて長い横ずれ断層等に適用することに問題があることを踏まえ、

Ｉｒｉｅ ｅｔ ａｌ．（２０１０）による平均動的応力降下量と15 

震源断層面積及び地震モーメントとの関係式（断層長さ１５～１

００ｋｍの横ずれ断層につき動力学的断層破壊シミュレーション

から導かれた式）を用いて、横ずれ断層による内陸地殻内地震（国

内９地震（震源断層長さ１７～１１４ｋｍ（＝８０ｋｍ＋３４ｋ

ｍ））、海外１３地震（震源断層長さ４９～４３２ｋｍ））のデータ20 

から、平均動的応力降下量を３．４ＭＰａ、アスペリティの動的

応力降下量を１２．２ＭＰａと算出し（ただし、断層幅は１５ｋ

ｍと仮定している。）、これらを長大横ずれ断層のパラメータの既

定値として設定することを提案している。（乙３２８、ヨ３７） 

ⅱ 壇ほか（２０１２）は、壇ほか（２０１１）に従って、活断層25 

の長さが２５ｋｍ、５０ｋｍ、１００ｋｍ、２００ｋｍ及び４０
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０ｋｍの５つの場合のアスペリティモデルのパラメータを算定し

た上で、活断層の長さが５０ｋｍ、１００ｋｍ及び４００ｋｍの

３つの場合の強震動を統計的グリーン関数法により試算し、２０

００年鳥取県西部地震の記録、２００２年アラスカＤｅｎａｌｉ

地震の記録及び最大加速度と最大速度に関する既往の距離減衰式5 

である司・翠川（１９９９）の式と比較したところ、整合する結

果が得られ、壇ほか（２０１１）が妥当である旨の見解を示して

いる。なお、壇ほか（２０１２）は、２００２年アラスカＤｅｎ

ａｌｉ地震のＰＳ１０観測点の記録に関し、同観測点の最大加速

度については、地盤の非線形挙動の影響を受けてかなり小さくな10 

っているため、比較の対象としておらず、同観測点の試算強震動

の最大速度について観測記録と比較し、整合していることを確認

したとしている。（乙３９） 

   また、藤堂ほか（２０１２）は、壇ほか（２０１１）を用いて、

断層長さ３６０ｋｍの中央構造線の断層モデルを設定し、統計的15 

グリーン関数法によって強震動を試算した結果、司・翠川（１９

９９）の距離減衰式による推定値及び長大断層による２００２年

アラスカＤｅｎａｌｉ地震の断層近傍記録とよく対応したことか

ら、壇ほか（２０１１）は妥当である旨の見解を示している。（乙

４０） 20 

さらに、壇ほか（２０１６）は、壇ほか（２０１１）が海外の

地震に適用できるかを検証するために、１９９９年トルコＫｏｃ

ａｅｌｉ地震を対象とした震源モデルを作成し、統計的グリーン

関数法による地震動評価結果と観測記録との比較を行ったところ、

整合する結果が得られ、壇ほか（２０１１）は妥当である旨の見25 

解を示している。（乙４１） 
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加えて、ＩＡＥＡがＳＳＧ－９を補完する目的で策定している

Ｓａｆｅｔｙ Ｒｅｐｏｒｔｓ Ｓｅｒｉｅｓ Ｎｏ．８５では、

内陸地殻内地震の断層モデルを用いた地震動評価における断層パ

ラメータの設定に関し、長大断層に対する新たな評価手法として

壇ほか（２０１１）が紹介されている。（乙４２、弁論の全趣旨） 5 

⒝ 入江（２０１４） 

壇ほか（２０１１）の共著者の一人である戊２３氏の弘前大学大

学院理工学研究科博士論文である入江（２０１４）は、壇ほか（２

０１１）がデータとして使用した国内の９つの内陸地殻内地震のデ

ータのみを用いて平均動的応力降下量とアスペリティの動的応力降10 

下量の各相乗平均を求めてみたところ、平均動的応力降下量３．８

ＭＰａ、アスペリティの動的応力降下量１５．２ＭＰａとなったこ

とを示すとともに、「本来、日本で発生する地震の断層パラメータを

想定するには、日本の地震データのみを用いるべきである」との見

解を示しているが、これに続けて、国内の地震データでは１８９１15 

年濃尾地震が最大であり、長大断層の規模のデータがやや不足して

いるとして、壇ほか（２０１１）が示す国外の地震も含めた動的応

力降下量を断層パラメータの算定に用いている。（甲８０［４－６５、

４－６６頁］、乙９９［４－６６頁］） 

⒞ Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００） 20 

 Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）は、長大

横ずれ断層に係る知見であり、断層形状（断層幅と断層長さ）と地

震モーメントとの関係式を提案するとともに、長大な横ずれ断層に

よる内陸地殻内地震の観測データに基づく回帰計算により、震源断

層全体の静的応力降下量（レシピでは単に「静的応力降下量」と記25 

されることもある。また、「平均応力降下量」と言われることもある。）
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を３．１ＭＰａと設定することなどを提案するものである。（乙３２

７、ヨ３８） 

⒟ 宮腰ほか（２０１５） 

宮腰ほか（２０１５）は、平成７年から平成２５年に国内で発生

した１８（うち、横ずれ断層は９つであり、その断層長さは８～６5 

４ｋｍである。）の内陸地殻内地震（Ｍｗ５．４～６．９）の強震動

記録を用いて解析した結果、横ずれ断層のアスペリティ領域におけ

る平均応力降下量を１２．８ＭＰａとしている。（乙４５） 

⒠ 入倉・三宅（２００１） 

 入倉・三宅（２００１）は、強震動予測に必要なパラメータ設定10 

の方法及びその手順を提案したものである。入倉・三宅（２００１）

は、内陸の活断層地震の断層幅は、地震規模が小さいとき断層長さ

に比例し、ある規模以上の地震に対して飽和して一定値となること

から、①地震規模が小さい領域（Ｍｏ＝７．５×１０１８（Ｎ・ｍ）

以下）においては、地震規模と震源断層の面積の経験的関係式であ15 

るＳｏｍｅｒｖｉｌｌｅ ｅｔ ａｌ．（１９９９）の式（Ｍｏ＝（震

源断層の面積÷２．２３×１０１５）３／２×１０－７）に従い、②ある

程度規模が大きくなり、断層幅が飽和した場合（Ｍｏ＝７．５×１

０１８（Ｎ・ｍ）以上）は、入倉・三宅式（Ｍｏ＝（震源断層の面積

÷４．２４×１０１１）２×１０－７）に従うことを提案するものであ20 

る。 

  なお、入倉・三宅（２００１）は、主として北米の地震データに

基づいているものの、平成７年から平成２５年までに発生した国内

の１８の内陸地殻内地震（Ｍｗ５．４～６．９）のデータを用いて

震源パラメータに係る既往のスケーリング則の再評価を行った結果25 

として、断層破壊面積と地震モーメントの関係はＭｗ６．５以下で
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Ｓｏｍｅｒｖｉｌｌｅ ｅｔ ａｌ．（１９９９）の式と、Ｍｗ６．

５以上で入倉・三宅式と、それぞれよく一致することが確認され、

２０１６年熊本地震の観測データについても入倉・三宅式と整合的

であることが確認された。 

（乙４５、４６、２８４、ヨ３８） 5 

⒡ 室谷ほか（２００９）及び室谷ほか（２０１０） 

ⅰ 室谷ほか（２００９）は、国内の長さ８０ｋｍを超える長大断

層で発生し、地震波形記録を用いて解析が行われたデータが１８

９１年濃尾地震のみであることから、海外の長大断層で発生し、

地震波形を用いて解析が行われた８地震のデータ、また、地表で10 

の調査から得られた断層長さ、地表での最大変位量のデータも併

せて収集し、これらのデータと信頼性のある地中の断層長が得ら

れている４１地震のデータを比較し、長大断層に関するスケーリ

ング則の検討を行った結果、長大断層に限ると、震源断層での平

均すべり量（地震により破壊した地下の震源断層面のずれの量）15 

と地表での最大変位量は２～３倍の関係になるとしている。 

    なお、長大断層に関しては、観測事例が少なく、国内では１例

のみであることから、今後は、データの蓄積とともにメカニズム

の違いの影響やアスペリティに関する微視的断層パラメータの関

係式などについて検討する必要があるとしている。 20 

（乙ヨ９０） 

ⅱ また、室谷ほか（２０１０）は、世界の内陸で発生した長さ８

０ｋｍを超えるような長大断層での地震や近年発生した中規模地

震のうち、地震波形を用いて解析が行われ、かつ、地表地震断層

の調査が行われている１１地震のデータを収集し、これらのデー25 

タに、地中の断層長が得られている４０地震の信頼性のあるデー
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タを加え、長大断層に関するスケーリング則について検討を行っ

た結果、長大断層に限ると、地表での最大変位量は震源断層での

平均すべり量の概ね２～３倍に収まり、震源断層での最大すべり

量とはほぼ１対１の比例関係になる、地表での最大変位量は断層

長さほぼ１００ｋｍで約１０ｍに飽和するとしている。なお、室5 

谷ほか（２０１０）は、Ｍｕｒｏｔａｎｉ ｅｔ ａｌ．（２０１

５）によって査読論文化された。（乙ヨ９１、弁論の全趣旨） 

ｃ 震源断層モデルの設定に関するレシピの概要 

⒜ 平成２８年改訂レシピ  

 平成２８年改訂レシピは、強震動予測につき、①特性化震源モデ10 

ル（強震動を再現するために必要な震源の特性を主要なパラメータ

で表した震源モデル）の設定、②地下構造モデルの作成、③強震動

計算、④予測結果の検証の４つの過程から行うこととしているとこ

ろ、特性化震源モデルの設定につき、㋐断層全体の形状や規模を示

す巨視的震源特性、㋑主として震源断層の不均質性を示す微視的震15 

源特性、㋒破壊過程を示すその他の震源特性という３つの震源特性

を考慮して、震源特性パラメータを設定するとしている。 

ⅰ 巨視的震源特性（断層全体の形状や規模）の考慮 

平成２８年改訂レシピは、活断層で発生する地震における震源

断層モデルの巨視的震源特性に関するパラメータとして、震源断20 

層モデルの位置と構造（位置、走向、セグメント）、震源断層モデ

ルの大きさ（長さ・幅）・深さ・傾斜角、地震規模及び震源断層モ

デルの平均すべり量を設定することとしている。（乙ヨ３８［２頁］） 

(ⅰ) 「  過去の地震記録などに基づき震源断層を推定する場合

や詳細な調査結果に基づき震源断層を推定する場合」 25 

上記の場合の地震規模（地震モーメント（Ｍｏ））は、地震モ
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ーメント（Ｍｏ）と震源断層の面積（Ｓ）との経験的関係によ

り算出することを定めている（以下、後記⒝の表現の微修正さ

れたものを含めて、この方法を「レシピ の方法」という。）。

具体的には、①一次的には、Ｓｏｍｅｒｖｉｌｌｅ ｅｔ ａ

ｌ．（１９９９）により算出するが、②地震モーメントが大きい5 

地震のうち、Ｍｏ＝７．５×１０１８（Ｎ・ｍ）（Ｍｗ６．５相当）

以上、Ｍｏ＝１．８×１０２０（Ｎ・ｍ）（Ｍｗ７．４相当）以下

の地震については、入倉・三宅式を適用し、③Ｍｏ＝１．８×

１０２０（Ｎ・ｍ）を上回る地震では、Ｍｕｒｏｔａｎｉ ｅｔ 

ａｌ．（２０１５）の式（Ｍｏ＝Ｓ×１０１７）を適用することを10 

定めている。（乙ヨ３８［３、４頁］） 

(ⅱ) 「  地表の活断層の情報をもとに簡便化した方法で震源断

層を推定する場合」 

上記の場合の地震規模（地震モーメント（Ｍo））については、

地震調査委員会の長期評価による地震規模（気象庁マグニチュ15 

ードと等価）と地震モーメント（Ｍo）の経験的関係式である武

村式を用いて算出し、その前提となる気象庁マグニチュードに

ついては、松田式により求めることとするが、活断層長さが概

ね８０ｋｍを超える場合は、松田式の基になったデータの分布

により、松田式の適用範囲を逸脱するおそれがあるため、例え20 

ば、レシピ の方法や「『活断層の長期評価手法（暫定版）』報

告書」（以下「活断層長期評価手法報告書」という。）記載の方

法など、過去の地震の例を参考にしながら、適宜適切な方法で

マグニチュード（地震モーメント）を算定する必要があると定

めている（以下、後記⒝の表現の微修正されたものを含めて、25 

この方法を「レシピ の方法」という。）。そして、活断層長期
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評価手法報告書には、長さが１００ｋｍを超えるような長大な

活断層について、断層長さが断層面の幅の４倍に満たない場合

には、松田式に基づき地震規模を想定するが、これを超える場

合には、長さが４倍を超えないように区分した区間が連動する

モデルを設定して地震規模を算出する手法が示されている。 5 

なお、レシピ の方法は、レシピが平成２０年４月に改訂さ

れた際に追加されたものであるが、これは、従来のレシピが、

断層帯を個別に取り上げて詳細に強震動評価を行うことを目的

としてまとめられてきたのに対し、多くの断層帯を対象として

一括して計算する場合や対象とする断層帯における詳細な情報10 

に乏しい場合であっても強震動の時刻歴を計算できるようにす

るため、一部の断層パラメータの設定を簡便化した方法として

追加されたものである。 

（甲４９［２６頁］、乙９６［２６頁］、１０６［２－１頁］、ヨ

３８［５頁］） 15 

ⅱ 微視的震源特性（主として震源断層の不均質性）の考慮 

平成２８年改訂レシピは、活断層で発生する地震における震源

断層モデルの微視的震源特性に関するパラメータとして、アスペ

リティの位置・個数、アスペリティの面積、アスペリティ及び背

景領域の平均すべり量、アスペリティ及び背景領域の実効応力等20 

を設定することとしている。 

そして、震源断層全体及びアスペリティの静的応力降下量と実

効応力及び背景領域の実効応力の設定に当たって、円形破壊面を

仮定し難い長大断層に関し、Ｓｏｍｅｒｖｉｌｌｅ ｅｔ ａｌ．

（１９９９）に基づき、震源断層全体の面積とアスペリティの総25 

面積の比率（アスペリティ面積比）を２２％としている。また、
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震源断層全体の静的応力降下量については、Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ 

Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）が、観測データに基づく回帰計

算により、内陸の長大な横ずれ断層の静的応力降下量として３．

１ＭＰａを設定しており、これを前提にアスペリティの静的応力

降下量を算出すると約１４．４ＭＰａとなり、既往の調査、研究5 

成果とおおよそ対応する数値となるところ、上記値の適用範囲等

については、横ずれ断層を対象とし、いくつかの条件下で導出さ

れた値であることを踏まえて今後十分検討してく必要があるもの

の、長大断層の静的応力降下量に関する新たな知見が得られるま

では暫定値として３．１ＭＰａを与えることとしている。さらに、10 

平成２８年改訂レシピは、この円形破壊面を仮定せずアスペリテ

ィ面積比を２２％、震源断層全体の静的応力降下量を３．１ＭＰ

ａとする取扱いは、暫定的に、断層幅と平均すべり量とが飽和す

る目安となるＭｏ＝１．８×１０２０（Ｎ・ｍ）を上回る断層の地

震を対象とする旨を定めている。 15 

（乙ヨ３８［８、１１、１２頁］） 

⒝ 平成２８年１２月修正レシピ 

平成２８年１２月修正レシピは、平成２８年改訂レシピを修正し

たものであるが、内容を変更することなく表現の微修正を図った点

として、以下の２点が含まれていた。 20 

ⅰ 巨視的震源特性の設定に関し、平成２８年改訂レシピの「  過

去の地震記録などに基づき震源断層を推定する場合や詳細な調査

結果に基づき震源断層を推定する場合」及び「  地表の活断層

の情報をもとに簡便化した方法で震源断層を推定する場合」との

記載が「  過去の地震記録や調査結果などの諸知見を吟味・判25 

断して震源断層モデルを設定する場合」及び「  長期評価され
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た地表の活断層長さ等から地震規模を設定し震源断層モデルを設

定する場合」との記載にそれぞれ改められた。 

ⅱ 円形破壊面を仮定せずアスペリティ面積比を２２％、震源断層

全体の静的応力降下量を３．１ＭＰａと設定する取扱いにつき、

平成２８年改訂レシピの記載によれば、Ｍｏ＝１．８×１０２０
5 

（Ｎ・ｍ）を上回らない場合には適用できないと誤解されるおそ

れがあったことから、①断層幅と平均すべり量とが飽和する場合

の目安となるＭｏ＝１．８×１０２０（Ｎ・ｍ）を上回る断層、②

①に該当しなくとも、アスペリティ面積比が大きくなったり、背

景領域の応力降下量が負になったりするなど、非現実的なパラメ10 

ータ設定になり、円形クラックの式を用いてアスペリティの大き

さを決めることが困難な断層等の２つの場合に上記取扱いの適用

が可能である旨の記載に改められた。 

（乙１０１、１０７、弁論の全趣旨） 

⒞ 平成２９年改訂レシピ 15 

平成２９年改訂レシピは、震源断層モデルの設定に関し、平成２

８年改訂レシピ及びその表現の微修正を図った平成２８年１２月修

正レシピの内容を維持している。（甲４５［３～５、１１、１２頁］、

乙２４［３～５、１１、１２頁］） 

 中央構造線断層帯の断層形状及び地震規模に関する中央構造線断層20 

帯長期評価の概要 

      中央構造線断層帯の断層形状及び地震規模に関する中央構造線断層帯

長期評価の概要は、以下のとおりである。 

ａ 断層形状（中央構造線断層帯長期評価（第二版）） 

⒜ 伊予灘区間の断層の浅部の傾斜角 25 

 大野ほか（１９９７）により行われた反射法地震探査の結果によ
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ると、伊予灘における少なくとも深さ約２ｋｍ以浅の活断層帯は高

角である。また、四国電力（２０１５）は伊予灘区間の海域部で詳

細な音波探査を行い、中央構造線断層帯の横ずれ運動に対応するフ

ラワーストラクチャーを確認するとともに、同断層帯下部が深度２

ｋｍの三波川帯と領家帯との境界（北傾斜）に収れんすると解釈さ5 

れている。以上のことから、伊予灘区間では深さ２ｋｍ以浅では高

角度で北傾斜の可能性がある。（甲８３［３０、３１頁］、乙２０［３

０、３１頁］） 

⒝ 中央構造線断層帯の断層の深部の傾斜角 

中央構造線の特に五条谷区間から伊予灘区間における断層深部の10 

傾斜角について、中角度（約４０度）あるいは高角度（ないしほぼ

鉛直）と評価する点について、これまでに指摘された根拠と現時点

での評価は、次のとおりである。 

ⅰ 中角度であるとする根拠の要旨 

 伊予灘から別府湾に至る地域で行われた多数の反射法地震探査15 

等の成果によって、中角度傾斜の中央構造線の活動による可能性

のある現在の成長する狭長な半地溝堆積盆地の存在が確認されて

いる。盆地中央部を走る高角な中央構造線断層（活断層帯）は下

方延長で中央構造線を切断していない。さらに、中央構造線の北

側の堆積層に傾動沈降運動が認められるが、これは傾斜した断層20 

面の滑りに伴うロールオーバー構造と解釈される。地下深部で中

角度に傾斜した横ずれ断層面が地表付近で高角度になることは、

不自然ではない。また、ＧＮＳＳ観測（人工衛星から送られてく

る電波を受信している地点の位置を測る測量方法）に基づく地殻

変動からの傾斜角の推定では３５～５０度で北に傾斜する断層の25 

モデルが最適と推定されている。このことは中央構造線の物質境
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界が力学境界であることを示唆するものである。 

ⅱ 高角度であるとする根拠の要旨 

 トレンチ調査及びボーリング調査、反射法地震探査に基づくと

地表付近の断層の傾斜は高角度であり、しかも地表の断層のトレ

ースが直線的であることから、地表付近では高角度の断層が連続5 

していることを示している。地表付近の中央構造線断層帯が中角

度であれば、地表の起伏に伴って断層走向は変わるはずであるが、

そのような事実はない。また、讃岐山脈南縁東部区間における反

射断面の結果から中角度の傾斜角が推定されているが、反射断面

から見える境界は地質境界を意味しており、活断層であると断定10 

できない。さらに、第四紀以降の上下方向のずれの向きは、活断

層のトレースに沿って北側低下と南側低下が混在し、典型的な横

ずれ断層の上下変位パターンを示しており、中角度の断層面が純

粋な横ずれ運動を生じるとの考えとは矛盾する。 

ⅲ 地震本部の見解 15 

中央構造線断層帯の傾斜角について、中角度か高角度かの判 

断根拠がいくつかあるため、現時点では両論を併記することとし

た。しかしながら、以下のような考察に基づき、中角度の可能性

が高いと判断した。 

中央構造線が地下深部まで中角傾斜であること、中央構造線断20 

層帯（活断層）が高角傾斜であることは両論とも一致している。

議論が分かれるのは次の２点である。第１に、高角な中央構造線

断層帯と中央構造線はどのような関係かということである。第２

に、中角である中央構造線が横ずれ卓越の運動を担えるかという

ことである。 25 

第１の点については、反射法地震探査断面が多数公表されてい
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るが、それらの中で高角である中央構造線断層帯（活断層）が下

方において中角である中央構造線を切断していることを示す事実

は確認されていない。第２の点については、①中央構造線は数千

万年間以上にわたって断層活動を行ってきたと推定され、断層の

強度や摩擦係数等が他の断層より小さいと想像される。②３５～5 

５０度で北に傾斜する断層モデルにより、ＧＮＳＳによる地殻変

動が説明可能であるという報告がある。また、実際に２０１３年

にパキスタンで発生したバルチスタン地震も最初の破壊が７５度

の傾斜角で、その後破壊が４５度でほぼ純粋な横ずれをしたと主

張する例もある。 10 

中央構造線断層帯が下方において中角である中央構造線を切断

している事実が確認されないことと、４００ｋｍ以上にわたる中

央構造線に平行してごく近傍にのみ活断層帯が随伴する事実は、

中角である中央構造線の活動に伴って浅部における中央構造線断

層帯（活断層）が形成・成長しているという考えを支持する。さ15 

らに中央構造線より南側の三波川帯や四万十帯などの外帯には活

断層はほとんど存在せず、その延長部が中央構造線直下に分布す

ることは高角の断層が形成しにくいことを示唆している。 

今後、中央構造線断層帯の深部における傾斜角について更なる

調査を実施する必要があり、その結果に基づいて、断層深部の傾20 

斜角を見直す可能性があることは留意されたい。 

（甲８３［３２、３３頁］、乙２０［３２、３３頁］） 

ｂ 地震規模 

⒜ 中央構造線断層帯長期評価（一部改訂） 

中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）は、中央構造線断層帯全25 

体の断層長さを約３６０ｋｍとし、過去の活動時期の違いなどから、
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①金剛山地東縁区間（約２３ｋｍ）、②和泉山脈南縁区間（約４４～

５２ｋｍ）、③紀淡海峡－鳴門海峡区間（約４３～５１ｋｍ）、④讃

岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部区間（約１３０ｋｍ）、⑤石鎚山脈北

縁区間（約３０ｋｍ）、⑥石鎚山脈北縁西部－伊予灘区間（約１３０

ｋｍ）の６の活動区間に分けた。 5 

ⅰ マグニチュード 

その上で、これらが４ないし６の区間に分かれて活動する可能

性だけでなく、全体が同時に破壊する可能性があり、四国全域や

断層帯全域が同時に活動する場合、その長さは２００ｋｍ以上と

なり、松田式の適用外となるところ、松田式によれば、断層長さ10 

８０ｋｍでＭ８．０となることから、このような断層が非常に長

い区間である④及び⑥の区間や中央構造線断層帯全体が活動した

場合は、Ｍ８．０又はそれ以上と評価した。 

ⅱ モーメントマグニチュード 

また、参考として、以下のとおり、モーメントマグニチュード15 

も求めた。 

(ⅰ) ⑥の区間（石鎚山脈北縁西部－伊予灘区間。約１３０ｋｍ）

が個別に活動した場合 

断層幅を２０～３０ｋｍ（断層幅が不明であることから④の

区間の数値と同じと仮定）、断層の平均すべり量を２～７ｍ（地20 

表の変位量を平均すべり量と同量とし、最大値は④の区間の地

表最大変位量と同じと仮定）として、Ｋａｎａｍｏｒｉ（１９

７７）を用いてＭｗ７．４～８．０と評価した。もっとも、地

表のずれの量（変位量）は、地下の断層面におけるすべり量と

同量ではない可能性があり、また、仮に同量であったとしても、25 

強震動を起こす実効的なずれの量とは異なる可能性もあるため、
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強震動の計算を行う場合等には、この点に十分留意する必要が

あるとしている。 

(ⅱ) ④～⑥の区間が活動した場合  

④～⑥の各区間のモーメントの和から算出し、Ｍｗ７．８～

８．２と評価した。 5 

(ⅲ) 中央構造線断層帯全体（約３６０ｋｍ）が活動した場合 

㋐①～⑥の各区間のモーメントマグニチュードを求めるに当

たり各区間においてそれぞれ推定した平均すべり量を基に算出

したモーメントの総和から求めたケース（Ｍ７．９～８．３）

と、㋑最大の想定として、平均すべり量を全ての区間で７ｍ（地10 

表最大変位量）と仮定して各区間においてモーメントを算出し、

その総和から求めたケース（Ｍ８．１～８．４）の２つのケー

スから推定し、Ｍｗ７．９～８．４と評価した。 

（甲７９［１～４、２２、３０、３１枚目］、乙ヨ３３［１、２、

１１、３８、７７、７８頁］） 15 

⒝ 中央構造線断層帯長期評価（第二版） 

中央構造線断層帯長期評価（第二版）は、中央構造線断層帯長期

評価（一部改訂）を見直し、豊予海峡－由布院も中央構造線断層帯

と評価して断層帯全体長さを約４４４ｋｍとするとともに、１０の

活動区間に改め、中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）における20 

石鎚山脈北縁西部－伊予灘区間（約１３０ｋｍ）を石鎚山脈北縁西

部区間（４１ｋｍ）と伊予灘区間（８８ｋｍ）に分けた。 

ⅰ マグニチュード 

その上で、上記区間が７ないし１０の区間に分かれて活動する

可能性や、全体が同時に破壊する可能性があり、活動区間が断層25 

全体の場合には断層長さは４００ｋｍ以上となるところ、松田式
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の適用範囲は断層長さ８０ｋｍ以下とされていることから、単独

区間及び同時に複数の区間が活動する場合で、かつ、断層長さが

８０ｋｍを超える場合については松田式の適用範囲外とし、松田

式を求める際に用いた最大長さ８０ｋｍとその時のマグニチュー

ド（Ｍ８．０）を基に、Ｍ８．０又はそれ以上と評価した。 5 

ⅱ モーメントマグニチュード 

また、参考として、以下のとおり、モーメントマグニチュード

も求めた。 

(ⅰ) 伊予灘区間（８８ｋｍ）が個別に活動した場合 

断層長さが８０ｋｍを超え、断層傾斜角を中角とした場合の10 

断層面積が１８００ｋ㎡を超えることから、断層傾斜角を４０

度、断層幅を２３ｋｍとして断層面積を計算し、Ｍｕｒｏｔａ

ｎｉ ｅｔ ａｌ．（２０１５）を適用してＭｗ７．５と評価し

た。 

(ⅱ) 中央構造線断層帯全体（約４４４ｋｍ）が活動した場合 15 

Ｍｕｒｏｔａｎｉ ｅｔ ａｌ．（２０１５）で求めた地震モ

ーメントを用いてＫａｎａｍｏｒｉ（１９７７）によって算出

し、中央構造線断層帯の傾斜角を４０度と仮定した場合（地震

発生層の下端深さを全体にわたり１５ｋｍと仮定し、断層幅を

２３．１ｋｍとしている。）をＭｗ８．０、傾斜角が深部にわた20 

り高角とした場合（金剛山地東縁区間の断層幅を２３．１ｋｍ、

それ以外の区間の断層幅を１５ｋｍとしている。）をＭｗ７．８

と評価した。 

（甲８３［５８、７２、７３頁］、乙２０［５８、７２、７３頁］） 

 被告による中央構造線断層帯の断層形状及び地震規模の評価 25 

 被告は、中央構造線断層帯の断層形状及び地震規模につき、以下のと
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おり評価した。 

ａ 中央構造線断層帯の断層形状 

⒜ 地震発生層の厚さ 

ⅰ 地震発生層の上端深さ 

被告は、気象庁一元化震源（平成９年１０月～平成２３年１２5 

月）のうち、本件発電所を中心に半径１００ｋｍ程度、深さ５０

ｋｍ以浅で発生した地震に基づき検討した結果、本件発電所周辺

における内陸地殻内地震は、深さ２～１２ｋｍで発生していると

評価した。 

また、上記気象庁一元化震源のうち深さ２５ｋｍ以浅の地震に10 

基づき検討した結果、本件発電所敷地及び敷地近傍における地震

発生層の上端を示すとされるＤ１０％を５～６ｋｍと評価した。 

さらに、一般的に、地震発生層の上端深さはＰ波速度が６ｋｍ

／ｓ相当の地層上面に対応すると言われているところ、ＰＳ検層

（ダウンホール法）の結果、Ｐ波速度は、深度１２８０～２００15 

０ｍにおいて約５．５ｋｍ／ｓであることから、６ｋｍ／ｓの地

層上面の深さは少なくとも２ｋｍ以深であり、これに対し、三波

川変成岩類と領家花こう岩類との会合部の深さ（地質境界として

の中央構造線）は、屈折法地震探査の結果から、浅くとも２ｋｍ

程度と推定されるとした。 20 

そして、被告は、以上の知見により、地震発生層の上端深さは、

５ｋｍ程度と判断されるが、中央構造線断層帯における断層上端

深さを２ｋｍと設定したことを考慮し、内陸地殻内地震の地震動

評価で用いる地震発生層の上端深さを２ｋｍと設定した。 

（乙ヨ１１［６－５－２４～６－５－２５頁］、弁論の全趣旨） 25 

ⅱ 地震発生層の下端深さ 
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本件発電所周辺における内陸地殻内地震の発生状況は、上記ⅰ

のとおり、深さ２～１２ｋｍである。 

地震発生層の下端深さは、地殻内部の温度分布に支配されてい

ると考えられているところ、Ｖｐ／Ｖｓ比の大きい領域は、地殻

内部が高温であるため地殻物質の溶融化によりＰ波速度には大き5 

な変化がないが、Ｓ波速度が急激に低下していることを示すもの

と考えられる。そして、弘瀬ほか（２００７）が行った地震波ト

モグラフィ解析結果によると、本件発電所敷地周辺では、深さ１

５～２５ｋｍ付近にかけて高Ｖｐ／Ｖｓ比領域が確認され、やや

南方の地殻内地震は低Ｖｐ／Ｖｓ比領域で発生し、下限（１５ｋ10 

ｍ程度）を高Ｖｐ／Ｖｓ領域で制限されているように見えるとし

た。 

また、地下の広域的な熱構造を示す指標の一つであるキュリー

点深度（岩石が磁性を失うキュリー点温度（約５８０℃）に達す

る深度）は、大久保（１９８４）によると、本件発電所敷地周辺15 

では約１１ｋｍとされていること、本蔵ほか（１９８８）は、過

去の大地震の断層モデルの断層面の下端深度は平均的にはキュリ

ー点深度より１．３倍深いという結果を示し、さらに、偏差等も

考慮し、断層面の下端はキュリー点深度の１．５倍と仮定してい

ることからすると、敷地周辺における地震発生層の下端深さは、20 

１１ｋｍ×１．５＝１６．５ｋｍとなるとした。 

さらに、地震発生層の下端を示すとされるＤ９０％は、伊藤（２

００６）によると、１２～１４ｋｍと浅くなっている。 

加えて、地震が発生する下端深さは、地下の温度とも密接な関

係があるところ、キュリー点深度との対比から算出した敷地にお25 

ける地殻熱量は８０ｍＷ／㎡、深部ボーリングの採掘で取得した
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地温勾配及び岩石コアの熱伝導率を用いて算出した地殻熱流量は

７４ｍＷ／㎡であり、Ｔａｎａｋａ（２００４）の知見に照らし

合わせると、敷地周辺のＤ９０％は１５ｋｍ程度と推定されると

した。 

被告は、以上に加え、中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）5 

も踏まえ、地震発生層の下端深さを１５ｋｍと判断した。 

（乙ヨ１１［６－５－２５～６－５－２８、６－５－１５９頁］、

弁論の全趣旨） 

ⅲ 地震発生層の厚さ 

被告は、上記ⅰ及びⅱのとおり、中央構造線断層帯及び本件発10 

電所敷地周辺における内陸地殻内地震について、上端深さを２ｋ

ｍ、下端深さを１５ｋｍとし、地震発生層の厚さを１３ｋｍと評

価した。（乙ヨ１１［６－５－２８頁］） 

⒝ 断層傾斜角 

被告は、変動地形学的には、敷地前面海域の断層群の分布域にお15 

いて、Ｄ層上面には南北方向で顕著な高低差は認められず、横ずれ

断層の活動によって形成される典型的な地形、すなわち地溝やバル

ジが交互に並び、その長軸方向が非常に直線的な配列を示すこと（乙

２３）から、少なくとも海底下浅部における活断層はほぼ鉛直と評

価した。そして、特に、三波川変成岩類と領家花こう岩類の会合部20 

が存在する沖合約８ｋｍの地点のほぼ鉛直の活断層には、変位の累

積性が顕著に見られることなどから、地下深部の震源断層も鉛直で

ある方が自然であると考えた。 

次に、地震学的には、近年国内外で発生した横ずれ断層による主

な地震では震源断層はいずれもほぼ鉛直であることが明らかにされ25 

ているとともに、緩く（低角度に）傾斜する断層面を横ずれさせる
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ような応力場は考えにくく、一般的に、横ずれ断層の震源断層面は

鉛直であると考えられていること、敷地前面海域の海底地形は、地

溝とバルジが交互に直線的に配列するなど、典型的な横ずれ断層の

特徴が示されていること、本件発電所が立地する四国北西部は横ず

れ断層が卓越する地域であることが示されていることを踏まえると、5 

敷地前面海域の中央構造線断層帯の震源断層は鉛直である可能性が

高いとした。 

さらに、地球物理学的には、海上音波探査記録から海底下浅部の

断層はいずれも高角度（鉛直に近い）であることが確認され、また、

当該海上音波探査による探査断面を対象にアトリビュート解析によ10 

る断層傾斜角の検討を実施した結果、海底下浅部に見られる高角度

の断層の下方において、北傾斜する地質境界断層（地質境界として

の中央構造線）が高角度の断層によって変位を受けている可能性が

示唆されるとした。 

被告は、以上の結果を総合的に勘案して、敷地前面海域の断層群15 

の震源断層の傾斜角を鉛直と評価した。 

（乙ヨ１１［６－３－５９～６－３－６６、６－３－２１１～６－

３－２２９、６－３－２６０～６－３－２７６頁］） 

⒞ セグメント区分 

長大活断層系のセグメント区分の考え方につき、「原子力発電所の20 

活断層系評価技術－長大活断層系のセグメンテーション」（土木学会、

２００３）では、幾何学的、地質・構造地質学的セグメント区分の

基準として、断層の屈曲、断層の分岐及び他の断層との交差、第四

紀堆積盆、断層の変位センス及び変位速度等が示され、また、挙動

セグメント区分の基準として、古地震の破壊区間、平均活動間隔、25 

イベント時の断層変位量等が示されている。被告は、既往文献によ
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り、重信引張性ジョグ、串沖引張性ジョグ及び三崎沖引張性ジョグ

に顕著な第四紀堆積盆が形成されており、前二者では和泉層群上面

に数百ｍ以上の標高差があることや、後者の西に位置する豊予海峡

セグメントでは北落ちの正断層成分が優勢であり、東側では南落ち

の断層と北落ちの断層が交互に現れること、活動間隔が川上断層を5 

含む東部とその西部で異なる可能性があること、串沖引張性ジョグ

の活動回数が少なく、伊予断層が起こした地震の中には断層破壊が

串沖引張性ジョグに及ばなかったものがあると推定されていること、

各断層の横ずれ変位量は、川上－小松断層の約４ｍに対して、重信

断層は約２．５ｍ、伊予断層は約２ｍとされていることなどから、10 

四国北西部の中央構造線断層帯につき、東から川上セグメント（約

３６ｋｍ）、重信引張性ジョグ（約１２ｋｍ）、伊予セグメント（約

２３ｋｍ）、串沖引張性ジョグ（約１３ｋｍ）、敷地前面海域の断層

群（伊予灘セグメント。約４２ｋｍ）、三崎沖引張性ジョグ（約１３

ｋｍ）、豊予海峡セグメント（約２３ｋｍ）が存在すると評価した。 15 

（前提事実１１⑵ア ａ⒜、乙ヨ１１［６－３－５１～６－３－５

９頁］） 

ｂ 応答スペクトルに基づく地震動評価 

⒜ 地震規模の算出 

被告は、約４８０ｋｍケースを基本としつつ、約１３０ｋｍケー20 

ス及び約５４ｋｍケースについて評価を行い、約６９ｋｍケースに

ついても念のため検討することとした。 

そして、応答スペクトルに基づく地震動評価で基本的に採用した

耐専式が、地震規模の想定として気象庁マグニチュードを用いてい

ることから、地震規模は断層長さから松田式を適用して気象庁マグ25 

ニチュードを算定したが、そのうち、断層長さが８０ｋｍを超える
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ケース、すなわち、約４８０ｋｍケース及び約１３０ｋｍケースに

ついては、長さが８０ｋｍ以下になるように区分し、区分したセグ

メントごとに松田式を適用して気象庁マグニチュードを算出し、こ

れらを武村式の適用により地震モーメントに変換した上で合算し、

再度、武村式を適用して断層全体の気象庁マグニチュードを算出し5 

た。かかる被告の算出手法により、約４８０ｋｍケースではＭ８．

５、約１３０ｋｍケースではＭ８．１、約６９ｋｍケースではＭ７．

９、約５４ｋｍケースではＭ７．７と算出された。      

 （前提事実１１⑵ア ａ⒝、⒞、乙９５、ヨ３１） 

⒝ 耐専式の適用の可否の検討 10 

次に、被告は、上記各ケース（断層長さ）それぞれにつき、鉛直

モデル及び北傾斜モデルを検討することとした。他方、南傾斜モデ

ルについては、約４８０ｋｍケースにおいては、等価震源距離が大

きいため、約１３０ｋｍケース及び約５４ｋｍケースにおいては、

後述のとおり、等価震源距離ではなく、断層最短距離を用いたその15 

他の距離減衰式で評価するため、地震動は鉛直モデルと同じになる

として、検討の対象としなかった。 

そして、被告は、距離減衰式については、①解放基盤表面の地震

動として評価できること、②水平方向及び鉛直方向の地震動が評価

できること、③震源の広がりを考慮できること、④敷地における地20 

震観測記録を用いて地域特性等が考慮できること等の理由から、基

本的に耐専式を採用することとし、上記各ケースにつき、以下のと

おり、耐専式の適用の可否等について検討した。なお、本件発電所

敷地の地盤は、Ｓ波速度２．６ｋｍ／ｓを示しており、耐専式が前

提とするＳ波速度２．２ｋｍ／ｓの地盤よりも堅硬であるが、この25 

ことは、耐専式の適用に当たっては特に考慮しなかった。 
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ⅰ 約４８０ｋｍケースについて 

被告は、約４８０ｋｍケースの鉛直モデル及び北傾斜モデルと

もに耐専式の適用範囲内であることを確認した。 

次に、約４８０ｋｍケースでは、内陸補正を考慮した場合に、

その他の距離減衰式の地震動レベルと整合的であるが、内陸補正5 

を考慮しない場合でも、その他の距離減衰式の地震動レベルとの

かい離は比較的大きくないこと、その他の距離減衰式の評価結果

が断層モデルを用いた手法による地震動評価結果ともほぼ整合的

であることを確認した。 

被告は、これらの結果から、約４８０ｋｍケースについては、10 

鉛直モデル及び北傾斜モデルともに内陸補正を考慮せずに耐専式

を適用して評価した。 

ⅱ 約１３０ｋｍケース、約６９ｋｍケース及び約５４ｋｍケース 

被告は、上記各ケースは、いずれも「極近距離」よりも近傍で

あり、基本的には耐専式の適用範囲外にあること、特に、鉛直モ15 

デルについては耐専式の検証に用いた観測記録がない範囲である

ことを確認した上で、耐専式による評価結果とその他の距離減衰

式による評価結果及び断層モデルを用いた手法による地震動評価

結果とを比較して、耐専式の適用の可否について検証した。  

  (ⅰ) 鉛直モデル 20 

各鉛直モデルにおいては、内陸補正を考慮しない場合、考慮

した場合のいずれもが、その他の距離減衰式の地震動レベルと

大きくかい離していることを確認した。そこで、いずれも耐専

式の適用範囲外とした。 

そして、その他の距離減衰式同士の結果が概ね同等であった25 

ことや、断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（ただ
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し、約１３０ｋｍケース及び約５４ｋｍケース）とも整合的で

あったことから、その他の距離減衰式を採用した。 

(ⅱ) 北傾斜モデル 

各北傾斜モデルにおいては、内陸補正を考慮した場合には、

その他の距離減衰式の地震動レベルと比較的整合的であるが、5 

内陸補正を考慮しない場合にはかい離が大きく、過大評価とな

っていることから、内陸補正を考慮するのが適切であると評価

した。そして、その他の距離減衰式の評価結果は、断層モデル

を用いた手法による地震動評価結果とほぼ整合的であった。 

そこで、内陸補正を考慮した上で耐専式を適用することが適10 

切であるが、被告は、保守的に、内陸補正を考慮せずに耐専式

を適用して評価した。 

（前提事実１１⑵ア ａ⒞、乙ヨ３１［９５、１１０～１３２頁］、

弁論の全趣旨） 

⒞ 上記⒜及び⒝の結果をまとめると、以下のとおりである。 15 

 鉛直モデル 北傾斜モデル  Ｍ 

約４８０ｋｍ

ケース 

耐専式 

（内陸補正なし） 

耐専式 

（内陸補正なし） 

８．５ 

約１３０ｋｍ

ケース 

その他の距離減衰式 耐専式 

（内陸補正なし） 

８．１ 

約６９ｋｍ 

ケース 

その他の距離減衰式 耐専式 

（内陸補正なし） 

７．９ 

約５４ｋｍ 

ケース 

その他の距離減衰式 耐専式 

（内陸補正なし） 

７．７ 

⒟ 基準地震動Ｓs－１の策定 

被告が、上記⒞の方法で応答スペクトルに基づく地震動評価を行
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って基準地震動Ｓｓ－１を算定したところ、最大値は６５０ガルと

なった。（前提事実１１⑵ウ ａ） 

ｃ 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

⒜ 基本震源モデルの策定 

ⅰ スケーリング則の選定 5 

   被告は、断層モデルを用いた手法による地震動評価において必

要な震源パラメータを設定する上で用いるスケーリング則につい

ては、壇ほか（２０１１）は、これに基づく設定値が、地質調査

に基づく地表最大変位量（２～７ｍ程度）と整合的であること、

地震モーメント（Ｍｏ）規模、平均応力降下量、アスペリティの10 

応力降下量の３つのパラメータを一連で設定できること、異なる

長さの断層（約４８０ｋｍケース、約１３０ｋｍケース及び約５

４ｋｍケース）に対して適用可能であり、断層長さの影響を同一

の手法で評価できることから、壇ほか（２０１１）を基本として

採用するとともに、約４８０ｋｍケース及び約１３０ｋｍケース15 

については、Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２００

０）のスケーリング則を、約５４ｋｍケースについては、入倉・

三宅（２００１）の地震モーメントとＦｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａ

ｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）の平均応力降下量を組み合わせて用

いる手法を併用することとした。（乙ヨ１１［６－５－３３頁］、20 

ヨ３１［２３、２５～２７、３７、４４頁］） 

ⅱ 平均すべり量の設定 

被告は、四国西部の中央構造線断層帯における地表の変位量が

２～４ｍであるとする堤・後藤（２００６）による中央構造線断

層帯の地質調査結果（乙ヨ８９）に加え、地表最大変位量は平均25 

すべり量の概ね２～３倍であり、断層長さが約１００ｋｍで約１
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０ｍに飽和する旨の室谷ほか（２００９）及び室谷ほか（２０１

０）の知見（前記ア ｂ⒡）から導かれる長大断層の平均すべり

量（約３～５ｍ）に整合するように、約４８０ｋｍケースで２．

６２～５．８３ｍ、約１３０ｋｍケースで２．６７～４．２７ｍ

と設定した。（乙４８［１３頁］、ヨ３１［５４、５７～８３頁］、5 

ヨ８９、弁論の全趣旨） 

⒝ 不確かさの考慮 

ⅰ 基本モデルに考慮する不確かさ 

被告は、断層モデルを用いた手法による地震動評価における不

確かさの考慮に当たって、地震発生時の環境に左右されて地震の10 

度に変化する偶然的不確かさ（破壊開始点）及び調査精度や知見

の限界を要因とする認識論的不確かさのうち平均モデルを事前に

特定し難いもの（アスペリティ深さ、断層長さ（連動））は、基本

震源モデルに織り込むこととした。具体的には、約４８０ｋｍケ

ース、約１３０ｋｍケース及び約５４ｋｍケースを全て基本震源15 

モデルとして位置付けるとともに、アスペリティ深さについては、

保守的に断層上端に配置し、破壊開始点については、事前の特定

が困難なため、地震動評価への影響が大きくなるよう断層東下端、

中央下端及び西下端の３か所設定（ただし、地震動評価に最も影

響が大きい応力降下量の不確かさを考慮するに当たっては５か所20 

設定）することとした。 

ⅱ 独立で考慮する不確かさ 

  他方、調査精度や知見の限界を要因とする認識論的不確かさの

うち、事前の調査や経験式等に基づいて平均モデルを特定できる

①アスペリティの応力降下量、②北傾斜モデル、③南傾斜モデル、25 

④破壊伝播速度及び⑤アスペリティの平面位置については、以下
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のとおり、独立した不確かさとして、基本震源モデルに重畳させ

て考慮することとした。 

(ⅰ) アスペリティの応力降下量（上記①） 

２００７年新潟県中越沖地震の震源特性として、短周期レベ

ルが平均的な値の１．５倍程度大きかったという知見がある。5 

この知見は、ひずみ集中帯に位置する逆断層タイプの地震とい

う地域性によるものと考えられるところであり、本来であれば、

過去の地震観測記録に基づいて本件発電所敷地周辺で発生する

地震の震源特性の分析を行うべきであるが、本件発電所敷地周

辺では、規模の大きい内陸地殻内地震は発生していないことを10 

踏まえ、上記知見に基づき、アスペリティの応力降下量につき

基本震源モデルの１．５倍又は２０ＭＰａとした場合の評価を

行った。 

（ⅱ） 北傾斜モデル（上記②） 

敷地前面海域の断層群の震源断層は横ずれ断層と推定される15 

ため、傾斜角が高角度である可能性が高いが、中央構造線断層

帯が北へ傾斜する地質境界としての中央構造線と一致する可能

性を完全には否定できないとして、傾斜角９０度のほか、北に

３０度傾斜させた場合の評価も行った。 

(ⅲ) 南傾斜モデル（上記③） 20 

断層傾斜角のばらつきを踏まえ、本件発電所敷地側に傾斜す

る場合を考慮し、横ずれ断層について南に８０度傾斜させた場

合も評価した。 

(ⅳ) 破壊伝播速度（上記④） 

海外の長大な活断層の破壊伝播速度に関する知見を踏まえ、25 

約４８０ｋｍケース及び約１３０ｋｍケースについては、Ｖｒ
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（破壊伝播速度）＝Ｖｓ（地震発生層のＳ波速度）の場合の評

価を行い、約５４ｋｍケースについては、宮腰ほか（２００３）

の知見を踏まえて、Ｖｒ＝０．８７Ｖｓの場合の評価を行った。 

(ⅴ) アスペリティの平面位置（上記⑤） 

基本的にはジョグにアスペリティは想定されないものの、完5 

全には否定できないことから、本件発電所敷地正面のジョグに

アスペリティを配置する場合の評価を行った。 

（乙ヨ１１［６－５－３１～６－５－３３、６－５－４１、６－

５－４２、６－５－７０～６－５－９３頁］、ヨ３１［２０～２

４、３６～４４頁］）    10 

⒞ 地震規模の評価結果 

被告は、約４８０ｋｍケースでＭｗ７．７～８．０、約１３０ｋ

ｍケースでＭｗ７．４～７．８、約５４ｋｍケースでＭｗ６．９～

７．４と評価した。（前提事実１１⑵ア ａ⒟ⅱ） 

⒟ 地震動評価 15 

約４８０ｋｍケースについて、統計的グリーン関数法及び経験的

グリーン関数法により評価し、両者を比較した上で、原子炉施設に

影響の大きい周期０．１秒付近の地震動について厳しい結果を与え

た経験的グリーン関数法を採用して、地震動評価を行った。（前提事

実１１⑵ア ａ⒟ⅲ） 20 

⒠ 基準地震動Ｓｓ－２の策定 

断層モデルを用いた手法による地震動評価の結果のうち、本件原

子炉施設に与える影響が大きいケースとして、内陸地殻内地震のう

ち約４８０ｋｍケースにおける壇ほか（２０１１）及びＦｕｊｉｉ 

ａｎｄ Ｍａｔｓｕ‘ｕｒａ（２０００）に基づき、応力降下量の25 

不確かさを考慮したケース並びに約５４ｋｍケースにおける入倉・
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三宅式に基づき、上記不確かさを考慮したケースを選定し、経験的

グリーン関数法と理論地震動についてハイブリッド合成を行った。

被告は、その結果及び工学的判断を踏まえ、基準地震動Ｓｓ－２（８

ケース）を策定したところ、その最大値は５７９ガルであった。（前

提事実１１⑵ウ ｂ） 5 

イ 判断 

 以下、原告らの主張を踏まえ、中央構造線断層帯の基準地震動に関する

被告の評価並びにこれを是認した規制委員会の判断及びその過程に不合

理な点がないか検討する。 

 応答スペクトルに基づく地震動評価 10 

ａ 中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）との比較について 

原告らは、第５の４⑵（原告らの主張）イ ａのとおり、被告は、

約１３０ｋｍケースでＭｗ７．４～７．８、約４８０ｋｍケースでＭ

ｗ７．７～８．０と地震規模を想定しているが、中央構造線断層帯長

期評価（一部改訂）と比較して過小であり、また、被告が依拠した室15 

谷ほか（２００９）及び室谷ほか（２０１０）の知見は、主に海外の

データに基づくものであり、国内における長大断層に関する確立した

知見であるともいえない旨主張する。この点、原告らは、上記の点に

つき、応答スペクトルに基づく地震動評価の問題点として主張するが、

原告らが指摘するＭｗの値や上記知見の活用は、断層モデルにおける20 

ものと認められることから、以下、これを前提に検討する。 

確かに、中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）が、石鎚山脈北縁

西部－伊予灘区間（約１３０ｋｍ）が活動した場合の地震規模をＭｗ

７．４～８．０、中央構造線断層帯全体（約３６０ｋｍ）が活動した

場合の地震規模をＭｗ７．９～８．４と想定している（前記ア ｂ⒜25 

ⅱ（ⅰ）、（ⅲ））のに対し、被告は、約１３０ｋｍケースでＭｗ７．４～７．
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８、約４８０ｋｍケースでＭｗ７．７～８．０と想定しており（前記

ア ｃ⒞）、Ｍｗの値のみを単純に比較すれば、被告の地震規模の想定

が過小になっているようにも見える（ただし、中央構造線断層帯長期

評価（一部改訂）は、長さ４８０ｋｍの断層が活動した場合の地震規

模を想定しておらず、約４８０ｋｍケースについては中央構造線断層5 

帯長期評価（一部改訂）と適切に比較することは困難である。）。 

この点、両者が想定する地震規模の違いは、断層の平均すべり量の

相違等に起因するものと考えられる。 

すなわち、平均すべり量につき、中央構造線断層帯長期評価（一部

改訂）は、地表最大変位量が断層の平均すべり量と同じという仮定や、10 

一部区間の断層幅や断層の平均すべり量が全長にわたって同一である

という仮定に基づき、石鎚山脈北縁西部－伊予灘区間（約１３０ｋｍ）

が活動した場合の平均すべり量を２～７ｍ、中央構造線断層帯全体が

活動した場合の平均すべり量を全ての区間で７ｍと仮定している（前

記ア ｂ⒜ⅱ（ⅰ）、（ⅲ））。これに対し、被告は、四国西部の中央構造線断15 

層帯における地表の変位量が２～４ｍであるとする堤・後藤（２００

６）による中央構造線断層帯の地質調査結果に加え、地表最大変位量

は平均すべり量の概ね２～３倍であり、断層長さが約１００ｋｍで約

１０ｍに飽和する旨の室谷ほか（２００９）及び室谷ほか（２０１０）

の知見（前記ア ｂ⒡）から導かれる長大断層の平均すべり量（約３20 

～５ｍ）に整合するよう各ケースの平均すべり量を約１３０ｋｍケー

スで２．６７～４．２７ｍ、約４８０ｋｍケースで２．６２～５．８

３ｍと設定したことが認められ（前記ア ｃ⒜）、中央構造線断層帯長

期評価（一部改訂）と被告が設定した断層の平均すべり量には相違が

ある。 25 

そして、中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）自体が、地表の変



278 

 

位量と断層の平均すべり量とは同量でない可能性があるため、強震動

の計算を行う場合等は、この点に留意する必要がある旨述べているの

に対し（前記ア ｂ⒜ⅱ（ⅰ））、被告が参照した室谷ほか（２００９）及

び室谷ほか（２０１０）は、主に海外の長大断層で発生した地震のデ

ータを中心に検討したものではあるものの（前記ア ｂ⒡）、室谷ほか5 

（２０１０）が査読論文化されたＭｕｒｏｔａｎｉ ｅｔ ａｌ．（２

０１５）が平成２８年改訂レシピ以降のレシピで採用され（前記ア

ｂ⒡ⅱ、ア ｃ）、中央構造線断層帯長期評価（第二版）においても断

層長さが８０ｋｍを超える活動区間の地震規模の想定に当たって、Ｍ

ｕｒｏｔａｎｉ ｅｔ ａｌ．（２０１５）が用いられているとおり（前10 

記ア ｂ⒝ⅱ（ⅱ））、妥当性が確認されている知見であるといえることか

らすると、被告による断層の平均すべり量の設定及びこれに基づく地

震規模の評価は合理性を有するものと認められる。これは、中央構造

線断層帯長期評価（第二版）が、中央構造線断層帯全体（約４４４ｋ

ｍ）が活動した場合につき、傾斜角を４０度とした場合をＭｗ８．０、15 

傾斜角を高角とした場合をＭｗ７．８と評価しており（前記ア ｂ⒝

ⅱ（ⅱ））、被告の上記評価と整合することからも裏付けられているといえ

る。 

以上によると、被告の地震規模の想定が中央構造線断層帯長期評価

（一部改訂）の想定を下回っていることをもって、被告の上記評価が20 

不合理であるとは認められない。 

ｂ 被告による推定手法について 

⒜ セグメントの区分等による地震規模評価について 

原告らは、第５の４⑵（原告らの主張）イ ｂ⒜のとおり、①約

４８０ｋｍケース及び約１３０ｋｍケースに関する被告の地震規模25 

の算出方法は、長さが１００ｋｍを超える長大な活断層から発生す
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る地震のすべり量は飽和するとの確立していない知見を前提とする

ものであるが、上記両ケースにおいても、そのまま松田式を適用し

て、地震規模を想定すべきである、②実際の活断層の活動が被告想

定の４ケースのいずれかに当てはまるとは必ずしもいえず、被告の

セグメント区分に基づく評価を前提とすると、約６９ｋｍケースよ5 

りも約４８０ｋｍケースや約１３０ｋｍケースの方が小さい地震動

評価を導いているのであるから、約６９ｋｍケースと約１３０ｋｍ

ケースの中間に最も地震動が大きくなるケースが存在するはずであ

り、約１００～１３０ｋｍ程度を基本ケースとして想定すべきであ

る旨主張する。 10 

  しかしながら、上記①の点（松田式をそのまま適用しなかった点）

につき、平成２８年改訂レシピは、断層長さが概ね８０ｋｍを超え

る場合は、松田式の基になったデータの分布により、松田式の適用

範囲を逸脱するおそれがあるとして、活断層長期評価手法報告書に

示された手法等を参考にしながら、マグニチュードを算定するよう15 

求めており、活断層長期評価手法報告書では、長さが１００ｋｍを

超えるような長大な活断層について、断層長さが断層面の４倍を超

える場合には、長さが４倍を超えないように区分した区間が連動す

るモデルを設定して地震規模を算出する手法が示されている（前記

ア ｃ⒜ⅰ（ⅱ））。また、中央構造線断層帯長期評価（第二版）も、断20 

層長さが８０ｋｍを超える場合には、松田式の適用範囲外として松

田式を求める際に用いた最大長さ８０ｋｍとその時のマグニチュー

ド（Ｍ８．０）を基に、Ｍ８．０又はそれ以上と評価している（前

記ア ｂ⒝ⅰ）。 

これらのことからすれば、断層長さが８０ｋｍを超える場合に松25 

田式をそのまま適用することは想定されていないものと認められる。
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そうすると、被告が、このような松田式の適用範囲を踏まえて、約

４８０ｋｍケース及び約１３０ｋｍケースに松田式を適用するに当

たって、長さが８０ｋｍ以下になるように区分し、区分したセグメ

ントごとに松田式を適用し、武村式を介した上で、その総和をもっ

て気象庁マグニチュードを算出したこと（すなわち、原告らが主張5 

するような長大断層におけるすべり量の飽和を考慮したものではな

い。）は、上記報告書記載の断層を区分した上で、各区間が連動する

モデルを設定して地震規模を算出する手法にも沿うものであり、不

合理であるとは認められない。このことは、被告による地震動の評

価が、約４８０ｋｍケースではＭ８．５、約１３０ｋｍケースでは10 

Ｍ８．１と、いずれも中央構造線断層帯長期評価（第二版）の評価

（Ｍ８．０又はそれ以上）に沿うものであることからも裏付けられ

ているといえる。 

また、上記②の点（約１００～１３０ｋｍ程度を基本ケースとし

て想定すべきとする点）については、被告による既往文献等を踏ま15 

えたセグメント区分自体（前記ア ａ⒞）については、特段不合理

な点は認められない。そうすると、被告が、約４８０ｋｍケースを

基本としつつ、断層が部分破壊するケースも考慮して、川上セグメ

ント、伊予セグメント及び敷地前面海域の断層群が連動する約１３

０ｋｍケース、敷地前面海域の断層群が活動する約５４ｋｍケース、20 

更には、敷地前面海域の断層群と両端のジョグ全部が連動する約６

９ｋｍケースを想定して地震規模を想定したことは合理的であると

認められる。このように、被告によるセグメント区分が不合理であ

ると認められない以上、約６９ｋｍケースよりも約４８０ｋｍケー

スや約１３０ｋｍケースの方が小さい地震動評価を導いていること25 

のみをもって、約６９ｋｍケースと約１３０ｋｍケースの中間に最
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も地震動が大きくなるケースが存在する合理的根拠があるものとは

認め難く、約１００～１３０ｋｍ程度を基本ケースとして想定すべ

きであるとは認められない。 

なお、応答スペクトルに基づく地震動評価において、約６９ｋｍ

ケース及び約５４ｋｍケースの地震動評価の方が約４８０ｋｍケー5 

スや約１３０ｋｍケースの地震動評価より大きくなっているのは、

約６９ｋｍケース及び約５４ｋｍケースは、約４８０ｋｍケースと

は異なり基本的に耐専式の適用範囲外であるにもかかわらずあえて

耐専式が適用されていることや（前記ア ｂ⒝）、約４８０ｋｍケー

ス及び約１３０ｋｍケースよりも等価震源距離が近く（乙ヨ３１［１10 

３０頁］）、等価震源距離が近くなるほど地震動レベルが大きくなる

という耐専式の特性（前記ア ｂ⒝）が現れたものと考えられるか

ら、このような結果が生じたことが被告の地震動評価が不合理であ

ることに直ちに結びつくものとは認められない。 

以上によると、①約４８０ｋｍケース及び約１３０ｋｍケースに15 

おいてそのまま松田式を適用しなかったこと、②約１００～１３０

ｋｍケース程度を基本ケースとして想定しなかったことをもって、

被告の評価が不合理であるとは認められない。 

⒝ 松田式のばらつきの考慮について 

原告らは、第５の４⑵（原告らの主張）イ ｂ⒝のとおり、本件20 

ばらつき条項の趣旨は、経験式によって算出される平均値と実際に

発生する地震の地震規模とがかい離する可能性を考慮し、安全性の

見地から、より大きい方向でかい離する可能性を想定すべきとする

ものであるところ、約４８０ｋｍケースを考慮したとしても、セグ

メントごとに区分した上で、それぞれの地震規模を合算するという25 

方法により、断層長さに関する不確かさを考慮し尽くしているとは
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いえず、現に、地震動評価が他のケースよりも小さくなっているこ

となどからすれば、被告は、松田式の有するばらつきを十分に考慮

していない旨主張する。 

  この点、前記３⑵ア ｂで説示したとおり、経験式は、基となる

データの地域特性の相違によってばらつきが生じるものである。 5 

そして、設置許可基準規則解釈別記２は、本件ばらつき条項のよ     

うに経験式が有するばらつきに言及していない一方で、基準地震動

の策定に当たっては、地域特性を十分に踏まえて、各種の不確かさ

（震源断層の長さ、地震発生層の上端深さ・下端深さ、断層傾斜角、

アスペリティの位置・大きさ、応力降下量、破壊開始点等の不確か10 

さ並びにそれらに係る考え方及び解釈の違いによる不確かさ）につ

き、敷地における地震動評価に大きな影響を与えると考えられる支

配的なパラメータについて分類した上で、必要に応じて不確かさを

組み合わせるなど適切な手法を用いて考慮することを求めており

（前提事実１１⑴ア ）、経験式が有する上記ばらつきを補うために、15 

地域特性を踏まえた不確かさを考慮することで、保守的な地震動評

価をすることを求めているものと解される。 

また、地震ガイドでは、本件ばらつき条項が定められているとこ

ろ（前提事実１１⑴イ ｂ）、同条項が、経験式の有する当然の性質

を確認し、適用範囲の検討の際の留意点を注意的に規定したにすぎ20 

ないものであることは、前記３⑵ア ｂで説示したとおりであり、

経験式が有するばらつきを経験式の適用結果に定量的に上乗せする

ことを求めているものとは解されず（このような手法は、経験式そ

れ自体を修正することになる上、地震の地域特性を軽視することに

もなり、妥当でない。）、設置許可基準規則解釈別記２と同様、経験25 

式のばらつきを補うために、地域特性を踏まえた不確かさを考慮す
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ることを求めているものと解される。地震ガイドがこのような立場

を取っていることは、地震ガイドの表現の改善が行われた令和４年

地震ガイドにおいて、本件ばらつき条項が削除され、経験式の適用

条件、適用範囲について確認することが留意事項として挙げられ、

その解説部分に、経験式の基となった観測データにばらつきが存在5 

するのは当然であるとして、適用条件、適用範囲、基となったデー

タの特性等への留意が必要である旨記載されたことや基準地震動の

策定に係る審査の基本方針として、地震動評価に大きな影響を与え

ると考えられる不確かさを適切に考慮しているかを総合的に判断す

ることが明示されたこと（前提事実１１⑴イ ）からも裏付けられ10 

ている。 

したがって、新規制基準は、経験式のばらつきにつき、地域特性

を踏まえた不確かさを考慮することで保守的に地震動評価をするこ

とを求めているということができる（このような解釈は、基準地震

動の策定に当たって、経験式が有するばらつきは、経験式を用いる15 

際に設定するパラメータの不確かさによって生じるもので、この不

確かさを考慮することでばらつきが考慮されると考えられている旨

を複数の専門家が指摘していること（乙３５０～３５２）とも整合

的である。）。 

そこで、上記のような考え方に照らし、松田式の有するばらつき20 

につき、不確かさの考慮が適切に行われているか検討するに、まず、

松田式は、Ｍｏ≧６．８の地震について、日本列島における地殻内

地震の震源断層に対し適用性が高いとされており（前記ア ａ）、そ

もそも、ばらつきは大きいものではないと認められる。 

そして、地震規模は断層長さだけでなく断層幅にも左右されるこ25 

と、松田式は、断層長さと地震規模（気象庁マグニチュード）との
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関係を表す経験式であり、断層幅のデータが用いられていないこと

（前記ア ａ）から、ばらつきの原因として断層幅も考えられると

ころ、被告は、前記ア ａ⒜で認定したとおり、中央構造線断層帯

の断層厚さを保守的に設定した上で、北傾斜モデルについても評価

したことが認められる。 5 

また、被告は、中央構造線断層帯長期評価（一部改訂）及び別府                    

－万年山断層帯長期評価などを踏まえ、約４８０ｋｍケース、約１

３０ｋｍケース、約６９ｋｍケース及び約５４ｋｍケースを断層長

さとして設定し（前提事実１１⑵ア ａ⒞）、各ケースに松田式を適

用して地震規模を想定し、耐専式の適用範囲外になるケース（約１10 

３０ｋｍケース、約６９ｋｍケース及び約５４ｋｍケース）にもあ

えて耐専式を適用するなどして応答スペクトルに基づく地震動評価

を行い、本来行うべき内陸補正も行っていないこと（前記ア ｂ⒝）

が認められる。 

以上によると、被告は、松田式が有するばらつきを補うために、15 

地域特性を踏まえた不確かさを適切に考慮しているものと認められ

る。なお、約４８０ｋｍケース及び約１３０ｋｍケースについて長

さが８０ｋｍ以下になるように区分した上で、松田式を適用したこ

とが不合理でないこと、上記両ケースの地震動評価が約６９ｋｍケ

ース及び約５４ｋｍケースよりも小さくなることが直ちに不合理に20 

なるものではないことは、前記⒜で説示したとおりである。 

  したがって、被告が、松田式のばらつきを十分に考慮していない

ものとは認められない。 

⒞ 耐専式の適用排除について 

 原告らは、第５の４⑵（原告らの主張）イ ｂ⒞のとおり、約１25 

３０ｋｍケース、約６９ｋｍケース及び約５４ｋｍケースの各鉛直
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モデルに関し、耐専式の適用を排除したことに合理的理由はなく、

また、これらのケースについて耐専式の適用に代わって適用したそ

の他の距離減衰式の選定は恣意的であり、不合理である旨主張する。 

 しかしながら、耐専式を含む距離減衰式は、過去の地震観測デー

タを回帰分析することによって得られた一般法則を導く計算式であ5 

り、精度の高い予測を行うには、その基となった観測記録に係るデ

ータベース（地震規模、観測点と断層との距離、観測地点の地盤デ

ータ等）の範囲で適用されるべきものであるから、評価対象となる

地震規模や観測点との距離等がデータベースの範囲を外れる場合に

は、当該距離減衰式の適用可能性を慎重に検証する必要があり、地10 

震ガイドにおいても、用いられている地震記録の地震規模、震源距

離等から、適用条件、適用範囲について検討した上で、距離減衰式

が適切に選定されていることを確認することが定められている（地

震ガイドⅠ．３．３．１⑴①１）、前提事実１１⑴イ ｃ）。そして、

耐専式については、コントロールポイントが設定された「極近距離」15 

よりも近傍の地震については、観測データが少なく、コントロール

ポイントも設けられていないことから、耐専式を適用することが基

本的に想定されておらず、そのような地震に対する耐専式の適用の

可否に当たっては、他の距離減衰式の評価結果又は断層モデルを用

いた手法による地震動評価結果と比較するなどして、総合的に判断20 

を行う必要があるとされている（前記ア ｂ⒞）。 

被告は、前記ア ｂ⒝のとおり、約１３０ｋｍケース、約６９ｋ

ｍケース及び約５４ｋｍケースが、いずれも「極近距離」よりも近

傍であり、基本的には耐専式の適用範囲外であることを前提に、こ

れらのケースの各モデルにおいて、内陸補正を考慮しない場合と考25 

慮した場合の双方について、その他の距離減衰式の評価結果や断層
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モデルを用いた手法による地震動評価結果と比較しながら耐専式の

適用可能性を検証し、上記各ケースの各鉛直モデルについては、そ

の他の距離減衰式同士の結果については概ね同等であり、また、震

源が敷地に近く、その破壊過程が地震動評価に大きな影響を与える

と考えられる地震について重視されている必要があるとされている5 

断層モデルを用いた手法による地震動評価（前提事実１１⑴イ ａ）

の結果とも整合的であったのに対し、耐専式を適用した場合は、内

陸補正を考慮しても他の評価結果とのかい離が大きいことから、い

ずれも耐専式の適用範囲外と判断したこと（前記ア ｂ⒝ⅱ）から

すると、かかる被告の評価は、上記耐専式の適用可能性の検証手法10 

を踏まえたものであり、合理的であるといえ、また、被告がその他

の距離減衰式を恣意的に選択したとも認められない。 

なお、原告らは、コントロールポイントが成立当初は存在してお

らず、後に便宜的に設定されたものにすぎないのであって、上記３

ケースの各鉛直モデルに対して耐専式の適用を排除する理由になら15 

ない旨主張するが、上記のとおり、経験式である耐専式は、その基

となった観測記録に係るデータベースの範囲で適用されるべきもの

であり、耐専式の「極近距離」よりも近傍については、コントロー

ルポイントの有無にかかわらず、そもそも観測データが少なく、基

本的に耐専式を適用することは想定されていないのであるから、原20 

告らの指摘は当たらない。また、原告らが指摘する２０００年鳥取

県西部地震の賀祥ダム、１９９５年兵庫県南部地震における神戸大

学、１９９９年トルコＫｏｃａｅｌｉ地震ＳＡＫＡＲＹＡ観測点、

台湾集集地震ＴＣＵ０７１観測点については、内陸補正を考慮した

結果、耐専式の適用可能性が示唆されているが、これらの事例も踏25 

まえた上で、「極近距離」よりも近傍については、耐専式の適用可能
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性を十分に検証する必要があるとされており（乙３４、３５）、近年、

震源近傍の地震観測記録が得られ、耐専式の適用範囲の拡大に向け

て研究が進められているにとどまること（甲５５）からすると、上

記各地震の存在等をもって、「極近距離」よりも近傍についても耐専

式が適用可能であるとは認められない。さらに、原告らは、その他5 

の距離減衰式は、いずれも、断層距離１０ｋｍ程度から距離が短く

なっても加速度があまり変わらないものであって科学的裏付けがな

い上、地盤データ、地震規模及び距離が本件発電所敷地と整合せず、

また、そのうち５つの距離減衰式については、海外での偏ったデー

タを基にしているにすぎず、高周波地震動への対応には問題がある10 

とされているなど信頼性が確保されているとはいえない旨主張する

が、前述のとおり、その他の距離減衰式同士の結果が概ね同等であ

るのみならず、震源が敷地に近い場合に重視される必要があるとさ

れている断層モデルを用いた手法による地震動評価の結果とも整合

していることからすると、その他の距離減衰式が信頼性に欠けるも15 

のとは認められない。 

したがって、被告が約１３０ｋｍケース、約６９ｋｍケース及び

約５４ｋｍケースの各鉛直モデルについて耐専式の適用を排除して

その他の距離減衰式を適用したことが不合理であるとは認められな

い。 20 

⒟ 耐専式のばらつきについて 

 原告らは、第５の４⑵（原告らの主張）イ ｂ⒟のとおり、被告

は、耐専式のばらつきについて定量的上乗せをしておらず、内陸補

正を行わないことで不確かさを考慮したとする被告の手法は、新規

制基準に反し不合理である旨主張する。 25 

しかしながら、新規制基準が、経験式が有するばらつきにつき、
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定量的な上乗せをすることを求めておらず、地域特性を踏まえた不

確かさを適切に考慮することで保守的に地震動評価をすることを求

めていることは前記⒝で説示したとおりである。 

そこで、被告が、保守的に地震動評価をしているかについてみる

に、内陸地殻内地震の地震動レベルは、海溝型地震と比べて小さい5 

という特性を反映するため、耐専式による評価では、内陸地殻内地

震の地震動レベルを算定するための内陸補正係数が提案されている

ところ（前記ア ｂ⒝）、内陸補正係数は、耐専式を内陸地殻内地震

に適用する際、対象とする地震の震源メカニズム等を過去の事例と

照らし合わせ、妥当性を確認した上で、内陸補正係数を乗じること10 

で、地震動の平均的な特性を表すことができるとして、一般社団法

人日本電気協会原子力規格委員会が定めた規格において採用され、

規制委員会もその妥当性を認めているものである（乙１５［２４６

頁］、９８［２５３頁］、ヨ３６［４７頁］）。そして、本件発電所敷

地の地盤（Ｓ波速度２．６ｋｍ／ｓ）は、耐専式が前提とする地盤15 

（Ｓ波速度２．２ｋｍ／ｓ）より堅硬であり（前記ア ｂ⒝）、地震

動の増幅がより抑えられることからすると、内陸補正係数を乗じる

のが相当であるといえるところ、現に、被告が耐専式が適用可能で

あると判断した約４８０ｋｍケースの鉛直モデル及び北傾斜モデル

並びに約１３０ｋｍケース、約６９ｋｍケース及び約５４ｋｍケー20 

スの各北傾斜モデルについて、内陸補正を考慮した場合、その他の

距離減衰式の地震動レベルと比較的整合的であった。したがって、

本来であれば、内陸補正を考慮するのが妥当であるが、被告は、あ

えて保守的に内陸補正を考慮していないことが認められる（前記ア

ｂ⒝）。また、上記のとおり、本件発電所敷地の地盤が、耐専式が25 

前提とする地盤より堅硬で、地震動の増幅がより抑えられるにもか
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かわらず、被告は、これを考慮することなく耐専式を適用している

（前記ア ｂ⒝）（なお、原告らは、被告は、他地域との比較データ

を示しておらず、本件発電所周辺には、内陸地殻内地震が全国的な

平均値よりも小さな地震動となる地域特性があるとの被告の判断に

科学的根拠はない旨主張するが、上記Ｓ波速度によると、上記科学5 

的根拠があるものと認められる。）。 

  以上によると、被告による地震動評価は保守的にされたものと認

められ、被告が、耐専式のばらつきについて定量的に上乗せをして

いないことをもって、新規制基準に反し不合理であるとは認められ

ない。 10 

⒠ 南傾斜モデルを想定していないことについて 

 原告らは、第５の４⑵（原告らの主張）イ ｂ⒠のとおり、中央

構造線断層帯は、南傾斜の可能性は高いと考えられ、６０度程度傾

斜している可能性も否定できないにもかかわらず、被告が、断層傾

斜角について、これを鉛直とし、耐専式の適用を排除したのは、科15 

学的根拠を欠くものである旨主張する。 

  この点、中央構造線断層帯長期評価（第二版）においても、断層

深部の傾斜角が中角度（北傾斜約４０度）又は高角度（ないしほぼ

鉛直）と両論併記されるにとどまり、南傾斜である可能性について

は指摘されていない（前記ア ａ⒝）。 20 

 もっとも、原告らが提出する戊２４高知大学防災推進センター特

任教授作成に係る意見書（甲１６）には、本件発電所側（南側）の

標高が少なくとも５ｍ高くなっていること、佐田岬半島沿いには、

中位及び高位の段丘面が明瞭に配列していることから、佐田岬半島

が安定して隆起し続けていると認められ、南側が上盤となる南傾斜25 

の逆断層成分を含む断層であることが示されており、南傾斜角８０
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度を考慮すべきである旨の記載部分がある。また、改訂耐震指針の

下で地震動評価を見直した際に、原子力安全委員会での有識者によ

る審査の際、傾斜角８０度程度の南傾斜モデルを考慮すべきである

旨の意見も出されたことが認められる（乙９７［２１～３１頁］）。

他方、南傾斜６０度とすることが相当であることを認めるに足りる5 

的確な証拠はない。 

そこで、念のため、南傾斜モデル（８０度）につき検討するに、

約１３０ｋｍケース、約６９ｋｍケース及び約５４ｋｍケースにつ

いては、各鉛直モデルが耐専式の適用範囲外であった以上（前記 ）、

これよりも断層面が更に敷地に近くなり、等価震源距離が短い南傾10 

斜モデル（８０度）は一層耐専式の適用範囲外となるのであって、

南傾斜モデルを考慮したとしても、耐専式を適用すべきことにはな

らないから、南傾斜モデルを考慮せず、断層傾斜角を鉛直として耐

専式の適用を排除したことをもって、被告の評価が科学的根拠を欠

くとは認められない。 15 

 以上によると、被告が、応答スペクトルに基づく地震動評価に当  

たって、南傾斜モデルを考慮せず、約１３０ｋｍケース、約６９ｋ

ｍケース及び約５４ｋｍケースの各鉛直モデルにおいて耐専式の適

用を排除したことが、科学的根拠を欠き不合理であるとは認められ

ない。 20 

なお、被告は、約４８０ｋｍケースでは、鉛直モデルにおいて耐

専式を適用しており（前記ア ｂ⒝ⅰ）、南傾斜モデル（８０度）で

も耐専式を適用することは可能ではあるが、等価震源距離が相当に

長く、地震波の減衰が大きくなることから、南傾斜モデル（８０度）

を想定しても地震動評価に与える影響が小さいため、（乙ヨ３１［９25 

５頁］）、南傾斜モデル（８０度）を想定する必要性があるとは認め
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られない。 

 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

ａ 壇ほか（２０１１）を採用したことについて 

⒜ 原告らは、第５の４⑵（原告らの主張）イ ａ⒜のとおり、壇ほ

か（２０１１）は、国内の地震データに基づくものではなく、仮定5 

の上に仮定を重ねた非科学的なものであり、その依拠する長大断層

に関するデータは液状化の影響を受けた２００２年アラスカＤｅｎ

ａｌｉ地震のＰＳ１０観測点のみでデータとしての信用性に乏しい

旨主張し、これに沿う土木工学の立場から強震動予測に係る研究と

実務に２０年ほど携わってきた戊２５氏の意見書（甲５４）を提出10 

する。 

  しかしながら、壇ほか（２０１１）は、壇ほか（２０１２）、藤堂

ほか（２０１２）及び壇ほか（２０１６）によって妥当性が確認さ

れている上、ＩＡＥＡ策定のＳａｆｅｔｙ Ｒｅｐｏｒｔｓ Ｓｅ

ｒｉｅｓ Ｎｏ．８５でも紹介されており（前記ア ｂ⒜）、信頼性15 

のある手法であると認められる。なお、壇ほか（２０１２）は、２

００２年アラスカＤｅｎａｌｉ地震のＰＳ１０観測点の最大加速度

については、地盤の非線形挙動の影響（表層地盤の液状化気味の影

響）を受けてかなり小さくなっているため、比較の対象とせず、同

観測点の最大速度について観測記録と比較し、整合していることを20 

確認していることからすると（前記ア ｂ⒜ⅱ）、壇ほか（２０１１）

が不適切なデータを用いた信用性に乏しいものであるとは認められ

ない。 

そして、壇ほか（２０１１）については、２０００年鳥取県西部

地震の記録とも整合する結果が得られていることからすると（前記25 

ア ｂ⒜ⅱ）、国内で発生する地震動の評価に用いることができるも
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のと認められる。この点、入江（２０１４）は、「本来、日本で発生

する地震の断層パラメータを想定するには、日本の地震データのみ

を用いるべきである」との見解を示しつつ、国内では長大断層の規

模のデータがやや不足しているとして、壇ほか（２０１１）が示す

国外の地震も含めた平均動的応力降下量を断層パラメータの算定に5 

用いており（前記ア ｂ⒝）、後者の方が合理的であると判断したも

のと評価できることからすると、入江（２０１４）において上記見

解が示されていることをもって、被告が、断層モデルを用いた手法

による地震動評価に当たって壇ほか（２０１１）を適用したことが

不合理であるとは認められない。 10 

⒝ 原告らは、第５の４⑵（原告らの主張）イ ａ⒝のとおり、入江

（２０１４）、レシピ及び宮腰ほか（２０１５）で言及される数値と

比較して、壇ほか（２０１１）が設定するアスペリティの動的応力

降下量１２．２ＭＰａは、国内の長大断層の平均値としては過小に

評価されている旨主張する。 15 

確かに、壇ほか（２０１１）は、アスペリティの動的応力降下量

を１２．２ＭＰａと算出しているのに対し（前記ア ｂ⒜ⅰ）、入江

（２０１４）は、壇ほか（２０１１）のデータのうち国内のデータ

のみを用いてアスペリティの動的応力降下量を１５．２ＭＰａとし

ていること（前記ア ｂ⒝）、レシピは、暫定値ではあるものの、ア20 

スペリティの静的応力降下量につき、Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔ

ｓｕ‘ｕｒａ（２０００）の示す震源断層全体の静的応力降下量３．

１ＭＰａを基に算定して約１４．４ＭＰａとしていること（前記ア

ｃ⒜ⅱ）、宮腰ほか（２０１５）は、断層長さ８～６４ｋｍの国内

における内陸地殻内地震の横ずれ断層のアスペリティの平均応力降25 

下量を１２．８ＭＰａとしていること（前記ア ｂ⒟）が認められ
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る。 

しかし、入江（２０１４）については、前記⒜において説示した

とおり、国内のデータのみを用いて算出した上記動的応力降下量よ

り、壇ほか（２０１１）が示す国外の地震も含めた動的応力降下量

の方が合理的であると判断したものと評価できることからすると、5 

壇ほか（２０１１）の数値が、入江（２０１４）の数値を下回って

いることをもって、壇ほか（２０１１）が、アスペリティの動的応

力降下量を過小に評価するものとは認められない。 

また、レシピの上記数値は、アスペリティの静的応力降下量であ

ること、宮腰ほか（２０１５）の数値についても、アスペリティの10 

静的応力降下量を求めるＭａｄａｒｉａｇａ（１９７９）の式を用

いて算出されており（乙２４、４５）、アスペリティの静的応力降下

量であると認められることからすると、壇ほか（２０１１）のアス

ペリティの動的応力降下量が、上記各アスペリティの静的応力降下

量を下回っていることをもって、直ちに過小評価であると認めるこ15 

とはできない。 

そして、壇ほか（２０１１）の示すアスペリティの動的応力降下

量は、前記⒜で説示したとおり、妥当性が検証されているのであっ

て、過小に評価された不合理なものであるとは認められない。 

なお、そもそも、被告は、約４８０ｋｍケース及び約１３０ｋｍ20 

ケースについては、Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２

０００）のスケーリング則を、約５４ｋｍケースについては、Ｆｕ

ｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）の平均応力降下

量を組み合わせて用いる手法も併用しており（前記ア ｃ⒜ⅰ）、Ｆ

ｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）の平均応力降25 

下量３．１Ｍｐａから導かれるアスペリティの静的応力降下量１４．
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４Ｍｐａをパラメータとして設定し、さらに、不確かさの考慮とし

て、アスペリティの応力降下量を基本震源モデルの１．５倍の２１．

６Ｍｐａと設定した場合の評価も行っていることからすると（前記

ア ｃ⒝ⅱ（ⅰ））、壇ほか（２０１１）が設定するアスペリティの動的

応力降下量が仮に過小であったとしても、これをもって、被告によ5 

る地震動評価の結論が左右されるものとは認められない。 

ｂ 約１３０ｋｍケースの鉛直モデル及び約５４ｋｍケースについてＦ

ｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）を適用したこと

について 

原告らは、第５の４⑵（原告らの主張）イ ｂのとおり、被告が約10 

１３０ｋｍケースの鉛直モデル及び約５４ｋｍケースでＦｕｊｉｉ 

ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）に示された静的応力降下量

を用いたことは、いずれも、平成２８年改訂レシピに示された適用下

限値を下回っており不適切である旨主張する。 

 この点、平成２８年改訂レシピでは、円形破壊面を仮定せずアスペ15 

リティ面積比を２２％、静的応力降下量を３．１ＭＰａとする取扱い

は、暫定的に、断層幅と平均すべり量とが飽和する目安となるＭｏ＝

１．８×１０２０（Ｎ・ｍ）を上回る断層の地震を対象としているとこ

ろ（前記ア ｃ⒜ⅱ）、これは、平成２８年改訂レシピ以降の地震モー

メント（Ｍｏ）と震源断層面積（Ｓ）との関係式、すなわち、レシピ20 

の方法の③に当たるＭｕｒｏｔａｎｉ ｅｔ ａｌ．（２０１５）（Ｍ

ｏ＝Ｓ×１０１７）（前記ア ｃ⒜ⅰ（ⅰ））に照らすと、断層面積としては

１８００ｋ㎡を上回る地震ということになる。そうすると、断層面積

が１８００ｋ㎡を下回る約５４ｋｍケースの鉛直モデル、北傾斜モデ

ル及び南傾斜モデル（乙ヨ３１［９２頁］）並びに約１３０ｋｍケース25 

の鉛直モデル（乙ヨ３１［８１頁］）については、Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ 
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Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）を適用できないようにも思われる。 

 しかしながら、平成２８年改訂レシピの表現の修正を行った平成２

８年１２月修正レシピ及びその内容を維持している平成２９年改訂レ

シピにおいて、円形の破壊面を仮定せずアスペリティ面積比を２２％、

静的応力降下量を３．１ＭＰａとする取扱いは、断層幅と平均すべり5 

量とが飽和する場合の目安となるＭｏ＝１．８×１０２０（Ｎ・ｍ）を

上回る断層だけでなく、アスペリティ面積比が大きくなったり、背景

領域の応力降下量が負になったりするなど、円形クラックの式を用い

てアスペリティの大きさを決めることが困難な断層等の２つの場合に

適用できるとされていること（前記ア ｃ⒝、⒞）からすれば、Ｆｕ10 

ｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）の適用の可否は、

円形の破壊面を仮定することが適当でないといえるかどうかによるも

のと認められる。 

そこで、本件について検討すると、約５４ｋｍケースの鉛直モデル

及び南傾斜モデルの断層幅（鉛直モデルでは１３ｋｍ、南傾斜モデル15 

では１３．２ｋｍ（乙ヨ３１［９２頁］））からすれば、断層長さは、

断層幅の約４倍であり、震源断層の形状を面積（鉛直モデルにつき約

７０２ｋ㎡、南傾斜モデルにつき約７１２．８ｋ㎡）が等価な円形に

置き換えてみると、その直径は、いずれも約３０ｋｍと断層幅を優に

超えており、円形の破壊面を仮定することが適当でないといえる。こ20 

れは、予測地図（２０１４）において、震源断層の長さ（約８４ｋｍ）

が震源断層の幅（約２４ｋｍ）の約３．５倍となる長岡平野西縁断層

帯に対してＦｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）が

適用されていること（乙１０２）にも整合している。そして、約５４

ｋｍケースよりも長い断層を想定した約１３０ｋｍケースは円形の破25 

壊面を仮定することが一層適当でないことは明らかである。 
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 そうすると、約５４ｋｍケースの鉛直モデル及び南傾斜モデル並び

に約１３０ｋｍケースの鉛直モデルについて、Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ 

Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）を適用することは合理性を有するも

のと認められる。 

また、証拠（乙ヨ３１）及び弁論の全趣旨によれば、約５４ｋｍケ5 

ースの北傾斜モデルについては、断層の傾斜角を北傾斜とすることに

よる影響を考慮するために設定したモデルであり、震源断層の傾斜角

以外の条件面で基本モデル、すなわち、鉛直モデルとの平仄をとる観

点から、Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）を適

用したことが認められるから、Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕ10 

ｒａ（２０００）を適用したことが不合理であるとはいえない。 

 なお、文部科学省研究開発局地震・防災研究課調査員作成に係る電

子メールにおいて、平成２８年１２月修正レシピに関し、Ｆｕｊｉｉ 

ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）に基づく応力降下量の設定

は、新たな知見が得られるまでの当面の暫定的な扱いであり、推奨と15 

までいえるものではない旨記載されていることが認められるが（甲５

８）、暫定的な取扱いとすること自体は肯定されているのであって、上

記電子メールの記載をもって、Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕ

ｒａ（２０００）の適用が否定されるものではない。 

 したがって、被告が、約１３０ｋｍケースの鉛直モデル及び約５４20 

ｋｍケースについてＦｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０

００）を適用したことに不合理な点は認められない。 

ｃ 約５４ｋｍケースについて入倉・三宅式を適用したことについて 

原告らは、第５の４⑵（原告らの主張）イ ｃのとおり、入倉・三

宅式については、高角度の断層で発生する地震の場合に、地震モーメ25 

ントを過小評価するおそれが指摘されていることからすれば、松田式
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や武村式を用いた方法との比較検討がされるべきであるが、被告はこ

れをしておらず、不適切である旨主張する。 

 この点、入倉・三宅式が地震モーメントを過小評価するおそれがあ

ることは従来から指摘されているが（乙１０４）、他方で、入倉・三宅

式は、平成７年から平成２５年までに発生した国内の１８の内陸地殻5 

内地震（Ｍｗ５．４～６．９）のデータを用いて再評価を行った結果、

Ｍｗ６．５以上でよく一致することが確認され、２０１６年熊本地震

の観測データとも整合的であることが確認されている（前記ア ｂ⒠）。

また、この点を措くとしても、被告は、約５４ｋｍケースについては、

入倉・三宅式を適用した場合だけでなく、より地震モーメントが大き10 

くなる壇ほか（２０１１）を適用して検討していること（乙ヨ３１［８

６、９２頁］）からすると、約５４ｋｍケースに入倉・三宅式を適用し

たことにより、被告による地震動評価の結論が左右されるものとは認

められない。 

さらに、原告らが比較検討すべきと指摘する手法は、レシピ の方15 

法を指すと解されるところ、同方法は、多くの断層帯を対象として一

括して計算する場合や対象とする断層帯における詳細な情報に乏しい

場合であっても強震動の時刻歴を計算できるようにするため、一部の

断層パラメータの設定を簡便化した方法としてレシピに追加されたも

のにすぎず（前記ア ｃ⒜ⅰ（ⅱ））、中央構造線断層帯の位置・形状・活20 

動性等について詳細な調査がされている本件においては、かかる詳細

な情報に基づいて震源断層モデルを設定するレシピ の方法の方が、

より精度の高い基準地震動を策定することが可能であるといえるから、

レシピ の方法も用いる必要があるとは認められない（なお、平成２

８年１２月修正レシピは、平成２８年改訂レシピの内容を変更せずに、25 

表現の修正を行ったにとどまり（前記ア ｃ⒝）、平成２８年１２月修
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正レシピにより、レシピ の方法の位置付けが変わったものではな

い。）。 

以上によると、被告が、レシピ の方法と比較することなく、入倉・

三宅式を適用したことをもって、不合理であるとは認められない。 

 小括 5 

以上によると、原告らの上記各主張によるも、被告による内陸地殻内

地震（中央構造線断層帯）の地震動評価ひいてはこれを是認した規制委

員会の判断及びその過程に不合理な点があるとは認められないところ、

前提事実１１⑵ア ａ及び前記アに照らせば、被告は、内陸地殻内地震

（中央構造線断層帯）の地震動評価において、保守的な観点から、基本10 

震源モデルを複数設定し、妥当性が検証された知見を参照して、応答ス

ペクトルに基づく地震動評価及び断層モデルを用いた手法による地震動

評価を行ったことが認められるのであって、被告の上記地震動評価ひい

てはこれを是認した規制委員会の判断及びその過程に不合理な点はない

ものと認められる。 15 

⑷ プレート間地震の地震動評価 

ア 認定事実 

前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の各事実が認め

られる。 

 内閣府検討会（２０１２ｂ）は、南海トラフにおける強震断層モデル20 

につき、強震断層域全体を４領域に分割し、各領域ごとの地震モーメン

トの総和により強震断層モデル全体の地震モーメントを求めると地震規

模はＭｗ９．０となり、強震動生成域を４ケース（基本ケース、東側ケ

ース、西側ケース及び陸側ケース）に分けて震度分布を推計すると、強

震動生成域を可能性がある範囲で最も陸域側（プレート境界面の深い側）25 

の場所に設定した陸側ケースにおいて、強震動生成域がそれぞれの地域
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の内陸直下にあるため全体的に震度が大きくなり、震度７以上が想定さ

れる地域が他のケースより広くなったとしている。また、中央防災会議

（２００３）によると、震度分布の推計のうち経験的手法はＭｗ８．０

より大きな地震に対して適用できるように作成されたものではないが、

過去のＭｗ８．０を超える地震の震度分布と比較すると、全体的には距5 

離減衰の関係は成立していると考えられ、検討した東海・東南海・南海

地震はＭｗ８．７の地震であったが、経験的手法のパラメータＭｗ８．

０を仮定するとその震度分布をよく説明し、Ｍｗ９．０の東北地方太平

洋沖地震の震度分布に適用されている経験式のパラメータＭｗは８．２

～８．３であることから、南海トラフ巨大地震の検討に用いる経験的手10 

法のパラメータをＭｗ８．３と設定したとしている。（乙６１） 

なお、内閣府検討会（２０１２ｂ）は、内閣府検討会で検討した強震

断層モデルは、Ｍｗ９．０クラスの巨大地震の中でも最大クラスのもの

であり、今回構築した強震断層モデルは、設定する断層パラメータの幅

が大きく、今回仮定したパラメータによっては、想定より大きな強震動15 

を生成する強震断層モデルとなっている可能性も否定できないとしてお

り、その一次報告である内閣府検討会（２０１２ａ）も、同報告で公表

した震度分布は、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの巨大な地震を

検討すべきであるといった考え方に沿って推計したものであるとしてい

る。（乙６０、６１） 20 

 南海トラフ長期評価（第二版）は、Ｍ８．０～９．０クラスの地震が

今後３０年以内に６０～７０％の確率で発生するとしている。（甲１１の

１～１１の３） 

 被告は、プレート間地震の地震動評価に当たって、基本震源モデルと

して、内閣府検討会（２０１２ｂ）の南海トラフの巨大地震（陸側ケー25 

ス、Ｍｗ９．０）を採用した上で、内閣府検討会（２０１２ｂ）が、南
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海トラフの巨大地震の検討に用いる経験的手法のパラメータをＭｗ８．

３と設定したことを踏まえ、応答スペクトルに基づく地震動評価に当た

って、地震規模をＭｗ８．３と設定した。（前提事実１１⑵ア ｂ⒞、前

記 ） 

イ 判断 5 

 以下、原告らの主張を踏まえ、被告の上記評価ひいてはこれを是認した

規制委員会の判断及びその過程に不合理な点がないか検討する。 

 地震規模の評価について 

原告らは、第５の４⑶（原告らの主張）アのとおり、南海トラフ長期

評価（第二版）が、南海トラフ巨大地震につき、Ｍ８．０～９．０の地10 

震が３０年以内に６０～７０％の確率で発生すると公表しているところ、

安全性確保の観点からは上記数値の最大値であるＭ９．０を想定すべき

である、被告が地震規模の評価の根拠とする内閣府検討会（２０１２ｂ）

の見解は、基本的には一般防災を目的とするものであり、同見解を根拠

とするのは誤りである旨主張する。 15 

しかしながら、まず、前記ア のとおり、内閣府検討会（２０１２ｂ）

の南海トラフの巨大地震（陸側ケース）については、内閣府検討会が、

あらゆる可能性を考慮した最大クラスの巨大な地震を検討すべきである

との考え方に沿って推計した南海トラフで発生し得る最大クラスのもの

であり、想定より大きな強震動を生成する強震断層モデルとなっている20 

可能性、すなわち、過大評価になっている可能性すら指摘されているこ

とが認められ、一般防災を目的とするものであって、地震規模を過小評

価しているなどとは認められない。よって、被告が、内閣府検討会（２

０１２ｂ）の南海トラフの巨大地震（陸側ケース、Ｍｗ９．０）を基本

震源モデルとして採用したことが不合理であるとは認められない。 25 

そして、内閣府検討会（２０１２ｂ）の経験的手法はＭｗ８．０より
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大きな地震に対して適用できるように作成されたものではないが、全体

的には距離減衰の関係は成立していると考えられるところ、Ｍｗ９．０

の東北地方太平洋沖地震の震度分布に適用されている経験式のパラメー

タＭｗは８．２～８．３であることからすると、被告が、応答スペクト

ルに基づく地震動評価に当たって、南海トラフ巨大地震の検討に用いる5 

経験的手法のパラメータをＭｗ８．３と設定したこと（前記ア ）が不

合理であるとは認められない。 

 地震の連動等に関する検討の欠如との主張について 

ａ 東海から琉球海溝までの連動による巨大地震の発生との主張につい

て 10 

原告らは、第５の４⑶（原告らの主張）イ のとおり、南海トラフ

では、複数の専門家により、少なくとも、御前崎から喜界島にかけて

の１０００ｋｍを超える領域を大きく変位させるようなＭ９クラスの

超巨大地震が平均して１７００年の間隔で発生した可能性がある旨の

見解が示されているにもかかわらず、これを検討していない旨主張す15 

る。 

この点、原告らの上記主張に沿う専門家の見解が存在することが認

められる（甲１２、１３）ものの、既に説示したとおり、内閣府検討

会（２０１２ｂ）の強震断層モデルは、あらゆる可能性を考慮して南

海トラフで発生し得る最大クラスのものとして推計されたものである20 

から、内閣府検討会（２０１２ｂ）の想定を上回る規模の地震が発生

するとは直ちには認め難い（上記専門家ら自身、隆起地形の存在から

上記超巨大地震が過去に発生した可能性があるとする見解については、

不確かなデータを利用したものであり、超巨大地震の存在の積極的な

証拠ではない（甲１２）、南海トラフで始まった破壊が、琉球海溝へ伝25 

わる可能性は残る（甲１３）とするにとどまっている。）。また、仮に、
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南海トラフから琉球海溝の領域が連動した場合を想定したとしても、

琉球海溝の領域は、本件発電所敷地から更に離れる方向に位置し、そ

の地震動の大きさは、本件発電所敷地に到達するまでに減衰すること

が見込まれ、結局のところ、南海トラフの領域による地震動が、本件

原子炉施設の地震動評価に当たって支配的になるといえ、上記専門家5 

自身、上記超巨大地震の規模につき、Ｍｗ９．０クラスとしているの

であって（甲１２）、被告の南海トラフの巨大地震の規模の想定（Ｍｗ

９．０）と異なるものではないことも踏まえると、被告が上記連動を

考慮しなかったことが不合理であるとは認められない。 

ｂ 地震セグメントの連動について 10 

原告らは、第５の４⑶（原告らの主張）イ のとおり、南海トラフ

における東海、東南海及び南海の３つの地震セグメントの時間差連動

並びにこれによる長時間の地震動継続の問題について考慮していない

旨主張する。 

  しかしながら、原告らが指摘する専門家の見解（甲１４）は、上記15 

３つの地震セグメントからほぼ等しい距離にある名古屋や大阪の平野

を前提とするものであるところ、本件発電所敷地は、上記３つのセグ

メントから等しい距離にあるとは認められず、仮に、上記３つの地震

セグメントが時間差連動したとしても、本件発電所敷地から離れてい

る東海及び東南海セグメントの地震動の大きさは、本件発電所敷地に20 

到達するまでに相当程度減衰され、結局のところ、南海セグメントが

本件原子炉施設の地震動評価に当たって支配的になるといえるから、

上記３つの地震セグメントの時間差連動が本件原子炉施設に大きな影

響を及ぼすとは認め難い。 

したがって、被告においてセグメントの時間差連動及びこれによる25 

長時間の地震動継続を考慮しなかったことが不合理であるとは認めら
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れない。 

ｃ 震源域の位置について 

原告らは、第５の４⑶（原告らの主張）イ のとおり、複数の専門

家が、東北地方太平洋沖地震域の外縁の上にあった福島第一原発が６

７５ガルを観測したのであるから、南海トラフ巨大地震が起これば、5 

同地震の震源域の北限の真上に位置する本件発電所における地震動が

５７０ガルを大きく超える可能性は否定できないと述べているにもか

かわらず、被告は、これを考慮していない旨主張する。 

この点、原告らは、上記専門家らとして戊２６神戸大学名誉教授及

び戊２７東京大学地震研究所教授を挙げるが、前者については、そも10 

そも同見解を認めるに足りる証拠が提出されておらず、後者について

は、新聞記事において、「東北地方太平洋沖地震（東日本大震災の原因

地震）は震源が沖合で、陸上の揺れはそれほど大きくなかった。一方、

南海トラフ巨大地震は震源域が一部で陸の下にかかっており、東北地

方と同じ規模の地震が起きれば、もっと強く揺れるはずだ。」と抽象的15 

な可能性を指摘するにすぎない（甲１５）。 

また、その点を措くとしても、本件発電所敷地の地盤（解放基盤表

面）におけるＳ波速度は２．６ｋｍ／ｓであり（前記⑴ア ａ⒝）、福

島第一原発における解放基盤表面のＳ波速度８１０ｍ／ｓ（乙６３）

と比較して地震動の増幅が小さい地盤であること、震源特性として、20 

本件発電所に地震動をもたらすフィリピン海プレートは形成年代が新

しいため厚さ３０～４０ｋｍと比較的薄く軟らかいのに対し、福島第

一原発に地震動をもたらす太平洋プレートは形成年代が古く、厚さ７

０～１００ｋｍと厚く硬いため、太平洋プレートで発生する地震動（プ

レート間地震）の方が大きくなりやすいこと（乙２４、６４～６７、25 

ヨ９４）を踏まえると、震源域の位置のみをもって、被告の地震動評
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価の合理性が否定されるものとは認められない。 

ｄ 発生様式を異にする地震の連動について 

原告らは、第５の４⑶（原告らの主張）イ のとおり、Ｍ９クラス

の南海トラフ巨大地震が発生した場合、余震とともにＭ８を超える中

央構造線断層帯を震源とする巨大地震、スラブ内地震が連動すること5 

により、想定をはるかに超える地震動が発生する可能性があり、その

場合、揺れの時間も相当長くなるはずであるが、被告は、これを全く

想定していない旨主張する。 

   しかしながら、プレート間地震である南海トラフの巨大地震を契機

として、内陸地殻内地震である中央構造線断層帯による地震、さらに10 

海洋プレート内地震までが連動して発生する可能性を認めるに足りる

的確な証拠はない。また、本件原子炉施設は、弾性設計用地震動Ｓｄ

（基準地震動との応答スペクトルの比率が０．５を下回らないよう基

準地震動Ｓｓに係数０．５３を乗じて設定）による地震力及び静的地

震力のいずれか大きい方の地震力に対して、おおむね弾性状態にある15 

ことが確認されていること（乙７８［４、９、１９、２２頁］、ヨ１１

［８－１－８２６、８－１－８２７頁］、ヨ４４、弁論の全趣旨）、す

なわち、本件原子炉施設は、南海トラフの巨大地震、内陸地殻内地震

（中央構造線断層帯）、１６４９年安芸・伊予の地震それぞれにつき、

弾性範囲内で挙動し，塑性変形（弾性範囲を超えて元に戻らなくなる20 

変形）に至ることはないと考えられることからすると、仮に、上記連

動が生じ、時間的に近接して強震動が発生しても、本件原子炉施設の

安全性に影響を及ぼすものとは認められない。以上によると、被告が、

地震動の評価に当たって上記連動を想定しなかったことにより、上記

評価の合理性が否定されるものとは認め難い。 25 

 以上によると、原告らの上記各主張によるも、被告のプレート間地震
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の地震動評価ひいてはこれを是認した規制委員会の判断及びその過程に

不合理な点は認められず、前提事実１１⑵ア ｂ及び前記アに照らせば、

上記地震動評価ひいてはこれを是認した規制委員会の判断及びその過程

に不合理な点はないものと認められる。 

⑸ 海洋プレート内地震の地震動評価 5 

ア 認定事実 

前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の各事実が認め

られる。 

 予測地図（２０１４）の記載 

予測地図（２０１４）は、長期評価部会による活断層や海溝付近で発10 

生する地震についての長期評価で設定された領域を参考に、フィリピン

海プレートのプレート間及び海洋プレート内の震源断層をあらかじめ特

定しにくい地震の地域区分の一つとして、安芸灘～伊予灘～豊後水道の

領域を設定している。そして、円形の断面層ではなく、８０ｋｍ×８０

ｋｍの矩形断層面を配置し、１９１１年奄美大島近海地震を設定根拠と15 

して、最大マグニチュードをＭ８．０と評価している（なお、予測地図

（２０１４）では、Ｍ８．０の設定根拠を「長期評価」、すなわち、日向

灘長期評価に求めている旨記載されているが、日向灘長期評価における

安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震の想定規模はＭ６．７～７．

４とされており（甲１８［１２頁］）、整合しないこと、予測地図（２０20 

１３）では、安芸灘～伊予灘～豊後水道における最大マグニチュードＭ

８．０の設定根拠が「１９１１．０６．１５奄美大島近海と同程度の地

震が発生し得ると仮定」とされていること（乙７５［５７頁］）を踏まえ

ると、予測地図（２０１４）における最大マグニチュードＭ８．０の設

定根拠も、予測地図（２０１３）と同様、１９１１年奄美大島近海地震25 

であり、「長期評価」との記載は誤記であると解される。）。また、予測地
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図（２０１４）は、海洋プレート内地震等の発生領域においては、震源

断層をあらかじめ特定しにくい地震の最大規模は、領域区分ごとに領域

の面積に比例した値を設定するにとどまっており、現時点では飽くまで

暫定値が設定されている状況であり、今後、地下構造（プレート構造）

に関する知見をはじめとした、最新の科学的知見を踏まえた長期評価を5 

踏まえて、上記最大規模の設定を行うことが必要であるとしている。（乙

７３［５、１１０～１２０、３８４頁］、７５） 

 地震本部は、平成２７年１月３０日更新の「日本の地震活動 改訂版

ドラフト」において、１９１１年奄美大島近海地震につき、従来は、沈

み込んだプレート内のやや深い地震と考えられていたが、最新の研究に10 

よれば、震源域の位置が浅いプレート間地震という考えが有力視されて

いる旨記載している。（乙７６） 

 被告は、１６４９年安芸・伊予の地震（Ｍ６．９）を検討用地震とし

て設定し、基本震源モデルの設定に当たって、地震発生位置と規模の不

確かさをあらかじめ織り込むこととし、敷地下方に既往最大規模（１８15 

５４年伊予西部地震のＭ７．０）の地震を仮定するなどして、「想定スラ

ブ内地震」として地震動評価を行い、さらに、２００１年芸予地震（Ｍ

６．７）を再現したモデルをＭ７．０に較正したケース、敷地の真下に

想定する地震規模をＭ７．２としたケース、アスペリティの位置を断層

上端に配置したケース、敷地東方の領域に水平に近い断層面を考慮した20 

ケース（Ｍ７．４）を不確かさの考慮として設定した上で、これらにつ

いても地震動評価を行った。（前提事実１１⑵ア ｃ⒝） 

イ 判断 

原告らは、第５の４⑷（原告らの主張）のとおり、①予測地図（２０１

４）において、本件発電所敷地の領域における海洋プレート内地震の最大25 

マグニチュードがＭ８．０となっていること、②国内における観測史上最
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大のプレート内地震である１９９４年北海道東方沖地震（Ｍ８．２）や１

９１１年奄美大島近海の地震（Ｍ８．０）の地震規模に照らせば、海洋内

プレート地震の基本震源モデルは、少なくともＭ８．０とすべきであり、

被告の評価は過小評価である旨主張する。 

上記①の点については、予測地図（２０１４）が本件発電所敷地の領域5 

である安芸灘～伊予灘～豊後水道の最大マグニチュードをＭ８．０とした

根拠は、１９１１年奄美大島近海地震にあると認められるところ（前記ア

）、同地震は、最新の研究によれば、震源域の位置が浅いプレート間地震

という考えが有力視されていることからすると（前記ア ）、予測地図（２

０１４）の上記数値は発生様式の異なる地震の規模を根拠としている可能10 

性がある。 

また、予測地図（２０１４）は、８０ｋｍ×８０ｋｍの矩形断層面を設

定して安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震規模をＭ８．０と想定していると

ころ、震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の最大規模は、領域区分ご

とに領域の面積に比例した値を設定するにとどまっており、現時点では飽15 

くまで暫定値が設定されている状況で、今後、地下構造（プレート構造）

に関する知見をはじめとした最新の科学的知見を踏まえた長期評価を踏

まえて、震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の最大規模の設定を行う

ことが必要であるとされていること（前記ア ）からすれば、上記地震規

模は飽くまで暫定的な数値にすぎない。さらに、本件発電所敷地周辺のフ20 

ィリピン海プレートの厚さは３０～４０ｋｍであるため（前記⑷イ ｃ）、

上記プレート内に８０ｋｍ×８０ｋｍの矩形断層面が発生するためには、

プレートを長辺方向に薄く裂くような破裂が生じる必要があるところ、そ

のような破裂が生じることは想定し難く、現にそのような破裂が生じた事

例の存在を認めるに足りる証拠もない。 25 

以上によると、本件発電所敷地の領域である安芸灘～伊予灘～豊後水道
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の最大マグニチュードをＭ８．０とすることに科学的合理性は見出し難く、

これを直ちに採用すべきであるとは認められない。 

 上記②の点については、１９９４年北海道東方沖地震（Ｍ８．２）につ

いては、震源特性等が類似するか明らかでなく、また、１９１１年奄美大

島近海地震（Ｍ８．０）については、上記のとおり、震源域の位置が浅い5 

プレート間地震という考えが有力視されているから、海洋プレート内地震

の地震動評価に当たって、いずれも参考とすべき地震と認めるに足りない。 

  以上によると、原告らの上記主張によるも、被告の海洋プレート内地震

の地震動評価ひいてはこれを是認した規制委員会の判断及びその過程に不

合理な点は認められないところ、前提事実１１⑵ア ｃ及び前記アに照ら10 

せば、上記地震動評価ひいてはこれを是認した規制委員会の判断及びその

過程に不合理な点はないものと認められる。 

 小括 

  よって、基準地震動の策定に関する本件適合性審査に不合理な点はないも

のと認められる。 15 

５ 争点５（令和元年火山ガイドの合理性）について 

⑴ 認定事実 

前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の各事実が認めら

れる。 

ア 巨大噴火に関する知見 20 

 巨大噴火の発生頻度等 

ａ 国内においては、数十ｋ㎥以上の噴出物を放出するような巨大噴火

は６０００年から１万年に１回程度の頻度で発生し、ＶＥＩ７（噴出

量１００ｋ㎥）程度以上の噴火は１万年に１回程度発生しているとさ

れているところ、この種の噴火の最終活動は約７３００年前の鬼界カ25 

ルデラ噴火（ＶＥＩ７）である。（甲２９［２２０頁］、２１６［５７
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５頁］、乙１３８［１２０頁］、１４４［７０７頁］） 

ｂ また、噴火規模と噴火頻度との間には負の相関関係が認められ、規

模の大きな噴火ほど発生頻度は低くなるが、噴火規模と噴火頻度の間

の逆相関関係は直線的ではなく、ＶＥＩ６付近を境に２つの頻度分布

に区分でき、ＶＥＩ６以上においてより噴火頻度が低くなる。このよ5 

うな噴火規模と頻度分布の不連続性から、ある一定規模よりも大きな

噴火、すなわち、巨大噴火が、それよりも小さい通常の噴火とは異な

るメカニズムで発生するものと考えられている。（甲２１０［１０２頁］、

乙１５４［１０２頁］、２０１［５６頁］） 

 巨大噴火の発生機序 10 

日本列島の地殻は、上部の花こう岩質（安山岩質～珪長質の岩石が主

体）と下部の玄武岩質から構成されているところ、マントルが部分溶解

して発生した玄武岩質マグマが大量に地殻下部に付加され、その熱によ

り地殻下部が部分溶融して珪長質マグマが発生する。珪長質マグマは、

低温で粘性が高いため、一気に地殻中を上昇して噴火することはできず、15 

徐々に浮力で上昇して地殻上部に移動し、その結果、地殻上部には、珪

長質物質（液体～固体）の割合が増大する。このようなサイクルが繰り

返されると、地下浅部に大規模な珪長質マグマ溜まりが形成される。そ

して、マグマ溜まりに存在する数十～１００ｋ㎥の大量の珪長質マグマ

が、減圧発泡し、急激な体積の膨張に伴ってその一部が地表に噴出する20 

ことにより巨大噴火が発生する。 

なお、小林（２０１７）は、マグマ溜まりの形成後、巨大噴火に至る

機序については、マグマ溜まりを取り巻く地殻応力が限界を超えて地殻

に破壊が生じ、割れ目火道が形成され、前兆的な噴火としてマグマ噴火

（主に、爆発的でない溶岩が流出する形式の噴火）が引き起こされるこ25 

とにより、マグマ溜まり全体が減圧され、発泡もマグマ溜まりの下方に
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徐々に伝搬するようになり、その結果、地盤の上昇が加速し、この状態

が１００～数百年続くと、マグマ溜まり内の気泡の核形成が更に進み、

最終的に発泡した軽石が激しく噴出するカルデラ噴火へと発展するもの

と考えられるとの見解を示している。 

（甲２１０［１０４頁］、乙１５３［８、３３、３４頁］、１５４［１０5 

４頁］、１５８、１５９） 

 巨大噴火によるカルデラの形成 

カルデラとは、火口よりも大きなほぼ円形又は円弧状の輪郭の火山性

凹地形であり、直径が２ｋｍ以上のものをいうところ、およそＶＥＩ６

以上の巨大噴火で見られるようになり、過去のＶＥＩ７を超える大規模10 

噴火では、ほぼ例外なく形成されている。 

カルデラは、プリニー式噴火（粘性が高く揮発性成分にも富む珪長質

マグマが盛大に発泡して連続的に噴出し、噴煙が１万ｍを超える上空ま

で立ち上がり、大量の火山灰や軽石が放出される噴火様式。ＶＥＩ３～

７）又は火砕流噴火で地下のマグマ溜まりが減圧し、天井部が重力不安15 

定となって環状割れ目に沿って沈下し、より大量の火山灰や軽石が噴出

する結果、地下のマグマが急激に失われるため、噴出と並行して地下に

生じた空間に地表が陥没して形成される。このようにカルデラを形成す

る噴火をカルデラ噴火という。 

カルデラ噴火が生じるには、珪長質マグマの移動・集積に要するタイ20 

ムスケールからすると、噴出量又はこれを超える数十～１００ｋ㎥の珪

長質マグマを噴火期間中に生成・集積させながら噴出させることは不可

能であること、地表が陥没し得る体積と空間的な広がりがマグマ溜まり

内に必要であることから、あらかじめ地下に巨大なマグマ溜まりが形成

されている必要がある。 25 

（甲２１０［１０４、１０５、１０９頁］、乙１３８［４４、１２０、１
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３３、１３６～１３８頁］、１５３［１頁］、１５４［１０４、１０５、

１０９頁］、１５８［２８３頁］、１５９［８２５、８２６頁］、４０７、

４１８） 

 巨大噴火のマグマ溜まりに関する知見 

ａ 位置・形状 5 

 珪長質マグマは、前記 のとおり浮力で上昇するところ、周囲の母

岩との密度差がなくなる（浮力中立となる）地下数～１０ｋｍにおい

てマグマ溜まりを形成すると考えられており、また、大型カルデラの

生成機構（前記 ）から、多くのマグマ溜まりは地下浅部に扁平形状

で存在すると考えられている。（甲２１０［１０４頁］、乙１４７［３10 

１頁］、１５３［８頁］、１５４［１０４頁］、１８５［１９、２０頁］、

１５９） 

⒜ 浮力中立と異なる見解 

 東宮（２０１６）は、岩石学的手法により推定される噴火直前の

マグマ溜まりは、島弧火山の場合には深さ４～１２ｋｍ程度に求ま15 

っていることが多く、地球物理学的・岩石学的に求めたマグマ溜ま

り深度を島弧ごとにコンパイルしたデータのうち、岩石学的推定に

限ると、ほとんどが深さ３～１０ｋｍとなっているとし、マグマ溜

まりの位置については、従前、浮力中立で説明がされることが多か

ったが、実際にはそう単純ではなく、また、マグマ溜まりがシル（水20 

平方向に薄く広がった貫入マグマ）の集合体である場合は、浮力よ

りもむしろ、地殻内のレオロジーや剛性のコントラスト、応力場な

どがマグマの定置深度を支配するらしいとの見解を示している。（甲

２１１、乙１６２） 

⒝ カルデラの生成機構との整合性 25 

規制庁長官官房技術基盤グループ地震・津波研究部門が平成２５
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年度から平成３０年度まで行った火山活動に関する調査・研究の成

果を取りまとめた令和元年５月付け「安全研究成果報告 火山影響

評価に係る科学的知見の整備」（以下「安全研究成果報告」という。）

は、噴火直前のマグマ溜まりの深さを噴出物の化学組成から推定し

たところ、鬼界カルデラ、阿蘇カルデラ及び姶良カルデラについて、5 

いずれも概ね深さ１０ｋｍよりも浅い場所に蓄積していたと考えら

れ、この値は、カルデラ地形がマグマの大量噴出によりマグマ溜ま

りの天井崩壊によって形成されたとするモデルから制約されるマグ

マ溜まりの深さと調和的であるとしている。（乙４１８） 

⒞ 形状 10 

三浦・和田（２００７）は、マグマ溜まりにつき、強い水平圧縮

応力により、地殻内ではシル状貫入岩体が形成されやすいとしてい

る。（乙１５８） 

ｂ 性状 

⒜ 東宮（２０１６）は、近年では、マグマ溜まりの大部分はマッシ15 

ュ状（結晶含有量が４０～５０％以上）であり、ほとんど流動でき

ない状態にあるだろうというのが少なくとも岩石学者の間での共通

見解になってきているとしており、マッシュ状のままでは噴火でき

ないとしている。 

そして、噴火に至るためにはマッシュの再活性化が必要であると20 

ころ、その過程としては、マッシュ下部に高温マグマが定置して成

層マグマ溜まりを形成した後、両者の境界に粘性が低い流動層を発

達させ、数か月から数十年という短期間にマグマ溜まり全体のオー

バーターンが起きてそのまま噴火に至ることがあると予想されると

している。           25 

（甲２１１、乙１６２） 
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⒝ 荒牧（２００３）は、マグマが地表に噴出せず、地下浅部（上部

地殻）で固結したものが大型花こう岩体（バソリス）であり、長さ

数百ｋｍ、幅数十ｋｍの広さがあるが、直径数～３０ｋｍくらいの

火成岩体の集合であることが分かっており、個々の火成岩体が、大

型カルデラを生じるマグマ溜まりに相当するとしている。（乙１５９） 5 

ｃ マグマ溜まりの蓄積から巨大噴火までの期間 

⒜ 文部科学省測地学分科会は、巨大噴火の研究（物質科学的な検討）

により、カルデラ形成噴火では噴火の数百年前から大規模珪長質マ

グマの集積過程が進行しているなどの準備過程が明らかになったと

している。（乙２０３） 10 

⒝ 菅野・石橋（２０１７）は、マグマ混合から噴火までのタイムス

ケールは、カルデラを形成する噴火と形成しない噴火との間で系統

的に異なり、前者ではマグマ混合から噴火まで数百～数千年の拡散

時間を示す結晶を含むのに対し、後者では、数日～数十年オーダー

の拡散時間を示す結晶のみが含まれるところ、この違いは両者の間15 

でのマグマ蓄積・噴火メカニズムの違いを反映している可能性があ

るとしている。（乙２０１） 

⒞ 小林（２０１７）は、マグマ溜まりは、珪長質マグマが数万年か

ら数十万年という長い年月をかけて蓄積されるとしている。また、

大規模珪長質マグマにおける滞留時間は６０万～１００万年を超え20 

る場合があるする見解もある。（乙１３８［３６頁］、１５３） 

 マグマ溜まりの探査手法等 

ａ Ｄｒ．戊２８ 

ＳＳＧ－２１などのＩＡＥＡの火山に係る安全ガイドの主著者であ

り、米国原子力規制委員会において科学技術に関する上級顧問も務め25 

た地球物理学、地質学、火山学及び地球内部化学の専門家であるＤｒ．
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戊２８（以下「Ｄｒ．戊２８」という。）は、２０１８年（平成３０年）

３月２６日付け文書において、以下のような見解を示している。 

現在の地球物理学的手法（地震波トモグラフィ（地震波により地球

内部の波の伝播速度の構造を求める手法）など）を用いれば、大規模

な溶融した岩体の存在を容易に検出できる。 5 

また、仮に、地下に大規模なマグマ溜まりが存在しているとすれば、

大量の低密度の物質が高密度の岩盤を通り抜けて上昇しようとするこ

とに伴って発生する応力のため、地表での調査や衛星による測定によ

り、地表面が上方へ変形する明確な兆候が示されるはずである。 

（乙２０９、２１０、２１２） 10 

ｂ 産業技術総合研究所作成に係る平成２７年３月付け「平成２６年度

火山影響評価に係る知見の整備 成果報告書」 

現在、マグマ溜まりの探査の主力となっているのは、自然地震を用

いた地震探査やＭＴ法（電気伝導度の違い（比抵抗構造）を調査して

地下に存在する流体などの存在を調査する技術）による電磁探査であ15 

り、それらによって求められているマグマ溜まりの描像としては、全

て部分溶融したメルトを含むマッシュ状のマグマ溜まりである。ただ

し、ＭＴ法の場合、ケイ酸塩メルトと溶存成分を多く含んだ酸性の水

では電気伝導度があまり変わらないため、マグマ溜まりの候補として

解析された領域において、空隙をメルトが満たしているのか、その他20 

の水等の液体が満たしているのかを区別することは困難である。他方、

地震波の場合は、メルトと水の粘性率が異なることから、Ｐ波とＳ波

を観測すれば、ある程度の違いを明らかにすることはできる。（乙２５

２） 

ｃ 安全研究成果報告 25 

⒜ 平成２７年度から平成３０年度にカルデラ火山の地下構造の調査
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として、阿蘇カルデラにおいてＭＴ法、姶良カルデラにおいて地震

波速度構造による地下構造調査を実施したところ、それぞれ低比抵

抗領域、低速度領域が存在することが明らかになり、調査に適した

地球物理学的観測を行うことでカルデラ地下での高温のマグマ等の

流体の存在を示唆する低比抵抗領域や低速度領域を従前と比べより5 

明らかにできることが示された。 

⒝ 現在、地下深部に存在している圧力源の上面深さの情報を得ると

ともに、その圧力源に起因する変動を観測する手法が有効で、この

深さが１０ｋｍより浅くなった場合は、深部圧力源の上昇や部分的

なマグマ貫入等があったことが推察され、地下構造に変化が生じた10 

と考えられる。 

（乙４１８） 

ｄ 文部科学省測地学分科会 

マグマ溜まりや火道などの構造や物質科学的特性、火山周辺の応力・

ひずみの時空間分布を明らかにし、火山噴火現象のモデル化の研究を15 

進めるためには、地震・地殻変動観測や電磁気探査などを実施するこ

とが重要である。（乙２０３） 

 巨大噴火前後における火山活動の変遷等 

ａ 前兆現象 

⒜ Ｔｓｕｊｉ ｅｔ ａｌ．（２０１７）は、宇和盆地に堆積された20 

第四紀の爆発的火山活動による堆積物の確認により、阿蘇１噴火、

阿蘇２噴火、阿蘇３噴火、阿多カルデラ噴火、阿蘇４噴火等のカル

デラ噴火に先立って、複数の組成的に類似したテフラが先行して噴

出していることから、大規模噴火に先立ち、長期間、同じ火山から、

大規模噴火と組成が類似したマグマが噴出する可能性が示唆される25 

としている。（乙１８０） 
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⒝ 米国の請願審査委員会（ＰＲＢ）は、２００９年（平成２１年）、

米国地質調査所（ＵＳＧＳ）による、イエローストーン地域につき、

カルデラの大部分の地下において、大量のマグマの貫入や脱ガスを

示す強い前兆現象がない中では、次の巨大なカルデラ形成噴火の可

能性は、計算上有意となるしきい値を下回るものと見ることができ5 

るとの評価を踏まえ、イエローストーンカルデラの噴火が差し迫っ

ていることに係る新しい証拠を提出できていないと結論付け、米国

原子力規制委員会による更なる調査を求めるには不十分であると判

断した。（乙２５１） 

ｂ マグマの組成の変化 10 

⒜ 巨大噴火に伴うカルデラ崩壊後、ニュージーランドのタウポ火山

地帯、ワイオミング州のイエローストーン、カリフォルニア州のロ

ングバレーなどの地域で、噴出物や噴火活動の変化が観察されてい

るところ、上記変化には、化学的又は同位体的に異なる新しいメル

トの供給と噴火頻度の変化を含んでおり、場合によっては、上記変15 

化は、カルデラ崩壊後のシステムの再編成に起因しているとの指摘

がある。（乙４０３） 

⒝ ＩＡＥＡの技術文書であるＴＥＣＤＯＣ－１７９５（乙２１１）

の作成に関与した戊２９氏（産業技術総合研究所活断層・火山研究

部門所属）は、国内にあるＶＥＩ７クラスの巨大噴火を経験したカ20 

ルデラ（屈斜路カルデラ、支笏カルデラ、洞爺カルデラ、十和田カ

ルデラ、阿蘇カルデラ、姶良カルデラ及び鬼界カルデラ）の最後の

破局的噴火以降の噴火履歴を公表文献から定量化し、各カルデラの

火山活動の推移に関し考察したところ、後カルデラ火山活動には多

様性が認められるが、いずれも、カルデラ形成期と後カルデラ期で25 

マグマの化学組成に不一致が認められ、カルデラ形成後にマグマ供
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給系が新たに形成されたものと考えられるとしている。（乙４０１） 

⒞ カルデラを形成するマグマシステムは、噴火したマグマの組成と

物理的特性、噴火の頻度、空間的分布と噴火の規模及び深部のマグ

マ貯留層の構造などに顕著な変化を伴い、繰り返しの進化の経路を

たどることが多く（例えば、コスーニシロス火山複合体、タウポ火5 

山、カトラ、ヴァレスカルデラ、サルトリーニ）、カルデラ崩壊後の

段階では、大部分が空になって結晶化した浅い貯留層に深部からの

マグマの再充填により、進化していない組成のマグマによる小規模

かつ頻繁な噴火が発生し、これらの組成のマグマは、潜在的により

珪長質で揮発性に富んだ端成分に向かって進化し、新しいサイクル10 

を開始する可能性があるとの指摘（乙２４８）や、イタリアのイス

キア火山では、約２万年間にわたって浅い深度（４～６ｋｍ）に蓄

積されていたマグマにより破局的なカルデラ噴火に至り、その後の

火山活動は、進化の乏しい新しいマグマにより引き起こされたとの

指摘（乙４０４）がある。 15 

ｃ その他 

⒜ ＩＡＥＡの技術文書であるＴＥＣＤＯＣ－１７９５は、あらゆる

火山ハザード評価において重要な部分は、過去の活動パターンが、

現在及び将来において予想される活動パターンと火山システムの観

点で一致しているかどうかを判断することである、過去の火山事象20 

の形成につながった地質条件が将来も発生するか、あるいは、地質

環境が変化したことで過去の火山事象の一部又は全てがその新しい

環境下では発生しないと想定されるかどうかであるとしている。（乙

２１１［訳文１頁］） 

⒝ 産業技術総合研究所地質調査総合センター作成の日本の第四紀火25 

山に係るデータベース（「日本の火山（第３版）」）においては、先カ
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ルデラ火山、カルデラ火山及び後カルデラ火山に可能な限り区分さ

れている。（乙４０９、４１０） 

 Ｎａｇａｏｋａ（１９８８）の知見及びこれに対する批判 

ａ Ｎａｇａｏｋａ（１９８８） 

姶良カルデラ、阿多カルデラ等の南九州のカルデラ火山の第四紀後5 

期の噴火サイクルは、①プリニー式噴火サイクル（単発のプリニー式

噴火又は中規模火砕流を伴ったプリニー式噴火のフェーズ）、②大規模

火砕流サイクル（プリニー式噴火、マグマ水蒸気爆発や中規模火砕流、

大規模火砕流のフェーズ）、③中規模火砕流サイクル（単発の中規模火

砕流のフェーズ）、④小規模噴火のサイクル（ブルカノ式噴火（主に粘10 

性が高く揮発性成分の含有量の多い安山岩質マグマが間欠的に爆発的

噴火を起こし、火山灰や火山岩塊を放出するとともに、粘り気の高い

厚い溶岩が流出する噴火様式。ＶＥＩ２～４（乙１３８［１２０、１

３２頁］））、ストロンボリ式噴火（流動性の低いマグマが間欠的に小爆

発を繰り返し、火砕丘を形成したり、溶岩を流出したりする噴火様式。15 

ＶＥＩ１～２（乙１３８［１２０、１３１、１３２頁］））や溶岩流出

のフェーズ。「後カルデラ噴火火山ステージ」と言われることもある。）

の４つに分類される。 

姶良カルデラ及び阿多カルデラにおいては、②に先行する１０万年

間に①に相当する噴火が何度か連続的に発生し、②後の１万年間に③20 

に相当する噴火が数回発生しており、①から④は５～８万年続く噴火

のマルチサイクルを形成している。 

         （乙２４７） 

ｂ Ｎａｇａｏｋａ（１９８８）の知見に対する批判 

Ｎａｇａｏｋａ（１９８８）の知見に対しては、Ｎａｇａｏｋａ（１25 

９８８）における噴火ステージとは、テフラ層序について整理するた



319 

 

めの作業仮説にすぎず、実際のマグマ溜まり内で生じる物理・化学過

程に基づいた立証がされているわけではなく、将来の噴火規模の予測

のためには使えない概念であるといった批判がある。（甲９２、９４、

２１２） 

イ 規制委員会における検討状況 5 

 検討チームでの検討状況 

 モニタリング検討チームの平成２６年８月２５日の第１回会合では、

参加者から、以下のような発言がされた。 

ａ 戊３０京都大学名誉教授 

巨大噴火は何らかの前駆現象が数か月、あるいは数年前に発生する10 

可能性が高い。ただ、前駆現象が出たからといって、巨大噴火になる

とは限らない。 

巨大噴火が起きる１０年、２０年前に分かるというような発言も聞

くが、実際にはそう単純ではない。顕著な異変が起きた後、異変がお

さまったといっても、その後、大きな噴火が起こり得る。 15 

（甲８７［１１、１２頁］、２１４［１１頁］） 

ｂ 戊２２東北大学東北アジア研究センター教授（地球科学の専門家） 

火山噴火につき、地質・地形の調査、地震の観測、地殻変動の観測、

地球化学的な又は岩石学的な調査により、ある程度の予測はできるの

ではないかと思うが、通常の噴火でも予知は難しく，巨大噴火の場合20 

はなおさら難しいであろうと思う。（甲８７［２４、２７頁］、２１４

［２７頁］） 

ｃ 戊３１東京大学地震研究所火山噴火予知研究センター教授（以下「戊

３１教授」という。） 

巨大噴火の時期や規模を予測することは、現在の火山学では極めて25 

困難、無理である。火山ガイドにおいては、その異常を見つけ、現状
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と変わらないかどうかを確認するということであるが、その異常が、

バックグラウンドの「ゆらぎ」の範囲である可能性がある。実は我々

はバックグラウンドについての知識を持っていないので、それほど異

常ではない現象を異常と思い込んでしまう危険性がある。 

マグマ溜まりの深さというのは、実は今１０ｋｍとしているが、も5 

っと深いかもしれない。そうすると蓄積量自身の計算が狂ってくるわ

けであるから、モニタリングの観測網の整備と同時に、その理解を進

める必要がある。また、マグマ溜まりの増減はモニタリングできるか

もしれないが、そもそも、どの程度溜まっているのかは分からない。

その点については，トモグラフィ、レシーバ関数解析、散乱解析によ10 

って、ある程度の推定ができるように技術を開発する必要がある。 

カルデラ噴火には必ず前兆があり、直前には、見かけ上は明らかに

大きな変動が出ると考えられる。そういう意味で、通常の避難には間

に合うが、ここで要求されている燃料の搬出等に間に合うだけのリー

ドタイム（数年あるいは１０年という単位）では、とてもこの現象は15 

見えるものではない。 

仮に、モニタリングで異常が見つかった場合に、その異常が何に基

づいてどのような意味を持つのかという理解が、今の火山学では非常

に不十分である。ゆらぎなのか、本当にカルデラに向けた兆候なのか、

その点に注意する必要がある。 20 

（甲８７［２８～３２頁］、２１４［２８～３２頁］） 

ｄ 戊３２東京大学名誉教授（専門はマグマ学、火山学。元気象庁火山

噴火予知連絡会会長。以下「戊３２教授」という。） 

例えば、マグマ溜まりが１００ｋ㎥溜まっているということを今の

時点で推定する手法というのは、ほとんどないと理解している。マグ25 

マ量１００ｋ㎥というと、面積として６０～１００ｋ㎡の下に厚さ１
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ｋｍぐらいの液体であるマグマが存在することとなるが、これを今の

地震学的手法で探査できるかというと、なかなか難しいというのが探

査の専門家の意見である。 

ある異常現象をつかまえたときに、それが巨大噴火に至るのか、小

さな規模の噴火で終わってしまうのか、あるいは噴火未遂になるのか5 

ということを判断する基準を我々は持っていないため、モニタリング

は厳しい。 

（甲８７［３４、３５頁］、２１４［３４、３５頁］、乙１６５［９６

頁］） 

 モニタリング検討チームは、平成２７年７月３１日付けで、「原子力施10 

設に係る巨大噴火を対象とした火山活動のモニタリングに関する基本的

考え方」（以下「モニタリングに関する基本的考え方」という。）を作成

して、モニタリング検討チームの検討結果を取りまとめたところ、以下

のような記載がある。 

 国内の通常の火山活動については、気象庁が防災の観点から１１０の15 

活火山について「噴火警報・予報」を発表することになっているが、噴

火がいつ・どのような規模で起きるかといった的確な予測は困難な状況

にある。また、未知の巨大噴火に対応した監視・観測体制は設けられて

いない。 

ＶＥＩ６以上の巨大噴火に関しては発生が低頻度であり、モニタリン20 

グ観測例がほとんどなく、中長期的な噴火予測の手法は確立していない。

しかし、巨大噴火には何らかの短期的前駆現象が発生することが予想さ

れ、モニタリングによって異常現象として捉えられる可能性は高い。た

だし、モニタリングで異常が認められたとしても、いつ・どの程度の規

模の噴火に至るのか、あるいは定常状態からの「ゆらぎ」の範囲なのか25 

識別できないおそれがある。 
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         （甲８８［別添１１頁］） 

ウ 噴火予測に関する専門家の見解 

 戊３２教授 

 戊３２教授は、前記イ ｄに加え、以下のような見解を示している。 

ａ 火山噴火の長期予測については明確な手法は確立していない。カル5 

デラ噴火について、科学的な切迫度を求める手法は存在せず、原子力

発電所の稼働期間中にカルデラ噴火の影響を被る可能性が高いか低い

かという判定そのものが不可能なはずである。（甲２９［２１９、２２

０頁］） 

ｂ 階段ダイヤグラムについて 10 

階段ダイヤグラムを活用して噴火時期を予測するには、マグマ供給

率又は噴火噴出物放出率が一定であることが必要条件であるが、これ

が長期的にわたって成立する保証はない。特に数千年から数万年とい

う長期間においてはこのような前提が成立することは確かめられてい

ない。また、階段ダイヤグラムの基になる噴出物量の推定そのものに15 

大きな誤差が含まれていること、噴火年代についても大きな誤差があ

ることから、数万年レベルの噴火履歴から原子力発電所の稼働期間で

ある数十年単位の噴火可能性を階段ダイヤグラムで議論すること自体

に無理がある。（甲２９［２１９頁］） 

ｃ 噴火間隔について 20 

特定地域の平均的噴火発生期間から噴火の頻度を求めること自体に

は問題があるわけではない。しかし、適切な噴火発生モデルを想定す

ることなく、特定のカルデラ火山の最終噴火からの経年が平均発生間

隔より短いから、次の噴火まで余裕があるというのは合理的でない。 

適切な噴火発生モデルを提示できない段階で切迫度を検討するとし25 

たら、平均発生間隔に依拠することなく、カルデラ噴火が複数回発生
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した阿蘇山では最短間隔が２万年であることを考慮し、最終噴火から

２万年を経過している以上、既に再噴火の可能性がある時期に到達し

たと考えるべきである。（甲２１６［５７７頁］） 

ｄ モニタリングについて 

多くの場合、モニタリングによって火山活動の異常を捉えることは5 

可能であるが、その異常が破局噴火につながるのか、通常の噴火なの

か、それとも噴火未遂に終わるのかなどを判定することは困難である。

いずれにせよ、モニタリングによって把握された異常から、数十年先

に起こる事象を正しく予測することは不可能である。（甲２１６［５７

７頁］） 10 

 戊３３氏 

 火山学、火山防災を専門とする静岡大学防災総合センターの戊３３氏

は、以下のような見解を示している。 

ａ 実際にＶＥＩ７以上の噴火を機器観測した例は世界の歴史上になく、

現代火山学は、どのような観測事実があれば大規模カルデラ噴火を予15 

測できるか（あるいは未遂に終わるか）についての知見をほとんど持

ち合わせていない。個々の火山や噴火には固有の癖があり、その癖の

原因がほとんど解明できていないことは、火山学の共通理解である。

（甲９２［１９０頁］） 

ｂ 綿密な機器観測網の下で大規模なマグマ上昇があった場合に限って、20 

数日～数十日前に噴火を予知できる場合もあるというのが、火山学の

偽らざる現状である。機器観測によって数十年以上前に噴火を予測で

きた例は皆無である。一方、巨大噴火直前の噴出物の特徴を調べるこ

とによって、後知恵的に経験則を見つけようとする研究も進行中であ

るが、まだわずかな事例を積み重ねているだけで一般化には至ってい25 

ない。カルデラ火山の巨大噴火の予測技術の実用化は、おそらく今後
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いくつかの巨大噴火を実際に経験し、噴火前後の過程の一部始終を調

査・観測してからでないと達成できないであろう。 

こうした現状を考えれば、「少なくとも数十年以上前に（破局的噴火

の）兆候を検知できる」という主張は荒唐無稽である。 

日本のどこかでカルデラ火山の巨大噴火（ＶＥＩ７程度以上）が起5 

きる確率はおおよそ１万年に１回程度であり、最新のものは鬼界カル

デラの７３００年前の巨大噴火であることからすると、今後１万年間

に日本列島のどこかでカルデラ火山の巨大噴火が起きる確率は、ほぼ

１００％とみてよい。今後１００年間では１％程度になる。 

（甲２１６［５７４、５７５頁］） 10 

 戊３４氏 

 神戸大学海洋底探査センターの戊３４氏は、以下のような見解を示し

ている。 

巨大噴火の活動間隔は「周期」という概念が適用できないほどに不揃

いであり、最後のイベントからの経過時間を将来の噴火の切迫度を示す15 

指標として使うことができない。 

 現時点では、マグマ溜まりの位置や大きさ、そして形を正確に捉えた

例はなく、これを目指した観測は始まったばかりである。ましてや、巨

大噴火の場合にどのような前兆現象が認められるかは、巨大噴火をこれ

まで一度も観測した経験をもたない我々には知る由もなく、同様に、あ20 

る種の地殻変動が観測されたとしても、どの程度巨大噴火の切迫度が高

いか、言い換えれば何年後にどの規模の巨大噴火が起きるかは全く予測

できない。 

          （甲６３、２１８） 

 戊３５氏 25 

火山研究者として、長年にわたり、阿蘇と九重を中心に火山の観測、
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調査、研究に取り組んできた戊３５氏（以下「戊３５氏」という。）は、

以下のような見解を示している。 

現在の科学研究では、火山についての噴火の時期も規模も形態様式も、

また、推移や継続時間も予測することはできないというのが、大多数の

火山研究者の共通認識である。地下のマグマ溜まりの規模や性状を把握5 

し、その火山における噴火の潜在能力を評価しようというのは、噴火の

中長期の予測を可能にする方法として、大きな方向性としては間違って

いないと思われる。しかし、現状の火山についての科学研究では、それ

でその火山の今後数十年間における最大規模の噴火を評価することはで

きない。 10 

また、近時の通説的見解では、マグマ溜まりはその周辺の母岩（地殻）

と比較的明瞭な壁のようなもので仕切られているのではなく、マグマ溜

まりの大部分はマッシュ状（半固結状態）でほとんど流動できない状態

にあり、その外縁は周辺の母岩と明瞭な区別はできないと考えられてお

り、地下のマグマ溜まりの体積を地下構造探査によって精度良く求める15 

ことはできない。 

さらに、１０ｋｍより深い部分にマグマ溜まりがあり、それが全体と

して非常に大きな噴火を引き起こす可能性も否定できない。 

加えて、手法の違いにより、マグマ溜まりの溶融割合の上限値と下限

値には非常に大きな幅が生じ得るのであって、溶融割合から安易に噴火20 

規模を推定すべきではない。            

  （甲２１２） 

⑵ 判断 

ア 立地評価に係る令和元年火山ガイドの合理性の有無について 

 巨大噴火の可能性評価について 25 

令和元年火山ガイドは、巨大噴火については、低頻度な火山事象であ
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り有史において観測されたことがないこと等を踏まえて評価を行うこと

が適切であるとして、過去に巨大噴火が発生した検討対象火山について

は、検討対象火山における巨大噴火の活動間隔、最後の巨大噴火からの

経過時間、現在のマグマ溜まりの状況、地殻変動の観測データ等から総

合的に評価して、当該火山の現在の活動状況は巨大噴火が差し迫った状5 

態ではないと評価でき（非切迫性の要件）、かつ、現在の火山学の知見に

照らした調査を尽くした上で、上記評価ができたとしても、火山学の知

見の進歩により、運用期間中における巨大噴火の可能性を示す科学的に

合理性のある具体的な根拠が得られた場合、当然これを考慮すべきであ

ることから、上記具体的な根拠が得られていない場合（具体的根拠欠缺10 

の要件）には、運用期間中における巨大噴火の可能性は十分に小さいと

判断できるとしている（前提事実１３⑴オ 、乙９８、令和元年火山ガ

イド４．１⑵、解説－１１．）。  

この点、科学技術を利用した各種の装置、施設等の利用には、常に何

らかの程度の事故発生等の危険性を伴っているが、その危険性（事故等15 

の起きる確率）が社会通念上容認できる水準以下であると考えられる場

合に、又は、その危険性の相当程度が人間によって管理できると考えら

れる場合に、その危険性の程度と科学技術の利用により得られる利益の

大きさとの比較衡量の上で、これを一応安全なものであるとして利用し

ているのであって、このような相対的安全性の考え方は、原子炉施設の20 

安全についても妥当するというべきである。そして、前記１⑵において

説示したとおり、原子炉等規制法４３条の３の６第１項４号が、規制委

員会が、安全性に関する基準を規則で定めた上で、上記基準に適合する

かを審査する旨定めているのは、原子炉施設の安全性に関する基準の策

定及び基準への適合性については、規制委員会の科学的、専門技術的知25 

見に基づく判断に委ねる趣旨と解するのが相当であることからすると、
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上記危険性（事故等の起きる確率）が社会通念上容認できる水準以下で

あるかの判断についても、規制委員会の科学的、専門技術的知見に基づ

く判断に委ねるものと解される。 

このような相対的安全性の考え方を前提に、巨大噴火の可能性評価に

ついてみるに、国内において、噴出量数十ｋ㎥以上を超えるような巨大5 

噴火は６０００年から１万年に１回程度の頻度で発生し、ＶＥＩ７程度

以上の噴火は１万年に１回の頻度で発生していると指摘されており（前

記⑴ア ａ）、その発生頻度は極めて低いと認められる。そうすると、現

在の火山の状態を評価して、当該火山の現在の活動状況は巨大噴火が差

し迫った状態ではないと評価でき（非切迫性の要件）、かつ、火山学の知10 

見の進歩を踏まえても、運用期間中における巨大噴火の可能性を示す科

学的に合理性のある具体的な根拠が得られていない場合（具体的根拠欠

缺の要件）に、巨大噴火の危険性（巨大噴火が発生する確率）が社会通

念上容認できる水準以下であるとして、運用期間中における巨大噴火の

可能性は十分に小さいと判断できるとすることは、巨大噴火を想定した15 

法規制や防災対策が原子力安全規制以外の分野で行われていないことも

踏まえると、相応の合理性を有しているものと評価できる。 

 これに対し、原告らは、リスク概念は発生確率と被害の大きさの積に  

より求められるべきものであり、破局的噴火の発生頻度の小ささが危険

度の小ささを意味するものではなく、これを前提として、巨大噴火の危20 

険性をないことにする旨の社会的な合意（社会通念）は存在しないなど

として、原子炉施設に求められる安全性は、限定的絶対的安全性（深刻

な災害が万が一に起こらない程度の安全性）である旨主張する（第５の

１（原告らの主張）⑵、第５の５（原告らの主張）⑴イ）。この点、原子

炉施設の安全性が確保されないときは深刻な災害を引き起こすおそれが25 

あることから、上記災害が万が一にも起こらないようにするため、上記
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危険性（事故等の起きる確率）が社会通念上容認できる水準以下である

との判断が合理的にされているかについては厳格に判断される必要があ

ることはいうまでもないが、上記災害の深刻さをもって、相対的安全性

の考え方自体が否定されるものとは認め難い。 

また、原告らは、最新の火山学の知見によっても、火山噴火の時期及5 

び規模に関する的確な中長期的予測は困難である以上、現在の火山の状

態から検討対象火山の活動可能性の大小を評価することなどできないの

であって、非切迫性の要件及び具体的根拠欠缺の要件は、上記知見に反

している旨主張する（第５の５（原告らの主張）⑴ア）。 

確かに、火山噴火の時期及び規模を的確に中長期的に予測することに10 

ついては、最新の火山学の知見によっても困難であることが、複数の専

門家のみならず、規制委員会の下、発足したモニタリング検討チームに

よるモニタリングに関する基本的考え方においても言及され（前記⑴イ、

ウ）、令和元年火山ガイドもこれを前提としているところであって（前提

事実１３⑴オ ）、上記中長期的予測の手法が確立していない以上、現在15 

の火山の状態を評価して火山噴火の時期及び規模を的確に予測すること

はできないものと認められる。 

そこで、以下、火山噴火の時期及び規模を的確に中長期的に予測でき

ずとも、検討対象火山における巨大噴火の活動間隔、最後の巨大噴火か

らの経過時間、現在のマグマ溜まりの状況、地殻変動の観測データ等か20 

ら総合的に評価することにより、当該火山の現在の活動状況は巨大噴火

が差し迫った状態ではないと評価すること（非切迫性の要件）に不合理

な点がないかといった観点から、令和元年火山ガイドに不合理な点がな

いかにつき検討する。 

ａ 現在のマグマ溜まりの状況について 25 

⒜ 大規模な珪長質マグマ溜まりの位置・形状等について 
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ⅰ 巨大噴火は、マグマ溜まりに存在する数十～１００ｋ㎥の大量

の珪長質マグマが、減圧発泡し、急激な体積の膨張に伴ってその

一部が地表に噴出することにより発生するところ、このような大

規模な珪長質マグマ溜まりは、浮力中立となる地下浅部（地下数

～１０ｋｍ程度）に扁平形状（シル状）で存在するものと考えら5 

れている（前記⑴ア 、 ａ）。そして、このような知見は、巨大

噴火を引き起こす珪長質マグマは低温で粘性が高く、一気に地殻

中を上昇することはできないこと（前記⑴ア ）や、巨大噴火に

より形成される直径２ｋｍ以上に及ぶカルデラが、マグマの大量

噴出により生じた地下の空間に地表が陥没して形成されること10 

（前記⑴ア ）と整合しており、不合理な点は見当たらない。 

ⅱ(ⅰ) これに対し、原告らは、第５の５⑴ア ｃのとおり、①地下

浅部に大規模な珪長質マグマ溜まりがなければ巨大噴火が起き

ないという知見は、確立した知見ではなく、１０ｋｍ以深のマ

グマ溜まりから巨大噴火のマグマが供給されることもあり得る15 

し、②阿蘇２火砕流及び阿蘇３火砕流が安山岩質であることか

らすれば、大規模な珪長質マグマ溜まりがなくとも巨大噴火は

発生するといえ、また、③複数のマグマ溜まりから同時期に噴

出して一つの巨大噴火を構成することも考えられる旨主張する。 

この点、上記①の点については、確かに、戊３１教授が、モ20 

ニタリング検討チームの会合において、マグマ溜まりの深さと

いうのは、実は今１０ｋｍとしているが、もっと深いかもしれ

ないと発言したこと（前記⑴イ ｃ）や、戊３５氏が、１０ｋ

ｍより深い部分にマグマ溜まりがあり、それが全体として非常

に大きな噴火を引き起こす可能性も否定できないとの見解を示25 

していること（前記⑴ウ ）が認められる。 
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しかしながら、戊３１教授の上記発言及び戊３５氏の上記見

解は、可能性を指摘するにとどまるものであって、具体的な科

学的根拠が示されているわけではない。また、戊３５氏自身、

陥没カルデラ形成時の噴火活動は、地下数ｋｍに大規模な珪長

質のマグマ溜まりができることから始まる、玄武岩質マグマは、5 

その密度が珪長質マグマより大きいので、珪長質マグマを突き

抜けることができない旨、巨大噴火に至るには、大規模な珪長

質マグマ溜まりが地下浅部に存在することが必要であるという

上記知見に沿う見解を示していることも認められる（乙４２１

［７０、８３頁］）。以上によると、上記発言等により、上記知10 

見の信用性が否定されるものとは認め難い。 

次に、上記②の点については、確かに、原告らが指摘すると

おり、阿蘇２火砕流及び阿蘇３火砕流には安山岩質マグマが含

まれていることが認められるものの、阿蘇２噴火及び阿蘇３噴

火は、いずれも、大局的に、上部に珪長質マグマ、下部に苦鉄15 

質マグマが密度的に安定成層した層状マグマ溜まりからの噴火

であると考えられており、いずれの噴火においても、噴火初期

に珪長質マグマの噴出が認められるから（後記６⑴ア ｂ）、阿

蘇２火砕流及び阿蘇３火砕流に安山岩質マグマが含まれている

ことをもって、大規模な珪長質マグマ溜まりがなくとも巨大噴20 

火が発生することが根拠付けられるものとは認められない。 

また、上記③の点については、仮に、マグマ溜まりが複数で

あったとしても、過去のＶＥＩ７を超える大規模噴火では、ほ

ぼ例外なくカルデラが形成されているところ、カルデラが形成

されるためには、地表が陥没し得る体積と空間的な広がりがマ25 

グマ溜まり内に必要であり（前記⑴ア ）、少なくとも一つの空
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間的にひとまとまりのマグマ溜まりの存在が示唆されるのであ

って（乙１５４［１０５頁］）、巨大噴火が発生するために、大

規模な珪長質マグマ溜まりが不要であるとは認め難い。 

(ⅱ) また、原告らは、第５の５（原告らの主張）⑴ア ｃのとお

り、マグマ溜まりがシルの集合体である場合は、地殻内のレオ5 

ロジーや剛性のコントラスト、応力場などがマグマの定置深度

を支配するらしいと考えられており、浅い位置に扁平楕円体の

マグマ溜まりがなくても噴火に至る場合がある旨主張する。 

この点、確かに、東宮（２０１６）において、マグマ溜まり

がシルの集合体である場合は、浮力よりもむしろ、地殻内のレ10 

オロジーや剛性のコントラスト、応力場などがマグマの定置深

度を支配するらしいとの見解が示されていることが認められる

が、東宮（２０１６）は、岩石学的手法又は岩石学的推定によ

り求まるマグマ溜まりの深度は４～１２ｋｍ程度、又はほとん

ど３～１０ｋｍであるとも指摘しており（前記⑴ア ａ⒜）、地15 

下浅部にマグマ溜まりが存在せずとも、巨大噴火が発生する可

能性を示唆しているものとは認められない。そうすると、東宮

（２０１６）の上記見解によって、巨大噴火に至るには大規模

な珪長質マグマ溜まりが地下浅部に存在することが必要である

との上記知見が否定されるものではない。 20 

⒝ マグマ溜まりの蓄積から巨大噴火に至る期間について 

前記⒜のとおり、巨大噴火が発生するには、大規模な珪長質マグ

マ溜まりが必要であるところ、珪長質マグマは、低温で粘性が高い

ため、一気に地殻中を上昇して噴火することはできず、徐々に浮力

で上昇して地殻上部に移動し、このようなサイクルが繰り返される25 

ことにより、地下浅部に大規模な珪長質マグマ溜まりが形成される
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と考えられている（前記⑴ア ）。そして、マグマ溜まりの蓄積から

巨大噴火に至る期間については、物質科学的な検討の結果、カルデ

ラ形成噴火では、噴火の数百年前から大規模珪長質マグマの集積過

程が進行しているとの指摘（前記⑴ア ｃ⒜）のほか、カルデラを

形成する噴火の場合、マグマ混合から噴火まで数百～数千年の拡散5 

時間を示す結晶を含むとの見解（同⒝）、マグマ溜まりは、数万年か

ら数十万年という長い年月をかけて蓄積されるとの見解（同⒞）も

あるところであって、マグマ溜まりの蓄積から巨大噴火に至るには、

少なくとも数百年という原子力発電所の運用期間を上回る時間を要

するとするのが一般的な知見であると認められる。 10 

この点、東宮（２０１６）は、数か月から数十年という短期間に

マグマ溜まり全体のオーバーターンが起きてそのまま噴火に至るこ

とがあると予想されるとしている（前記⑴ア ｂ⒜）が、上記見解

は、地下浅部にマッシュ状の巨大マグマ溜まりが既に存在している

ことを前提に、マッシュの再活性化の機序を説明しているものであ15 

って、短期間で地下浅部に巨大マグマ溜まりが形成されることを示

すものとは認められない。 

なお、原告らは、「運用期間」は、原子力発電所に核燃料物質が存

在する期間であり、数百年にも及ぶ可能性がある旨主張するが、モ

ニタリング検討チームでの議論や専門家の見解が、「運用期間」が数20 

百年であることを前提にしていることはうかがわれず（甲２８、６

２、８７）、運転期間（原則４０年）に加え、核燃料物質の搬出期間

も考慮しても、運用期間が数百年に及ぶものとは認め難い。 

⒞ 大規模な珪長質マグマ溜まりの探査について 

そして、マグマ溜まりについては、地球物理学的手法（地震波ト25 

モグラフィ、ＭＴ法等）によって検出できるとされており、現に、
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各種探査により検出されていることが認められる（前記⑴ア 、後

記６⑴ア ｂ）。 

この点、原告らは、第５の５（原告らの主張）⑴ア ｃのとおり、

マッシュ状となっているマグマ溜まりの位置、体積を正確に見積も

ることは困難である旨主張する。 5 

確かに、モニタリング検討チームの第１回会合においては、専門

家らから、マグマ溜まりがどの程度溜まっているかを探査するのは

困難である旨の発言がされ（前記⑴イ ｃ、ｄ）、また、マグマ溜ま

りの位置や大きさ、形を正確に捉えた例はないとの指摘（前記⑴ウ

）や、マッシュ状のマグマ溜まりの外縁は周辺の母岩と明瞭な区10 

別ができず、地下のマグマ溜まりの体積を地下構造探査によって精

度よく求めることはできないといった指摘（前記⑴ウ ）がされて

いることが認められ、マッシュが主体の領域とメルトが主体の領域

の線引きやマグマ溜まりと周囲の母岩との明確な線引きは困難であ

り、マッシュ状のマグマ溜まりのみを明確に区別して検出し、正確15 

にその形状や体積を見積もることが困難であることは否定できない。

しかし、全体として、メルト及びマッシュ状のマグマを含む領域を

把握すること自体は可能であると認められるから（前記⑴ア ｂ）、

地下浅部における大規模な珪長質マグマ溜まりの有無を把握するこ

とは可能であると認められる。 20 

⒟ 以上によると、巨大噴火が発生するには、地下浅部に大規模な珪

長質マグマ溜まりが存在することが必要であるところ、マグマ溜ま

りの蓄積から巨大噴火に至るまでに、原子力発電所の運用期間を上

回る時間を要するとの一般的な知見があることからすると、地球物

理学的手法等により、地下浅部に大規模な珪長質マグマ溜まりが存25 

在するものとは認められない場合には、他の評価結果も総合考慮し
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た上で、非切迫性の要件を満たすものと評価することは合理的であ

ると認められる。 

ｂ 地殻変動の観測データによる評価について 

  地下に大規模な珪長質マグマ溜まりが存在すれば、地表面が上昇す

ることが認められるから（前記⑴ア ａ）、当該火山の現在の活動状況5 

は巨大噴火が差し迫った状態ではないと評価するために、現在のマグ

マ溜まりの状況等に加え、地殻変動の観測データも評価することは合

理的であると認められる。 

ｃ 検討対象火山における巨大噴火の活動間隔、最後の巨大噴火からの

経過時間 10 

 原告らは、第５の５（原告らの主張）⑴ア ａのとおり、噴火間隔

又は階段ダイヤグラムを用いて将来の活動可能性を予測することには

相当に大きな不確実性が伴うにもかかわらず、これを評価することで

活動可能性を評価できるかのような令和元年火山ガイドの定めは不合

理である旨主張する。 15 

確かに、原子力発電所の稼働期間である数十年単位の噴火可能性を

階段ダイヤグラムで議論することは困難である旨が指摘されている

（前記⑴ウ ｂ）ほか、火山の活動間隔のみから運用期間中における

巨大噴火の可能性の大小を評価することが困難であることは被告も認

めるところである。しかしながら、巨大噴火が発生した火山につき、20 

過去の長期にわたる当該火山の活動履歴を精査し、火山の活動間隔と

最新の巨大噴火からの経過期間を把握することは、運用期間中におけ

る巨大噴火の可能性を評価する上での重要な基礎情報の一つであると

いえるから、現在のマグマ溜まりの状況や地殻変動の観測データ等に

加えて、火山の活動間隔又は階段ダイヤグラムや、最後の巨大噴火か25 

らの経過時間も考慮すること自体に不合理な点はない。 
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ｄ 噴火タイプ、噴火パターン等 

原告らは、第５の５（原告らの主張）⑴ア ｂのとおり、噴火ステ

ージ論を巨大噴火の可能性評価の評価手法の一つとして位置付けてい

る令和元年火山ガイドの定めは不合理であるとも主張するところ、令

和元年火山ガイドは、検討対象火山の活動可能性の評価に当たって、5 

噴火タイプ、噴火パターン等を考慮要素として挙げているが（令和元

年火山ガイド３．及び４．１⑵、前提事実１３⑴イ 、 、オ）、噴火

ステージ論（Ｎａｇａｏｋａ（１９８８）の知見）を考慮することま

で明示的に要求しているとは解されない。また、火山ごとに火山活動

の特性や規模が異なることからすれば、噴火タイプ、噴火パターンを10 

考慮することは、当該火山の活動可能性を評価する上で、重要な基礎

情報の一つであるといえるし、ＩＡＥＡの技術文書であるＴＥＣＤＯ

Ｃ－１７９５も、「あらゆる火山ハザード評価において重要な部分は、

過去の活動パターンが、現在及び将来において予想される活動パター

ンと火山システムの観点で一致しているかどうかを判断することであ15 

る。」と述べているように（前記⑴ア ｃ⒜）、検討対象火山の活動可

能性を評価するに当たって、噴火タイプや噴火パターンをも考慮する

こと自体が不合理であるとは認められない。 

ｅ 小括 

⒜ 前記ａ～ｄにおいて検討したところによると、現在のマグマ溜ま20 

りの状況（地下浅部に大規模な珪長質マグマ溜まりが存在しないこ

と等）、地殻変動の観測データ、検討対象火山における巨大噴火の活

動間隔、最後の巨大噴火からの経過時間等から総合的に評価して、

当該火山の現在の活動状況は巨大噴火が差し迫った状態ではないと

評価すること（非切迫性の要件）は合理的であると認められる。 25 

 この点、原告らは、第５の５（原告らの主張）⑴ア ａのとおり、
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非切迫性の要件につき、具体的・客観的基準が何ら示されておらず、

要件として曖昧不明確で恣意的な判断を許すものとなっている上、

火山噴火の時期及び規模の中長期的予測が困難である現在の火山学

の知見において不可能なことを要求するものである旨主張する。 

 しかしながら、令和元年火山ガイドは、巨大噴火が差し迫った状5 

態ではないことを評価するに当たって、現在の火山学の知見に照ら

した調査を尽くした上で、前述のとおり、検討対象火山における現

在のマグマ溜まりの状況等を総合的に評価することを求めているか

ら（令和元年火山ガイド解説－１１．）、非切迫性の要件につき、何

ら具体的・客観的な基準が示されていないとの指摘は当たらない。10 

また、既に説示したとおり、非切迫性の要件は、火山噴火の時期及

び規模の中長期的予測を前提とするものではない上、運用期間中に

おける巨大噴火の可能性の評価に資する火山学の知見は一定程度蓄

積されているのであるから、非切迫性の要件は、現在の火山学の知

見において不可能なことを要求するものであるとも認められない。 15 

⒝ そして、火山学の知見の進歩により、運用期間中における巨大噴

火の可能性を示す科学的に合理性のある具体的な根拠が得られた場

合、当然これを考慮すべきであることからすると、巨大噴火の可能

性が十分に小さいと評価するに当たって、上記具体的な根拠が得ら

れていないことを要求すること（具体的根拠欠缺の要件）もまた合20 

理的であると認められる。 

 この点、原告らは、第５の５（原告らの主張）⑴ア ｂのとおり、

現在の火山学の水準に照らせば、火山噴火の時期及び規模を中長期

的に予測することは不可能なのであるから、上記具体的な根拠を示

すことは不可能であって、具体的根拠欠缺の要件は、要件として機25 

能しないものである旨主張するが、前述のとおり、具体的根拠欠缺
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の要件は、火山学の知見の進歩により、上記具体的な根拠が得られ

た場合について言及したものであって、現在の火山学の水準を前提

とする原告らの上記主張は理由がない。 

⒞ 以上によると、非切迫性の要件及び具体的根拠欠缺の要件を満た

す場合、運用期間中における巨大噴火の可能性は十分に小さいと判5 

断できるとする令和元年火山ガイドに不合理な点はないものと認め

られる。 

 巨大噴火に至らない噴火についての噴火規模の推定手法について 

ａ 令和元年火山ガイドは、過去に巨大噴火が発生した火山で、運用期

間中における巨大噴火の可能性は十分に小さいと判断したものについ10 

ては、その評価を行うに当たって、当該火山の最後の巨大噴火以降の

最大規模とする旨定めているところ（令和元年火山ガイド４．１⑶、

前提事実１３⑴オ ）、巨大噴火に伴うカルデラ崩壊後には、噴出物や

噴火活動の変化が観察されることがあり、実際、巨大噴火を機にマグ

マ供給系、活動様式の変化が見られる火山が多数指摘されていること15 

（前記⑴ア ｂ）、噴火規模と噴火頻度の間の逆相関関係が直線的では

なく、ＶＥＩ６付近を境に２つの頻度分布に区分できることから、巨

大噴火が、それよりも小さい通常の噴火とは異なるメカニズムで発生

するものと考えられており（前記⑴ア ｂ）、信頼性のあるデータベー

スとして参照される「日本の火山（第３版）」においても多くのカルデ20 

ラ火山と後カルデラ火山とが別の火山として整理されていること（前

記⑴ア ｃ⒝）からすれば、過去に巨大噴火が発生した火山のうち、

運用期間中における巨大噴火の可能性は十分に小さいと判断したもの

について、最後の巨大噴火とそれ以降の通常の噴火とを区別すること

には合理性があるものと認められる。そして、運用期間中における巨25 

大噴火の可能性は十分に小さいと判断した火山について、調査結果か



338 

 

ら噴火規模が推定できない場合は、保守的に過去最大の噴火規模を設

定する旨の規定（令和元年火山ガイド４．１⑶、前提事実１３⑴イ

ｂ、オ）と同様の考え方を採用して、その評価に当たって、最後の巨

大噴火以降の最大規模を想定する点についても合理性があるものと認

められる。 5 

ｂ これに対し、原告らは、第５の５（原告らの主張）⑴イのとおり、

運用期間中における巨大噴火の可能性が十分小さいと判断された火山

に係る噴火規模については、少なくとも破局的噴火に準じる規模（少

なくとも数十ｋ㎥の噴火）が想定されるべきである旨主張する。 

しかしながら、原告らが少なくとも想定すべきであると主張する破10 

局的噴火に準じる規模（少なくとも数十ｋ㎥の噴火）は、令和元年火

山ガイドが定める巨大噴火の規模（数十ｋ㎥程度を超えるような噴火。

前提事実１３⑴エ ）とほぼ同一視できるものであるところ、前述の

とおり、巨大噴火が、それよりも小さい通常の噴火とは異なるメカニ

ズムで発生するものと考えられていることからすると、運用期間中に15 

おける巨大噴火の可能性が十分に小さいと判断された火山について、

上記破局的噴火に準じる規模を想定することに科学的合理的根拠があ

るとは認められない。 

 モニタリングが立地評価の対象から外されたことに伴う保守的な修

正がされていないとの主張について 20 

原告らは、第５の５（原告らの主張）⑴ウのとおり、モニタリングに

よって噴火の兆候が把握できないことは多数の専門家が指摘しており、

モニタリングによって立地評価を担保することができないにもかかわら

ず、これを可能とする旧火山ガイドは不合理であるところ、令和元年火

山ガイドは、モニタリングの位置付けを立地評価から外したのみで、上25 

記のような旧火山ガイドの不合理性を解消するために何ら保守的な修正
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を行っておらず、不合理である旨主張する。 

 確かに、旧火山ガイドと令和元年火山ガイドとでは、モニタリングの

規定の位置が異なっており（甲８４、２３２、乙１５０）、一見すると、

その位置付けに変更があったようにも思われる。しかしながら、令和元

年火山ガイドは、旧火山ガイド（ないし平成２９年火山ガイド）の内容5 

を変更するものではない（前提事実１３⑴オ、乙４１１）。すなわち、令

和元年火山ガイドは、モニタリングの目的について、「評価時から状態の

変化の検知により評価の根拠が維持されていることを確認すること」と

明記しているところ（令和元年火山ガイド６．、前提事実１３⑴オ ）、

令和元年火山ガイド以前においても、モニタリングの目的は、個別評価10 

により運用期間中の火山活動の可能性が十分に小さい旨の立地評価が既

にされている火山について、運転期間中の火山の活動可能性及び設計対

応不可能な火山事象の影響可能性が十分に小さいとの評価の根拠が継続

していることを確認するものであって、飽くまで火山の状態の変化を検

知することが目的とされており（前提事実１３⑴エ 、乙１５［３１３15 

～３１５頁］、９８［３５０～３５２頁］）、モニタリングによって噴火の

時期や規模を予測することを目的としていたものではないから、モニタ

リングの規定が立地評価の一内容であったとは認められない。 

 したがって、原告らの主張は、その前提となるモニタリングの規定の

解釈に誤りがあり、採用できない。    20 

イ 影響評価に係る令和元年火山ガイドの合理性の有無 

原告らは、第５の５（原告らの主張）⑵のとおり、令和元年火山ガイド

の影響評価において、気中降下火砕物濃度の推定手法として、３．１の手

法又は３．２の手法のいずれかの手法によれば足りるとしているところ、

いずれも必ずしも保守的な値になっているとは限らず、基準として不合理25 

である旨主張する。 
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 しかしながら、令和元年火山ガイドは、３．１の手法及び３．２の手法

のいずれについても大きな不確実さを含んでいることを前提に、これらの

手法を安全施設の機能維持が可能かどうかを評価するために用いており、

３．１の手法については、細粒な降下火砕物は単独で落下することがほぼ

できないにもかかわらず（乙１４１［９４頁］）、降下火砕物の粒径の大小5 

にかかわらず同時に降灰が起こると仮定していること、細粒な降下火砕物

は凝集して終端速度を獲得して速やかに降下し始め、気中降下火砕物濃度

は小さくなるにもかかわらず（乙１４１［９４頁］）、粒子の凝集を考慮し

ないこととしていること等から、３．２の手法については、原子力発電所

への影響が大きい観測値に基づく気象条件を設定していること等から、い10 

ずれの手法による推定値も実際の降灰現象と比較して保守的な値になっ

ているとして、いずれかの手法を用いれば足りる旨を規定していることが

認められる（前提事実１３⑴ウ）。そして、このような令和元年火山ガイド

の定めが不合理であることを示す具体的根拠が示されているとは認めら

れない。 15 

 なお、原告らは、降下火砕物検討チームの会合において、保守的な想定

ではないことを認める発言があったことなどを指摘するが、これを的確に

認めるに足りる証拠はなく、また、仮に、そのような発言があったとして

も、それも踏まえた上で、最終的に３．１の手法又は３．２の手法のいず

れかの手法を用いれば足りる旨の規定となっているのであるから、上記結20 

論は左右されない。 

ウ 結論 

前記ア及びイのとおり、原告らの上記各主張を踏まえても、巨大噴火に

関する令和元年火山ガイドの規定に不合理な点は認められない。加えて、

令和元年火山ガイドは、立地評価及び影響評価を行うという判断枠組み、25 

検討対象火山の活動可能性を評価するという枠組み、設計対応可能な火山
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事象と設計対応不可能な火山事象の選定の枠組み、降下火砕物の最大層厚

の設定方法等についてＩＡＥＡの安全基準ＳＳＧ－２１（乙２１０）にも

整合しており、令和元年火山ガイドに不合理な点はないものと認められる。 

６ 争点６（火山事象に関する本件適合性審査の合理性の有無（令和元年火山ガ

イドへの適合性の有無））について 5 

 立地評価に関する本件適合性審査の合理性の有無（令和元年火山ガイドへ

の適合性の有無） 

ア 認定事実 

前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の各事実が認め

られる。 10 

 阿蘇における巨大噴火 

ａ 阿蘇火山は、以下の合計４回の巨大噴火を起こしているところ、阿

蘇４噴火は、第四紀における国内最大の噴火である。（前提事実１３

ア ｄ⒜、乙１４５、１６５） 

⒜ 阿蘇１噴火（約２７万～約２５万年前） 15 

ＶＥＩ６、噴出量５０ｋ㎥ 

⒝ 阿蘇２噴火（約１４万年前） 

   ＶＥＩ６、噴出量５０ｋ㎥ 

⒞ 阿蘇３噴火（約１２万年前） 

   ＶＥＩ７、噴出量１５０ｋ㎥以上 20 

⒟ 阿蘇４噴火（約９万～約８．５万年前） 

ＶＥＩ７、噴出量６００ｋ㎥以上 

ｂ 阿蘇２噴火、阿蘇３噴火及び阿蘇４噴火時のマグマ溜まりは、上部

の相対的に低密度の珪長質マグマと下部の相対的に高密度の苦鉄質マ

グマで構成される成層したマグマ溜まりであったと考えられており、25 

噴火初期は珪長質マグマが噴出するが、珪長質マグマの大部分が噴出
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した後に最終的に苦鉄質マグマが噴出したとされている。（乙１５７、

１７０、１８１［３、４頁］、１８３） 

ｃ 阿蘇３噴火後、苦鉄質マグマの活動期間があり、その後、阿蘇４噴

火にかけて、珪長質へと変化したとされている。（乙１８１［４頁］、

１８２、４１８） 5 

 阿蘇４噴火後（後カルデラ期）の阿蘇の火山活動の概要 

ａ 阿蘇４噴火により形成された直径約２０ｋｍのカルデラの中心付近

に、中央火口丘として数多くの火山がほぼ東西方向に配列して形成さ

れており、うち中岳が有史以降も火山活動を繰り返している。（乙１６

５、１７１） 10 

ｂ 噴火規模等 

阿蘇４噴火以降、約７万年前までの約２万年間は、軽石及びスコリ

アを噴出する噴火を間欠的に繰り返し、約８．５万年前にＶＥＩ４～

５程度の軽石、約８万年前にＶＥＩ４程度の軽石を噴出したが、次第

に、軽石の噴出が減少し、６回のＶＥＩ４の噴火の後、約４万年前に15 

ＶＥＩ４の軽石、約３．１万年前に阿蘇４噴火以降最大級の噴火であ

る草千里ヶ浜軽石（ＶＥＩ５）を噴出した後は、ＶＥＩ４以上の噴火

は発生していないとされている。（乙１４６［２１０～２１２頁］） 

また、宇和盆地においては、阿蘇１噴火から阿蘇４噴火までの約２

０万年間に、１８回の阿蘇起源の火山灰が確認されているが、阿蘇４20 

噴火以降は、阿蘇起源の火山灰は確認されていない。（乙１８０、１８

４） 

ｃ マグマの組成 

上記ｂのとおり、珪長質マグマによる軽石の噴出は次第に減少し、

１万年前以降は、珪長質マグマの活動を伴わない主に玄武岩質マグマ25 

による噴火によって特徴付けられている。（乙１６８［９９頁］、１７
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２、１７４、１７５［６－５頁］、１７７） 

また、阿蘇４火砕流堆積物の火口は１７個以上あり、それぞれ組成

幅が限られた火山噴出物を生産していることから、カルデラ形成時の

山体陥没によって大規模なマグマ溜まりが分断され、小さなマグマ溜

まりが複数個できたとの見解（乙１７２［２７０、２８２頁］）、阿蘇5 

４火砕流堆積物のストロンチウム同位体比は著しく均質であり、単一

の大規模なマグマ溜まりにより生成されたと考えられるのに対し、後

カルデラ期の火山噴出物のストロンチウム同位体比は、幅広いため、

複数の独立した小規模なマグマ溜まりによるものと考えられるとの見

解（乙１７５～１７７）、後カルデラ期噴出物のストロンチウム同位体10 

比は阿蘇４噴火のマグマのそれとは大きく異なっていることから，阿

蘇４噴火のマグマはカルデラ形成で枯渇し，後カルデラ期火山活動に

は関与していないとの見解（乙４０１［１６頁］）などがある。 

さらに、三好ほか（２００５）等は、現在地表で確認できる各火口

からの噴出物によると、カルデラ中心部で玄武岩質マグマの活動が活15 

発であり、その周囲でより珪長質なマグマが活動している傾向がある

ところ、地下に大規模な珪長質マグマ溜まりがある場合、玄武岩質マ

グマがこれを突き抜けて地表に達することはできないことから、近年

の阿蘇カルデラの地下には、大規模な珪長質マグマの蓄積がないこと

を示すとの見解を示している。（乙１６３［１４１、１４６頁］、１７20 

２） 

 現在の阿蘇の状況に関する調査等   

ａ マグマの組成 

産業技術総合研究所「平成２９年度原子力規制庁委託成果報告書 

火山影響評価に係る技術知見の整備」は、マントルから供給された苦25 

鉄質マグマが結晶分化を行いつつ、珪長質マグマが生成する各過程に
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おいて放出される熱水の組成について単純なモデルを用いて計算した

結果、阿蘇カルデラの地下には苦鉄質マグマが存在し、珪長質マグマ

は存在しない可能性が強く示唆されたとしている。（乙２０７） 

また、安全研究成果は、阿蘇カルデラの深部流体の化学組成を分析

することにより、カルデラの中央及び南側に苦鉄質マグマが供給され5 

ていることを示唆する結果が得られ、現在の中岳の火山活動と整合す

ることを示したとしている。（乙４１８） 

ｂ 地下約６ｋｍのマグマ溜まり等についての評価 

⒜ 地下約６ｋｍのマグマ溜まり 

   地震波は、流体で充填されたマグマ溜まりを通過する際に速度が10 

低下するとともに減衰を起こすため、低速度異常域は、マグマの存

在を示唆し、一方、マグマ溜まり周辺の母岩はマグマからの影響を

受けて強度を下げ、火山性地震が発生しやすくなっているところ（乙

１３８［５１頁］）、Ｓｕｄｏ ａｎｄ Ｋｏｎｇ（２００１）は、

地震波トモグラフィの結果、中岳火口の西３ｋｍ（草千里）の地下15 

約６ｋｍに直径２～３ｋｍの低速度領域（地下約６ｋｍのマグマ溜

まり）が存在することを明らかにした。（乙１６７［２１頁］） 

⒝ 地下約１５ｋｍの変動源 

平成１５年、国土地理院のＧＮＳＳ観測網によりカルデラ中央部

が盛り上がる地殻変動が捉えられ、その変動源（以下「地下約１５20 

ｋｍの変動源」という。）はシル状であり、深さは約１５ｋｍである

ことが明らかになった（国土地理院（２００４）。（乙１６７［５、

２１頁］、１９０）。 

⒞ 地下約６ｋｍのマグマ溜まり及び地下約１５ｋｍの変動源等につ

いての評価 25 

ⅰ 須藤ほか（２００６） 
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火山活動の活発化に伴う大きな地盤変動は、現在の活動火口で

ある中岳火口付近では確認できないこと、中央火口丘山腹から中

岳火口へ続く水準測量（水準点間の高さの差を測る測量（乙１６

７［８頁］））の測線では、草千里周辺で沈降が長期間確認できる

こと、水準測量の結果推定される減圧力源の位置（中岳火口から5 

西方へ３～４ｋｍ離れた草千里南部付近）が、地下約６ｋｍのマ

グマ溜まりと一致しており、上記減圧力源はマグマ溜まりの収縮

を示していると考えられることから、阿蘇火山では、草千里南部

のマグマ溜まりから中岳火口まで火山ガスの上昇経路が定常的に

確保されており、ガス放出に伴う火山性微動が常時観測され、活10 

動期にはマグマが中岳火口へ供給されても火口付近では地盤が大

きく変動しない開放型となっていると考えられる。（乙１８７） 

ⅱ Ｈａｔａ ｅｔ ａｌ．（２０１６）  

 阿蘇カルデラにおけるマグマ溜まりの検出を目的としたＭＴ探

査の結果、一連の比抵抗異常を示す空間的範囲は地下約６ｋｍの15 

マグマ溜まりと非常によく一致しており、比抵抗異常は地下約１

５ｋｍの変動源の上方に位置しているから、マグマ溜まりの位置

と広がりを表している。また、深さ１０ｋｍ超まで中岳から北に

延びる上部地殻内の著しい低比抵抗異常が火道である可能性を示

している。（乙１９０） 20 

ⅲ Ｎｏｂｉｌｅ ｅｔ ａｌ．（２０１７） 

平成５年から平成２３年のＩｎＳＡＲ観測（人工衛星に搭載し

たＳＡＲ（合成開口レーダ）を用いて同一地点を２回観測し、２

回の観測データの差をとることにより地表の変位を測定する技術）

によると、平成８年から平成１０年にかけて阿蘇カルデラ中央直25 

下の深度４～５ｋｍの位置にマグマ源の収縮を示唆する定常的な



346 

 

沈下傾向が認められ、これから推定される収縮源の位置は、地下

約６ｋｍのマグマ溜まり、須藤ほか（２００６）の減圧力源と概

ね一致している。また、得られたデータは、収縮源の体積が噴出

量に類似していることを示唆している。（乙１８９） 

ⅳ Ａｂｅ ｅｔ ａｌ．（２０１７） 5 

阿蘇カルデラ内及びその周辺に位置する観測点で得られた地震

波形データを用いたレシーバ関数解析（物性境界でのＰ波からＳ

波への変換に着目して地下構造を調査する手法（乙２５２）。以下

「本件レシーバ関数解析」という。）を実施し、地殻のＳ波速度構

造を推定した結果、阿蘇カルデラの中央火口丘の東側の深さ８～10 

１５ｋｍにおいて地震波低速度領域（ＬＡ）が検出され、ＧＰＳ

解析でも深さ１５．５ｋｍにシル状の変形源が検出されており、

ＬＡの直下の深さ１５～２５ｋｍに深部低周波地震の群発活動が

認められる。同群発活動の領域から上昇してシル状の変形源に蓄

積されるメルトは、固結しているかもしれないし，部分溶融物的15 

にメルトが存在するかもしれない。ＬＡは３００ｋ㎥で、含まれ

ている物質が熱水ではなく全て溶解しているマグマだったとして

も、その量は４５ｋ㎥（１５％程度）である。 

また、中央火口丘東側を除いた阿蘇カルデラ周辺の深さ１５～

２３ｋｍにおける地震波低速度領域（ＬＢ）も検出されたが、そ20 

の直下には熱源の上昇を示す現象は認められないため、熱源が存

在しておらず、ＬＢの中ではメルトが新たに生成されていないと

思われる。 

推定された速度構造によると、これらの地震波低速度領域は最

大で１５％のメルト又は３０％の水を含むと解釈される。 25 

   ＬＡ及びＬＢの体積は数百ｋ㎥を超える可能性があり、仮に部   
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分溶融度が１０％を超える場合には、数十ｋ㎥以上のマグマを含

む可能性がある。ＬＡ及び（又は）ＬＢは、過去の大規模噴火の

間に噴出したマグマの生成及び貯留場所である可能性があり、将

来の噴火でマグマを供給する可能性がある。 

（乙１６７［２１頁］、４２０） 5 

ⅴ 松島ほか（２０１９） 

阿蘇の地下構造を求める目的で、阿蘇カルデラ内外で、平成２

７年に５６測点及び平成２８年に４６測点で実施した広帯域ＭＴ

探査法により得たデータ（Ｈａｔａ ｅｔ ａｌ．（２０１６、１

０１８））によると、中岳下から深度１５ｋｍ程度まで延びる円柱10 

状の低比抵抗体は、その一部が地下約６ｋｍのマグマ溜まりと重

なっており、地下約１５ｋｍの変動源や深部低周波地震（気象庁）

に向かって延びているように見えることから、深部のマグマ溜ま

りから中岳へ延びるマグマ供給系と解釈されている。有史以来、

頻繁に噴火活動を繰り返している中岳第一火口と上記低比抵抗体15 

の関係を明らかにすべく、平成２９年から平成３０年にかけて、

中岳第一火口付近の９測点で実施した広域ＭＴ探査法により得た

データを加えて、改めて比抵抗構造解析を行った結果、上記低比

抵抗体の最上部は中岳第一火口直下に位置しており、また、その

深度は海水準付近となり、平成２６年の噴出物の分析から推定さ20 

れたマグマの深度の上限が海水準付近であることと良い一致を示

していることから、上記低比抵抗体は中岳第一火口にマグマを供

給する火道であると推測される。（乙１９１） 

ｃ 地殻変動 

⒜ 平成１６年から平成２９年までのＧＰＳ基線長グラフによると、25 

地下約６ｋｍのマグマ溜まりの直上を挟む基線長につき、平成１６
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年以降短縮していたが平成２５年には停滞し、平成２６年７月以降

は、延びと短縮を繰り返し、延びが観測された後、水蒸気噴火（Ｖ

ＥＩ１より小さい）が発生している。（乙１６７［２３頁］） 

⒝ 阿蘇カルデラ周辺では、平成１６年、平成２０年、平成２４年に

水準測量が実施され、平成１６年～平成２４年に草千里付近の沈降5 

が捉えられているが、平成２０年～平成２４年の沈降量は、平成１

６年～平成２０年の沈降量の約６割に減少している。 

また、草千里の標高は、水準測量データ及びＧＰＳ観測点の高度

によると１９３０年代は平成２９年現在より１０ｃｍ以上高かった。 

（乙１６７［２５、２６頁］） 10 

⒞ 国土地理院のＧＮＳＳ連続観測点（電子基準点）のうち、阿蘇カ       

ルデラ内に設置された３点とカルデラ周辺に設置された数点の座標

値を用いて上下変動の時間変化を検討したところ、平成９年以降２

０１６年熊本地震までカルデラ内は沈降傾向にある。（乙２００） 

 各種調査結果等を踏まえた専門家らの見解  15 

ａ 大倉（２０１７） 

 阿蘇カルデラには、地下約６ｋｍのマグマ溜まりと地下約１５ｋｍ

の変動源が存在し、本件レシーバ関数解析の結果によれば、地下約１

５ｋｍの変動源の直上にＬＡが存在することから、地下約１５ｋｍの

変動源は、水又は溶融したマグマの存在する領域の底部に当たるもの20 

であり、最大４５ｋ㎥のマグマの一部分が存在しているのみであろう

と考えられる。また、ＧＰＳ基線長の短縮量の減少と水準測量による

草千里の沈降量の減少（前記 ｃ⒜、⒝）は、いずれも地下約６ｋｍ

のマグマ溜まりの収縮量が減少していることに対応すると考えられる。

さらに、１９３０年代の草千里側の標高は、平成２９年現在より１０25 

ｃｍ以上高かったこと（前記 ｃ⒝）からすると、現在のマグマ総量
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は１９３０年代と比べて約１０００万㎥（０．０１ｋ㎥）少なくなっ

ており、その縮小の理由は、継続的な火山ガスの放出によって説明可

能である。 

これらのことから、今後の阿蘇の火山活動は、１９３０年代のよう

な大規模なものではなく、ましてや大規模なカルデラ噴火が起こるよ5 

うな状態ではないと推定される。            

（乙１６７） 

ｂ 戊１３教授 

岩石学、地質学、火山学等の専門家である戊１３教授は、以下のよ

うな見解を示している。 10 

現在の阿蘇火山の噴火活動は、過去の破局噴火直前の状況と大きく

異なり、苦鉄質マグマの活動を主体とした静穏な状況であることが地

質学及び岩石学的に示されており、地球物理学的データから推定され

ている現在のマグマ溜まりが小規模かつ苦鉄質マグマであること及び

地殻変動データから昭和５年以降でマグマ溜まりが収縮している傾向15 

にあることからも支持される。現在の阿蘇火山の状態は、これらの多

角的な科学的データによる客観的な総合的判断に基づくと、破局噴火

を起こすような大規模な珪長質マグマ溜まりが存在している可能性は

非常に低い。今後、収縮している現在のマグマ溜まりが膨張に転じ、

あるいは新たなマグマ溜まりが形成され、破局噴火を起こすような大20 

規模な珪長質マグマ溜まりを形成すると仮定しても、過去の破局噴火

前に前駆的な噴火が１万年以上前から起きていたことに鑑みれば、そ

れには数千～数万年の期間を要すると考えられる。 

  本件発電所の運用期間中に破局噴火が起こる可能性は極めて低く、

阿蘇４規模の破局噴火の可能性は更に低いと評価される。 25 

（乙１８１） 
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ｃ 小林（２０１７） 

  現在の阿蘇において、マグマ溜まりの形成による地盤の上昇や前兆  

的な噴火等の前兆現象（前記５ ア ）が見られないことから、今後

数百年以内にカルデラ噴火が発生することはないであろう。（乙１５３） 

ｄ Ｄｒ．戊２８ 5 

Ｄｒ．戊２８は、以下のような見解を示している。 

現在の阿蘇のマグマ供給系では、阿蘇４噴火時と比較すると、より        

少量のより深部の玄武岩質マグマが浸入している。これらの玄武岩質

マグマは独立した挙動を示す小規模で分離したマグマ溜まりを形成し

ているため、阿蘇４噴火のような噴火が発生するためには、上記マグ10 

マ供給系に重大な変化が起こる必要があるが、数年から数十年の期間

に、そのような重大な変化が起こることは不可能である。 

また、地下に阿蘇４噴火を起こしたような大規模な（すなわち２０

０ｋ㎥を超えるような）マグマ溜まりが存在しているとすれば、地殻

よりも低密度な大量のマグマが上昇しようとする力で地表面には上方15 

への変形が見られるはずであるが、阿蘇では、地表での調査（須藤ほ

か（２００６））や、衛星による測定（Ｎｏｂｉｌｅ ｅｔ ａｌ．（２

０１７））によると、わずかな沈降が示されるのみである。 

さらに、地球物理学的手法（地震波トモグラフィ等）によって、い

くつかの小規模なマグマ溜まり等（ＬＡは約４５ｋ㎥と推定）が検出20 

されているにもかかわらず、より検出しやすい大規模なマグマ溜まり

を示唆する兆候は何ら検出されていないことから、阿蘇の地下には、

大規模なマグマ溜まりは存在しないと結論付けることができる。 

阿蘇山のマグマ供給系の現状を踏まえると、入手可能な技術的知見

は、阿蘇４噴火のような噴火は、本件発電所の安全性評価上考慮すべ25 

き事象ではないことを示していると考える。      
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（乙２１２） 

ｅ Ｐｒｆ．戊３６ 

火山学の権威で、ＳＳＧ－２１の著者でもある英国ブリストル大学

のＰｒｆ．戊３６は、以下のような見解を示している。 

過去３万年間、阿蘇は玄武岩質マグマを噴出する火山であり、阿蘇5 

における火山活動は、玄武岩質マグマやそれに伴う揮発成分を活動中

の中岳火口へ供給するマグマ溜まりと火道の開放システムでほぼ連続

しており、そこには珪長質マグマが生成されているという証拠はない。

カルデラ形成期には、膨大な量の珪長質マグマを生成するため、中部

地殻における苦鉄質安山岩マグマの停滞により、カルデラ全体に匹敵10 

する面積を持つ高温帯の形成が必要であるが、そのようなシステムが

現存する証拠はない。深さ１５～２３ｋｍで確認される大規模な地震

異常域（判決注：ＬＢ）は、長周期地震や地殻変動などの他の地球物

理学的兆候に欠けるため、力学的に活動的なシステムではないことが

示唆され、阿蘇火砕流のマグマ溜まりを生成した中部地殻の高温帯の15 

熱い部分の残存物ではないかと推測される。阿蘇カルデラ地下の地震

発生帯は、カルデラの北部、西部、南部で深さ８～１２ｋｍまで広が

り、中岳下にある上部地殻の地震及び比抵抗異常域に向かって約５ｋ

ｍまで浅くなり、中岳の地下の地震及び比抵抗異常に隣接した場所で

消失しており、カルデラを形成するような大規模な浅部マグマ溜まり20 

は存在せず、中岳の地下に高温領域が集中して存在することを示して

いる。これらの証拠や議論からすると、阿蘇において、将来１００年

間に阿蘇４規模の噴火が発生する確率はゼロと評価される。 

（乙２０６の２、２１０、２１３） 

ｆ 戊３５氏 25 

戊３５氏は、以下のような見解を示している。 
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⒜ １０ｋｍより深い部分に更にマグマ溜まりがあり、それが全体と

して非常に大きな噴火を引き起こす可能性も否定できない。安部祐

希氏の博士号論文（Ａｂｅ（２０１２））では、草千里南部のマグマ

溜まりの下には、体積５００ｋ㎥の巨大な低速度領域があることが

検知されており、こういった低速度領域がマグマ溜まりであり、近5 

い将来にＶＥＩ７級の噴火を引き起こす可能性も、決して否定はで

きない。 

また、一般的に、地下構造は複雑であるため、噴出物から地下の

マグマ溜まりの性質を精度よく推定することはできない。 

以上によると、現段階では、阿蘇カルデラにおいて、近い将来に10 

カルデラ噴火を引き起こすようなマグマ溜まりは、あるともないと

も確定的な判断はできない。 

⒝ 一般的に、阿蘇は、現在「後カルデラ火山活動期」などと言われ

ることはあるが、それは地質学的な噴火履歴の評価にすぎず、近い

将来阿蘇５噴火が起き、「先カルデラ期」や「カルデラ形成期」など15 

と評価し直される可能性は，火山学的には全く否定できない。 

⒞ 阿蘇については、約２６万年前以降、ＶＥＩ７級の噴火を４回繰

り返しており、原子力発電所に求められる安全性の程度も踏まえる

と、いずれＶＥＩ７級の阿蘇４噴火と同規模の阿蘇５噴火はあると

みるのが、常識的で科学的な評価である。ただ、現在の火山学では、20 

それが数年後なのか、数万年後なのかは分からないということであ

る。 

（甲２１２） 

ｇ 戊６教授 

第四紀学を専門分野とし、特に、テフラを広域的な鍵層として研究25 

してきた戊６教授は、以下のような見解を示している。 
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 カルデラの地下で今何が起こっていて、どんなことが破局的噴火の

前兆現象なのか、誰も分からない状態であるから、近い将来噴火が起

こる確率は０に近いとは断言し難い。噴火間隔がいくらかは、年代値

に大きな幅があり、阿蘇カルデラの場合は過去４回の大噴火の時間間

隔は一定ではない。              5 

（甲９４、２１７） 

イ 判断 

被告は、前提事実１３ ア ｄのとおり、阿蘇における巨大噴火の最短

の活動間隔が、最新の巨大噴火である阿蘇４噴火からの経過時間よりも短

いこと、阿蘇４噴火以降、多様な噴火様式の小規模噴火を繰り返しており、10 

Ｎａｇａｏｋａ（１９８８）を参考にすると、後カルデラ火山噴火ステー

ジと判断されること、阿蘇カルデラの地下に大規模な珪長質マグマ溜まり

が存在するとは認められないこと等を踏まえ、阿蘇における現在のマグマ

溜まりは、巨大噴火直前の状態ではないと評価した上で、阿蘇４噴火以降

の最大規模の噴火である阿蘇草千里ヶ浜噴火を考慮し、阿蘇における設計15 

対応不可能な火山事象が本件発電所の運用期間中に影響を及ぼす可能性

は十分小さいと評価したことが認められる。 

そこで、以下、原告らの主張を踏まえ、上記評価に不合理な点がないか

につき検討する。 

 現在のマグマ溜まりの状況について 20 

ａ マグマの組成 

阿蘇においては現在でも中岳が火山活動を繰り返しているところ

（前記ア ａ）、阿蘇４噴火以降、珪長質マグマによる軽石の噴出は次

第に減少し、１万年前以降は、珪長質マグマの活動を伴わない主に玄

武岩質マグマ溜まりによる噴火によって特徴付けられている（前記ア25 

ｃ）。そして、地下に大規模な珪長質マグマ溜まりがある場合、玄武
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岩質マグマ（苦鉄質マグマ）がこれを突き抜けて地表に達することは

できないから、近年の阿蘇カルデラの地下には、大規模な珪長質マグ

マの蓄積がないことを示すとの見解が示されている（前記ア ｃ）。ま

た、深部流体の化学組成の分析等により、阿蘇カルデラの地下に苦鉄

質マグマが存在するとの評価もされている（前記ア ａ）。 5 

ｂ マグマ溜まりの規模、形状等 

⒜ 地震波は、流体で充填されたマグマ溜まりを通過する際に速度が

低下するとともに減衰を起こすため、低速度異常域は、マグマの存

在を示唆するところ（前記ア ｂ⒜）、阿蘇においては、地下約６ｋ

ｍのマグマ溜まり（直径２～３ｋｍ）、ＬＡ（３００ｋ㎥）、ＬＢと10 

いう地震波低速度領域が検出され、また、地殻変動の変動源として、

地下約１５ｋｍの変動源の存在も明らかになっている（前記ア ｂ）

が、これらを超える大規模なマグマ溜まりは検出されていない。 

そして、地下約６ｋｍのマグマ溜まりを除き、いずれも地下約１

５ｋｍ以深に存在し（前記ア ｂ⒝、⒞ⅳ）、地下浅部に存在すると15 

は認められない上、この点を措くとしても、ＬＡについては、含ま

れている物質が熱水ではなく全て溶解しているマグマであったとし

ても、その量は４５ｋ㎥と評価されるにとどまっている（前記ア

ｂ⒞ⅳ）。 

次に、原告らが、第５の６（原告らの主張） ア のとおり、巨20 

大噴火を引き起こす可能性がある旨主張し、戊３５氏も近い将来に

ＶＥＩ７級の噴火を引き起こす可能性があると指摘する５００ｋ㎥

の巨大な低速度領域（前記ア ｆ⒜）は、証拠（甲２１２［添付図

表３頁］、乙４２０）によると、ＬＢに相当するものであると認めら

れるところ、Ａｂｅ ｅｔ ａｌ．（２０１７）においては、ＬＢが25 

将来の噴火でマグマを供給する可能性を示唆しつつも、ＬＢの下部
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には、熱源が存在しておらず、ＬＢの中ではメルト、すなわち、溶

融マグマが新たに生成されていないものと考えられており、ＬＢが、

本件発電所の運用期間中に巨大噴火を起こす具体的可能性を有する

マグマ溜まりであるとは評価されていないし（前記ア ｂ⒞ⅳ）、Ａ

ｂｅ ｅｔ ａｌ．（２０１７）は、ＬＡとＬＢを合せて数百ｋ㎥を5 

超える可能性があり、仮に部分溶融度が１０％を超える場合には、

数十ｋ㎥以上のマグマを含む可能性があるというにとどまっており

（前記ア ｂ⒞ⅳ）、ＬＢの存在をもって、５００ｋ㎥の巨大なマグ

マ溜まりがあるものとも認め難い。 

 また、地下約６ｋｍのマグマ溜まり及び地下約１５ｋｍの変動源10 

については、各種地球物理学的調査の結果、中岳の火口に火道でつ

ながっていると考えられることや（前記ア ｂ⒞ⅱ、ｖ）、地下約６

ｋｍのマグマ溜まり付近に定常的な沈降傾向があり、草千里は１９

３０年代から平成２９年までに１０ｃｍ以上沈降していること（前

記ア ｂ⒞ⅰ、ⅲ、ｃ⒞）などから、中岳の火口から、地下約６ｋ15 

ｍのマグマ溜まりからの火山ガスが継続的に放出されることにより、

マグマが減少して地盤が沈降しているとの見解が示されている（前

記ア ｂ⒞ⅰ、ⅲ、 ａ）。この点、噴出量の乏しい水蒸気噴火にお

いても、その前兆現象として基線長の伸びが認められており（前記

ア ｃ⒜）、大規模なマグマ溜まりが存在する場合、地盤の上昇が認20 

められてしかるべきところ（前記ア ｃ、ｄ）、かえって、地盤が沈

降していることは、地下に大規模なマグマ溜まりが存在しないこと

を示唆しているものと認められる。 

⒝ さらに、阿蘇４噴火の火砕流堆積物のストロンチウム同位体は著

しく均質であり、単一の大規模なマグマ溜まりにより生成されたと25 

考えられるのに対し、後カルデラ期の火山噴出物のストロンチウム
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同位体比は幅広いことや、阿蘇４噴火により形成された阿蘇カルデ

ラ内に火口は１７個以上あるところ、それぞれ組成幅が限られた火

山の噴出物を生産していることから、阿蘇４噴火後の噴火は、阿蘇

噴火によるカルデラ形成時の山体陥没によって大規模なマグマ溜ま

りが分断されるなどしてできた複数の独立した小規模なマグマ溜ま5 

りによる噴火であるとの見解も示されている（前記ア ｃ）。 

⒞ 加えて、阿蘇１噴火ないし阿蘇４噴火等のカルデラ噴火に先立っ

て、複数の組成的に類似したテフラが先行して噴出していることか

ら、大規模噴火に先立ち、長期間、同じ火山から、大規模噴火と組

成が類似したマグマが噴出する可能性が示唆されているところ（前10 

記５⑴ア ａ⒜）、阿蘇においては、約３．１万年前の草千里ヶ浜軽

石以降、このような前兆的な噴火は認められていない（前記ア ｂ、

ｃ）。 

ｃ 以上の知見を総合すると、阿蘇４噴火以降の火山噴出物の化学組成

から、カルデラ中央部は玄武岩質火山活動で特徴付けられており、ま15 

た、地下約６ｋｍのマグマ溜まりは全体として縮小傾向にあり、阿蘇

の地下浅部に大規模な珪長質マグマ溜まりは存在しないと考えられる

ことからすれば、被告による阿蘇のマグマ溜まりは巨大噴火直前の状

態ではないとの評価は、科学的合理的根拠によって裏付けられている

ものと認められる（なお、第５の６（原告らの主張） ア のうち、20 

上記において判断した以外の部分については、前記５において判断し

たとおりである。）。 

 巨大噴火の活動間隔について 

原告らは、第５の６（原告らの主張） ア のとおり、被告が、阿蘇

における巨大噴火の噴火間隔から阿蘇の活動可能性を否定していること25 

は不合理である旨主張する。 
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この点、噴火間隔のみから運用期間中における巨大噴火の可能性の大

小を評価することは困難であるものの、火山の活動間隔を考慮すること

自体に不合理な点がないことは、前記５⑵ア ｃで説示したとおりであ

る。そして、被告は、前記のとおり、阿蘇における巨大噴火の最短の活

動間隔が、最新の巨大噴火である阿蘇４噴火からの経過時間よりも短い5 

ことも一考慮要素としつつ、阿蘇カルデラの地下に大規模な珪長質マグ

マ溜まりが存在するとは認められないこと等も踏まえ、総合的に阿蘇に

おける巨大噴火の可能性を評価しているのであるから、巨大噴火の活動

間隔も考慮したことをもって、このような被告の評価が不合理になるも

のとは認められない。 10 

 Ｎａｇａｏｋａ（１９８８）の知見を用いた点について 

 原告らは、第５の６（原告らの主張） ア のとおり、被告が、巨大

噴火の可能性評価に用いることについて疑問が呈されているＮａｇａｏ

ｋａ（１９８８）の知見を用いて阿蘇における巨大噴火の可能性を評価

することは非科学的である旨主張する。 15 

  この点、Ｎａｇａｏｋａ（１９８８）の知見は、南九州のカルデラ火

山の第四紀後期の噴火サイクルが、プリニー式噴火サイクル、大規模火

砕流サイクル、中規模火砕流サイクル、小規模噴火のサイクルの４つに

分類されることを提唱するものであるが（前記５ ア ａ）、かかる知見

に対し、Ｎａｇａｏｋａ（１９８８）における噴火ステージとは、テフ20 

ラ層序について整理するための作業仮説にすぎず、将来の噴火の予測の

ためには使えない概念である旨の批判があること（前記５ ア ｂ）か

らすると、Ｎａｇａｏｋａ（１９８８）を用いて阿蘇における巨大噴火

の可能性を評価するのは相当とは認め難い。もっとも、前記５ ア ｄ

で説示したとおり、噴火タイプ、噴火パターンに着目した検討を行うこ25 

と自体に不合理な点はなく、また、被告は、本件適合性審査の途中段階
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までＮａｇａｏｋａ（１９８８）の知見を考慮することなく、阿蘇にお

ける巨大噴火の可能性は十分小さいと評価していたのであって（乙２３

５）、Ｎａｇａｏｋａ（１９８８）の知見を重視して、阿蘇における巨大

噴火の可能性を評価したものではなく、巨大噴火の活動間隔のほか、阿

蘇カルデラの地下のマグマ溜まりの状況等を踏まえ、総合的に阿蘇にお5 

ける巨大噴火の可能性を評価したものであるから、Ｎａｇａｏｋａ（１

９８８）の知見も重ねて考慮したことをもって、被告の評価が不合理に

なるものとは認められない。 

 以上によると、原告らの主張を踏まえても、被告が、阿蘇における現

在のマグマ溜まりは、巨大噴火直前の状態ではないと評価し、阿蘇につ10 

き、本件発電所の運用期間中における巨大噴火の可能性は十分に小さい

と判断したことは合理的である。そして、前記５ ア において説示し

たとおり、運用期間中における巨大噴火の可能性は十分に小さいと判断

した火山について、評価を行うに当たって、最後の巨大噴火以降の最大

規模を想定することについては合理性があると認められるところ、阿蘇15 

における阿蘇４噴火以降の最大規模の噴火は、阿蘇草千里ヶ浜噴火であ

るから（前記 ア ｂ）、被告が、阿蘇４噴火ではなく、阿蘇草千里ヶ浜

噴火を想定して、阿蘇における設計対応不可能な火山事象の評価したこ

とは、本件適合性審査後に改訂された令和元年火山ガイドに適合してお

り、不合理な点はないものと認められる。 20 

 影響評価に関する本件適合性審査の合理性の有無（令和元年火山ガイドへ

の適合性の有無） 

ア 認定事実 

前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の各事実が認め

られる。 25 

 九重第一軽石噴火 
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ａ 九重第一軽石は、約５．４万年前に、本件発電所の南西約１０８ｋ

ｍに位置する九重山で起こったＶＥＩ５規模のプリニー式噴火によっ

て放出された降下軽石である。（乙４２５、４２６、４３０） 

ｂ 長岡・奥野（２０１４）も依拠する熊原・長岡（２００２）は、九

重山から約１４０ｋｍ東～東南東に位置する宿毛市において、九重第5 

一軽石による火山灰層と考えられる層厚２０ｃｍの小川テフラ（宿毛

市小川。Ｌｏｃ．１）及び層厚４０ｃｍの小川テフラ（宿毛市神有。

Ｌｏｃ．２）がそれぞれ確認されたところ、これらは、鉱物組成・含

有鉱物の屈折率の一致から、九重第一軽石と対比できること、Ｌｏｃ．

１については、火山灰層中には非火山性の細粒砂が混入していること、10 

Ｌｏｃ．２については、四万十帯起源の砂粒が混入しており水流によ

って二次的に形成された可能性が高いことをそれぞれ指摘している。

（甲２２３、乙４２４、４２６［５５頁］） 

ｃ 辻ほか（２０１７）は、九重第一軽石は、推定火口から東から東南

東方向の主軸を有しており、宿毛市においては、層厚１０ｃｍ相当の15 

砂サイズ火山灰として認識されるとしている。（乙４３０） 

また、辻ほか（２０１９）は、多数の露頭の調査で得られたデータ

を踏まえると、九重第一軽石の噴出量は、２．７４～４．３９ｋ㎥程

度と見積もられるとしている。（乙４２５） 

 宇和盆地における火山灰データ 20 

宇和盆地は、九州起源の火山灰が長期的かつ高精度に記録されている

国内屈指の場所であり、九州の火山噴火史を知る上で重要な地域である

とされている。そして、宇和盆地で深度１２０ｍまで掘削されたボーリ

ングに基づく火山灰データでは、約７０万年間にわたる堆積物が連続的

に存在することが明らかとなっているところ、上記データによれば、降25 

灰層厚は、阿蘇４噴火（噴出量６００ｋ㎥以上、ＶＥＩ７）が３１ｃｍ、
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阿蘇３噴火（噴出量１５０ｋ㎥以上、ＶＥＩ７）が１３ｃｍ、阿蘇２噴

火（噴出量５０ｋ㎥以上、ＶＥＩ６）が２２ｃｍ、阿蘇１噴火（同上）

が９ｃｍとなっている。（乙１７９、１８１［４頁］） 

 平成２９年火山ガイドを踏まえた被告の検討 

 被告は、平成２９年火山ガイドへの改正を踏まえ、非常用ディーゼル5 

発電機の吸気消音器フィルタの閉塞の有無に関し、設置許可段階での降

灰量（層厚）の数値シミュレーション（Ｔｅｐｈｒａ２）との連続性の

観点から、３．１の手法により気中降下火砕物濃度を推定した。 

 具体的には、被告は、気中降下火砕物濃度の算出に用いる降下火砕物

の層厚につき、文献調査及び地質調査では敷地付近で想定する九重第一10 

軽石の降下火砕物はほぼ０ｃｍと評価されており、ジェット気流がほぼ

真西で安定する季節は、本件発電所敷地における降下厚さはほぼ０ｃｍ

と評価されるが、風向きによっては本件発電所敷地において厚さ数ｃｍ

の降下火山灰が想定されるため、風速、風向、噴煙柱の高さにつき不確

かさを考慮し、噴出量を長岡・奥野（２０１４）の６．２ｋ㎥としてし15 

た数値シミュレーション（Ｔｅｐｈｒａ２）の計算結果が１４ｃｍであ

ることを踏まえて、保守的に１５ｃｍと評価した。また、降灰継続時間

については、平成２９年火山ガイドに従って、２４時間（その全量が２

４時間のうちに降下してくる。）と仮定した。そして、数値シミュレーシ

ョン（Ｔｅｐｈｒａ２）による粒径分布を用い、降下火砕物の粒径ごと20 

に当該粒径の粒子が降下火砕物全体の中に占める割合を設定し、総降灰

量に当該割合を乗じることで粒径ごとの降下火砕物の降灰量を算出し、

これを上記降灰継続時間で除して、粒径ごとの堆積速度を算出し、さら

に、これを当該粒径ごとの降下火砕物の終端速度で除して、粒径ごとの

気中濃度を算出し、これらを合計して気中降下火砕物濃度を３．１ｇ／25 

㎥とした。 



361 

 

なお、被告は、３．２の手法については、数値シミュレーション（三

次元の大気拡散シミュレーション）で使用する噴煙高さの設定や噴出率

の時間変化等に課題を残しており、結果の妥当性を判断することが困難

であるとして採用しなかった。 

   （前提事実１３ イ 、甲２２４、２３１、乙２２６、４２６、弁論の5 

全趣旨） 

イ 判断 

 被告は、阿蘇を含む九州のカルデラ火山は、いずれもマグマ溜まりの

状況から巨大噴火直前の状態ではなく、運用期間中に同規模の噴火が発

生し、その降下火砕物が本件原子炉施設に影響を及ぼす可能性は十分に10 

小さいと評価し、阿蘇については、阿蘇４噴火以降の最大規模の噴火で

ある阿蘇草千里ヶ浜噴火を想定しているところ、阿蘇に関する被告の上

記評価に不合理な点がないことは前記 において説示したとおりである。 

そして、被告は、九重第一軽石噴火の火山灰の堆積物が宿毛市で確認

される一方で、阿蘇草千里ヶ浜噴火の火山灰の堆積物が四国で報告され15 

ていないことなどから、本件原子炉施設により大きな影響を与えるもの

として九重第一軽石噴火を基準とし、長岡・奥野（２０１４）を参照し

て同噴火の噴出量を約６．２ｋ㎥と想定した上で、数値シミュレーショ

ン（Ｔｅｐｈｒａ２）を行い、風速、風向、噴煙柱の高さについて不確

かさを考慮した上で、風向きによっては降下厚さが最大１４ｃｍとなる20 

ことを踏まえ、降下火砕物の最大層厚を１５ｃｍに設定している（前提

事実１３ イ ）が、上記噴出量は、宿毛市で確認された非火山性の細

粒砂も混入している堆積層厚２０ｃｍ（前記ア ｂ）を前提としたもの

であって、それ自体が保守的な想定であると認められる。 

そうすると、被告の降下火砕物の最大層厚の設定は、各種不確かさを25 

考慮した上、保守的な噴出量を前提にしたシミュレーション結果を踏ま
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えて保守的に設定されたものであると認められ、合理的であると認めら

れる。 

 これに対し、原告らは、以下のとおり、被告による降下火砕物量の想

定は誤っている旨主張するので、以下、検討する（なお、想定すべき噴

火規模（第５の６（原告らの主張） ア）については、既に説示済みで5 

あるため繰り返さない。）。 

ａ 降下火砕物の最大層厚に関する評価について 

  原告らは、第５の６（被告の主張） イのとおり、①火山噴出物の

体積を正確に把握することは困難であるにもかかわらず、あたかも確

実なものであるかのように考えてシミュレーションを行い、その結果10 

から最大層厚を決めるのは、不定性に対する保守的評価として不十分

である、②九重山から見てより遠方にある宿毛市において約２０ｃｍ

の降灰があったことを示す文献等が複数存在するところ、風化による

消滅を考慮すると、実現象としては２０ｃｍより厚かった可能性もあ

り、本件発電所敷地に２０ｃｍを上回る降灰は十分あり得る、③九重15 

第一軽石噴火と噴出量が類似し、かつ、遠方に大量の降灰をもたらし

た御嶽山の御嶽伊那噴火（ＶＥＩ５程度）では、火口から約１００ｋ

ｍの地点（九重山と本件発電所の距離までと概ね同等の距離）におい

て２０ｃｍを優に超える降灰があったことは確実であることに照らす

と、少なくとも２０～３０ｃｍ程度の最大層厚を設定すべきである旨20 

指摘し、被告の降下火砕物の最大層厚の評価は過小評価の疑いがある

旨主張する。 

まず、上記①の点につき、確かに、被告は、九重第一軽石噴火の噴

出量の想定を当初の２．０３ｋ㎥から６．２ｋ㎥に変更しており（前

提事実１３ イ ）、火山噴出物の体積を正確に把握することが困難で25 

あることは否定できない。しかしながら、前記 でも述べたように、
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被告が設定した噴出量６．２ｋ㎥自体が保守的な設定となっている上、

本件発電所の南東に位置し、九州起源の火山灰が長期的かつ高精度に

記録されている宇和盆地における降灰層厚は、噴出量が６００ｋ㎥以

上（ＶＥＩ７）とされる阿蘇４噴火でも３１ｃｍ、噴出量が１５０ｋ

㎥以上（ＶＥＩ７）とされる阿蘇３噴火で１３ｃｍ、噴出量が５０ｋ5 

㎥以上（ＶＥＩ６）とされる阿蘇２噴火で２２ｃｍ、同阿蘇１噴火で

９ｃｍであること（前記ア ）からすれば、ＶＥＩ５（噴出量１～１

０ｋ㎥）規模である九重第一軽石噴火による降下火砕物の層厚が１５

ｃｍを超えることは考え難い。なお、九重第一軽石噴火の噴火規模に

ついてＶＥＩ６以上である可能性を指摘する文献もあるが（甲２２１）、10 

その具体的根拠は明らかでない上、より最近の知見である辻ほか（２

０１９）において、九重第一軽石の多数の露頭の調査で得られたデー

タを踏まえた結果、その噴出量が２．７４～４．３９ｋ㎥程度と見積

もられていること（前記ア ｃ）に照らすと、九重第一軽石噴火の噴

火規模がＶＥＩ６以上である可能性を考慮する必要性があるものとは15 

認められない。 

 また、上記②の点につき、原告らが指摘するとおり、長岡・奥野（２

０１４）及びこれが依拠する熊原・長岡（２００２）は、宿毛市にお

いて、九重第一軽石による火山灰層と考えられる層厚２０ｃｍのＬｏ

ｃ．１を確認しているが、同文献は、Ｌｏｃ．１につき、火山灰層中20 

に非火山性の細粒砂が混入していると指摘しており（前記ア ｂ）、よ

り最近の知見である辻ほか（２０１７）が、宿毛市において、九重第

一軽石が層厚１０ｃｍ相当の砂サイズの火山灰として認識されると指

摘していること（前記ア ｃ）に照らせば、Ｌｏｃ．１の層厚がその

まま九重第一軽石噴火による火山灰の層厚を示すものとはいえない。25 

加えて、火山灰は、風の影響を強く受けて堆積するものであるところ、
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九重山から見てジェット気流が卓越しやすい東方向にある宿毛市と、

九重山から見て北東方向にある本件発電所敷地とは方角が異なること

（前記ア ａ、ｂ）も踏まえると、上記層厚２０ｃｍの記載をもって、

九重第一軽石噴火と同規模の噴火が発生した場合に、本件発電所敷地

にも層厚１５ｃｍを超える火山灰が堆積する可能性が十分にあるとは5 

認められない。 

 さらに、上記③の点につき、令和元年火山ガイドは、原子力発電所

内及びその周辺地域において降下火砕物の堆積が観測されない場合の

降灰量の設定方法として、①類似する火山の降下火砕物堆積物の情報

を基に求める方法と②数値シミュレーションを行うことにより求める10 

方法（数値シミュレーションに際しては、過去の噴火履歴等の関連パ

ラメータ及び類似の火山降下火砕物堆積物等の情報を参考とすること

ができる。）の２つの方法を挙げており、程度の差はあれ、いずれの方

法においても類似する火山を考慮する旨定めていることが認められる

（令和元年火山ガイド解説－１９、前提事実１３ イ ｂ、オ ）。し15 

かしながら、原告らが類似する火山として主張する御嶽山の噴火につ

いては、噴火規模は類似しているものの、水蒸気噴火（地下水がマグ

マに直接触れることなくマグマの熱によって水蒸気となり、それが爆

発的に噴出する現象。乙１４０［６９頁］、１４８）であり、九重第一

軽石と噴火様式を異にしていると認められ、また、気流の影響など地20 

理的条件も異なることを踏まえると、御嶽山の御嶽伊那噴火における

降灰量を九重第一軽石噴火による本件発電所敷地における降灰量に当

てはめることは相当でないというべきである。そうすると、被告が、

令和元年火山ガイドの解説－１９における上記①の方法を考慮しなか

ったこと、上記②の方法において類似の火山として御嶽山の御嶽伊那25 

噴火を考慮しなかったことが不合理であるとは認められない。 
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ｂ 気中降下火砕物濃度の評価について 

原告らは、第５の６（原告らの主張） ウのとおり、被告が数値シ

ミュレーション（Ｔｅｐｈｒａ２）を用いて実際の降灰や他の類似火

山の事例よりも大きい粒子の割合が多くなるような粒径分布を用いて

気中降下火砕物濃度の計算を行っていることや、九重山から約１０８5 

ｋｍ離れた本件発電所敷地では、細かな粒子の割合が大きくなるはず

であるにもかかわらず、被告が設定した粒径分布によると、粒径が４

φ未満の粒子がわずか２％であることから、被告による気中降下火砕

物濃度の推定は不合理である旨主張する。 

しかしながら、数値シミュレーション（Ｔｅｐｈｒａ２）による粒10 

径分布が実際の降灰や他の類似火山の事例における粒径分布よりも大

きい粒子の割合が多いと認めるに足りる的確な証拠はない。 

また、確かに、火山灰は、噴火口からの距離に応じて細粒化するも

のの、粒径が４φ（６２．５μｍ＝１／１６ｍｍ）未満の粒子は、凝

集して降下すると認められることからすると（乙１４１［９４頁］、１15 

４９）、凝集して粒径が大きくなった降下火砕物の終端速度が大きくな

る結果、気中降下火砕物濃度は小さくなるから、原告らが主張するよ

うな微細粒子の割合が大きくなったからといって、降下火砕物の気中

濃度が大幅に増えるものとは認められない。 

 以上によると、原告らの上記各主張を踏まえても、被告による降下火20 

砕物の影響評価は令和元年火山ガイドに適合しているものと認められる。 

７ まとめ 

以上によると、基準地震動の策定につき、新規制基準及び本件適合性審査に

不合理な点はないものと認められ、また、令和元年火山ガイドに不合理な点は

ないものと認められるところ、被告による火山事象の評価は、これに適合して25 

いるものと認められる。そして、他に、本件原子炉施設が安全性を欠いている
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と認めるに足りる証拠はないことからすると、本件原子炉施設に安全性に欠け

るところがあり、原告らの生命等の重大な保護法益に対する侵害が生ずる具体

的危険があるとは認められない。 

第７ 結論 

以上によれば、原告らの請求はいずれも理由がないから、これらをいずれも5 

棄却することとして、主文のとおり判決する。 

 

大分地方裁判所民事第１部 

 

裁判長裁判官    武 智 舞 子 10 

 

 

 

裁判官    森  朋 美 
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健一郎・池田倫治・金山清一・横山芳春・杉山雄一・佃栄吉（乙１２３） 

・ 大野ほか（１９９７）：「四国北西部伊予灘海域における中央構造線活断層系の20 

深部構造とセグメンテーション」大野裕記・小林修二・長谷川修一・本荘静光・

長谷川正 

・ 小川ほか（１９９２）：「伊予灘北東部における中央構造線海底活断層の完新世

活動」小川光明・岡村眞・島崎邦彦・中田高・千田昇・中村俊夫・宮武隆・前杢

英明・堤浩之 25 

・ 楮原ほか（２０１１）：「布田川・日奈久断層帯海域部における高分解能マルチ
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チャンネル音波探査」楮原京子・愛甲崇信・足立幾久・坂本泉・滝野義幸・井上

直人・北田奈緒子（乙３７５） 

・ 四国電力（２０１４）：「伊方発電所 現地調査 コメント回答（海底谷の音波

探査記録について）平成２６年１０月１日」四国電力株式会社（乙１１４） 

・ 四国電力（２０１５）：「伊方発電所 地盤（敷地周辺の地質・地質構造）につ5 

いて 平成２７年６月３日」四国電力株式会社（乙２１） 

・ 高橋ほか（２０２０）：「地震探査結果に基づく四国北西沖伊予灘海域における

中央構造線の分布及び活動性」高橋恭平・池田倫治・佐藤誉司・足達健人・西坂

直樹・大西耕造・大野裕記・露口耕治・辻󠄀健（乙３１２） 

・ 武村（１９９０）：「日本列島およびその周辺地域に起こる浅発地震のマグニチ10 

ュードと地震モーメントの関係」武村雅之 

・ 壇ほか（２０１１）：「長大横ずれ断層による内陸地震の平均動的応力降下量の

推定と強震動予測のためのアスペリティモデルの設定方法への応用」壇一男・具

典淑・入江紀嘉・アルズペイマサマン・石井やよい（乙３２８、ヨ３７） 

・ 壇ほか（２０１２）：「平均動的応力降下量を用いた長大な横ずれ断層のアスペ15 

リティモデルによる強震動の試算と考察」壇一男・具典淑・島津奈緒未・入江紀

嘉（乙３９） 

・ 壇ほか（２０１６）：「長大断層用の強震動予測レシピの検証（その１）長大横

ずれ断層による１９９９年トルコＫｏｃａｅｌｉ地震の事例」壇一男・具典淑・

島津奈緒未・藤原広行・森川信之（乙４１） 20 

・ 中央防災会議（２００３）：「東南海、南海地震等に関する専門調査会（第１６

回）、東南海、南海地震に関する報告（案）、平成１５年１２月１６日」中央防災

会議 

・ 司・翠川（１９９９）：「断層タイプ及び地盤条件を考慮した最大加速度・最大

速度の距離減衰式」司宏俊・翠川三郎 25 

・ 堤・後藤（２００６）：「四国の中央構造線断層帯の最新活動に伴う横ずれ変位
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量分布」堤浩之・後藤秀昭（乙ヨ８９） 

・ 堤ほか（１９９０）：「伊予灘北東部海底における中央構造線」堤浩之・中田高・

小川光明・岡村真・島崎邦彦 

・ 藤堂ほか（２０１２）：「長大な横ずれ断層による内陸地震のアスペリティモデ

ル設定方法の中央構造線への応用と強震動の試算」藤堂正喜・壇一男・具典淑・5 

入江紀嘉・呉長江（乙４０） 

・ 内閣府検討会（２０１２ａ）：平成２４年３月３１日付け「南海トラフの巨大地

震による震度分布・津波高について（第一次報告）」南海トラフの巨大地震モデル

検討会（乙６０） 

・ 内閣府検討会（２０１２ｂ）：平成２４年８月２９日付け「南海トラフの巨大地10 

震モデル検討会（第二次報告）強震断層モデル編－強震断層モデルと震度分布に

ついて－」南海トラフの巨大地震モデル検討会（乙６１） 

・ 七山ほか（２００２）：「伊予灘～佐賀関沖ＭＴＬ活断層系の広域イメージング

とセグメント区分」七山太・池田倫治・大塚一広・三浦健一郎・金山清一・小林

修二・長谷川正・杉山雄一・佃栄吉（乙１３３） 15 

・ 南海トラフ長期評価：平成１３年９月２７日付け「南海トラフの地震の長期評

価」地震調査研究推進本部地震調査委員会 

・ 南海トラフ長期評価（第二版）：平成２５年５月２４日付け「南海トラフの地震

活動の長期評価（第二版）」地震調査研究推進本部地震調査委員会（甲１１の２、

１１の３） 20 

・ 日向灘長期評価：平成１６年２月２７日付け「日向灘および南西諸島海溝周辺

の地震活動の長期評価」地震調査研究推進本部地震調査委員会（甲１８、乙ヨ９

２） 

・ 弘瀬ほか（２００７）：「Ｄｏｕｂｌｅ－Ｄｉｆｆｅｒｅｎｃｅ Ｔｏｍｏｇｒ

ａｐｈｙ法による西南日本の３次元地震波速度構造およびフィリピン海プレート25 

の形状の推定」弘瀬冬樹・中島淳一・長谷川昭 
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・ 松田（１９７５）：「活断層から発生する地震の規模と周期について」松田時彦

（乙３３） 

・ 三浦ほか（２００１）：「伊予灘東部海域の中央構造線活断層系の完新世活動性

評価（Ⅰ）－シングルチャネル音波探査の成果－」三浦健一郎・七山太・大塚一

広・池田倫治・金山清一・長谷川正・杉山雄一・佃栄吉（乙１３２） 5 

・ 宮腰ほか（２００３）：「すべりの時空間的不均質特性のモデル化」宮腰研・Ｐ

ＥＴＵＫＨＩＮ Ａｎａｔｏｌｙ・長郁夫 

・ 宮腰ほか（２０１５）：「強震動記録を用いた震源インバージョンに基づく国内

の内陸地殻内地震の震源パラメータのスケーリング則の再検討」宮腰研・入倉孝

次郎・釜江克宏（乙４５） 10 

・ 室谷ほか（２００９）：「長大断層に関するスケーリング則－海外で発生した長

大断層での地震の解析事例－」室谷智子・松島信一・吾妻崇・入倉孝次郎（乙ヨ

９０） 

・ 室谷ほか（２０１０）：「内陸の長大断層に関するスケーリング則の検討」室谷

智子・松島信一・吾妻崇・入倉孝次郎・北川貞之（乙ヨ９１） 15 

・ 本蔵ほか（１９８８）：「キュリー点深度と地震のマグニチュード」本蔵義守・

大久保泰邦・春日茂・大島章一 

・ 予測地図（２０１３）：「今後の地震動ハザード評価に関する検討～２０１３年

における検討結果～」地震調査研究推進本部地震調査委員会（乙７５） 

・ 予測地図（２０１４）：「全国地震動予測地図２０１４年版～全国の地震動ハザ20 

ードを概観して～付録－１」地震調査研究推進本部地震調査委員会（乙７３） 

・ Ｆｕｊｉｉ ａｎｄ Ｍａｔｓｕ’ｕｒａ（２０００）：「Ｒｅｇｉｏｎａｌ ｄ

ｉｆｆｅｒｅｎｃｅ ｉｎ ｓｃａｌｉｎｇ ｌａｗｓ ｆｏｒ ｌａｒｇｅ 

ｅａｒｔｈｑｕａｋｅｓ ａｎｄ ｉｔｓ ｔｅｃｔｏｎｉｃ ｉｍｐｌｉｃａ

ｔｉｏｎ」Ｙｏｓｈｉｈｉｒｏ Ｆｕｊｉｉ，Ｍｉｔｓｕｈｉｒｏ Ｍａｔｓｕ’25 

ｕｒａ（乙３２７） 
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・ Ｉｒｉｅ ｅｔ ａｌ．（２０１０）：「Ｉｍｐｒｏｖｅｍｅｎｔ ｏｆ ｋｉｎ

ｅｍａｔｉｃ ｆａｕｌｔ ｍｏｄｅｌｓ ｆｏｒ ｐｒｅｄｉｃｔｉｎｇ ｓ

ｔｒｏｎｇ ｍｏｔｉｏｎｓ ｂｙ ｄｙｎａｍｉｃ ｒｕｐｔｕｒｉｎｇ ｓ

ｉｍｕｌａｔｉｏｎ－Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ ｏｆ ｐｒｏｐｏｒｔｉｏｎａｌ

ｉｔｙ ｃｏｎｓｔａｎｔ ｂｅｔｗｅｅｎ ｓｔｒｅｓｓ ｄｒｏｐ ａｎｄ 5 

ｓｅｉｓｍｉｃ ｍｏｍｅｎｔ ｉｎ ｓｔｒｉｋｅ－ｓｌｉｐ ｉｎｌａｎｄ 

ｅａｒｔｈｑｕａｋｅｓ－」Ｋｉｙｏｓｈｉ Ｉｒｉｅ，Ｋａｚｕｏ Ｄａｎ， 

Ｓｈｉｎｙａ Ｉｋｕｔａｍａ，Ｋｏｊｉｒｏ Ｉｒｉｋｕｒａ 

・ Ｋａｎａｍｏｒｉ（１９７７）：「Ｔｈｅ ｅｎｅｒｇｙ ｒｅｌｅａｓｅ ｉ

ｎ ｇｒｅａｔ ｅａｒｔｈｑｕａｋｅｓ」Ｋａｎａｍｏｒｉ，Ｈ 10 

・ Ｍｕｒｏｔａｎｉ ｅｔ ａｌ．（２０１５）：「Ｓｃａｌｉｎｇ ｒｅｌａｔｉ

ｏｎｓ ｏｆ ｓｏｕｒｃｅ ｐａｒａｍｅｔｅｒｓ ｏｆ ｅａｒｔｈｑｕａ

ｋｅｓ ｏｃｃｕｒｒｉｎｇ ｏｎ ｉｎｌａｎｄ ｃｒｕｓｔａｌ ｍｅｇａ

－ｆａｕｌｔ ｓｙｓｔｅｍｓ」Ｍｕｒｏｔａｎｉ，Ｓ．，Ｍａｔｓｕｓｈｉｍａ，

Ｓ．，Ａｚｕｍａ，Ｔ．，Ｉｒｉｋｕｒａ，Ｋ．，Ｋｉｔａｇａｗａ，Ｓ 15 

・ Ｎｏｄａ ｅｔ ａｌ．（２００２）：「Ｒｅｓｐｏｎｓｅ ｓｐｅｃｔｒａ ｆ

ｏｒ ｄｅｓｉｇｎ ｐｕｒｐｏｓｅ ｏｆ ｓｔｉｆｆ ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ

ｓ ｏｎ ｒｏｃｋ ｓｉｔｅｓ，ＯＥＣＤ－ＮＥＡ ｗｏｒｋｓｈｏｐ ｏｎ 

ｔｈｅ ｒｅｌａｔｉｏｎｓ ｂｅｔｗｅｅｎ ｓｅｉｓｍｏｌｏｇｉｃａｌ 

ｄａｔａ ａｎｄ ｓｅｉｓｍｉｃ ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ ａｎａｌｙｓｉ20 

ｓ」Ｓｈｉｚｕｏ Ｎｏｄａ，Ｋａｚｕｈｉｋｏ Ｙａｓｈｉｒｏ，Ｋａｔｓｕ

ｙａ Ｔａｋａｈａｓｈｉ，Ｍａｓａｙｕｋｉ Ｔａｋｅｍｕｒａ，Ｓｕｓｕｍ

ｕ Ｏｈｎｏ，Ｍａｓａｎｏｂｕ Ｔｏｈｄｏ，Ｔａｋａｈｉｄｅ Ｗａｔａｎ

ａｂｅ 

・ Ｓｏｍｅｒｖｉｌｌｅ ｅｔ ａｌ．（１９９９）：「Ｃｈａｒａｃｔｅｒｉｚｉ25 

ｎｇ ｃｒｕｓｔａｌ ｅａｒｔｈｑｕａｋｅ ｓｌｉｐ ｍｏｄｅｌｓ ｆｏ
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ｒ ｔｈｅ ｐｒｅｄｉｃｔｉｏｎ ｏｆ ｓｔｒｏｎｇ ｇｒｏｕｎｄ ｍｏ

ｔｉｏｎ」Ｓｏｍｅｒｖｉｌｌｅ，Ｐ．Ｇ．，Ｋ．Ｉｒｉｋｕｒａ，Ｒ．Ｇｒａｖ

ｅｓ，Ｓ．Ｓａｗａｄａ，Ｄ．Ｗａｌｄ，Ｎ．Ａｂｒａｈａｍｓｏｎ，Ｙ．Ｉｗ

ａｓａｋｉ，Ｔ．Ｋａｇａｗａ，Ｎ．Ｓｍｉｔｈ，Ａ．Ｋｏｗａｄａ 

・Ｔａｎａｋａ（２００４）：「Ｇｅｏｔｈｅｒｍａｌ ｇｒａｄｉｅｎｔ ａｎｄ 5 

ｈｅａｔ ｆｌｏｗ ｄａｔａ ｉｎ ａｎｄ ａｒｏｕｎｄ Ｊａｐａｎ

（Ⅱ）：Ｃｒｕｓｔａｌ ｔｈｅｒｍａｌ ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ ａｎｄ ｉｔ

ｓ ｒｅｌａｔｉｏｎｓｈｉｐ ｔｏ ｓｅｉｓｍｏｇｅｎｉｃ ｌａｙｅｒ」

Ｔａｎａｋａ，Ａ． 

（あいうえお順、アルファベット順） 10 

【火山関係】 

・ 荒牧（２００３）：「カルデラ噴火の地学的意味」荒牧重雄（乙１５９） 

・ 大倉（２０１７）：「測地学的手法による火山活動の観測について」大倉敬宏（乙

１６７） 

・ 菅野・石橋（２０１７）：「斑晶鉱物の元素拡散モデリングに基づく噴火準備タ15 

イムスケールの研究の現状」菅野拓矢・石橋秀巳（乙２０１） 

・ 熊原・長岡（２００２）：「四国南西部、松田川流域における九重第一テフラの

対比と低位段丘の年代」熊原康博・長岡信治（甲２２３、乙４２４） 

・ 小林（２０１７）：「カルデラ噴火の前兆現象に関する地質学的研究」小林哲夫

（乙１５３） 20 

・ 国土地理院（２００４）：「阿蘇山周辺の地殻変動」国土地理院 

・ 須藤ほか（２００６）：「阿蘇火山の地盤変動とマグマ溜まり－長期間の変動と

圧力源の位置－」須藤靖明・筒井智樹・中坊真・吉川美由紀・吉川慎・井上寛之

（乙１８７） 

・ 須藤ほか（２００７）：「わが国の降下火山灰データベース作成」須藤茂・猪股25 

隆行・佐々木寿・向山栄 
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・ 高倉ほか（２０００）：「ＭＴ法による阿蘇カルデラの比抵抗断面」高倉伸一・

橋本武志・小池克明・小川康雄 

・ 辻ほか（２０１７）：「九重山５４ｋａ大規模噴火による噴出物の層序および噴

火パラメータの推定」辻智大・岸本博志・藤田浩司・三浦大助・池田倫治・西坂

直樹・大西耕造（乙４３０） 5 

・ 辻ほか（２０１９）：「風化した降下軽石の粒度分布－九重第一降下軽石の例－」

辻智大・岸本博志・藤田浩司・中村千怜・長田朋大・木村一成・池田倫治・西坂

直樹・大西耕造（乙４２５） 

・ 東宮（２０１６）：「マグマ溜まり：噴火準備過程と噴火開始条件」東宮昭彦（甲

２１１、乙１６２） 10 

・ 長岡・奥野（２０１４）：「九重火山のテフラ層序」長岡信治・奥野充 

・ 町田・新井（２０１１）：「新編火山灰アトラス［日本列島とその周辺］」町田洋・

新井房夫（甲２２１、乙１５２） 

・ 松島ほか（２０１９）：「広帯域ＭＴ法データから推定される阿蘇火山のマグマ

供給系と浅部熱水系」松島喜雄・宇津木充・高倉伸一・山崎雅・畑真紀・橋本武15 

志・上嶋誠（乙１９１） 

・ 三浦・和田（２００７）：「西南日本弧前縁の圧縮テクトニクスと中期中新世カ

ルデラ火山」三浦大助・和田穣隆（乙１５８） 

・ 三好ほか（２００５）：「阿蘇カルデラ形成後に活動した多様なマグマとそれら

の成因関係について」三好雅也・長谷中利昭・佐野貴司（乙１７２） 20 

・ Ａｂｅ（２０１２）：「Ｓｅｉｓｍｉｃ ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ ｏｆ ｔｈｅ ｃ

ｒｕｓｔ ａｎｄ ｔｈｅ ｕｐｐｅｒｍｏｓｔ ｍａｎｔｌｅ ｂｅｎｅａｔ

ｈ Ｋｙｕｓｈｕ，Ｊａｐａｎ，ａｓ ｄｅｒｉｖｅｄ ｆｒｏｍ ｒｅｃｅｉ

ｖｅｒ ｆｕｎｃｔｉｏｎ ａｎａｌｙｓｅｓ：Ｉｍｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ ｆ

ｏｒ ｖｏｌｃａｎｉｃ ｐｒｏｃｅｓｓｅｓ」Ｙｕｋｉ Ａｂe 25 

・ Ａｂｅ ｅｔ ａｌ．（２０１７）：「Ｌｏｗ－ｖｅｌｏｃｉｔｙ ｚｏｎｅｓ 
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ｉｎ ｔｈｅ ｃｒｕｓｔ ｂｅｎｅａｔｈ Ａｓｏ ｃａｌｄｅｒａ， Ｋｙ

ｕｓｈｕ，Ｊａｐａｎ，ｄｅｒｉｖｅｄ ｆｒｏｍ ｒｅｃｅｉｖｅｒ ｆｕｎ

ｃｔｉｏｎ ａｎａｌｙｓｅｓ」Ｙｕｋｉ Ａｂｅ，Ｔａｋａｈｉｒｏ Ｏｈｋ

ｕｒａ，Ｔａｋｕｏ Ｓｈｉｂｕｔａｎｉ，Ｋａｚｕｒｏ Ｈｉｒａｈａｒａ，

Ｓｈｉｎ Ｙｏｓｈｉｋａｗａ，Ｈｉｒｏｙｕｋｉ Ｉｎｏｕｅ（乙４２０） 5 

・ Ｈａｔａ ｅｔ ａｌ．（２０１６）：「Ｃｒｕｓｔａｌ ｍａｇｍａ ｐａｔｈ

ｗａｙ ｂｅｎｅａｔｈ Ａｓｏ ｃａｌｄｅｒａ ｉｎｆｅｒｒｅｄ ｆｒｏ

ｍ ｔｈｒｅｅ－ｄｉｍｅｎｓｉｏｎａｌ ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ ｒｅｓｉｓ

ｔｉｖｉｔｙ ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ」Ｍａｋｉ Ｈａｔａ，Ｓｈｉｎｉｃｈｉ Ｔ

ａｋａｋｕｒａ， Ｎｏｂｕｏ Ｍａｔｓｕｓｈｉｍａ，Ｔａｋｅｓｈｉ Ｈａｓ10 

ｈｉｍｏｔｏ，Ｍｉｔｓｕｒｕ Ｕｔｓｕｇｉ（乙１９０） 

・ Ｎａｇａｏｋａ（１９８８）：「Ｔｈｅ ｌａｔｅ ｑｕａｔｅｒｎａｒｙ ｔ

ｅｐｈｒａ ｌａｙｅｒｓ ｆｒｏｍ ｔｈｅ ｃａｌｄｅｒａ ｖｏｌｃａｎ

ｏｅｓ ｉｎ ａｎｄ ａｒｏｕｎｄ Ｋａｇｏｓｈｉｍａ ｂａｙ，ｓｏｕｔ

ｈｅｒｎ Ｋｙｕｓｈｕ，Ｊａｐａｎ」Ｎａｇａｏｋａ Ｓｈｉｎｊｉ（乙２４15 

７） 

・ Ｎｏｂｉｌｅ ｅｔ ａｌ．（２０１７）：「Ｓｔｅａｄｙ ｓｕｂｓｉｄｅｎｃ

ｅ ｏｆ ａ ｒｅｐｅａｔｅｄｌｙ ｅｒｕｐｔｉｎｇ ｃａｌｄｅｒａ ｔ

ｈｒｏｕｇｈ ＩｎＳＡＲ ｏｂｓｅｒｖａｔｉｏｎｓ：Ａｓｏ，Ｊａｐａｎ」

Ａｄｒｉａｎｏ Ｎｏｂｉｌｅ，Ｖａｌｅｒｉｏ Ａｃｏｃｅｌｌａ，Ｊｏｅｌ 20 

Ｒｕｃｈ，Ｙｏｓｕｋｅ Ａｏｋｉ，Ｓｖｅｎ Ｂｏｒｇｓｔｒｏｍ，Ｖａｌｅ

ｒｉａ Ｓｉｎｉｓｃａｌｃｈｉ，Ｎｏｂｕｏ Ｇｅｓｈｉ（乙１８９） 

・ Ｓｕｄｏ ａｎｄ Ｋｏｎｇ（２００１）：「Ｔｈｒｅｅ－ｄｉｍｅｎｔｉｏｎ

ａｌ ｓｅｉｓｍｉｃ ｖｅｌｏｃｉｔｙ ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ ｂｅｎｅａｔ

ｈ Ａｓｏ Ｖｏｌｃａｎｏ，Ｋｙｕｓｈｕ，Ｊａｐａｎ」Ｓｕｄｏ，Ｙ．ａｎ25 

ｄ Ｌ．Ｓ．Ｌ．Ｋｏｎｇ 
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・ Ｔｓｕｊｉ ｅｔ ａｌ．（２０１７）：「Ｈｉｇｈ ｒｅｓｏｌｕｔｉｏｎ ｒ

ｅｃｏｒｄ ｏｆ Ｑｕａｔｅｒｎａｒｙ ｅｘｐｌｏｓｉｖｅ ｖｏｌｃａｎ

ｉｓｍ ｒｅｃｏｒｄｅｄ ｉｎ ｆｌｕｖｉｏ－ｌａｃｕｓｔｒｉｎｅ ｓｅ

ｄｉｍｅｎｔｓ ｏｆ ｔｈｅ Ｕｗａ ｂａｓｉｎ，ｓｏｕｔｈｗｅｓｔ Ｊ

ａｐａｎ」Ｔｏｍｏｈｉｒｏ Ｔｓｕｊｉ，Ｍｉｃｈｉｈａｒｕ Ｉｋｅｄａ，5 

Ａｋｉｒａ Ｆｕｒｕｓａｗａ，Ｃｈｉｓａｔｏ Ｎａｋａｍｕｒａ，Ｋｉｙｏ

ｓｈｉ Ｉｃｈｉｋａｗａ，Ｍａｋｏｔｏ Ｙａｎａｇｉｄａ，Ｎａｏｋｉ Ｎ

ｉｓｈｉｚａｋａ，Ｋｏｚｏ Ｏｈｎｉｓｈｉ，Ｙｕｋｉ Ｏｈｎｏ（乙１８０） 

（あいうえお順、アルファベット順） 


